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１．本事業の概要 
 
１－１．背景 

高齢者が住み慣れた地域においてその生活を継続していくためには、介護や医療だけではな
く、介護予防、生活支援、住まいといったサービスや支援も必要となるが、これらの状況は地
域によって全く実情が異なり、地域包括ケアシステムの推進のアプローチも地域によって異な
る。 

このように、地域の実情が全く異なる各自治体において地域包括ケアシステムを進めていく
ためには、 
・地域の実情を踏まえた介護保険事業計画（以下「計画」という。）を作成するとともに、 
・各事業について適切に評価し、見直していく 
といった PDCA サイクルを推進していくことが重要であり、介護保険法においても平成 29 年
の介護保険法改正によりその取組が位置づけられている。 

 
一方、現在の計画では、 

・データから地域の現状・課題を捉えて必要な事業・取組を考えていくことができておらず、 
・目指す姿（アウトカム）について、多くの自治体では計画で目標・指標が明確にされておら

ず、また、事業がその目指す姿をどう実現していくのかを論理的に示すロジックモデル等の
ツールも活用されてない状況である。このため、実施されている事業がどのように成果に結
びついたのかを評価すること自体が難しい状況にあることが推察される。 

 
加えて、保健医療福祉政策における⾧期的アウトカムへの指標設定についての評価基準とし

て、令和４年度老人保健健康増進等事業「介護保険制度の実施状況に係る全体像把握のための
ツールを活用した保険者の地域マネジメント強化に資する調査研究事業」（以下「令和４年度
事業」という。）において、信頼性、妥当性、公平性、実現可能性、説明可能性を整理したが、
計画において具体的にどのような指標が望ましいかは明らかになっていない。 
 
 

１－２．事業の目的 
１を踏まえて、本事業では、計画における PDCA サイクルの推進に資することを目的に、

以下の事業を行った。 
①①  第第９９期期計計画画作作成成にに関関すするる調調査査  
②②  ロロジジッッククモモデデルルをを活活用用ししたた計計画画のの作作成成にに取取りり組組むむモモデデルル市市町町村村支支援援  
③③  令令和和４４年年度度事事業業ににてて作作成成ししたた分分析析ツツーールルをを活活用用ししたた、、ロロジジッッククモモデデルル活活用用研研修修ププロロググララ

ムムのの開開発発  
④④  評評価価基基準準にに沿沿っってて計計画画ににおおけけるる⾧⾧期期的的アアウウトトカカムムのの指指標標ににつついいてて、、よよりり適適切切なな指指標標設設定定

のの在在りり方方をを明明ららかかににすするるこことと  
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１－３．事業実施体制と経過 
１－３－１．検討体制・事業実施体制 
【検討委員会】 ※◎は委員⾧ 

氏名 所属 
◎新田 國夫 医療法人社団つくし会 理事⾧ 
石田 光広 稲城市 副市⾧ 
石原 美和 公立大学法人神奈川県立保健福祉大学 保健福祉学研究科 教授 

岩名 礼介 
三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 共生・社会政策部⾧・
主席研究員 

篠田 浩 大垣市 企画部 部⾧ 

【ワーキンググループ】 
氏名 所属 

荒井 崇宏 稲城市 福祉部高齢福祉課高齢福祉係 係⾧ 
井手 一茂 千葉大学 予防医学センター 特任助教 
辻 誠一郎 八王子市 福祉部高齢者いきいき課 主査 
埴岡 健一 国際医療福祉大学大学院 教授 
小澤 文乃 ⾧野県 健康福祉部介護支援課 主任保健師 
鴨野 寿美夫 横浜市 健康福祉局高齢健康福祉部 高齢健康福祉課⾧ 

横内 瑛 
株式会社野村総合研究所 コンサルティング事業本部  
ヘルスケア・サービスコンサルティング部プリンシパル 

【オブザーバー】 
氏名 所属 

加藤 昭宏 厚生労働省 老健局介護保険計画課 老人福祉計画官 
森西 カンナ 厚生労働省 老健局介護保険計画課 
伊藤 正一 公益財団法人在宅医療助成勇美記念財団 事務局⾧ 

【事務局】 
氏名 所属 

� 哲夫 一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 理事⾧ 
新垣 真理 医療経済研究機構 研究主幹（令和６年１月 10 日まで） 
清水 浩一 医療経済研究機構 政策推進部⾧ 
服部 真治 医療経済研究機構 政策推進部副部⾧ 兼 研究部主席研究員 
柳 史生 医療経済研究機構政策推進部 政策推進課⾧ 
松本 佳子 医療経済研究機構政策推進部 専門研究員 
小林 志伸 医療経済研究機構政策推進部 客員研究員 
佐々木 裕伊 医療経済研究機構政策推進部 専門研究員 
金澤 恵子 医療経済研究機構政策推進部 
加藤 由美 医療経済研究機構政策推進部 
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横内 瑛 
株式会社野村総合研究所 コンサルティング事業本部  
ヘルスケア・サービスコンサルティング部プリンシパル 

【オブザーバー】 
氏名 所属 

加藤 昭宏 厚生労働省 老健局介護保険計画課 老人福祉計画官 
森西 カンナ 厚生労働省 老健局介護保険計画課 
伊藤 正一 公益財団法人在宅医療助成勇美記念財団 事務局⾧ 

【事務局】 
氏名 所属 

� 哲夫 一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 理事⾧ 
新垣 真理 医療経済研究機構 研究主幹（令和６年１月 10 日まで） 
清水 浩一 医療経済研究機構 政策推進部⾧ 
服部 真治 医療経済研究機構 政策推進部副部⾧ 兼 研究部主席研究員 
柳 史生 医療経済研究機構政策推進部 政策推進課⾧ 
松本 佳子 医療経済研究機構政策推進部 専門研究員 
小林 志伸 医療経済研究機構政策推進部 客員研究員 
佐々木 裕伊 医療経済研究機構政策推進部 専門研究員 
金澤 恵子 医療経済研究機構政策推進部 
加藤 由美 医療経済研究機構政策推進部 

 
 

１－３－２．検討委員会・ワーキンググループの開催 
（１）検討委員会 

○ 第第１１回回検検討討委委員員会会  
日時：令和５年７月 10 日（月）18:00~20:00 オンライン開催 
議題：事業概要及びその進め方について 
  

○ 第第２２回回検検討討委委員員会会  
日時：令和６年３月 18 日（月）18:00~20:00 オンライン開催 
議題：報告書（案）について 

  
（２）ワーキンググループ 

○ 第第１１回回ワワーーキキンンググググルルーーププ  
日時：令和５年７月 20 日（木）18：00～20：00 オンライン開催 
内容：事業概要及びその進め方について 

 
○ 第第 22 回回ワワーーキキンンググググルルーーププ  

日時：令和５年 12 月 19 日（火）18：00～19：00 オンライン開催 
内容：１．第９期介護保険事業計画作成に関する調査 

２．都道府県単位研修の実施状況とロジックモデルを活用した研修プログラム 
３．介護保険「保険者シート」分析ツールの見直し 

 
○ 第第３３回回ワワーーキキンンググググルルーーププ  

日時：令和６年３月４日（月）18：00～19：00 オンライン開催 
内容：１．介護保険事業計画作成のアンケート調査及びヒアリング調査の結果について 

２．研修運営マニュアルの見直しについて 
３．その他 

  
１－３－３．実施経過 

2023 年７月 ・第１回検討委員会 
・第１回ワーキンググループ 

9 月 ・⾧野県での研修 
12 月 ・第２回ワーキンググループ 

2024 年 1 月 ・アンケート調査（～２月中旬） 
2 月 ・ヒアリング調査 
3 月 ・第３回ワーキンググループ 

・第２回検討委員会 
・報告書とりまとめ 

※このほか、ロジックモデルを活用した計画を作成する市町村への支援を実施。     
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２．第９期介護保険事業計画作成における状況と課題 
 
２－１．調査の目的 

第９期計画作成における自治体の実態と課題等を明らかにし、第 10 期計画における PDCA
サイクルの推進に向けた取組事項等を検討するために、 
・全ての保険者・都道府県を対象としたアンケート調査を行うこと 
・ロジックモデルを活用している自治体・その他適切なアウトカム指標を置いて PDCA サイ

クルを推進している自治体や、これらの保険者への支援等を行っている都道府県へのヒアリ
ング調査を行うこと 

により、計画の作成過程や指標、ロジックモデル等の活用の在り方について調査・分析を行った。 
  
  
２－２．アンケート調査の結果 
２－２－１．調査概要 
○調査目的：第９期計画作成における自治体の実態と課題等を把握すること 
○調査対象：計画を作成する全国の介護保険の保険者数 1573 保険者1 
      都道府県 47 都道府県 
○調査方法：オンラインによるアンケート調査。自治体の庁内環境によりオンラインによる回答

が難しい場合には、調査票（Excel ファイル）を Email で回収した。 
○調査時期：令和６年１月～２月 
 
 
２－２－２．保険者のアンケート調査の結果 
○有効回答数：796 保険者 
○回答率  ：50.6% 
  
（１）第９期計画作成について 
① 行政組織内の検討体制 

行政組織内の検討体制は、「設置した」保険者が 39.2％となっており、人口規模が大きくな
るにつれてその割合が高くなる傾向にある。 

検討体制に参加した部局は、「介護保険担当以外の高齢者福祉施策の担当」「保健医療の担
当」「地域福祉・地域共生の担当」との回答が多く、90.7%、67.6%、61.2%となっている。 

 
    

 
1 厚生労働省「介護保険事業状況報告 月報（令和５年 11 月）」で掲載されている 1571 保険者に、令和６年３

月末にくすのき広域連合が解散することを加味した 1573 保険者。 
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図表２－１ 行政組織内の検討体制の設置状況2 

 
 

図表２－２ 行政組織内の検討体制の参加部局（複数回答） 

 
 
 
② 行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点 

行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点は、「計画に盛り込む施策・事業の内容を
調整することが難しかった」「問題意識や目標の共有が難しかった」との回答が 38.4%、35.6%
となっている。一方、「困難は特になかった」との回答も 36.1%となっている。 

 
  

 
2 人口規模は、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和 5 年 1 月 1 日現在）」による。

その他は、介護保険の保険者である広域連合や一部事務組合を集計したもの。（以下の図表において同じ。） 

調査数 設置した 設置しなかった

796 312 484
100.0% 39.2% 60.8%

143 31 112
100.0% 21.7% 78.3%

324 104 220
100.0% 32.1% 67.9%

132 54 78
100.0% 40.9% 59.1%

88 48 40
100.0% 54.5% 45.5%

64 49 15
100.0% 76.6% 23.4%

22 16 6
100.0% 72.7% 27.3%

23 10 13
100.0% 43.5% 56.5%

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上

その他

調
査
数

介
護
保
険
担
当
以
外
の
高
齢
者
福

祉
施
策
の
担
当

障
害
福
祉
の
担
当

児
童
福
祉
・
保
育
の
担
当

生
活
保
護
の
担
当

地
域
福
祉
・
地
域
共
生
の
担
当

保
健
医
療
の
担
当
（
国
民
健
康
保

険
、
健
康
増
進
、
医
療
政
策
等
）

雇
用
・
労
働
施
策
の
担
当

住
宅
施
策
の
担
当

商
工
や
地
場
産
業
の
担
当

市
民
活
動
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
住
民
参
加

の
担
当

公
共
交
通
の
担
当

農
林
水
産
業
の
振
興
の
担
当

教
育
委
員
会

消
費
生
活
の
担
当

防
災
の
担
当

そ
の
他

312 283 140 51 87 191 211 62 93 56 82 97 22 72 66 95 55
100.0% 90.7% 44.9% 16.3% 27.9% 61.2% 67.6% 19.9% 29.8% 17.9% 26.3% 31.1% 7.1% 23.1% 21.2% 30.4% 17.6%

31 29 19 6 13 19 17 2 3 1 1 4 1 2 3 4 1
100.0% 93.5% 61.3% 19.4% 41.9% 61.3% 54.8% 6.5% 9.7% 3.2% 3.2% 12.9% 3.2% 6.5% 9.7% 12.9% 3.2%

104 93 44 13 30 57 68 15 21 13 18 32 4 21 19 29 16
100.0% 89.4% 42.3% 12.5% 28.8% 54.8% 65.4% 14.4% 20.2% 12.5% 17.3% 30.8% 3.8% 20.2% 18.3% 27.9% 15.4%

54 48 27 12 21 34 38 12 21 16 22 24 7 20 15 22 5
100.0% 88.9% 50.0% 22.2% 38.9% 63.0% 70.4% 22.2% 38.9% 29.6% 40.7% 44.4% 13.0% 37.0% 27.8% 40.7% 9.3%

48 40 21 9 10 27 36 12 17 12 14 16 8 11 11 18 15
100.0% 83.3% 43.8% 18.8% 20.8% 56.3% 75.0% 25.0% 35.4% 25.0% 29.2% 33.3% 16.7% 22.9% 22.9% 37.5% 31.3%

49 49 24 8 9 40 40 14 23 10 19 17 1 14 15 17 11
100.0% 100.0% 49.0% 16.3% 18.4% 81.6% 81.6% 28.6% 46.9% 20.4% 38.8% 34.7% 2.0% 28.6% 30.6% 34.7% 22.4%

16 16 5 3 4 10 10 7 8 4 6 4 1 4 3 5 4
100.0% 100.0% 31.3% 18.8% 25.0% 62.5% 62.5% 43.8% 50.0% 25.0% 37.5% 25.0% 6.3% 25.0% 18.8% 31.3% 25.0%

10 8 0 0 0 4 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 3
100.0% 80.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 30.0%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満
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図表２－３ 行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点（複数回答） 

 
 
③ 計画作成に向けた外部の者が入る会議（計画作成委員会等） 

 計画作成に向けた外部の者が入る会議は、「設置した」保険者が 66.5％、「既存の会議で計画
案を議論した」保険者が 32.5％となっている。 
 会議に参画した者は、「福祉関係者」「保健医療関係者」「第１号被保険者の代表として参画
した者」「学識経験者」との回答が 98.2%、95.4%、84.4%、80.3%と多くなっている。 

 
図表２－４ 計画作成に向けた外部の者が入る会議（計画作成委員会等）の設置状況等 

 
 
  

調
査
数

他
部
署
で
ど
の
よ
う
な
施
策
・
事

業
を
行
っ
て
い
る
の
か
が
わ
か
ら

な
か
っ
た

他
部
署
で
ど
の
よ
う
な
デ
ー
タ
を

持
っ
て
い
る
の
か
が
わ
か
ら
な

か
っ
た

他
部
署
の
担
当
者
の
協
力
を
得
る

こ
と
が
難
し
か
っ
た

問
題
意
識
や
目
標
の
共
有
が
難
し

か
っ
た

計
画
に
盛
り
込
む
施
策
・
事
業
の

内
容
を
調
整
す
る
こ
と
が
難
し

か
っ
た

そ
の
他

困
難
は
特
に
な
か
っ
た

796 209 197 49 283 306 16 287
100.0% 26.3% 24.7% 6.2% 35.6% 38.4% 2.0% 36.1%

143 25 24 4 37 44 2 72
100.0% 17.5% 16.8% 2.8% 25.9% 30.8% 1.4% 50.3%

324 82 82 17 110 117 2 120
100.0% 25.3% 25.3% 5.2% 34.0% 36.1% 0.6% 37.0%

132 37 29 10 44 44 2 49
100.0% 28.0% 22.0% 7.6% 33.3% 33.3% 1.5% 37.1%

88 29 26 6 39 43 1 23
100.0% 33.0% 29.5% 6.8% 44.3% 48.9% 1.1% 26.1%

64 27 23 6 37 33 3 10
100.0% 42.2% 35.9% 9.4% 57.8% 51.6% 4.7% 15.6%

22 7 9 5 10 13 2 5
100.0% 31.8% 40.9% 22.7% 45.5% 59.1% 9.1% 22.7%

23 2 4 1 6 12 4 8
100.0% 8.7% 17.4% 4.3% 26.1% 52.2% 17.4% 34.8%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

調査数
設置した（審議会等の下
に、計画作成の部会等を
設置する場合を含む）

既存の会議で計画案を
議論した

外部の者が入った会議で
計画案を議論していない

796 529 259 8
100.0% 66.5% 32.5% 1.0%

143 98 40 5
100.0% 68.5% 28.0% 3.5%

324 225 97 2
100.0% 69.4% 29.9% 0.6%

132 86 46 0
100.0% 65.2% 34.8% 0.0%

88 54 34 0
100.0% 61.4% 38.6% 0.0%

64 35 28 1
100.0% 54.7% 43.8% 1.6%

22 13 9 0
100.0% 59.1% 40.9% 0.0%

23 18 5 0
100.0% 78.3% 21.7% 0.0%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満
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図表２－４ 計画作成に向けた外部の者が入る会議（計画作成委員会等）の設置状況等 

 
 
  

調
査
数

他
部
署
で
ど
の
よ
う
な
施
策
・
事

業
を
行
っ
て
い
る
の
か
が
わ
か
ら

な
か
っ
た

他
部
署
で
ど
の
よ
う
な
デ
ー
タ
を

持
っ
て
い
る
の
か
が
わ
か
ら
な

か
っ
た

他
部
署
の
担
当
者
の
協
力
を
得
る

こ
と
が
難
し
か
っ
た

問
題
意
識
や
目
標
の
共
有
が
難
し

か
っ
た

計
画
に
盛
り
込
む
施
策
・
事
業
の

内
容
を
調
整
す
る
こ
と
が
難
し

か
っ
た

そ
の
他

困
難
は
特
に
な
か
っ
た

796 209 197 49 283 306 16 287
100.0% 26.3% 24.7% 6.2% 35.6% 38.4% 2.0% 36.1%

143 25 24 4 37 44 2 72
100.0% 17.5% 16.8% 2.8% 25.9% 30.8% 1.4% 50.3%

324 82 82 17 110 117 2 120
100.0% 25.3% 25.3% 5.2% 34.0% 36.1% 0.6% 37.0%

132 37 29 10 44 44 2 49
100.0% 28.0% 22.0% 7.6% 33.3% 33.3% 1.5% 37.1%

88 29 26 6 39 43 1 23
100.0% 33.0% 29.5% 6.8% 44.3% 48.9% 1.1% 26.1%

64 27 23 6 37 33 3 10
100.0% 42.2% 35.9% 9.4% 57.8% 51.6% 4.7% 15.6%

22 7 9 5 10 13 2 5
100.0% 31.8% 40.9% 22.7% 45.5% 59.1% 9.1% 22.7%

23 2 4 1 6 12 4 8
100.0% 8.7% 17.4% 4.3% 26.1% 52.2% 17.4% 34.8%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

調査数
設置した（審議会等の下
に、計画作成の部会等を
設置する場合を含む）

既存の会議で計画案を
議論した

外部の者が入った会議で
計画案を議論していない

796 529 259 8
100.0% 66.5% 32.5% 1.0%

143 98 40 5
100.0% 68.5% 28.0% 3.5%

324 225 97 2
100.0% 69.4% 29.9% 0.6%

132 86 46 0
100.0% 65.2% 34.8% 0.0%

88 54 34 0
100.0% 61.4% 38.6% 0.0%

64 35 28 1
100.0% 54.7% 43.8% 1.6%

22 13 9 0
100.0% 59.1% 40.9% 0.0%

23 18 5 0
100.0% 78.3% 21.7% 0.0%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

 
 

図表２－５ 会議に参画した者（ヒアリング等を含む。）（複数回答） 

 
 
④ パブリックコメントの実施状況 

 パブリックコメントは、「実施した」保険者が 92.1％となっている。人口規模別では、１万
人未満の保険者では「実施した」保険者が 69.9％と少なくなっている。 

 
図表２－６ パブリックコメントの実施状況 

 
 
    

調
査
数

学
識
経
験
者

保
健
医
療
関
係
者

福
祉
関
係
者

第
１
号
被
保
険
者
の
代
表
と
し
て
参
画
し

た
者

第
２
号
被
保
険
者
の
代
表
と
し
て
参
画
し

た
者

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
代

表
と
し
て
参
画
し
た
者
（
認
知
症
の
人
本

人
を
除
く
）

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
家

族
の
代
表
と
し
て
参
画
し
た
者
（
認
知
症

の
人
の
家
族
等
を
除
く
）

認
知
症
の
人
本
人

認
知
症
の
人
の
家
族
等

※
「
家
族
そ
の
他
認
知
症
の
人
と
日
常
生

活
に
お
い
て
密
接
な
関
係
を
有
す
る
者
」

そ
の
他

788 633 752 774 665 311 110 98 5 57 262
100.0% 80.3% 95.4% 98.2% 84.4% 39.5% 14.0% 12.4% 0.6% 7.2% 33.2%

138 97 129 134 121 56 25 22 0 3 40
100.0% 70.3% 93.5% 97.1% 87.7% 40.6% 18.1% 15.9% 0.0% 2.2% 29.0%

322 239 308 314 276 123 43 39 1 11 96
100.0% 74.2% 95.7% 97.5% 85.7% 38.2% 13.4% 12.1% 0.3% 3.4% 29.8%

132 112 125 132 113 54 17 15 1 11 44
100.0% 84.8% 94.7% 100.0% 85.6% 40.9% 12.9% 11.4% 0.8% 8.3% 33.3%

88 83 86 87 72 32 15 13 3 11 39
100.0% 94.3% 97.7% 98.9% 81.8% 36.4% 17.0% 14.8% 3.4% 12.5% 44.3%

63 62 61 62 44 23 5 3 0 12 30
100.0% 98.4% 96.8% 98.4% 69.8% 36.5% 7.9% 4.8% 0.0% 19.0% 47.6%

22 22 21 22 19 16 1 5 0 7 8
100.0% 100.0% 95.5% 100.0% 86.4% 72.7% 4.5% 22.7% 0.0% 31.8% 36.4%

23 18 22 23 20 7 4 1 0 2 5
100.0% 78.3% 95.7% 100.0% 87.0% 30.4% 17.4% 4.3% 0.0% 8.7% 21.7%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満

調査数 実施した（予定を含む） 実施しなかった

796 733 63
100.0% 92.1% 7.9%

143 100 43
100.0% 69.9% 30.1%

324 310 14
100.0% 95.7% 4.3%

132 131 1
100.0% 99.2% 0.8%

88 86 2
100.0% 97.7% 2.3%

64 63 1
100.0% 98.4% 1.6%

22 22 0
100.0% 100.0% 0.0%

23 21 2
100.0% 91.3% 8.7%

20万人以上～50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満
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⑤ 計画作成に向けたスケジュール 
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の調査票を配布した時期は、2022 年 10～12 月、2023

年１～３月が 44.5％、33.9％と多くなっている。 
行政組織内の検討体制を設けた時期は、2023 年４～６月、2022 年７～12 月、2023 年７～

９月が 36.2％、22.1％、13.8％と多くなっている。 
外部の者が入った会議を設けた・開催した時期は、2023 年７～９月が 29.8％と最も多くな

っているが、2022 年７月から 2023 年 10 月以降までの時期に分散している。 
 
図表２－７ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の調査票を配布した時期 

 
 
図表２－８ 行政組織内の検討体制を設けた時期 

 
 
  

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～９月

2022年
10～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７月以降

実施して
いない

796 28 17 16 354 270 55 56 0
100.0% 3.5% 2.1% 2.0% 44.5% 33.9% 6.9% 7.0% 0.0%

143 9 5 6 37 52 16 18 0
100.0% 6.3% 3.5% 4.2% 25.9% 36.4% 11.2% 12.6% 0.0%

324 10 8 3 132 126 25 20 0
100.0% 3.1% 2.5% 0.9% 40.7% 38.9% 7.7% 6.2% 0.0%

132 3 3 2 67 45 6 6 0
100.0% 2.3% 2.3% 1.5% 50.8% 34.1% 4.5% 4.5% 0.0%

88 2 1 0 48 31 4 2 0
100.0% 2.3% 1.1% 0.0% 54.5% 35.2% 4.5% 2.3% 0.0%

64 1 0 2 41 12 4 4 0
100.0% 1.6% 0.0% 3.1% 64.1% 18.8% 6.3% 6.3% 0.0%

22 1 0 1 15 1 0 4 0
100.0% 4.5% 0.0% 4.5% 68.2% 4.5% 0.0% 18.2% 0.0%

23 2 0 2 14 3 0 2 0
100.0% 8.7% 0.0% 8.7% 60.9% 13.0% 0.0% 8.7% 0.0%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７～９月

2023年
10月以降

無回答

312 18 27 69 14 113 43 27 1
100.0% 5.8% 8.7% 22.1% 4.5% 36.2% 13.8% 8.7% 0.3%

31 0 1 9 1 14 4 2 0
100.0% 0.0% 3.2% 29.0% 3.2% 45.2% 12.9% 6.5% 0.0%

104 3 11 23 3 32 16 15 1
100.0% 2.9% 10.6% 22.1% 2.9% 30.8% 15.4% 14.4% 1.0%

54 3 6 17 2 13 9 4 0
100.0% 5.6% 11.1% 31.5% 3.7% 24.1% 16.7% 7.4% 0.0%

48 6 5 10 2 16 5 4 0
100.0% 12.5% 10.4% 20.8% 4.2% 33.3% 10.4% 8.3% 0.0%

49 4 3 8 3 24 7 0 0
100.0% 8.2% 6.1% 16.3% 6.1% 49.0% 14.3% 0.0% 0.0%

16 2 1 1 2 8 0 2 0
100.0% 12.5% 6.3% 6.3% 12.5% 50.0% 0.0% 12.5% 0.0%

10 0 0 1 1 6 2 0 0
100.0% 0.0% 0.0% 10.0% 10.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0%

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体
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図表２－８ 行政組織内の検討体制を設けた時期 

 
 
  

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～９月

2022年
10～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７月以降

実施して
いない

796 28 17 16 354 270 55 56 0
100.0% 3.5% 2.1% 2.0% 44.5% 33.9% 6.9% 7.0% 0.0%

143 9 5 6 37 52 16 18 0
100.0% 6.3% 3.5% 4.2% 25.9% 36.4% 11.2% 12.6% 0.0%

324 10 8 3 132 126 25 20 0
100.0% 3.1% 2.5% 0.9% 40.7% 38.9% 7.7% 6.2% 0.0%

132 3 3 2 67 45 6 6 0
100.0% 2.3% 2.3% 1.5% 50.8% 34.1% 4.5% 4.5% 0.0%

88 2 1 0 48 31 4 2 0
100.0% 2.3% 1.1% 0.0% 54.5% 35.2% 4.5% 2.3% 0.0%

64 1 0 2 41 12 4 4 0
100.0% 1.6% 0.0% 3.1% 64.1% 18.8% 6.3% 6.3% 0.0%

22 1 0 1 15 1 0 4 0
100.0% 4.5% 0.0% 4.5% 68.2% 4.5% 0.0% 18.2% 0.0%

23 2 0 2 14 3 0 2 0
100.0% 8.7% 0.0% 8.7% 60.9% 13.0% 0.0% 8.7% 0.0%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７～９月

2023年
10月以降

無回答

312 18 27 69 14 113 43 27 1
100.0% 5.8% 8.7% 22.1% 4.5% 36.2% 13.8% 8.7% 0.3%

31 0 1 9 1 14 4 2 0
100.0% 0.0% 3.2% 29.0% 3.2% 45.2% 12.9% 6.5% 0.0%

104 3 11 23 3 32 16 15 1
100.0% 2.9% 10.6% 22.1% 2.9% 30.8% 15.4% 14.4% 1.0%

54 3 6 17 2 13 9 4 0
100.0% 5.6% 11.1% 31.5% 3.7% 24.1% 16.7% 7.4% 0.0%

48 6 5 10 2 16 5 4 0
100.0% 12.5% 10.4% 20.8% 4.2% 33.3% 10.4% 8.3% 0.0%

49 4 3 8 3 24 7 0 0
100.0% 8.2% 6.1% 16.3% 6.1% 49.0% 14.3% 0.0% 0.0%

16 2 1 1 2 8 0 2 0
100.0% 12.5% 6.3% 6.3% 12.5% 50.0% 0.0% 12.5% 0.0%

10 0 0 1 1 6 2 0 0
100.0% 0.0% 0.0% 10.0% 10.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0%

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

 
 

図表２－９ 外部の者が入った会議を設けた・開催した時期 

 
 
⑥ 第９期計画の公表 

第９期計画の公表（予定）は、「ホームページで公表する予定」の保険者が 95.6％となって
いるが、「公表しない予定」の保険者も３保険者ある。 

 
図表２－10 第９期計画の公表（予定）（複数回答） 

 
 
⑦ 計画の検討体制等 

計画作成の取りまとめの担当者の人数は、「１人」との回答が 45.0％と最も多くなっている
が、人口規模が大きくなるにつれて人数が増える傾向がある。 
 担当者の介護保険や高齢者福祉に関する業務の経験年数は、５年以上 10 年未満、３年未満、
３年以上５年未満が 31.4%、31.3%、28.4%と多くなっている。 

担当者が従事したことがある業務は、「予算編成」「第８期以前の介護保険事業計画の作成」
「介護保険事業計画以外の行政計画の作成」との回答が 74.0%、37.7%、31.2%となっている。 

担当者が他に担当している業務は、「介護給付、保険料賦課徴収、要介護認定、介護給付適
正化事業」「課内（部署内）の庶務や経理」「事業所指定、指導監査」との回答が 57.0％、54.8％、

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７～９月

2023年
10月以降

無回答

788 55 31 167 59 127 235 113 1
100.0% 7.0% 3.9% 21.2% 7.5% 16.1% 29.8% 14.3% 0.1%

138 7 0 17 4 17 41 52 0
100.0% 5.1% 0.0% 12.3% 2.9% 12.3% 29.7% 37.7% 0.0%

322 21 13 59 26 41 112 49 1
100.0% 6.5% 4.0% 18.3% 8.1% 12.7% 34.8% 15.2% 0.3%

132 12 5 34 11 22 42 6 0
100.0% 9.1% 3.8% 25.8% 8.3% 16.7% 31.8% 4.5% 0.0%

88 6 7 25 6 24 16 4 0
100.0% 6.8% 8.0% 28.4% 6.8% 27.3% 18.2% 4.5% 0.0%

63 5 4 22 5 13 14 0 0
100.0% 7.9% 6.3% 34.9% 7.9% 20.6% 22.2% 0.0% 0.0%

22 3 1 5 4 5 3 1 0
100.0% 13.6% 4.5% 22.7% 18.2% 22.7% 13.6% 4.5% 0.0%

23 1 1 5 3 5 7 1 0
100.0% 4.3% 4.3% 21.7% 13.0% 21.7% 30.4% 4.3% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調査数
ホームページで
公表する予定

ホームページ以外の
方法（紙での配布
等）で公表する予定

公表しない予定 決まっていない

796 761 367 3 18
100.0% 95.6% 46.1% 0.4% 2.3%

143 119 47 2 12
100.0% 83.2% 32.9% 1.4% 8.4%

324 315 138 1 5
100.0% 97.2% 42.6% 0.3% 1.5%

132 131 74 0 1
100.0% 99.2% 56.1% 0.0% 0.8%

88 88 45 0 0
100.0% 100.0% 51.1% 0.0% 0.0%

64 64 38 0 0
100.0% 100.0% 59.4% 0.0% 0.0%

22 22 15 0 0
100.0% 100.0% 68.2% 0.0% 0.0%

23 22 10 0 0
100.0% 95.7% 43.5% 0.0% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上
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49.9%と多くなっている。おおむね人口規模が大きくなるにつれて、他の業務の数が減少し、
「なし（計画作成の専任）」が増える傾向にある。 

また、外部委託を活用した事項は、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調
査等の集計・分析」との回答が 85.9％と最も多いほか、「計画案文の執筆」「計画作成に向けた
伴走的支援」「会議の資料作成や運営補助」「サービス見込量の推計」との回答が 50％を超え
ている。一方、「外部委託は活用していない」との回答も 9.4％となっており、特に１万人未満
の保険者では 18.2％となっている。 

 
図表２－11 計画作成の取りまとめの担当者の人数 

 
図表２－12 担当者の介護保険や高齢者福祉に関する業務の経験年数 

 
 
  

調査数 １人 ２人 ３人 ４人以上

796 358 233 102 103
100.0% 45.0% 29.3% 12.8% 12.9%

143 98 30 9 6
100.0% 68.5% 21.0% 6.3% 4.2%

324 154 98 35 37
100.0% 47.5% 30.2% 10.8% 11.4%

132 40 43 26 23
100.0% 30.3% 32.6% 19.7% 17.4%

88 36 25 10 17
100.0% 40.9% 28.4% 11.4% 19.3%

64 17 24 16 7
100.0% 26.6% 37.5% 25.0% 10.9%

22 3 10 2 7
100.0% 13.6% 45.5% 9.1% 31.8%

23 10 3 4 6
100.0% 43.5% 13.0% 17.4% 26.1%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上

調査数
３年
未満

３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
無回答

796 249 226 250 41 16 12 2
100.0% 31.3% 28.4% 31.4% 5.2% 2.0% 1.5% 0.3%

143 53 40 31 9 4 6 0
100.0% 37.1% 28.0% 21.7% 6.3% 2.8% 4.2% 0.0%

324 116 76 103 18 6 3 2
100.0% 35.8% 23.5% 31.8% 5.6% 1.9% 0.9% 0.6%

132 34 46 47 4 1 0 0
100.0% 25.8% 34.8% 35.6% 3.0% 0.8% 0.0% 0.0%

88 30 30 22 4 1 1 0
100.0% 34.1% 34.1% 25.0% 4.5% 1.1% 1.1% 0.0%

64 10 20 29 3 1 1 0
100.0% 15.6% 31.3% 45.3% 4.7% 1.6% 1.6% 0.0%

22 2 5 12 3 0 0 0
100.0% 9.1% 22.7% 54.5% 13.6% 0.0% 0.0% 0.0%

23 4 9 6 0 3 1 0
100.0% 17.4% 39.1% 26.1% 0.0% 13.0% 4.3% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上
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49.9%と多くなっている。おおむね人口規模が大きくなるにつれて、他の業務の数が減少し、
「なし（計画作成の専任）」が増える傾向にある。 

また、外部委託を活用した事項は、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査や在宅介護実態調
査等の集計・分析」との回答が 85.9％と最も多いほか、「計画案文の執筆」「計画作成に向けた
伴走的支援」「会議の資料作成や運営補助」「サービス見込量の推計」との回答が 50％を超え
ている。一方、「外部委託は活用していない」との回答も 9.4％となっており、特に１万人未満
の保険者では 18.2％となっている。 

 
図表２－11 計画作成の取りまとめの担当者の人数 

 
図表２－12 担当者の介護保険や高齢者福祉に関する業務の経験年数 

 
 
  

調査数 １人 ２人 ３人 ４人以上

796 358 233 102 103
100.0% 45.0% 29.3% 12.8% 12.9%

143 98 30 9 6
100.0% 68.5% 21.0% 6.3% 4.2%

324 154 98 35 37
100.0% 47.5% 30.2% 10.8% 11.4%

132 40 43 26 23
100.0% 30.3% 32.6% 19.7% 17.4%

88 36 25 10 17
100.0% 40.9% 28.4% 11.4% 19.3%

64 17 24 16 7
100.0% 26.6% 37.5% 25.0% 10.9%

22 3 10 2 7
100.0% 13.6% 45.5% 9.1% 31.8%

23 10 3 4 6
100.0% 43.5% 13.0% 17.4% 26.1%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上

調査数
３年
未満

３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
無回答

796 249 226 250 41 16 12 2
100.0% 31.3% 28.4% 31.4% 5.2% 2.0% 1.5% 0.3%

143 53 40 31 9 4 6 0
100.0% 37.1% 28.0% 21.7% 6.3% 2.8% 4.2% 0.0%

324 116 76 103 18 6 3 2
100.0% 35.8% 23.5% 31.8% 5.6% 1.9% 0.9% 0.6%

132 34 46 47 4 1 0 0
100.0% 25.8% 34.8% 35.6% 3.0% 0.8% 0.0% 0.0%

88 30 30 22 4 1 1 0
100.0% 34.1% 34.1% 25.0% 4.5% 1.1% 1.1% 0.0%

64 10 20 29 3 1 1 0
100.0% 15.6% 31.3% 45.3% 4.7% 1.6% 1.6% 0.0%

22 2 5 12 3 0 0 0
100.0% 9.1% 22.7% 54.5% 13.6% 0.0% 0.0% 0.0%

23 4 9 6 0 3 1 0
100.0% 17.4% 39.1% 26.1% 0.0% 13.0% 4.3% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上

 
 

図表２－13 担当者が従事したことがある業務（複数回答） 

 
 
図表２－14 担当者が他に担当している業務（複数回答） 

 
 
  

調査数
第８期以前の介護保険事業

計画の作成
介護保険事業計画以外の

行政計画の作成
予算編成

左記のいずれの業務も
従事したことがない

796 300 248 589 129
100.0% 37.7% 31.2% 74.0% 16.2%

143 47 50 123 11
100.0% 32.9% 35.0% 86.0% 7.7%

324 126 88 237 54
100.0% 38.9% 27.2% 73.1% 16.7%

132 54 45 92 24
100.0% 40.9% 34.1% 69.7% 18.2%

88 27 29 60 20
100.0% 30.7% 33.0% 68.2% 22.7%

64 27 21 41 14
100.0% 42.2% 32.8% 64.1% 21.9%

22 11 7 15 4
100.0% 50.0% 31.8% 68.2% 18.2%

23 8 8 21 2
100.0% 34.8% 34.8% 91.3% 8.7%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調
査
数

介
護
給
付
、
保
険
料
賦
課
徴
収
、
要
介
護
認
定
、

介
護
給
付
適
正
化
事
業

事
業
所
指
定
、
指
導
監
査

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
、
保
健
事

業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施

包
括
的
支
援
事
業
（
生
活
支
援
体
制
整
備
事
業
、

認
知
症
総
合
支
援
事
業
、
在
宅
医
療
・
介
護
連
携

推
進
事
業
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
）

相
談
支
援
、
措
置

課
内
（
部
署
内
）
の
庶
務
や
経
理

市
町
村
独
自
事
業

介
護
保
険
・
高
齢
者
福
祉
分
野
以
外
の
業
務

そ
の
他

な
し
（
計
画
作
成
の
専
任
）

796 454 397 260 263 161 436 169 110 103 14
100.0% 57.0% 49.9% 32.7% 33.0% 20.2% 54.8% 21.2% 13.8% 12.9% 1.8%

143 116 117 69 68 40 85 44 42 12 0
100.0% 81.1% 81.8% 48.3% 47.6% 28.0% 59.4% 30.8% 29.4% 8.4% 0.0%

324 199 175 101 110 79 191 64 47 29 3
100.0% 61.4% 54.0% 31.2% 34.0% 24.4% 59.0% 19.8% 14.5% 9.0% 0.9%

132 66 49 43 38 24 58 26 10 18 3
100.0% 50.0% 37.1% 32.6% 28.8% 18.2% 43.9% 19.7% 7.6% 13.6% 2.3%

88 49 31 22 20 15 42 17 4 18 4
100.0% 55.7% 35.2% 25.0% 22.7% 17.0% 47.7% 19.3% 4.5% 20.5% 4.5%

64 17 15 13 13 2 35 10 3 17 2
100.0% 26.6% 23.4% 20.3% 20.3% 3.1% 54.7% 15.6% 4.7% 26.6% 3.1%

22 1 0 2 4 1 12 5 2 6 1
100.0% 4.5% 0.0% 9.1% 18.2% 4.5% 54.5% 22.7% 9.1% 27.3% 4.5%

23 6 10 10 10 0 13 3 2 3 1
100.0% 26.1% 43.5% 43.5% 43.5% 0.0% 56.5% 13.0% 8.7% 13.0% 4.3%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－15 外部委託を活用した事項（複数回答） 

 
 
⑧ 介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画 

介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画（老人福祉計画を除く。）は、「介護
給付適正化計画」「認知症施策推進計画」「成年後見制度利用促進基本計画」との回答が 43.2％、
23.2％、17.3％と多くなっているが、「該当する介護保険事業計画以外の計画はない」との回答
も 38.6％となっている。その根拠法である「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」
の施行直後である認知症施策推進計画を除くと、人口規模が小さいほど、他の計画と一つの計
画として作成する傾向がある。 

 
図表２－16 介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画（複数回答） 

 

調
査
数

計
画
作
成
に
向
け
た
伴
走
的
支
援

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ

調
査
や
在
宅
介
護
実
態
調
査
等
の
集

計
・
分
析

厚
生
労
働
省
が
示
す
「
点
検
ツ
ー

ル
」
を
活
用
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ

ス
テ
ム
の
構
築
状
況
の
点
検

そ
の
他
の
方
法
に
よ
る
地
域
分
析

計
画
案
文
の
執
筆

サ
ー
ビ
ス
見
込
量
の
推
計

会
議
の
資
料
作
成
や
運
営
補
助

そ
の
他
の
業
務
を
委
託

外
部
委
託
は
活
用
し
て
い
な
い

796 475 684 106 225 511 433 453 36 75
100.0% 59.7% 85.9% 13.3% 28.3% 64.2% 54.4% 56.9% 4.5% 9.4%

143 83 110 25 44 88 87 77 1 26
100.0% 58.0% 76.9% 17.5% 30.8% 61.5% 60.8% 53.8% 0.7% 18.2%

324 200 283 54 87 238 195 196 9 23
100.0% 61.7% 87.3% 16.7% 26.9% 73.5% 60.2% 60.5% 2.8% 7.1%

132 78 120 17 42 85 71 81 8 10
100.0% 59.1% 90.9% 12.9% 31.8% 64.4% 53.8% 61.4% 6.1% 7.6%

88 51 76 7 24 49 41 47 2 8
100.0% 58.0% 86.4% 8.0% 27.3% 55.7% 46.6% 53.4% 2.3% 9.1%

64 35 54 0 12 32 23 32 10 5
100.0% 54.7% 84.4% 0.0% 18.8% 50.0% 35.9% 50.0% 15.6% 7.8%

22 11 20 0 5 4 2 8 5 2
100.0% 50.0% 90.9% 0.0% 22.7% 18.2% 9.1% 36.4% 22.7% 9.1%

23 17 21 3 11 15 14 12 1 1
100.0% 73.9% 91.3% 13.0% 47.8% 65.2% 60.9% 52.2% 4.3% 4.3%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

調
査
数

介
護
給
付
適
正
化
計
画

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進

基
本
計
画

認
知
症
施
策
推
進
計
画

地
域
福
祉
計
画

障
害
者
計
画
、
障
害
福
祉

計
画
・
障
害
児
福
祉
計
画

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
計
画

健
康
増
進
計
画

高
齢
者
居
住
安
定
確
保
計

画 そ
の
他

該
当
す
る
介
護
保
険
事
業

計
画
以
外
の
計
画
は
な
い

796 344 138 185 73 54 26 48 22 33 307
100.0% 43.2% 17.3% 23.2% 9.2% 6.8% 3.3% 6.0% 2.8% 4.1% 38.6%

143 67 30 36 20 18 10 13 4 4 49
100.0% 46.9% 21.0% 25.2% 14.0% 12.6% 7.0% 9.1% 2.8% 2.8% 34.3%

324 130 55 61 36 25 12 22 8 12 134
100.0% 40.1% 17.0% 18.8% 11.1% 7.7% 3.7% 6.8% 2.5% 3.7% 41.4%

132 65 22 39 8 6 3 4 4 4 46
100.0% 49.2% 16.7% 29.5% 6.1% 4.5% 2.3% 3.0% 3.0% 3.0% 34.8%

88 31 10 15 6 4 1 5 0 7 39
100.0% 35.2% 11.4% 17.0% 6.8% 4.5% 1.1% 5.7% 0.0% 8.0% 44.3%

64 33 12 19 2 0 0 2 3 4 21
100.0% 51.6% 18.8% 29.7% 3.1% 0.0% 0.0% 3.1% 4.7% 6.3% 32.8%

22 9 8 13 0 1 0 1 2 1 4
100.0% 40.9% 36.4% 59.1% 0.0% 4.5% 0.0% 4.5% 9.1% 4.5% 18.2%

23 9 1 2 1 0 0 1 1 1 14
100.0% 39.1% 4.3% 8.7% 4.3% 0.0% 0.0% 4.3% 4.3% 4.3% 60.9%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満
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図表２－15 外部委託を活用した事項（複数回答） 

 
 
⑧ 介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画 

介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画（老人福祉計画を除く。）は、「介護
給付適正化計画」「認知症施策推進計画」「成年後見制度利用促進基本計画」との回答が 43.2％、
23.2％、17.3％と多くなっているが、「該当する介護保険事業計画以外の計画はない」との回答
も 38.6％となっている。その根拠法である「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」
の施行直後である認知症施策推進計画を除くと、人口規模が小さいほど、他の計画と一つの計
画として作成する傾向がある。 

 
図表２－16 介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画（複数回答） 

 

調
査
数

計
画
作
成
に
向
け
た
伴
走
的
支
援

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ

調
査
や
在
宅
介
護
実
態
調
査
等
の
集

計
・
分
析

厚
生
労
働
省
が
示
す
「
点
検
ツ
ー

ル
」
を
活
用
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ

ス
テ
ム
の
構
築
状
況
の
点
検

そ
の
他
の
方
法
に
よ
る
地
域
分
析

計
画
案
文
の
執
筆

サ
ー
ビ
ス
見
込
量
の
推
計

会
議
の
資
料
作
成
や
運
営
補
助

そ
の
他
の
業
務
を
委
託

外
部
委
託
は
活
用
し
て
い
な
い

796 475 684 106 225 511 433 453 36 75
100.0% 59.7% 85.9% 13.3% 28.3% 64.2% 54.4% 56.9% 4.5% 9.4%

143 83 110 25 44 88 87 77 1 26
100.0% 58.0% 76.9% 17.5% 30.8% 61.5% 60.8% 53.8% 0.7% 18.2%

324 200 283 54 87 238 195 196 9 23
100.0% 61.7% 87.3% 16.7% 26.9% 73.5% 60.2% 60.5% 2.8% 7.1%

132 78 120 17 42 85 71 81 8 10
100.0% 59.1% 90.9% 12.9% 31.8% 64.4% 53.8% 61.4% 6.1% 7.6%

88 51 76 7 24 49 41 47 2 8
100.0% 58.0% 86.4% 8.0% 27.3% 55.7% 46.6% 53.4% 2.3% 9.1%

64 35 54 0 12 32 23 32 10 5
100.0% 54.7% 84.4% 0.0% 18.8% 50.0% 35.9% 50.0% 15.6% 7.8%

22 11 20 0 5 4 2 8 5 2
100.0% 50.0% 90.9% 0.0% 22.7% 18.2% 9.1% 36.4% 22.7% 9.1%

23 17 21 3 11 15 14 12 1 1
100.0% 73.9% 91.3% 13.0% 47.8% 65.2% 60.9% 52.2% 4.3% 4.3%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

調
査
数

介
護
給
付
適
正
化
計
画

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進

基
本
計
画

認
知
症
施
策
推
進
計
画

地
域
福
祉
計
画

障
害
者
計
画
、
障
害
福
祉

計
画
・
障
害
児
福
祉
計
画

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
計
画

健
康
増
進
計
画

高
齢
者
居
住
安
定
確
保
計

画 そ
の
他

該
当
す
る
介
護
保
険
事
業

計
画
以
外
の
計
画
は
な
い

796 344 138 185 73 54 26 48 22 33 307
100.0% 43.2% 17.3% 23.2% 9.2% 6.8% 3.3% 6.0% 2.8% 4.1% 38.6%

143 67 30 36 20 18 10 13 4 4 49
100.0% 46.9% 21.0% 25.2% 14.0% 12.6% 7.0% 9.1% 2.8% 2.8% 34.3%

324 130 55 61 36 25 12 22 8 12 134
100.0% 40.1% 17.0% 18.8% 11.1% 7.7% 3.7% 6.8% 2.5% 3.7% 41.4%

132 65 22 39 8 6 3 4 4 4 46
100.0% 49.2% 16.7% 29.5% 6.1% 4.5% 2.3% 3.0% 3.0% 3.0% 34.8%

88 31 10 15 6 4 1 5 0 7 39
100.0% 35.2% 11.4% 17.0% 6.8% 4.5% 1.1% 5.7% 0.0% 8.0% 44.3%

64 33 12 19 2 0 0 2 3 4 21
100.0% 51.6% 18.8% 29.7% 3.1% 0.0% 0.0% 3.1% 4.7% 6.3% 32.8%

22 9 8 13 0 1 0 1 2 1 4
100.0% 40.9% 36.4% 59.1% 0.0% 4.5% 0.0% 4.5% 9.1% 4.5% 18.2%

23 9 1 2 1 0 0 1 1 1 14
100.0% 39.1% 4.3% 8.7% 4.3% 0.0% 0.0% 4.3% 4.3% 4.3% 60.9%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

 
 

（２）計画の記載事項 
① 目標等 

＜自立支援、介護予防・重度化防止＞ 
自立支援、介護予防・重度化防止に関する目標は、「「アウトプット」に関する指標で計測す

る目標を記載した」保険者が 78.8％と最も多く、「「アウトカム」に関する指標で計測する目標
を記載した」保険者は前期より増えたものの 47.0％に止まっている。加えて、具体的に「アウ
トカム」に関する指標を見ると、事業の利用件数など「アウトプット」と思われる指標が散見
され、「アウトカム」に関する指標を設定している保険者はもっと少ないと思われる。 

アウトカムに関する指標で計測する具体的な目標と指標については、図表 2- 24 のとおり。 
＜介護給付の適正化＞ 

介護給付の適正化に関する目標は、「ケアプラン点検、住宅改修等の点検・福祉用具購入・
貸与調査」について定量的な目標を設定した保険者が 70.5％と最も多くなっている。一方、
「定量的な目標を設定していない」保険者も 23.9％となっている。 

この介護給付の適正化に関する目標の内容について、「「アウトプット」に関する指標で計測
する目標を記載した」保険者が 57.4％と最も多くなっている。 
＜上記以外の分野＞ 

自立支援等・介護給付の適正化以外の分野に関する目標は、「「アウトプット」に関する指標
で計測する目標を記載した」保険者が 47.2％と最も多くなっている。一方、「「アウトカム」に
関する指標で計測する目標を記載した」保険者は前期より増えたものの 19.7％に止まってお
り、「目標を記載していない」保険者も 24.0％となっている。 

目標を記載した保険者について、その分野は「高齢者の住まい」「その他」以外の項目はい
ずれも 60％を超えており、「認知症に関する支援」が 86.0%と最も多くなっている。 

アウトカムに関する指標で計測する具体的な目標と指標については、図表 2- 25 のとおり。 
 
図表２－17 自立支援、介護予防・重度化防止に関する目標（複数回答） 

   

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
796 290 296 612 627 336 374 208 189 32 26

100.0% 36.4% 37.2% 76.9% 78.8% 42.2% 47.0% 26.1% 23.7% 4.0% 3.3%
143 47 47 90 94 38 42 59 53 12 9

100.0% 32.9% 32.9% 62.9% 65.7% 26.6% 29.4% 41.3% 37.1% 8.4% 6.3%
324 121 126 257 262 120 133 90 86 11 8

100.0% 37.3% 38.9% 79.3% 80.9% 37.0% 41.0% 27.8% 26.5% 3.4% 2.5%
132 48 49 106 108 66 74 28 22 3 4

100.0% 36.4% 37.1% 80.3% 81.8% 50.0% 56.1% 21.2% 16.7% 2.3% 3.0%
88 34 34 73 72 53 55 15 15 3 3

100.0% 38.6% 38.6% 83.0% 81.8% 60.2% 62.5% 17.0% 17.0% 3.4% 3.4%
64 20 21 50 53 31 40 11 8 2 2

100.0% 31.3% 32.8% 78.1% 82.8% 48.4% 62.5% 17.2% 12.5% 3.1% 3.1%
22 10 10 19 19 15 17 1 1 0 0

100.0% 45.5% 45.5% 86.4% 86.4% 68.2% 77.3% 4.5% 4.5% 0.0% 0.0%
23 10 9 17 19 13 13 4 4 1 0

100.0% 43.5% 39.1% 73.9% 82.6% 56.5% 56.5% 17.4% 17.4% 4.3% 0.0%

50万人以上

その他

施
策
・
事
業
が
対
象
に
も
た
ら
し
た

変
化
を
測
る
「
ア
ウ
ト
カ
ム
」
に
関

す
る
指
標
で
計
測
す
る
目
標
を
記
載

し
た

目
標
は
設
定
し
た
が
、
そ
の
達
成
状

況
を
計
測
す
る
指
標
は
記
載
し
て
い

て
い
な
い

無
回
答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

調
査
数

施
策
・
事
業
へ
の
投
入
資
源
（
予

算
、
人
員
等
）
を
測
る
「
イ
ン
プ
ッ

ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る
目

標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
を
実
施
し
た
こ
と
に
よ

る
結
果
を
測
る
「
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
」

に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る
目
標
を

記
載
し
た
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図表２－18 介護給付の適正化に関する目標（複数回答） 

 
 
図表２－19 介護給付の適正化に関する目標の「その他」の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
介護給付費に
関する取組 

介護給付制限、介護給付通知の回数、給付実績の点検回数、検討会の実施、
介護給付費の計画と実績の比較値（乖離率を少なくする）、給付実績の活用 

ケアマネジメ
ントに関する
取組 

ケアプランの質の向上支援研修の開催、ケアプラン点検後のフォロー件数、
ケアマネジメント研修を開催し市内の全介護支援専門員のスキルアップを図
る、ケアプラン点検等の適正化事業チェック結果を共有しケアプランの質の
更なる向上を図る、医療・リハ専門職等と連携した地域ケア会議によるケア
プランチェックの実施、事業者・ケアマネジャー向けの研修、給付費データ
を活用したケアプラン事例の抽出 

介護サービス
事業所に関す
る取組 

サービス事業者への運営指導、集団指導の実施計画、介護相談員の派遣、介
護サービス事業所等への指導・監査、介護サービス相談員活動回数 

要介護認定・
調査に関する
取組 

認定調査の直営実施率、認定審査会委員対象の研修会開催数、認定調査員研
修への参加率、認定調査状況の点検実施率、認定調査表・意見書点検率、要
介護等認定の調査時に制度・サービスに関する利用者の意見を調査する、要
介護認定の申請から結果通知までの期間の短縮、要介護認定及び認定結果の
点検件数、要介護申請から認定までの期間短縮 

給付適正化に
関する取組 

給付適正化システムによる報酬返還件数、給付適正化パンフレットの作成、
適正化研修等への参加回数・実施回数等、適正化事業のフィードバック 

 
 

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期

796 438 479 516 561 367 418 111 77 209 190 39 16
100.0% 55.0% 60.2% 64.8% 70.5% 46.1% 52.5% 13.9% 9.7% 26.3% 23.9% 4.9% 2.0%

143 75 88 79 93 62 77 9 7 50 43 9 3
100.0% 52.4% 61.5% 55.2% 65.0% 43.4% 53.8% 6.3% 4.9% 35.0% 30.1% 6.3% 2.1%

324 187 199 217 231 161 167 42 27 81 77 13 6
100.0% 57.7% 61.4% 67.0% 71.3% 49.7% 51.5% 13.0% 8.3% 25.0% 23.8% 4.0% 1.9%

132 65 75 80 86 54 66 24 18 38 34 8 3
100.0% 49.2% 56.8% 60.6% 65.2% 40.9% 50.0% 18.2% 13.6% 28.8% 25.8% 6.1% 2.3%

88 49 51 61 66 36 44 18 12 19 17 5 3
100.0% 55.7% 58.0% 69.3% 75.0% 40.9% 50.0% 20.5% 13.6% 21.6% 19.3% 5.7% 3.4%

64 36 40 45 51 31 39 10 6 14 11 3 1
100.0% 56.3% 62.5% 70.3% 79.7% 48.4% 60.9% 15.6% 9.4% 21.9% 17.2% 4.7% 1.6%

22 14 14 18 18 13 15 6 5 2 2 0 0
100.0% 63.6% 63.6% 81.8% 81.8% 59.1% 68.2% 27.3% 22.7% 9.1% 9.1% 0.0% 0.0%

23 12 12 16 16 10 10 2 2 5 6 1 0
100.0% 52.2% 52.2% 69.6% 69.6% 43.5% 43.5% 8.7% 8.7% 21.7% 26.1% 4.3% 0.0%

「
要
介
護
認
定
の
適
正
化
」
に
関
す

る
取
組
に
つ
い
て
、
定
量
的
な
目
標

を
設
定
し
た

「
ケ
ア
プ
ラ
ン
点
検
、
住
宅
改
修
等

の
点
検
・
福
祉
用
具
購
入
・
貸
与
調

査
」
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
定

量
的
な
目
標
を
設
定
し
た

「
医
療
情
報
と
の
突
合
、
縦
覧
点

検
」
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
定

量
的
な
目
標
を
設
定
し
た

「
そ
の
他
」
の
取
組
に
つ
い
て
、
定

量
的
な
目
標
を
設
定
し
た

その他

定
量
的
な
目
標
を
設
定
し
て
い
な
い

無
回
答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調
査
数
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図表２－18 介護給付の適正化に関する目標（複数回答） 

 
 
図表２－19 介護給付の適正化に関する目標の「その他」の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
介護給付費に
関する取組 

介護給付制限、介護給付通知の回数、給付実績の点検回数、検討会の実施、
介護給付費の計画と実績の比較値（乖離率を少なくする）、給付実績の活用 

ケアマネジメ
ントに関する
取組 

ケアプランの質の向上支援研修の開催、ケアプラン点検後のフォロー件数、
ケアマネジメント研修を開催し市内の全介護支援専門員のスキルアップを図
る、ケアプラン点検等の適正化事業チェック結果を共有しケアプランの質の
更なる向上を図る、医療・リハ専門職等と連携した地域ケア会議によるケア
プランチェックの実施、事業者・ケアマネジャー向けの研修、給付費データ
を活用したケアプラン事例の抽出 

介護サービス
事業所に関す
る取組 

サービス事業者への運営指導、集団指導の実施計画、介護相談員の派遣、介
護サービス事業所等への指導・監査、介護サービス相談員活動回数 

要介護認定・
調査に関する
取組 

認定調査の直営実施率、認定審査会委員対象の研修会開催数、認定調査員研
修への参加率、認定調査状況の点検実施率、認定調査表・意見書点検率、要
介護等認定の調査時に制度・サービスに関する利用者の意見を調査する、要
介護認定の申請から結果通知までの期間の短縮、要介護認定及び認定結果の
点検件数、要介護申請から認定までの期間短縮 

給付適正化に
関する取組 

給付適正化システムによる報酬返還件数、給付適正化パンフレットの作成、
適正化研修等への参加回数・実施回数等、適正化事業のフィードバック 

 
 

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期

796 438 479 516 561 367 418 111 77 209 190 39 16
100.0% 55.0% 60.2% 64.8% 70.5% 46.1% 52.5% 13.9% 9.7% 26.3% 23.9% 4.9% 2.0%

143 75 88 79 93 62 77 9 7 50 43 9 3
100.0% 52.4% 61.5% 55.2% 65.0% 43.4% 53.8% 6.3% 4.9% 35.0% 30.1% 6.3% 2.1%

324 187 199 217 231 161 167 42 27 81 77 13 6
100.0% 57.7% 61.4% 67.0% 71.3% 49.7% 51.5% 13.0% 8.3% 25.0% 23.8% 4.0% 1.9%

132 65 75 80 86 54 66 24 18 38 34 8 3
100.0% 49.2% 56.8% 60.6% 65.2% 40.9% 50.0% 18.2% 13.6% 28.8% 25.8% 6.1% 2.3%

88 49 51 61 66 36 44 18 12 19 17 5 3
100.0% 55.7% 58.0% 69.3% 75.0% 40.9% 50.0% 20.5% 13.6% 21.6% 19.3% 5.7% 3.4%

64 36 40 45 51 31 39 10 6 14 11 3 1
100.0% 56.3% 62.5% 70.3% 79.7% 48.4% 60.9% 15.6% 9.4% 21.9% 17.2% 4.7% 1.6%

22 14 14 18 18 13 15 6 5 2 2 0 0
100.0% 63.6% 63.6% 81.8% 81.8% 59.1% 68.2% 27.3% 22.7% 9.1% 9.1% 0.0% 0.0%

23 12 12 16 16 10 10 2 2 5 6 1 0
100.0% 52.2% 52.2% 69.6% 69.6% 43.5% 43.5% 8.7% 8.7% 21.7% 26.1% 4.3% 0.0%

「
要
介
護
認
定
の
適
正
化
」
に
関
す

る
取
組
に
つ
い
て
、
定
量
的
な
目
標

を
設
定
し
た

「
ケ
ア
プ
ラ
ン
点
検
、
住
宅
改
修
等

の
点
検
・
福
祉
用
具
購
入
・
貸
与
調

査
」
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
定

量
的
な
目
標
を
設
定
し
た

「
医
療
情
報
と
の
突
合
、
縦
覧
点

検
」
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
定

量
的
な
目
標
を
設
定
し
た

「
そ
の
他
」
の
取
組
に
つ
い
て
、
定

量
的
な
目
標
を
設
定
し
た

その他

定
量
的
な
目
標
を
設
定
し
て
い
な
い

無
回
答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調
査
数

 
 

図表２－20 介護給付の適正化に関する定量的な目標の内容（複数回答） 

 
 
図表２－21 自立支援等・介護給付の適正化以外の分野に関する目標（複数回答） 

 
 
  

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
796 109 120 418 457 73 88 279 255 56 39

100.0% 13.7% 15.1% 52.5% 57.4% 9.2% 11.1% 35.1% 32.0% 7.0% 4.9%
143 21 23 57 68 14 15 67 60 15 9

100.0% 14.7% 16.1% 39.9% 47.6% 9.8% 10.5% 46.9% 42.0% 10.5% 6.3%
324 41 44 179 190 33 39 109 102 21 17

100.0% 12.7% 13.6% 55.2% 58.6% 10.2% 12.0% 33.6% 31.5% 6.5% 5.2%
132 15 17 66 73 10 14 50 45 9 7

100.0% 11.4% 12.9% 50.0% 55.3% 7.6% 10.6% 37.9% 34.1% 6.8% 5.3%
88 14 15 51 55 8 9 24 23 7 4

100.0% 15.9% 17.0% 58.0% 62.5% 9.1% 10.2% 27.3% 26.1% 8.0% 4.5%
64 9 13 36 40 3 6 19 16 3 1

100.0% 14.1% 20.3% 56.3% 62.5% 4.7% 9.4% 29.7% 25.0% 4.7% 1.6%
22 4 4 17 18 2 2 2 2 0 0

100.0% 18.2% 18.2% 77.3% 81.8% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 0.0% 0.0%
23 5 4 12 13 3 3 8 7 1 1

100.0% 21.7% 17.4% 52.2% 56.5% 13.0% 13.0% 34.8% 30.4% 4.3% 4.3%
その他

定
量
的
な
目
標
を
設
定
し
て
い
な

い 無
回
答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調
査
数

施
策
・
事
業
へ
の
投
入
資
源
（
予

算
、
人
員
等
）
を
測
る
「
イ
ン

プ
ッ
ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測

す
る
目
標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
を
実
施
し
た
こ
と
に

よ
る
結
果
を
測
る
「
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る

目
標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
が
対
象
に
も
た
ら
し

た
変
化
を
測
る
「
ア
ウ
ト
カ
ム
」

に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る
目
標

を
記
載
し
た

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
796 144 147 360 376 129 157 159 157 197 191 92 85

100.0% 18.1% 18.5% 45.2% 47.2% 16.2% 19.7% 20.0% 19.7% 24.7% 24.0% 11.6% 10.7%
143 16 18 39 45 10 13 34 32 54 52 20 18

100.0% 11.2% 12.6% 27.3% 31.5% 7.0% 9.1% 23.8% 22.4% 37.8% 36.4% 14.0% 12.6%
324 53 55 150 154 43 47 66 67 78 77 41 37

100.0% 16.4% 17.0% 46.3% 47.5% 13.3% 14.5% 20.4% 20.7% 24.1% 23.8% 12.7% 11.4%
132 26 26 62 64 22 30 21 19 34 33 12 12

100.0% 19.7% 19.7% 47.0% 48.5% 16.7% 22.7% 15.9% 14.4% 25.8% 25.0% 9.1% 9.1%
88 22 21 47 48 23 28 17 17 13 12 12 12

100.0% 25.0% 23.9% 53.4% 54.5% 26.1% 31.8% 19.3% 19.3% 14.8% 13.6% 13.6% 13.6%
64 18 19 39 43 20 26 12 12 9 8 5 3

100.0% 28.1% 29.7% 60.9% 67.2% 31.3% 40.6% 18.8% 18.8% 14.1% 12.5% 7.8% 4.7%
22 3 3 12 13 4 7 2 2 6 6 0 0

100.0% 13.6% 13.6% 54.5% 59.1% 18.2% 31.8% 9.1% 9.1% 27.3% 27.3% 0.0% 0.0%
23 6 5 11 9 7 6 7 8 3 3 2 3

100.0% 26.1% 21.7% 47.8% 39.1% 30.4% 26.1% 30.4% 34.8% 13.0% 13.0% 8.7% 13.0%

50万人以上

その他

目
標
は
設
定
し
た
が
、
そ
の
達
成

状
況
を
計
測
す
る
指
標
は
記
載
し

て
い
て
い
な
い

目
標
を
記
載
し
て
い
な
い

無
回
答
等

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

調
査
数

施
策
・
事
業
へ
の
投
入
資
源
（
予

算
、
人
員
等
）
を
測
る
「
イ
ン

プ
ッ
ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測

す
る
目
標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
を
実
施
し
た
こ
と
に

よ
る
結
果
を
測
る
「
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る

目
標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
が
対
象
に
も
た
ら
し

た
変
化
を
測
る
「
ア
ウ
ト
カ
ム
」

に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る
目
標

を
記
載
し
た
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図表２－22 目標を記載した分野（自立支援等・介護給付の適正化を除く）（複数回答） 

 
 
図表２－23 目標を記載した分野（自立支援等・介護給付の適正化を除く）の「その他」の回

答（一部抜粋） 
カテゴリー 主な回答 

介護予防・健
康づくりに関
する分野 

介護予防・日常生活支援総合事業、健康づくり・疾病予防、健康づくりに係
る取組、健康増進と介護予防、健康的な生活習慣の推進、地域健康づくり・
介護予防活動支援事業、通いの場等の開催回数及び参加人数、地域リハビリ
テーション事業の回数及び人数、健康づくりの啓発、成人期から取り組む健
康づくり、介護予防ボランティアの実施 

高齢者の社会
参加・生きが
いづくりに関
する分野 

地域活動の支援・健康づくり事業（検診含む）、高齢者の通いの場への参加、
高齢者の就業者数、生きがいづくりと社会参加活動の促進、高齢者が活躍で
きる地域づくりの推進、活動支援、高齢者の活躍の促進、地域活動への参加、
高齢者スポーツの振興 

災害・防災に
関する分野 

防災・防犯対策、感染症・災害対応、災害・感染症対策における支援体制の
確立、災害時に避難できる人の割合、災害時の避難支援、防災・防犯・防疫
体制の整備、防災と災害時の支援体制の拡充、交通安全・防犯対策等の推進、
要配慮者避難施設数、福祉避難所の拡充、個別避難計画作成件数 

地域づくり・
まちづくりに
関する分野 

支え合う地域づくりの推進、多様な主体の連携による地域づくりの推進，安
心して暮らせるまちづくりの推進、地域包括ケアシステムの推進、安全安心
な環境づくり 

 
  

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
507 520 342 359 279 312 342 371 350 367 227 234 375 388 327 343 424 447 337 362 47 51 16 6

100.0% 100.0% 67.5% 69.0% 55.0% 60.0% 67.5% 71.3% 69.0% 70.6% 44.8% 45.0% 74.0% 74.6% 64.5% 66.0% 83.6% 86.0% 66.5% 69.6% 9.3% 9.8% 3.2% 1.2%
69 73 36 38 37 39 43 50 43 50 26 26 49 55 43 46 56 62 44 47 3 3 6 3

100.0% 100.0% 52.2% 52.1% 53.6% 53.4% 62.3% 68.5% 62.3% 68.5% 37.7% 35.6% 71.0% 75.3% 62.3% 63.0% 81.2% 84.9% 63.8% 64.4% 4.3% 4.1% 8.7% 4.1%
205 210 136 142 110 124 145 155 151 156 100 103 166 173 135 143 181 188 148 160 12 13 5 2

100.0% 100.0% 66.3% 67.6% 53.7% 59.0% 70.7% 73.8% 73.7% 74.3% 48.8% 49.0% 81.0% 82.4% 65.9% 68.1% 88.3% 89.5% 72.2% 76.2% 5.9% 6.2% 2.4% 1.0%
86 87 61 64 40 47 52 57 58 57 32 33 55 53 53 53 67 70 54 54 11 12 4 0

100.0% 100.0% 70.9% 73.6% 46.5% 54.0% 60.5% 65.5% 67.4% 65.5% 37.2% 37.9% 64.0% 60.9% 61.6% 60.9% 77.9% 80.5% 62.8% 62.1% 12.8% 13.8% 4.7% 0.0%
63 64 50 53 34 38 45 47 43 45 26 27 48 47 42 43 52 54 40 44 11 11 1 1

100.0% 100.0% 79.4% 82.8% 54.0% 59.4% 71.4% 73.4% 68.3% 70.3% 41.3% 42.2% 76.2% 73.4% 66.7% 67.2% 82.5% 84.4% 63.5% 68.8% 17.5% 17.2% 1.6% 1.6%
50 53 36 40 34 39 33 38 30 34 27 30 32 35 32 36 41 45 32 37 7 9 0 0

100.0% 100.0% 72.0% 75.5% 68.0% 73.6% 66.0% 71.7% 60.0% 64.2% 54.0% 56.6% 64.0% 66.0% 64.0% 67.9% 82.0% 84.9% 64.0% 69.8% 14.0% 17.0% 0.0% 0.0%
16 16 12 12 13 14 13 13 15 15 10 10 12 12 11 11 14 14 12 13 2 2 0 0

100.0% 100.0% 75.0% 75.0% 81.3% 87.5% 81.3% 81.3% 93.8% 93.8% 62.5% 62.5% 75.0% 75.0% 68.8% 68.8% 87.5% 87.5% 75.0% 81.3% 12.5% 12.5% 0.0% 0.0%
18 17 11 10 11 11 11 11 10 10 6 5 13 13 11 11 13 14 7 7 1 1 0 0

100.0% 100.0% 61.1% 58.8% 61.1% 64.7% 61.1% 64.7% 55.6% 58.8% 33.3% 29.4% 72.2% 76.5% 61.1% 64.7% 72.2% 82.4% 38.9% 41.2% 5.6% 5.9% 0.0% 0.0%

無
回
答
等

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

高
齢
者
の
住
ま
い

地
域
ケ
ア
会
議

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

認
知
症
に
関
す
る
支
援

高
齢
者
の
権
利
擁
護

（
虐
待
防
止
対
策
、
成
年

後
見
制
度
等
）

そ
の
他

調
査
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
整
備
・

質
の
向
上

介
護
現
場
の
生
産
性
向

上
、
人
材
確
保

在
宅
医
療
・
介
護
連
携

生
活
支
援
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図表２－22 目標を記載した分野（自立支援等・介護給付の適正化を除く）（複数回答） 

 
 
図表２－23 目標を記載した分野（自立支援等・介護給付の適正化を除く）の「その他」の回

答（一部抜粋） 
カテゴリー 主な回答 

介護予防・健
康づくりに関
する分野 

介護予防・日常生活支援総合事業、健康づくり・疾病予防、健康づくりに係
る取組、健康増進と介護予防、健康的な生活習慣の推進、地域健康づくり・
介護予防活動支援事業、通いの場等の開催回数及び参加人数、地域リハビリ
テーション事業の回数及び人数、健康づくりの啓発、成人期から取り組む健
康づくり、介護予防ボランティアの実施 

高齢者の社会
参加・生きが
いづくりに関
する分野 

地域活動の支援・健康づくり事業（検診含む）、高齢者の通いの場への参加、
高齢者の就業者数、生きがいづくりと社会参加活動の促進、高齢者が活躍で
きる地域づくりの推進、活動支援、高齢者の活躍の促進、地域活動への参加、
高齢者スポーツの振興 

災害・防災に
関する分野 

防災・防犯対策、感染症・災害対応、災害・感染症対策における支援体制の
確立、災害時に避難できる人の割合、災害時の避難支援、防災・防犯・防疫
体制の整備、防災と災害時の支援体制の拡充、交通安全・防犯対策等の推進、
要配慮者避難施設数、福祉避難所の拡充、個別避難計画作成件数 

地域づくり・
まちづくりに
関する分野 

支え合う地域づくりの推進、多様な主体の連携による地域づくりの推進，安
心して暮らせるまちづくりの推進、地域包括ケアシステムの推進、安全安心
な環境づくり 

 
  

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
507 520 342 359 279 312 342 371 350 367 227 234 375 388 327 343 424 447 337 362 47 51 16 6

100.0% 100.0% 67.5% 69.0% 55.0% 60.0% 67.5% 71.3% 69.0% 70.6% 44.8% 45.0% 74.0% 74.6% 64.5% 66.0% 83.6% 86.0% 66.5% 69.6% 9.3% 9.8% 3.2% 1.2%
69 73 36 38 37 39 43 50 43 50 26 26 49 55 43 46 56 62 44 47 3 3 6 3

100.0% 100.0% 52.2% 52.1% 53.6% 53.4% 62.3% 68.5% 62.3% 68.5% 37.7% 35.6% 71.0% 75.3% 62.3% 63.0% 81.2% 84.9% 63.8% 64.4% 4.3% 4.1% 8.7% 4.1%
205 210 136 142 110 124 145 155 151 156 100 103 166 173 135 143 181 188 148 160 12 13 5 2

100.0% 100.0% 66.3% 67.6% 53.7% 59.0% 70.7% 73.8% 73.7% 74.3% 48.8% 49.0% 81.0% 82.4% 65.9% 68.1% 88.3% 89.5% 72.2% 76.2% 5.9% 6.2% 2.4% 1.0%
86 87 61 64 40 47 52 57 58 57 32 33 55 53 53 53 67 70 54 54 11 12 4 0

100.0% 100.0% 70.9% 73.6% 46.5% 54.0% 60.5% 65.5% 67.4% 65.5% 37.2% 37.9% 64.0% 60.9% 61.6% 60.9% 77.9% 80.5% 62.8% 62.1% 12.8% 13.8% 4.7% 0.0%
63 64 50 53 34 38 45 47 43 45 26 27 48 47 42 43 52 54 40 44 11 11 1 1

100.0% 100.0% 79.4% 82.8% 54.0% 59.4% 71.4% 73.4% 68.3% 70.3% 41.3% 42.2% 76.2% 73.4% 66.7% 67.2% 82.5% 84.4% 63.5% 68.8% 17.5% 17.2% 1.6% 1.6%
50 53 36 40 34 39 33 38 30 34 27 30 32 35 32 36 41 45 32 37 7 9 0 0

100.0% 100.0% 72.0% 75.5% 68.0% 73.6% 66.0% 71.7% 60.0% 64.2% 54.0% 56.6% 64.0% 66.0% 64.0% 67.9% 82.0% 84.9% 64.0% 69.8% 14.0% 17.0% 0.0% 0.0%
16 16 12 12 13 14 13 13 15 15 10 10 12 12 11 11 14 14 12 13 2 2 0 0

100.0% 100.0% 75.0% 75.0% 81.3% 87.5% 81.3% 81.3% 93.8% 93.8% 62.5% 62.5% 75.0% 75.0% 68.8% 68.8% 87.5% 87.5% 75.0% 81.3% 12.5% 12.5% 0.0% 0.0%
18 17 11 10 11 11 11 11 10 10 6 5 13 13 11 11 13 14 7 7 1 1 0 0

100.0% 100.0% 61.1% 58.8% 61.1% 64.7% 61.1% 64.7% 55.6% 58.8% 33.3% 29.4% 72.2% 76.5% 61.1% 64.7% 72.2% 82.4% 38.9% 41.2% 5.6% 5.9% 0.0% 0.0%

無
回
答
等

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

高
齢
者
の
住
ま
い

地
域
ケ
ア
会
議

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

認
知
症
に
関
す
る
支
援

高
齢
者
の
権
利
擁
護

（
虐
待
防
止
対
策
、
成
年

後
見
制
度
等
）

そ
の
他

調
査
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
整
備
・

質
の
向
上

介
護
現
場
の
生
産
性
向

上
、
人
材
確
保

在
宅
医
療
・
介
護
連
携

生
活
支
援

 
 図

表
２

－
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自

立
支

援
、

介
護

予
防

・
重

度
化

防
止

に
関

す
る

具
体

的
な

目
標

及
び

「
ア

ウ
ト

カ
ム

」
に

関
す

る
指

標
  

※
「

ア
ウ

ト
カ

ム
」

に
関

す
る

指
標

で
は

な
い

と
判

断
で

き
る

も
の

（
事

業
の

利
用

件
数

、
介

護
予

防
教

室
の

参
加

者
数

等
）

は
、

目
標

・
指

標
と

も
に

掲
載

し
て

い
な

い
。

 
カ

テ
ゴ

リ
ー

 
具

体
的

な
目

標
（

主
な

も
の

）
 

ア
ウ

ト
カ

ム
に

関
す

る
指

標
（

主
な

も
の

）
 

自
立

支
援

、
介

護
予

防
・

重
度

化
防

止
 

自
立

支
援

、
介

護
予

防
・

重
度

化
防

止
 

生
き

が
い

づ
く

り
と

介
護

予
防

の
推

進
 

自
ら

健
康

づ
く

り
、

介
護

予
防

に
取

り
組

む
暮

ら
し

の
実

現
 

介
護

予
防

・
重

度
化

防
止

の
推

進
と

地
域

ぐ
る

み
で

支
え

合
う

仕
組

み
づ

く
り

の
推

進
 

介
護

予
防

・
健

康
づ

く
り

と
生

涯
活

躍
の

場
づ

く
り

の
推

進
 

介
護

予
防

と
生

活
支

援
対

策
の

推
進

 
介

護
予

防
・

フ
レ

イ
ル

対
策

の
充

実
 

介
護

予
防

・
重

症
化

予
防

の
取

組
が

定
着

す
る

 
高

齢
者

が
自

立
し

た
日

常
生

活
を

継
続

で
き

て
い

る
 

自
立

支
援

に
向

け
た

活
気

あ
ふ

れ
る

地
域

づ
く

り
の

推
進

高
齢

者
が

、
健

康
⾧

寿
に

向
け

て
介

護
予

防
・

健
康

づ
く

り
の

必
要

性
を

感
じ

、
積

極
的

に
活

動
を

し
て

い
る

 
住

民
が

介
護

予
防

に
資

す
る

活
動

に
取

り
組

み
、

要
支

援
・

要
介

護
状

態
に

な
り

に
く

く
な

っ
て

い
る

 
介

護
予

防
に

取
り

組
ん

で
い

な
い

人
の

減
少

、
介

護
予

防
に

取
り

組
む

高
齢

者
数

 
住

民
主

体
型

の
介

護
予

防
に

つ
な

げ
る

 
デ

ー
タ

ヘ
ル

ス
に

よ
る

介
護

予
防

・
重

症
化

予
防

の
推

進
 

 

元
気

高
齢

者
（

要
介

護
２

未
満

）
の

割
合

、
要

介
護

認
定

率
 

要
支

援
・

要
介

護
認

定
者

の
新

規
該

当
者

の
平

均
年

齢
 

主
観

的
に

自
分

が
健

康
で

あ
る

と
答

え
た

人
の

割
合

 
平

均
寿

命
の

延
伸

 
運

動
機

能
低

下
該

当
者

の
割

合
、

転
倒

リ
ス

ク
が

高
い

高
齢

者
割

合
 

運
動

器
機

能
低

下
な

し
の

人
の

割
合

 
フ

レ
イ

ル
あ

り
の

割
合

 
更

新
等

審
査

結
果

の
う

ち
、

介
護

度
維

持
・

改
善

者
の

割
合

 
自

分
の

心
身

の
状

態
や

健
康

へ
の

関
心

が
高

ま
っ

て
い

る
 

生
き

が
い

を
持

っ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
な

ん
ら

か
の

地
域

で
の

活
動

に
参

加
し

て
い

る
人

の
割

合
 

現
在

、
健

康
づ

く
り

や
介

護
予

防
の

た
め

に
、

運
動

や
趣

味
の

習
い

事
を

し
て

い
る

人
の

割
合

 
介

護
予

防
に

関
心

が
あ

る
と

答
え

た
人

の
割

合
 

外
出

頻
度

が
週

1
回

以
下

の
割

合
 

通
い

の
場

の
数

、
参

加
実

人
数

、
通

い
の

場
へ

の
参

加
者

割
合

 
介

護
予

防
教

室
の

自
主

グ
ル

ー
プ

数
 

介
護

予
防

サ
ポ

ー
タ

ー
が

支
援

す
る

笑
顔

は
つ

ら
つ

教
室

の
数

 
介

護
予

防
教

室
参

加
者

の
生

活
機

能
改

善
率

 
健

康
づ

く
り

の
環

境
が

充
実

し
て

い
る

と
思

う
市

民
の

割
合

 
介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
を

卒
業

し
て

一
般

介
護

予
防

事
業

や
地

域
活

動
に

つ
な

が
っ

た
人

数
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訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
C

か
ら

の
通

い
の

場
接

続
数

 
自

立
支

援
・

介
護

予
防

を
意

識
し

た
ケ

ア
プ

ラ
ン

を
作

成
で

き
て

い
る

と
答

え
る

介
護

支
援

専
門

員
の

割
合

 
補

助
を

受
け

た
老

人
ク

ラ
ブ

の
加

入
者

数
 

AC
P（

人
生

会
議

）
を

知
っ

て
い

る
人

の
割

合
 

健
康

寿
命

の
延

伸
 

健
康

寿
命

の
延

伸
 

平
均

寿
命

の
延

伸
分

を
上

回
る

健
康

寿
命

の
延

伸
 

介
護

予
防

・
健

康
づ

く
り

施
策

の
充

実
に

よ
る

健
康

寿
命

の
延

伸
 

社
会

参
加

の
推

進
と

健
康

寿
命

の
延

伸
 

自
分

ら
し

く
住

み
続

け
る

こ
と

の
で

き
る

街
づ

く
り

の
実

現
と

健
康

寿
命

の
延

伸
 

65
歳

健
康

寿
命

（
要

介
護

２
）

の
都

道
府

県
平

均
と

の
差

 
平

均
自

立
期

間
 

日
常

生
活

動
作

が
自

立
し

て
い

る
期

間
の

平
均

 
主

観
的

健
康

観
（

感
）

の
上

昇
、

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

の
割

合
 

要
介

護
認

定
率

、
新

規
で

要
介

護
認

定
と

な
っ

た
人

の
平

均
年

齢
 

要
介

護
認

定
を

受
け

て
い

な
い

高
齢

者
の

割
合

 
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
る

人
の

う
ち

、
脳

血
管

疾
患

の
傷

病
名

が
あ

る
人

の
割

合
 

健
康

寿
命

 
住

民
の

リ
ス

ク
者

割
合

 
主

観
的

健
康

観
 

社
会

参
加

し
て

い
る

60
歳

以
上

の
市

民
の

割
合

 
高

齢
者

の
通

い
の

場
へ

の
参

加
率

・
運

動
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

生
き

が
い

を
感

じ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

、
元

気
な

高
齢

者
の

割
合

 
週

２
回

以
上

外
出

す
る

高
齢

者
の

割
合

 
通

い
の

場
の

個
所

数
、

サ
ロ

ン
等

の
開

設
数

 
要

介
護

認
定

率
の

低
下

 
等

 
要

介
護

認
定

率
の

低
下

 
要

介
護

認
定

率
の

改
善

、
軽

度
認

定
率

 
元

気
な

高
齢

者
割

合
の

増
加

（
65

～
74

歳
の

要
介

護
認

定
率

低
下

）
 

初
回

要
介

護
認

定
申

請
の

平
均

年
齢

を
上

げ
る

 
要

介
護

認
定

の
適

正
化

 
要

支
援

認
定

者
の

状
態

の
改

善
度

合
い

 
要

介
護

認
定

基
準

時
間

の
変

化
 

要
介

護
認

定
率

 
（

年
齢

階
級

別
に

）
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
な

い
人

の
割

合
 

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

て
い

な
い

認
定

者
へ

の
状

況
調

査
数

 
初

め
て

要
介

護
認

定
を

受
け

る
人

の
年

齢
 

介
護

予
防

・
生

活
介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

の
推

進
 

事
業

対
象

者
数
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訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
C

か
ら

の
通

い
の

場
接

続
数

 
自

立
支

援
・

介
護

予
防

を
意

識
し

た
ケ

ア
プ

ラ
ン

を
作

成
で

き
て

い
る

と
答

え
る

介
護

支
援

専
門

員
の

割
合

 
補

助
を

受
け

た
老

人
ク

ラ
ブ

の
加

入
者

数
 

AC
P（

人
生

会
議

）
を

知
っ

て
い

る
人

の
割

合
 

健
康

寿
命

の
延

伸
 

健
康

寿
命

の
延

伸
 

平
均

寿
命

の
延

伸
分

を
上

回
る

健
康

寿
命

の
延

伸
 

介
護

予
防

・
健

康
づ

く
り

施
策

の
充

実
に

よ
る

健
康

寿
命

の
延

伸
 

社
会

参
加

の
推

進
と

健
康

寿
命

の
延

伸
 

自
分

ら
し

く
住

み
続

け
る

こ
と

の
で

き
る

街
づ

く
り

の
実

現
と

健
康

寿
命

の
延

伸
 

65
歳

健
康

寿
命

（
要

介
護

２
）

の
都

道
府

県
平

均
と

の
差

 
平

均
自

立
期

間
 

日
常

生
活

動
作

が
自

立
し

て
い

る
期

間
の

平
均

 
主

観
的

健
康

観
（

感
）

の
上

昇
、

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

の
割

合
 

要
介

護
認

定
率

、
新

規
で

要
介

護
認

定
と

な
っ

た
人

の
平

均
年

齢
 

要
介

護
認

定
を

受
け

て
い

な
い

高
齢

者
の

割
合

 
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
る

人
の

う
ち

、
脳

血
管

疾
患

の
傷

病
名

が
あ

る
人

の
割

合
 

健
康

寿
命

 
住

民
の

リ
ス

ク
者

割
合

 
主

観
的

健
康

観
 

社
会

参
加

し
て

い
る

60
歳

以
上

の
市

民
の

割
合

 
高

齢
者

の
通

い
の

場
へ

の
参

加
率

・
運

動
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

生
き

が
い

を
感

じ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

、
元

気
な

高
齢

者
の

割
合

 
週

２
回

以
上

外
出

す
る

高
齢

者
の

割
合

 
通

い
の

場
の

個
所

数
、

サ
ロ

ン
等

の
開

設
数

 
要

介
護

認
定

率
の

低
下

 
等

 
要

介
護

認
定

率
の

低
下

 
要

介
護

認
定

率
の

改
善

、
軽

度
認

定
率

 
元

気
な

高
齢

者
割

合
の

増
加

（
65

～
74

歳
の

要
介

護
認

定
率

低
下

）
 

初
回

要
介

護
認

定
申

請
の

平
均

年
齢

を
上

げ
る

 
要

介
護

認
定

の
適

正
化

 
要

支
援

認
定

者
の

状
態

の
改

善
度

合
い

 
要

介
護

認
定

基
準

時
間

の
変

化
 

要
介

護
認

定
率

 
（

年
齢

階
級

別
に

）
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
な

い
人

の
割

合
 

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

て
い

な
い

認
定

者
へ

の
状

況
調

査
数

 
初

め
て

要
介

護
認

定
を

受
け

る
人

の
年

齢
 

介
護

予
防

・
生

活
介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

の
推

進
 

事
業

対
象

者
数

 

 
 支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

推
進

 
フ

レ
イ

ル
状

態
が

改
善

し
、

自
立

し
た

日
常

生
活

を
送

る
高

齢
者

が
増

え
る

 
通

所
型

サ
ー

ビ
ス

Ｃ
の

利
用

を
促

進
す

る
 

望
む

暮
ら

し
の

再
獲

得
（

リ
エ

イ
ブ

ル
メ

ン
ト

）
が

可
能

に
な

っ
て

い
る

 
地

域
ミ

ニ
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
（

通
所

B）
、

 
訪

問
B

の
延

利
用

件
数

 
介

護
予

防
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
 

住
民

主
体

サ
ー

ビ
ス

の
箇

所
数

 
地

域
ミ

ニ
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
実

施
団

体
数

 
IA

D
L

に
問

題
が

な
い

高
齢

者
の

増
加

 
通

所
型

サ
ー

ビ
ス

C
に

よ
っ

て
身

体
機

能
、

生
活

動
作

が
改

善
さ

れ
た

人
 

総
合

事
業

対
象

者
及

び
要

支
援

者
の

う
ち

、
要

介
護

認
定

に
移

行
し

な
か

っ
た

も
の

の
割

合
 

終
了

後
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
Ⅰ

(自
立

状
態

継
続

）
の

割
合

が
通

所
型

サ
ー

ビ
ス

Ｃ
修

了
者

の
50

％
以

上
 

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
（

サ
ー

ビ
ス

B・
D

を
除

く
）

を
完

全
に

卒
業

し
た

件
数

 
要

支
援

判
定

か
ら

要
介

護
判

定
へ

変
更

さ
れ

た
人

の
割

合
 

一
般

介
護

予
防

事
業

の
推

進
 

等
 

一
般

介
護

予
防

事
業

の
推

進
 

介
護

予
防

・
日

常
生

活
支

援
総

合
事

業
の

推
進

 
効

果
的

・
効

率
的

な
介

護
予

防
事

業
が

実
施

さ
れ

て
い

ま
す

 
誰

で
も

一
緒

に
参

加
す

る
こ

と
の

で
き

る
介

護
予

防
活

動
の

地
域

展
開

を
目

指
す

 
介

護
予

防
教

室
、

介
護

予
防

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

数
 

口
腔

ケ
ア

に
よ

る
健

康
づ

く
り

に
取

り
組

む
 

介
護

予
防

教
室

参
加

者
の

要
介

護
認

定
維

持
改

善
率

、
身

体
等

機
能

低
下

な
い

等
 

健
康

講
座

を
開

催
し

、
冬

期
間

の
閉

じ
こ

も
り

を
防

止
す

る
 

フ
レ

イ
ル

予
防

に
関

す
る

認
知

度
向

上
 

セ
ル

フ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

定
着

に
よ

り
、

自
立

し
た

日
常

生
活

が
継

続
で

き
て

い
る

 

要
介

護
認

定
率

 
通

い
の

場
数

、
サ

ロ
ン

の
会

場
数

 
教

室
参

加
者

の
う

ち
運

動
習

慣
化

の
意

識
を

持
っ

て
い

る
人

の
割

合
 

教
室

参
加

者
の

う
ち

生
活

機
能

が
維

持
・

向
上

し
て

い
る

人
の

割
合

 
参

加
者

の
う

ち
翌

年
度

の
認

定
状

況
が

維
持

改
善

し
た

も
の

の
割

合
 

介
護

予
防

に
取

り
組

む
き

っ
か

け
と

な
っ

た
人

の
割

合
 

介
護

予
防

教
室

参
加

者
の

う
ち

、
終

了
後

に
地

域
の

高
齢

者
の

「
通

い
の

場
」

等
へ

参
加

し
て

い
る

割
合

 
健

康
講

座
の

終
了

後
の

通
い

の
場

に
移

行
し

た
数

 
口

腔
機

能
低

下
要

注
意

者
の

割
合

（
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

）
 

健
康

状
態

の
維

持
・

向
上

に
つ

な
が

っ
た

人
の

割
合

 
フ

レ
イ

ル
予

防
に

関
す

る
認

知
度

向
上

 
住

民
の

健
康

意
識

・
行

動
度
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介
護

予
防

に
関

す
る

正
し

い
知

識
の

普
及

、
啓

発
を

進
め

る
と

と
も

に
、

介
護

予
防

に
資

す
る

レ
シ

ピ
の

紹
介

や
運

動
実

践
教

室
等

を
実

施
し

、
介

護
予

防
に

取
り

組
む

市
民

が
増

え
る

よ
う

努
め

ま
す

 
自

宅
で

軽
い

運
動

や
体

操
を

し
て

い
る

人
の

割
合

 
高

齢
者

生
活

・
介

護
に

関
す

る
実

態
調

査
「

フ
レ

イ
ル

と
い

う
言

葉
の

内
容

を
知

っ
て

い
る

」
と

回
答

し
た

人
の

割
合

 
医

療
・

健
診

・
介

護
・

要
介

護
認

定
情

報
等

の
把

握
・

連
携

に
よ

る
介

護
予

防
事

業
と

健
康

づ
く

り
事

業
の

連
携

及
び

体
制

整
備

 

自
主

的
に

介
護

予
防

活
動

を
実

施
し

て
い

る
人

の
割

合
 

 

通
い

の
場

の
推

進
 

通
い

の
場

の
数

、
週

に
１

回
以

上
開

催
す

る
通

い
の

場
の

数
 

通
い

の
場

に
参

加
す

る
人

の
数

・
割

合
（

％
）

 
通

い
の

場
の

活
動

を
支

援
し

、
高

齢
者

の
閉

じ
こ

も
り

を
防

止
す

る
 

高
齢

者
の

健
康

維
持

・
増

進
の

取
り

組
み

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

多
様

な
主

体
に

よ
る

通
い

の
場

を
充

実
さ

せ
、

一
人

ひ
と

り
が

豊
か

な
経

験
と

知
識

・
技

能
を

生
か

し
て

、
活

動
的

で
生

き
が

い
の

あ
る

豊
か

な
生

活
や

人
生

を
送

る
 

住
民

主
体

の
「

通
い

の
場

」
づ

く
り

の
促

進
、

リ
ハ

ビ
リ

専
門

職
等

に
よ

る
介

護
予

防
事

業
の

機
能

強
化

 
通

い
の

場
に

お
い

て
心

身
機

能
が

改
善

し
た

高
齢

者
の

割
合

 
い

き
い

き
百

歳
体

操
の

さ
ら

な
る

普
及

啓
発

、
百

歳
体

操
コ

ラ
ボ

カ
フ

ェ
 

自
主

体
操

グ
ル

ー
プ

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
 

通
い

の
場

の
数

と
参

加
者

数
、

参
加

率
 

通
い

の
場

等
に

お
い

て
心

身
・

認
知

機
能

の
維

持
改

善
割

合
 

ほ
と

ん
ど

外
出

し
な

い
及

び
週

一
回

の
外

出
頻

度
の

人
の

割
合

 
地

域
の

会
・

グ
ル

ー
プ

に
参

加
し

て
い

な
い

人
の

割
合

 
運

動
機

能
低

下
、

閉
じ

こ
も

り
傾

向
 

IA
D

L
に

問
題

が
な

い
高

齢
者

の
増

加
 

い
き

い
き

百
歳

体
操

の
参

加
人

数
 

自
主

体
操

グ
ル

ー
プ

団
体

数
、

自
主

体
操

グ
ル

ー
プ

登
録

者
数

、
自

主
体

操
グ

ル
ー

プ
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

利
用

団
体

数
 

保
健

事
業

 
（

一
体

的
実

施
を

含
む

）
 

高
齢

者
の

保
健

事
業

と
介

護
予

防
の

一
体

的
な

実
施

 
生

活
習

慣
病

予
防

の
取

組
み

強
化

 
が

ん
検

診
、

健
康

診
査

等
の

受
診

促
進

 
国

保
特

定
検

診
・

後
期

高
齢

者
検

診「
65

歳
以

上
の

低
栄

養
傾

向
の

割
合

（
BM

I2
0

以
下

）」
 

第
１

号
被

保
険

者
の

う
ち

、
要

介
護

２
以

上
の

方
の

割
合

 
健

康
で

あ
る

と
感

じ
て

い
る

人
の

割
合

 
地

域
と

の
つ

な
が

り
を

感
じ

る
高

齢
者

の
割

合
 

６
５

歳
健

康
寿

命
 

家
庭

で
毎

日
血

圧
測

定
を

し
て

い
る

方
の

割
合
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介
護

予
防

に
関

す
る

正
し

い
知

識
の

普
及

、
啓

発
を

進
め

る
と

と
も

に
、

介
護

予
防

に
資

す
る

レ
シ

ピ
の

紹
介

や
運

動
実

践
教

室
等

を
実

施
し

、
介

護
予

防
に

取
り

組
む

市
民

が
増

え
る

よ
う

努
め

ま
す

 
自

宅
で

軽
い

運
動

や
体

操
を

し
て

い
る

人
の

割
合

 
高

齢
者

生
活

・
介

護
に

関
す

る
実

態
調

査
「

フ
レ

イ
ル

と
い

う
言

葉
の

内
容

を
知

っ
て

い
る

」
と

回
答

し
た

人
の

割
合

 
医

療
・

健
診

・
介

護
・

要
介

護
認

定
情

報
等

の
把

握
・

連
携

に
よ

る
介

護
予

防
事

業
と

健
康

づ
く

り
事

業
の

連
携

及
び

体
制

整
備

 

自
主

的
に

介
護

予
防

活
動

を
実

施
し

て
い

る
人

の
割

合
 

 

通
い

の
場

の
推

進
 

通
い

の
場

の
数

、
週

に
１

回
以

上
開

催
す

る
通

い
の

場
の

数
 

通
い

の
場

に
参

加
す

る
人

の
数

・
割

合
（

％
）

 
通

い
の

場
の

活
動

を
支

援
し

、
高

齢
者

の
閉

じ
こ

も
り

を
防

止
す

る
 

高
齢

者
の

健
康

維
持

・
増

進
の

取
り

組
み

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

多
様

な
主

体
に

よ
る

通
い

の
場

を
充

実
さ

せ
、

一
人

ひ
と

り
が

豊
か

な
経

験
と

知
識

・
技

能
を

生
か

し
て

、
活

動
的

で
生

き
が

い
の

あ
る

豊
か

な
生

活
や

人
生

を
送

る
 

住
民

主
体

の
「

通
い

の
場

」
づ

く
り

の
促

進
、

リ
ハ

ビ
リ

専
門

職
等

に
よ

る
介

護
予

防
事

業
の

機
能

強
化

 
通

い
の

場
に

お
い

て
心

身
機

能
が

改
善

し
た

高
齢

者
の

割
合

 
い

き
い

き
百

歳
体

操
の

さ
ら

な
る

普
及

啓
発

、
百

歳
体

操
コ

ラ
ボ

カ
フ

ェ
 

自
主

体
操

グ
ル

ー
プ

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
 

通
い

の
場

の
数

と
参

加
者

数
、

参
加

率
 

通
い

の
場

等
に

お
い

て
心

身
・

認
知

機
能

の
維

持
改

善
割

合
 

ほ
と

ん
ど

外
出

し
な

い
及

び
週

一
回

の
外

出
頻

度
の

人
の

割
合

 
地

域
の

会
・

グ
ル

ー
プ

に
参

加
し

て
い

な
い

人
の

割
合

 
運

動
機

能
低

下
、

閉
じ

こ
も

り
傾

向
 

IA
D

L
に

問
題

が
な

い
高

齢
者

の
増

加
 

い
き

い
き

百
歳

体
操

の
参

加
人

数
 

自
主

体
操

グ
ル

ー
プ

団
体

数
、

自
主

体
操

グ
ル

ー
プ

登
録

者
数

、
自

主
体

操
グ

ル
ー

プ
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

利
用

団
体

数
 

保
健

事
業

 
（

一
体

的
実

施
を

含
む

）
 

高
齢

者
の

保
健

事
業

と
介

護
予

防
の

一
体

的
な

実
施

 
生

活
習

慣
病

予
防

の
取

組
み

強
化

 
が

ん
検

診
、

健
康

診
査

等
の

受
診

促
進

 
国

保
特

定
検

診
・

後
期

高
齢

者
検

診「
65

歳
以

上
の

低
栄

養
傾

向
の

割
合

（
BM

I2
0

以
下

）」
 

第
１

号
被

保
険

者
の

う
ち

、
要

介
護

２
以

上
の

方
の

割
合

 
健

康
で

あ
る

と
感

じ
て

い
る

人
の

割
合

 
地

域
と

の
つ

な
が

り
を

感
じ

る
高

齢
者

の
割

合
 

６
５

歳
健

康
寿

命
 

家
庭

で
毎

日
血

圧
測

定
を

し
て

い
る

方
の

割
合

 

 
 高

齢
者

の
社

会
参

加
・

生
き

が
い

づ
く

り
の

推
進

 

高
齢

者
の

社
会

参
加

・
生

き
が

い
づ

く
り

 
多

様
な

社
会

参
加

の
場

か
ら

、
高

齢
者

が
自

ら
の

意
思

で
選

択
す

る
こ

と
が

で
き

て
い

る
 

社
会

参
加

を
通

じ
た

介
護

予
防

・
地

域
の

助
け

合
い

 
本

人
発

信
支

援
、

社
会

参
加

に
向

け
た

基
盤

づ
く

り
へ

の
取

組
み

 
社

会
参

加
の

機
会

に
対

す
る

高
齢

者
の

意
識

の
向

上
 

高
齢

者
が

社
会

と
の

関
わ

り
を

持
ち

、
地

域
で

支
え

合
う

体
制

が
整

っ
て

い
る

 
多

様
な

外
出

の
場

の
充

実
と

社
会

参
加

 
安

心
し

て
生

き
が

い
を

持
っ

て
暮

ら
せ

る
体

制
づ

く
り

 
生

き
が

い
の

あ
る

人
の

割
合

 
健

康
で

生
き

が
い

の
あ

る
暮

ら
し

の
実

現
 

人
生

10
0

年
時

代
を

生
涯

現
役

で
支

え
る

健
康

づ
く

り
と

生
き

が
い

づ
く

り
の

推
進

 
高

齢
者

が
知

識
や

経
験

を
生

か
せ

る
機

会
の

拡
大

 
高

齢
者

の
就

労
機

会
の

拡
充

 
年

齢
に

関
わ

ら
ず

生
き

が
い

や
趣

味
を

持
ち

生
活

を
楽

し
む

こ
と

が
で

き
る

 
社

会
参

加
活

動
（

何
ら

か
の

活
動

に
月

に
１

回
以

上
参

加
）

 
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
や

社
会

貢
献

活
動

に
参

加
し

た
こ

と
が

あ
る

市
民

の
割

合
 

ほ
ぼ

毎
日

外
出

す
る

高
齢

者
の

割
合

 
孤

立
や

閉
じ

こ
も

り
の

防
止

 
高

齢
者

の
憩

い
の

場
づ

く
り

 
高

齢
期

を
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

に
イ

メ
ー

ジ
し

て
い

る
人

の
割

合
 

生
き

が
い

や
趣

味
が

あ
る

高
齢

者
の

割
合

 
毎

日
の

生
活

の
中

で
の

生
き

が
い

の
有

無
の

割
合

 
社

会
参

加
（

週
1

回
相

当
）

を
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

地
域

活
動

へ
の

参
加

意
向

で
参

加
し

て
い

る
と

回
答

し
た

高
齢

者
の

割
合

 
週

1
回

以
上

収
入

の
あ

る
仕

事
を

し
て

い
る

人
の

割
合

 
介

護
予

防
活

動
に

月
１

回
以

上
参

加
し

て
い

る
と

回
答

し
た

高
齢

者
の

割
合

 
月

１
回

以
上

開
催

す
る

通
い

の
場

の
数

と
参

加
率

 
積

極
的

に
社

会
参

加
で

き
る

機
会

が
あ

る
と

思
う

高
齢

者
の

割
合

 
週

１
回

以
上

外
出

し
て

い
る

人
の

割
合

 
75

歳
以

上
及

び
85

歳
以

上
の

認
定

率
 

高
齢

者
の

要
介

護
認

定
新

規
申

請
の

平
均

年
齢

 
主

観
的

健
康

観
、

主
観

的
幸

福
感

 
健

康
寿

命
・

平
均

寿
命

 
多

様
な

地
域

活
動

を
行

う
こ

と
に

よ
り

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
形

成
が

図
ら

れ
て

い
る

 
認

知
症

カ
フ

ェ
の

設
置

数
 

住
民

主
体

の
通

い
の

場
団

体
数

 
閉

じ
こ

も
り

リ
ス

ク
の

あ
る

高
齢

者
の

割
合

 
孤

独
感

が
「

常
に

あ
る

」
の

割
合

 
高

齢
者

福
祉

に
関

す
る

取
組

の
市

民
満

足
度

割
合

 
 

生
活

支
援

の
充

実
、

支
え

あ
い

 
生

活
支

援
体

制
の

充
実

 
イ

ン
フ

ォ
ー

マ
ル

サ
ー

ビ
ス

を
含

め
た

多
様

な
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

通
い

の
場

、
い

き
い

き
サ

ロ
ン

参
加

者
数

 
町

の
高

齢
者

福
祉

に
対

す
る

満
足

度
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充
実

・
開

発
 

地
域

全
体

で
支

え
あ

う
、

心
ふ

れ
あ

う
ま

ち
 

地
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
充

実
 

高
齢

者
の

生
活

を
地

域
で

支
え

る
た

め
の

支
援

体
制

の
充

実
 

住
民

・
関

係
機

関
・

行
政

が
つ

な
が

り
、

暮
ら

し
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

地
域

づ
く

り
 

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
体

制
整

備
 

認
定

者
、

事
業

対
象

者
を

主
な

対
象

と
し

た
住

民
活

動
（

団
体

）
 

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
配

置
・

活
動

促
進

 
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

 
生

活
支

援
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

 
高

齢
者

自
身

が
、

生
活

支
援

の
担

い
手

と
し

て
活

動
し

、
地

域
で

支
え

合
う

関
係

が
で

き
て

い
ま

す
 

地
域

組
織

の
育

成
 

い
き

い
き

と
し

た
地

域
づ

く
り

活
動

に
企

画
・

運
営

と
し

て
「

参
加

意
向

が
あ

る
」

高
齢

者
 

地
域

活
動

へ
の

参
加

意
向

、
在

宅
生

活
継

続
意

向
 

認
知

症
に

関
す

る
相

談
窓

口
の

認
知

度
 

家
族

や
友

人
、

知
人

以
外

に
相

談
相

手
が

い
な

い
高

齢
者

の
割

合
 

地
域

に
支

え
ら

れ
た

人
の

割
合

 
地

域
づ

く
り

へ
の

参
加

意
向

 
地

域
で

の
見

守
り

体
制

が
充

実
し

て
い

る
 

地
域

組
織

の
新

規
自

主
活

動
の

件
数

 
地

域
の

生
活

支
援

活
動

実
施

組
織

数
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
強

化
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
機

能
強

化
 

多
職

種
協

働
に

よ
る

地
域

包
括

支
援

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

を
全

く
知

ら
な

い
人

の
割

合
の

減
少

 
総

合
支

援
体

制
の

整
備

 
相

談
支

援
体

制
の

充
実

・
強

化
 

地
域

で
の

支
え

合
い

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

 
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
を

中
心

に
多

様
な

支
援

者
が

連
携

し
、

様
々

な
生

活
課

題
が

解
決

で
き

る
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

が
そ

の
役

割
を

果
た

し
て

い
る

と
思

う
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

の
割

合
 

地
域

活
動

参
加

率
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
推

進
/ 

在
宅

生
活

の
継

続
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
深

化
と

推
進

 
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

深
化

・
推

進
に

向
け

た
取

組
 

在
宅

看
取

り
率

 
高

齢
者

が
、

自
分

の
意

思
で

選
択

が
で

き
、

人
生

の
最

期
ま

で
自

分
ら

し
い

生
活

を
お

く
る

こ
と

が
で

き
て

い
る

。
 

市
民

の
幸

福
感

5
点

以
上

の
割

合
 

AC
P

認
知

度
 

住
民

主
体

の
サ

ー
ビ

ス
登

録
団

体
数

 
居

宅
要

支
援

・
要

介
護

者
の

幸
福

感
 

自
宅

死
の

割
合
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充
実

・
開

発
 

地
域

全
体

で
支

え
あ

う
、

心
ふ

れ
あ

う
ま

ち
 

地
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
充

実
 

高
齢

者
の

生
活

を
地

域
で

支
え

る
た

め
の

支
援

体
制

の
充

実
 

住
民

・
関

係
機

関
・

行
政

が
つ

な
が

り
、

暮
ら

し
を

サ
ポ

ー
ト

す
る

地
域

づ
く

り
 

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
体

制
整

備
 

認
定

者
、

事
業

対
象

者
を

主
な

対
象

と
し

た
住

民
活

動
（

団
体

）
 

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
配

置
・

活
動

促
進

 
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

 
生

活
支

援
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

 
高

齢
者

自
身

が
、

生
活

支
援

の
担

い
手

と
し

て
活

動
し

、
地

域
で

支
え

合
う

関
係

が
で

き
て

い
ま

す
 

地
域

組
織

の
育

成
 

い
き

い
き

と
し

た
地

域
づ

く
り

活
動

に
企

画
・

運
営

と
し

て
「

参
加

意
向

が
あ

る
」

高
齢

者
 

地
域

活
動

へ
の

参
加

意
向

、
在

宅
生

活
継

続
意

向
 

認
知

症
に

関
す

る
相

談
窓

口
の

認
知

度
 

家
族

や
友

人
、

知
人

以
外

に
相

談
相

手
が

い
な

い
高

齢
者

の
割

合
 

地
域

に
支

え
ら

れ
た

人
の

割
合

 
地

域
づ

く
り

へ
の

参
加

意
向

 
地

域
で

の
見

守
り

体
制

が
充

実
し

て
い

る
 

地
域

組
織

の
新

規
自

主
活

動
の

件
数

 
地

域
の

生
活

支
援

活
動

実
施

組
織

数
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
強

化
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
機

能
強

化
 

多
職

種
協

働
に

よ
る

地
域

包
括

支
援

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

を
全

く
知

ら
な

い
人

の
割

合
の

減
少

 
総

合
支

援
体

制
の

整
備

 
相

談
支

援
体

制
の

充
実

・
強

化
 

地
域

で
の

支
え

合
い

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

 
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
を

中
心

に
多

様
な

支
援

者
が

連
携

し
、

様
々

な
生

活
課

題
が

解
決

で
き

る
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

が
そ

の
役

割
を

果
た

し
て

い
る

と
思

う
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

の
割

合
 

地
域

活
動

参
加

率
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
推

進
/ 

在
宅

生
活

の
継

続
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
深

化
と

推
進

 
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

深
化

・
推

進
に

向
け

た
取

組
 

在
宅

看
取

り
率

 
高

齢
者

が
、

自
分

の
意

思
で

選
択

が
で

き
、

人
生

の
最

期
ま

で
自

分
ら

し
い

生
活

を
お

く
る

こ
と

が
で

き
て

い
る

。
 

市
民

の
幸

福
感

5
点

以
上

の
割

合
 

AC
P

認
知

度
 

住
民

主
体

の
サ

ー
ビ

ス
登

録
団

体
数

 
居

宅
要

支
援

・
要

介
護

者
の

幸
福

感
 

自
宅

死
の

割
合

 

 
 

住
み

な
れ

た
ま

ち
で

健
康

に
暮

ら
し

続
け

る
 

高
齢

者
が

住
み

慣
れ

た
地

域
で

暮
ら

し
て

い
く

た
め

の
専

門
的

な
支

援
体

制
が

整
っ

て
い

る
 

在
宅

生
活

、
環

境
の

整
備

 

在
宅

介
護

実
態

調
査

に
お

け
る

施
設

入
所

者
を

検
討

し
て

い
な

い
主

介
護

者
の

割
合

 
在

宅
で

の
生

活
維

持
が

難
し

く
な

っ
て

い
る

利
用

者
の

率
 

自
宅

で
最

期
ま

で
す

ご
す

住
民

割
合

 
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

 
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
安

心
し

て
暮

ら
す

こ
と

が
で

き
る

体
制

整
備

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

数
・

定
員

数
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

施
設

の
整

備
数

 
持

続
可

能
な

介
護

保
険

制
度

を
目

指
し

た
「

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
体

制
」

の
充

実
 

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

が
充

実
し

て
い

る
ま

ち
 

安
心

し
て

介
護

・
福

祉
サ

ー
ビ

ス
が

う
け

ら
れ

る
ま

ち
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
者

数
、

各
種

介
護

サ
ー

ビ
ス

利
用

の
向

上
 

定
期

巡
回

・
随

時
対

応
型

訪
問

介
護

看
護

、
訪

問
看

護
、

訪
問

リ
ハ

ビ
リ

通
所

リ
ハ

ビ
リ

、
老

健
の

利
用

者
数

 
施

設
等

で
亡

く
な

る
人

の
割

合
 

介
護

保
険

の
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

供
給

体
制

 
自

立
支

援
に

資
す

る
ケ

ア
プ

ラ
ン

作
成

の
支

援
／

自
立

支
援

に
向

け
た

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
数

・
定

員
数

、
施

設
数

、
床

数
 

１
人

あ
た

り
の

介
護

給
付

費
（

年
額

）
 

高
齢

者
の

「
幸

せ
」

の
程

度
、

介
護

・
介

助
が

必
要

な
人

の
う

ち
、

幸
せ

と
感

じ
て

い
る

人
の

割
合

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

者
数

、
利

用
率

 
施

設
等

で
亡

く
な

る
人

の
割

合
 

要
介

護
認

定
の

更
新

時
に

お
け

る
改

善
率

（
介

護
認

定
区

分
が

軽
度

変
更

し
た

方
の

割
合

）
増

加
 

市
内

居
住

者
に

お
け

る
G

H
又

は
特

養
の

待
機

者
数

 
市

内
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

運
営

法
人

の
う

ち
職

員
が

不
足

し
て

い
る

と
回

答
し

た
法

人
の

割
合

 
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

へ
の

従
事

者
数

 

在
宅

医
療

・
介

護
の

連
携

推
進

 
在

宅
医

療
・

介
護

連
携

の
推

進
 

保
健

・
医

療
・

介
護

の
連

携
 

医
療

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
、

介
護

・
医

療
の

連
携

強
化

 
住

み
慣

れ
た

地
域

で
い

つ
ま

で
も

暮
ら

す
こ

と
が

で
き

る
た

め
の

「
在

宅
医

療
と

介
護

の
連

携
」

の
推

進
 

高
齢

者
が

、
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
住

み
慣

れ
た

地
域

や
望

む
場

所
で

安
心

し
て

生
活

で
き

る
よ

う
、

医
療

・
介

護
に

お
け

る
必

要
な

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
が

受
け

ら
れ

て
い

る
。

 

入
院

時
情

報
連

携
加

算
、

退
院

・
退

所
加

算
 

訪
問

看
護

利
用

者
数

 
医

療
と

介
護

関
係

者
の

連
携

状
況

充
実

度
 

自
宅

及
び

老
人

ホ
ー

ム
死

亡
率

 
か

か
り

つ
け

医
を

も
っ

て
い

る
人

の
割

合
 

医
療

・
介

護
が

必
要

に
な

っ
た

時
、

自
宅

等
で

過
ご

し
た

い
と

思
う

高
齢

者
の

割
合

 
セ

ル
フ

ケ
ア

力
向

上
を

目
的

と
し

た
啓

発
に

参
画

し
た

医
療

・
介

護
従

事
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介
護

医
療

院
利

用
率

 
人

生
の

最
終

段
階

の
医

療
・

療
養

に
つ

い
て

話
し

合
っ

た
方

の
割

合
 

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
の

課
題

の
抽

出
と

対
応

 
自

身
の

健
康

状
態

を
把

握
し

、
自

身
の

治
療

や
療

養
方

針
を

正
確

な
情

報
に

基
づ

い
て

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
 

地
域

で
高

齢
者

を
支

え
る

仕
組

み
づ

く
り

 

者
の

数
 

AC
P

と
人

生
会

議
に

つ
い

て
知

っ
て

い
る

人
の

割
合

 
町

内
の

医
療

機
関

入
退

院
時

、
入

退
院

調
整

ル
ー

ル
の

運
用

に
よ

り
、

医
療

機
関

と
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

間
で

の
情

報
共

有
等

が
さ

れ
た

割
合

 

認
知

症
施

策
の

推
進

 
認

知
症

施
策

の
推

進
 

認
知

症
に

や
さ

し
い

地
域

づ
く

り
、

認
知

症
共

生
に

向
け

た
取

組
の

推
進

 
認

知
症

に
関

す
る

知
識

の
普

及
啓

発
、

認
知

症
の

理
解

と
予

防
の

促
進

 
認

知
症

本
人

・
家

族
へ

の
支

援
 

認
知

症
予

防
の

た
め

の
取

組
を

自
主

的
か

つ
継

続
的

に
行

え
る

よ
う

に
す

る
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

の
養

成
と

活
躍

の
場

の
拡

充
 

認
知

症
カ

フ
ェ

、
チ

ー
ム

オ
レ

ン
ジ

活
動

の
推

進
 

認
知

症
カ

フ
ェ

の
運

営
を

通
じ

て
、

認
知

症
に

な
っ

て
も

住
み

慣
れ

た
地

域
で

自
分

ら
し

い
生

活
が

送
れ

る
よ

う
支

援
す

る
 

介
護

予
防

や
認

知
症

カ
フ

ェ
の

観
点

も
含

め
、

住
民

主
体

の
身

近
な

と
こ

ろ
で

地
域

の
方

が
気

軽
に

立
ち

寄
れ

る
場

所
 

認
知

症
支

援
リ

ー
ダ

ー
の

充
実

 
認

知
症

サ
ポ

ー
ト

医
に

よ
る

物
忘

れ
相

談
会

 
認

知
症

に
対

し
て

不
安

が
あ

る
人

の
割

合
 

在
宅

で
生

活
す

る
認

知
症

高
齢

者
の

割
合

 
認

知
症

の
知

識
を

深
め

、
地

域
力

を
強

化
 

認
知

症
相

談
窓

口
の

認
知

度
 

認
知

症
状

を
有

す
る

高
齢

者
の

割
合

、
認

知
症

低
下

の
リ

ス
ク

 
認

知
症

カ
フ

ェ
開

催
箇

所
数

、
開

催
回

数
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

講
座

受
講

者
数

、
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
数

 
認

知
症

が
ど

の
よ

う
な

病
気

か
知

っ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
認

知
症

予
防

に
自

主
的

に
取

り
組

む
グ

ル
ー

プ
数

 
 

介
護

人
材

の
確

保
/

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

 

介
護

人
材

の
確

保
・

育
成

、
介

護
職

員
新

規
就

業
者

数
 

介
護

人
材

が
不

足
し

て
い

る
と

感
じ

る
事

業
所

の
割

合
 

市
内

の
介

護
施

設
な

ど
に

従
事

す
る

介
護

職
員

数
の

増
加

 
介

護
従

事
者

就
業

者
数

 
介

護
職

員
等

の
処

遇
の

改
善

 

市
内

ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ

ー
の

常
勤

換
算

数
 

介
護

関
連

事
業

所
調

査
結

果
 

介
護

職
員

数
の

増
加

率
 

介
護

職
員

数
、

介
護

従
事

者
数

 
圏

域
内

高
校

か
ら

介
護

関
係

機
関

へ
の

就
職

率
 

24



 
 

介
護

医
療

院
利

用
率

 
人

生
の

最
終

段
階

の
医

療
・

療
養

に
つ

い
て

話
し

合
っ

た
方

の
割

合
 

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
の

課
題

の
抽

出
と

対
応

 
自

身
の

健
康

状
態

を
把

握
し

、
自

身
の

治
療

や
療

養
方

針
を

正
確

な
情

報
に

基
づ

い
て

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
 

地
域

で
高

齢
者

を
支

え
る

仕
組

み
づ

く
り

 

者
の

数
 

AC
P

と
人

生
会

議
に

つ
い

て
知

っ
て

い
る

人
の

割
合

 
町

内
の

医
療

機
関

入
退

院
時

、
入

退
院

調
整

ル
ー

ル
の

運
用

に
よ

り
、

医
療

機
関

と
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

間
で

の
情

報
共

有
等

が
さ

れ
た

割
合

 

認
知

症
施

策
の

推
進

 
認

知
症

施
策

の
推

進
 

認
知

症
に

や
さ

し
い

地
域

づ
く

り
、

認
知

症
共

生
に

向
け

た
取

組
の

推
進

 
認

知
症

に
関

す
る

知
識

の
普

及
啓

発
、

認
知

症
の

理
解

と
予

防
の

促
進

 
認

知
症

本
人

・
家

族
へ

の
支

援
 

認
知

症
予

防
の

た
め

の
取

組
を

自
主

的
か

つ
継

続
的

に
行

え
る

よ
う

に
す

る
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

の
養

成
と

活
躍

の
場

の
拡

充
 

認
知

症
カ

フ
ェ

、
チ

ー
ム

オ
レ

ン
ジ

活
動

の
推

進
 

認
知

症
カ

フ
ェ

の
運

営
を

通
じ

て
、

認
知

症
に

な
っ

て
も

住
み

慣
れ

た
地

域
で

自
分

ら
し

い
生

活
が

送
れ

る
よ

う
支

援
す

る
 

介
護

予
防

や
認

知
症

カ
フ

ェ
の

観
点

も
含

め
、

住
民

主
体

の
身

近
な

と
こ

ろ
で

地
域

の
方

が
気

軽
に

立
ち

寄
れ

る
場

所
 

認
知

症
支

援
リ

ー
ダ

ー
の

充
実

 
認

知
症

サ
ポ

ー
ト

医
に

よ
る

物
忘

れ
相

談
会

 
認

知
症

に
対

し
て

不
安

が
あ

る
人

の
割

合
 

在
宅

で
生

活
す

る
認

知
症

高
齢

者
の

割
合

 
認

知
症

の
知

識
を

深
め

、
地

域
力

を
強

化
 

認
知

症
相

談
窓

口
の

認
知

度
 

認
知

症
状

を
有

す
る

高
齢

者
の

割
合

、
認

知
症

低
下

の
リ

ス
ク

 
認

知
症

カ
フ

ェ
開

催
箇

所
数

、
開

催
回

数
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

講
座

受
講

者
数

、
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
数

 
認

知
症

が
ど

の
よ

う
な

病
気

か
知

っ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
認

知
症

予
防

に
自

主
的

に
取

り
組

む
グ

ル
ー

プ
数

 
 

介
護

人
材

の
確

保
/

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

 

介
護

人
材

の
確

保
・

育
成

、
介

護
職

員
新

規
就

業
者

数
 

介
護

人
材

が
不

足
し

て
い

る
と

感
じ

る
事

業
所

の
割

合
 

市
内

の
介

護
施

設
な

ど
に

従
事

す
る

介
護

職
員

数
の

増
加

 
介

護
従

事
者

就
業

者
数

 
介

護
職

員
等

の
処

遇
の

改
善

 

市
内

ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ

ー
の

常
勤

換
算

数
 

介
護

関
連

事
業

所
調

査
結

果
 

介
護

職
員

数
の

増
加

率
 

介
護

職
員

数
、

介
護

従
事

者
数

 
圏

域
内

高
校

か
ら

介
護

関
係

機
関

へ
の

就
職

率
 

 
    

  

処
遇

改
善

加
算

を
取

得
し

て
い

る
割

合
 

地
域

共
生

社
会

の
実

現
 

地
域

共
生

社
会

の
中

で
誰

も
が

地
域

で
支

え
合

い
な

が
ら

、
高

齢
者

が
自

分
ら

し
く

望
む

暮
ら

し
を

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
深

化
・

推
進

を
通

し
た

地
域

共
生

社
会

の
実

現
 

地
域

共
生

社
会

の
実

現
に

向
け

た
体

制
の

構
築

 

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

の
割

合
、

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

の
割

合
、

健
康

寿
命

 
65

歳
の

平
均

自
立

期
間

 
居

宅
生

活
を

継
続

し
て

い
る

要
介

護
認

定
者

の
割

合
 

高
齢

者
の

自
覚

的
健

康
観

「
と

て
も

よ
い

」「
ま

あ
よ

い
」

の
割

合
 

そ
の

他
 

市
民

が
、「

エ
イ

ジ
フ

レ
ン

ド
リ

ー
シ

テ
ィ

」を
認

知
し

、超
高

齢
化

社
会

の
課

題
解

決
に

結
び

つ
け

る
 

主
観

的
幸

福
感

 
介

護
保

険
事

業
の

適
正

な
運

用
・

体
制

の
整

備
 

介
護

保
険

制
度

の
円

滑
な

運
営

 
安

心
し

て
暮

ら
し

続
け

ら
れ

る
環

境
づ

く
り

 
住

み
や

す
い

環
境

づ
く

り
の

推
進

 
地

域
で

の
暮

ら
し

の
安

心
度

 
成

年
後

見
制

度
の

認
知

度
 

自
分

ら
し

く
生

活
す

る
た

め
の

権
利

を
守

る
こ

と
の

推
進

 

市
民

意
識

調
査

に
お

け
る

「
エ

イ
ジ

フ
レ

ン
ド

リ
ー

シ
テ

ィ
」

の
認

知
度

 
介

護
事

業
所

に
お

け
る

欠
員

職
種

別
の

欠
員

数
 

要
支

援
・

要
介

護
認

定
率

 
「

住
み

や
す

さ
」

に
対

す
る

市
民

満
足

度
 

住
宅

型
有

料
老

人
ホ

ー
ム

及
び

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
の

定
員

等
 

一
般

高
齢

者
、

要
支

援
認

定
者

、
独

居
高

齢
者

別
ニ

ー
ズ

調
査

項
目

「
暮

ら
し

の
安

心
度

」
平

均
点

 
成

年
後

見
制

度
を

知
っ

て
い

る
人

の
割

合
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自

立
支

援
・

介
護

予
防

等
及

び
給

付
適

正
化

以
外

の
分

野
に

お
け

る
具

体
的

な
目

標
及

び
「

ア
ウ

ト
カ

ム
」

に
関

す
る

指
標

 
※

「
ア

ウ
ト

カ
ム

」
に

関
す

る
指

標
で

は
な

い
と

判
断

で
き

る
も

の
（

事
業

の
利

用
件

数
等

）
は

、
目

標
・

指
標

と
も

に
掲

載
し

て
い

な
い

。
 

カ
テ

ゴ
リ

ー
 

具
体

的
な

目
標

（
主

な
も

の
）

 
ア

ウ
ト

カ
ム

に
関

す
る

指
標

（
主

な
も

の
）

 
地

域
包

括
ケ

ア
 

在
宅

生
活

の
継

続
 

 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
深

化
と

推
進

 
高

齢
に

な
っ

て
も

住
み

慣
れ

た
地

域
で

自
分

ら
し

く
生

活
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

住
み

慣
れ

た
地

域
で

暮
ら

し
て

い
く

た
め

の
支

援
体

制
の

推
進

 
い

つ
ま

で
も

住
み

続
け

ら
れ

る
ま

ち
づ

く
り

 
住

み
慣

れ
た

地
域

で
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
包

括
的

支
援

体
制

の
構

築
 

地
域

生
活

を
支

え
る

体
制

の
整

備
 

地
域

で
の

暮
ら

し
を

支
え

る
体

制
の

整
備

 
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
住

み
続

け
ら

れ
る

ま
ち

 
病

気
や

障
が

い
に

応
じ

た
医

療
や

介
護

を
住

み
慣

れ
た

地
域

で
継

続
的

・
包

括
的

に
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

 
高

齢
者

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
元

気
に

過
ご

し
、

仲
間

づ
く

り
や

心
身

機
能

の
維

持
、

向
上

に
つ

な
が

る
。

 
質

の
高

い
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

や
多

様
な

住
ま

い
の

ニ
ー

ズ
に

応
え

ら
れ

る
環

境
づ

く
り

な
ど

、
必

要
に

応
じ

た
適

切
な

生
活

支
援

が
提

供
さ

れ
る

サ
ー

ビ
ス

体
制

の
確

保
や

充
実

に
努

め
る

こ
と

で
、

高
齢

者
や

そ
の

家
族

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
安

心
し

て
暮

ら
す

こ
と

が
で

き
て

い
ま

す
 

住
み

慣
れ

た
自

宅
や

希
望

す
る

場
所

で
看

取
り

が
で

き
て

い
る

 
自

宅
等

の
在

宅
で

最
期

ま
で

暮
ら

し
た

人
の

増
加

 
こ

れ
か

ら
の

暮
ら

し
を

考
え

た
り

、
話

し
合

う
こ

と
が

で
き

、
本

人
の

意
向

に
沿

っ
た

状
態

・
環

境
で

過
ご

す
こ

と
が

で
き

る
 

人
生

の
最

終
段

階
ま

で
自

宅
で

暮
ら

し
た

い
と

考
え

る
人

が
、

そ
の

希
望

在
宅

で
の

生
活

の
維

持
が

難
し

く
な

っ
て

い
る

利
用

者
の

割
合

 
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
住

み
慣

れ
た

場
所

で
暮

ら
し

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
と

思
え

る
人

の
割

合
 

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

率
 

現
在

の
幸

福
度

で
５

点
以

上
と

答
え

た
高

齢
者

の
割

合
 

居
所

を
変

更
し

た
人

の
割

合
 

高
齢

者
が

生
き

が
い

を
持

っ
て

生
活

で
き

る
場

や
機

会
が

あ
る

 
家

族
や

友
人

以
外

で
相

談
相

手
が

い
る

人
の

割
合

 
介

護
者

と
し

て
困

っ
て

い
る

こ
と

「
介

護
者

の
身

体
的

・
精

神
的

負
担

が
大

き
い

」
の

回
答

割
合

、
介

護
離

職
し

な
か

っ
た

人
の

割
合

 
今

後
も

働
き

な
が

ら
介

護
を

続
け

て
い

け
る

と
思

う
人

の
割

合
 

等
 

社
会

参
加

す
る

高
齢

者
の

増
加

、
主

観
的

健
康

観
 

成
年

後
見

制
度

の
認

知
度

 
居

宅
療

養
管

理
指

導
等

の
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

数
 

要
支

援
1・

2
の

認
定

率
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

、
認

知
症

に
関

す
る

相
談

窓
口

等
の

認
知

度
 

看
取

り
患

者
数

、
在

宅
で

最
期

ま
で

暮
ら

し
た

人
の

割
合

 
自

宅
で

最
期

を
迎

え
ら

れ
る

こ
と

を
希

望
し

、
実

現
可

能
だ

と
思

う
人

の
割

合
 

人
生

会
議

を
行

っ
た

人
の

割
合

、
AC

P
を

知
っ

て
い

る
者

の
割

合
 

生
活

の
満

足
度

、
サ

ー
ビ

ス
充

足
の

認
識

度
、

認
知

症
の

既
往

後
の

在
宅

生
活

希
望

率
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 図

表
２

－
25

 
自

立
支

援
・

介
護

予
防

等
及

び
給

付
適

正
化

以
外

の
分

野
に

お
け

る
具

体
的

な
目

標
及

び
「

ア
ウ

ト
カ

ム
」

に
関

す
る

指
標

 
※

「
ア

ウ
ト

カ
ム

」
に

関
す

る
指

標
で

は
な

い
と

判
断

で
き

る
も

の
（

事
業

の
利

用
件

数
等

）
は

、
目

標
・

指
標

と
も

に
掲

載
し

て
い

な
い

。
 

カ
テ

ゴ
リ

ー
 

具
体

的
な

目
標

（
主

な
も

の
）

 
ア

ウ
ト

カ
ム

に
関

す
る

指
標

（
主

な
も

の
）

 
地

域
包

括
ケ

ア
 

在
宅

生
活

の
継

続
 

 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

の
深

化
と

推
進

 
高

齢
に

な
っ

て
も

住
み

慣
れ

た
地

域
で

自
分

ら
し

く
生

活
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

住
み

慣
れ

た
地

域
で

暮
ら

し
て

い
く

た
め

の
支

援
体

制
の

推
進

 
い

つ
ま

で
も

住
み

続
け

ら
れ

る
ま

ち
づ

く
り

 
住

み
慣

れ
た

地
域

で
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
包

括
的

支
援

体
制

の
構

築
 

地
域

生
活

を
支

え
る

体
制

の
整

備
 

地
域

で
の

暮
ら

し
を

支
え

る
体

制
の

整
備

 
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
住

み
続

け
ら

れ
る

ま
ち

 
病

気
や

障
が

い
に

応
じ

た
医

療
や

介
護

を
住

み
慣

れ
た

地
域

で
継

続
的

・
包

括
的

に
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

 
高

齢
者

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
元

気
に

過
ご

し
、

仲
間

づ
く

り
や

心
身

機
能

の
維

持
、

向
上

に
つ

な
が

る
。

 
質

の
高

い
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

や
多

様
な

住
ま

い
の

ニ
ー

ズ
に

応
え

ら
れ

る
環

境
づ

く
り

な
ど

、
必

要
に

応
じ

た
適

切
な

生
活

支
援

が
提

供
さ

れ
る

サ
ー

ビ
ス

体
制

の
確

保
や

充
実

に
努

め
る

こ
と

で
、

高
齢

者
や

そ
の

家
族

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
安

心
し

て
暮

ら
す

こ
と

が
で

き
て

い
ま

す
 

住
み

慣
れ

た
自

宅
や

希
望

す
る

場
所

で
看

取
り

が
で

き
て

い
る

 
自

宅
等

の
在

宅
で

最
期

ま
で

暮
ら

し
た

人
の

増
加

 
こ

れ
か

ら
の

暮
ら

し
を

考
え

た
り

、
話

し
合

う
こ

と
が

で
き

、
本

人
の

意
向

に
沿

っ
た

状
態

・
環

境
で

過
ご

す
こ

と
が

で
き

る
 

人
生

の
最

終
段

階
ま

で
自

宅
で

暮
ら

し
た

い
と

考
え

る
人

が
、

そ
の

希
望

在
宅

で
の

生
活

の
維

持
が

難
し

く
な

っ
て

い
る

利
用

者
の

割
合

 
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
住

み
慣

れ
た

場
所

で
暮

ら
し

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
と

思
え

る
人

の
割

合
 

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

率
 

現
在

の
幸

福
度

で
５

点
以

上
と

答
え

た
高

齢
者

の
割

合
 

居
所

を
変

更
し

た
人

の
割

合
 

高
齢

者
が

生
き

が
い

を
持

っ
て

生
活

で
き

る
場

や
機

会
が

あ
る

 
家

族
や

友
人

以
外

で
相

談
相

手
が

い
る

人
の

割
合

 
介

護
者

と
し

て
困

っ
て

い
る

こ
と

「
介

護
者

の
身

体
的

・
精

神
的

負
担

が
大

き
い

」
の

回
答

割
合

、
介

護
離

職
し

な
か

っ
た

人
の

割
合

 
今

後
も

働
き

な
が

ら
介

護
を

続
け

て
い

け
る

と
思

う
人

の
割

合
 

等
 

社
会

参
加

す
る

高
齢

者
の

増
加

、
主

観
的

健
康

観
 

成
年

後
見

制
度

の
認

知
度

 
居

宅
療

養
管

理
指

導
等

の
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

数
 

要
支

援
1・

2
の

認
定

率
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

、
認

知
症

に
関

す
る

相
談

窓
口

等
の

認
知

度
 

看
取

り
患

者
数

、
在

宅
で

最
期

ま
で

暮
ら

し
た

人
の

割
合

 
自

宅
で

最
期

を
迎

え
ら

れ
る

こ
と

を
希

望
し

、
実

現
可

能
だ

と
思

う
人

の
割

合
 

人
生

会
議

を
行

っ
た

人
の

割
合

、
AC

P
を

知
っ

て
い

る
者

の
割

合
 

生
活

の
満

足
度

、
サ

ー
ビ

ス
充

足
の

認
識

度
、

認
知

症
の

既
往

後
の

在
宅

生
活

希
望

率
 

 
 

を
実

現
で

き
る

と
考

え
る

割
合

 
人

生
の

最
後

を
迎

え
た

い
場

所
を

決
め

ら
れ

て
い

る
割

合
 

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

 
安

心
と

尊
厳

の
あ

る
く

ら
し

の
保

持
 

安
全

・
安

心
に

暮
ら

せ
る

環
境

整
備

の
推

進
 

高
齢

者
の

安
全

・
安

心
な

生
活

が
確

保
さ

れ
て

い
る

 
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
 

高
齢

者
の

安
心

安
全

を
支

え
る

仕
組

み
と

支
援

の
充

実
 

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
の

推
進

 

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

の
割

合
 

地
域

の
中

で
安

心
し

て
生

活
で

き
て

い
る

か
た

の
割

合
 

高
齢

者
に

対
し

て
周

囲
の

理
解

が
あ

る
 

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

率
 

成
年

後
見

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

 
標

準
的

給
付

費
の

見
込

額
に

対
す

る
実

績
額

の
割

合
 

介
護

者
の

状
況

 
災

害
時

に
避

難
で

き
る

人
の

割
合

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

整
備

・
提

供
 

等
 

高
齢

者
が

住
み

慣
れ

た
地

域
で

、
可

能
な

限
り

自
立

し
た

生
活

が
続

け
ら

れ
る

よ
う

、
日

常
生

活
圏

域
に

お
い

て
、

多
様

な
ニ

ー
ズ

に
応

え
る

こ
と

が
で

き
る

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

等
の

基
盤

が
整

っ
て

い
ま

す
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整

備
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
基

盤
整

備
と

介
護

保
険

事
業

の
持

続
可

能
性

の
確

保
 

必
要

な
介

護
サ

ー
ビ

ス
が

充
実

し
て

お
り

、
介

護
保

険
事

業
の

継
続

性
も

確
保

さ
れ

て
い

る
 

高
齢

者
の

ニ
ー

ズ
に

沿
っ

た
介

護
サ

ー
ビ

ス
が

提
供

さ
れ

、
介

護
保

険
制

度
が

円
滑

に
運

営
で

き
て

い
る

 
中

⾧
期

的
な

視
点

に
よ

る
計

画
的

で
持

続
可

能
な

基
盤

整
備

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
量

の
見

込
み

に
応

じ
た

施
設

・
事

業
所

の
整

備
 

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

が
整

っ
て

い
る

 
看

護
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

整
備

予
定

数
、

介
護

老
人

福
祉

施
設

定
員

、
介

護
老

人
保

健
施

設
定

員
 

施
設

の
現

状
・

課
題

の
把

握
 

入
所

生
活

で
の

生
活

に
つ

い
て

満
足

し
て

い
る

人
の

割
合

 

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
数

・
定

員
数

 
入

所
系

サ
ー

ビ
ス

の
整

備
定

員
数

（
介

護
老

人
福

祉
施

設
（

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
）、

認
知

症
高

齢
者

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
）

 
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

の
事

業
所

数
（

定
期

巡
回

・
随

時
対

応
型

訪
問

介
護

看
護

、
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

、
看

護
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

）、
定

員
数

 
特

養
（

老
健

）
へ

の
入

所
待

機
者

数
 

看
護

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
事

業
所

の
整

備
 

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

率
、

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
利

用
率

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
が

充
実

し
て

い
る

と
思

う
高

齢
者

の
割

合
 

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
の

入
所

率
 

「
介

護
の

た
め

に
仕

事
を

辞
め

た
家

族
・

親
族

は
い

な
い

」
と

答
え

た
人

の
割

合
 

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

の
総

合
的

な
利

用
満

足
度

 
希

望
場

所
で

最
期

を
迎

え
る

こ
と

が
で

き
る

と
回

答
し

た
高

齢
者

の
割

合
 

受
け

て
い

る
介

護
サ

ー
ビ

ス
に

満
足

し
て

い
る

利
用

者
の

割
合
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介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
と

質
の

向
上

 
在

宅
生

活
を

支
え

る
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
、

住
み

慣
れ

た
地

域
で

安
心

・
安

全
な

生
活

を
送

る
こ

と
が

で
き

る
 

利
用

し
て

い
る

介
護

事
業

所
の

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

内
容

の
満

足
度

 
介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
、

日
常

生
活

が
安

心
し

て
送

れ
る

よ
う

に
な

っ
た

と
回

答
し

た
割

合
 

効
果

的
な

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
向

け
た

環
境

づ
く

り
 

要
支

援
・

要
介

護
認

定
者

の
更

新
申

請
認

定
結

果
に

お
け

る
改

善
率

 
安

心
と

信
頼

の
サ

ー
ビ

ス
づ

く
り

 
指

定
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

の
事

業
継

続
計

画
策

定
率

 

介
護

離
職

率
 

介
護

に
関

す
る

入
門

的
研

修
修

了
者

の
う

ち
、

就
労

に
結

び
つ

い
た

人
数

の
割

合
 

介
護

従
事

者
が

充
足

し
て

い
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
の

割
合

 
電

子
申

請
・

届
出

シ
ス

テ
ム

利
用

率
 

困
り

ご
と

の
相

談
先

が
あ

る
高

齢
者

の
割

合
 

要
介

護
認

定
率

 
高

齢
者

虐
待

相
談

・
通

報
件

数
中

に
占

め
る

虐
待

認
定

件
数

の
割

合
 

成
年

後
見

制
度

の
利

用
者

数
 

現
在

の
幸

福
度

で
５

点
以

上
と

答
え

た
高

齢
者

の
割

合
 

介
護

人
材

の
確

保
/

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

・
定

着
促

進
 

介
護

人
材

の
確

保
を

図
る

 
基

盤
を

支
え

る
介

護
人

材
を

確
保

す
る

こ
と

が
で

き
て

い
る

 
介

護
人

材
の

確
保

・
定

着
・

育
成

が
強

化
さ

れ
、

安
定

的
な

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

が
整

っ
て

い
る

 
福

祉
・

介
護

職
の

人
材

発
掘

と
就

業
の

促
進

、
定

着
、

質
の

向
上

 
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

に
必

要
な

人
材

を
確

保
で

き
て

い
る

事
業

所
 

介
護

人
材

の
充

足
率

の
維

持
・

上
昇

 
「

人
材

不
足

を
感

じ
た

こ
と

が
な

い
」「

あ
ま

り
感

じ
た

こ
と

が
な

い
」

介
護

事
業

所
の

割
合

を
維

持
す

る
。

 
人

材
育

成
や

業
務

の
効

率
化

に
よ

る
質

の
向

上
と

定
着

支
援

 
介

護
職

員
等

の
処

遇
の

改
善

 
介

護
職

員
の

過
去

1
年

間
の

離
職

率
 

電
子

申
請

・
届

出
シ

ス
テ

ム
の

利
用

状
況

 
介

護
職

員
の

処
遇

改
善

加
算

の
取

得
率

 
外

国
人

介
護

人
材

の
受

入
事

業
所

数
 

介
護

職
員

等
の

人
材

確
保

の
人

数
、

介
護

職
員

数
の

前
年

度
比

 
必

要
な

職
員

数
を

確
保

で
き

て
い

る
事

業
者

の
割

合
 

期
間

の
定

め
の

な
い

職
員

の
増

加
 

介
護

人
材

の
不

足
感

を
抱

く
施

設
・

事
業

所
の

割
合

 
介

護
人

材
の

充
足

率
 

介
護

職
員

の
離

職
率

 
資

格
取

得
者

数
 

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
に

て
人

材
（

質
ま

た
は

数
）

を
確

保
で

き
て

い
る

と
答

え
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
の

割
合

 
介

護
職

員
等

処
遇

改
善

加
算

を
取

得
し

て
い

る
事

業
所

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

率
 

処
遇

改
善

加
算

を
取

得
し

て
い

る
割

合
 

在
宅

等
で

の
看

取
り

率
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介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
と

質
の

向
上

 
在

宅
生

活
を

支
え

る
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
、

住
み

慣
れ

た
地

域
で

安
心

・
安

全
な

生
活

を
送

る
こ

と
が

で
き

る
 

利
用

し
て

い
る

介
護

事
業

所
の

介
護

保
険

サ
ー

ビ
ス

内
容

の
満

足
度

 
介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
、

日
常

生
活

が
安

心
し

て
送

れ
る

よ
う

に
な

っ
た

と
回

答
し

た
割

合
 

効
果

的
な

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
向

け
た

環
境

づ
く

り
 

要
支

援
・

要
介

護
認

定
者

の
更

新
申

請
認

定
結

果
に

お
け

る
改

善
率

 
安

心
と

信
頼

の
サ

ー
ビ

ス
づ

く
り

 
指

定
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

の
事

業
継

続
計

画
策

定
率

 

介
護

離
職

率
 

介
護

に
関

す
る

入
門

的
研

修
修

了
者

の
う

ち
、

就
労

に
結

び
つ

い
た

人
数

の
割

合
 

介
護

従
事

者
が

充
足

し
て

い
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
の

割
合

 
電

子
申

請
・

届
出

シ
ス

テ
ム

利
用

率
 

困
り

ご
と

の
相

談
先

が
あ

る
高

齢
者

の
割

合
 

要
介

護
認

定
率

 
高

齢
者

虐
待

相
談

・
通

報
件

数
中

に
占

め
る

虐
待

認
定

件
数

の
割

合
 

成
年

後
見

制
度

の
利

用
者

数
 

現
在

の
幸

福
度

で
５

点
以

上
と

答
え

た
高

齢
者

の
割

合
 

介
護

人
材

の
確

保
/

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

・
定

着
促

進
 

介
護

人
材

の
確

保
を

図
る

 
基

盤
を

支
え

る
介

護
人

材
を

確
保

す
る

こ
と

が
で

き
て

い
る

 
介

護
人

材
の

確
保

・
定

着
・

育
成

が
強

化
さ

れ
、

安
定

的
な

サ
ー

ビ
ス

提
供

体
制

が
整

っ
て

い
る

 
福

祉
・

介
護

職
の

人
材

発
掘

と
就

業
の

促
進

、
定

着
、

質
の

向
上

 
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

に
必

要
な

人
材

を
確

保
で

き
て

い
る

事
業

所
 

介
護

人
材

の
充

足
率

の
維

持
・

上
昇

 
「

人
材

不
足

を
感

じ
た

こ
と

が
な

い
」「

あ
ま

り
感

じ
た

こ
と

が
な

い
」

介
護

事
業

所
の

割
合

を
維

持
す

る
。

 
人

材
育

成
や

業
務

の
効

率
化

に
よ

る
質

の
向

上
と

定
着

支
援

 
介

護
職

員
等

の
処

遇
の

改
善

 
介

護
職

員
の

過
去

1
年

間
の

離
職

率
 

電
子

申
請

・
届

出
シ

ス
テ

ム
の

利
用

状
況

 
介

護
職

員
の

処
遇

改
善

加
算

の
取

得
率

 
外

国
人

介
護

人
材

の
受

入
事

業
所

数
 

介
護

職
員

等
の

人
材

確
保

の
人

数
、

介
護

職
員

数
の

前
年

度
比

 
必

要
な

職
員

数
を

確
保

で
き

て
い

る
事

業
者

の
割

合
 

期
間

の
定

め
の

な
い

職
員

の
増

加
 

介
護

人
材

の
不

足
感

を
抱

く
施

設
・

事
業

所
の

割
合

 
介

護
人

材
の

充
足

率
 

介
護

職
員

の
離

職
率

 
資

格
取

得
者

数
 

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
に

て
人

材
（

質
ま

た
は

数
）

を
確

保
で

き
て

い
る

と
答

え
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
の

割
合

 
介

護
職

員
等

処
遇

改
善

加
算

を
取

得
し

て
い

る
事

業
所

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

利
用

率
 

処
遇

改
善

加
算

を
取

得
し

て
い

る
割

合
 

在
宅

等
で

の
看

取
り

率
 

 

 
 

介
護

の
魅

力
発

信
に

関
す

る
イ

ベ
ン

ト
を

開
催

す
る

 
相

談
支

援
体

制（
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
）の

強
化

 
等

 

地
域

に
お

け
る

相
談

体
制

の
充

実
 

相
談

支
援

体
制

の
充

実
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

を
中

心
と

す
る

相
談

体
制

・
支

援
体

制
の

強
化

 
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
を

中
心

と
し

た
地

域
に

お
け

る
連

携
・

協
働

の
体

制
が

構
築

さ
れ

て
い

る
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

が
高

ま
り

、
家

族
で

問
題

を
抱

え
込

む
こ

と
な

く
円

滑
に

相
談

に
つ

な
が

る
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
周

知
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

が
高

齢
者

の
総

合
相

談
窓

口
で

あ
る

こ
と

を
知

っ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
重

層
的

な
支

援
体

制
構

築
に

向
け

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

対
応

力
が

向
上

す
る

 
地

域
ケ

ア
会

議
の

推
進

 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

  
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

相
談

や
問

い
合

わ
せ

へ
の

対
応

満
足

度
 

生
活

や
健

康
福

祉
の

相
談

先
が

な
い

高
齢

者
の

割
合

 
「

家
族

や
友

人
以

外
の

相
談

先
」

の
回

答
割

合
 

家
族

や
知

人
以

外
の

相
談

相
手

が
い

な
い

と
回

答
し

た
高

齢
者

の
割

合
 

「
相

談
先

が
わ

か
ら

な
い

」
の

回
答

割
合

（
三

師
会

・
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

） 
地

域
課

題
か

ら
の

政
策

提
言

 
ソ

ー
シ

ャ
ル

キ
ャ

ピ
タ

ル
得

点
（

助
け

合
い

）
 

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
（

サ
ー

ビ
ス

B・
D

を
除

く
）

を
完

全
に

卒
業

し
た

件
数

 
 

生
活

支
援

の
充

実
、

支
え

あ
い

 
質

の
高

い
サ

ー
ビ

ス
の

充
実

や
多

様
な

住
ま

い
の

ニ
ー

ズ
に

応
え

ら
れ

る
環

境
づ

く
り

な
ど

、
必

要
に

応
じ

た
適

切
な

生
活

支
援

が
提

供
さ

れ
る

サ
ー

ビ
ス

体
制

の
確

保
や

充
実

に
努

め
る

こ
と

で
、

高
齢

者
や

そ
の

家
族

が
住

み
慣

れ
た

地
域

で
安

心
し

て
暮

ら
す

こ
と

が
で

き
て

い
ま

す
 

高
齢

者
の

生
活

を
支

え
る

環
境

の
充

実
（

生
活

支
援

）
 

多
様

な
主

体
の

連
携

に
よ

る
地

域
づ

く
り

の
推

進
 

高
齢

者
を

支
援

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
強

化
/高

齢
者

を
支

え
る

サ
ー

ビ
ス

の
整

備
 

生
活

支
援

体
制

整
備

 
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
・

協
議

体
 

一
人

ひ
と

り
の

暮
ら

し
に

応
じ

た
支

援
を

受
け

、
地

域
で

の
支

え
合

い
の

地
域

へ
の

信
頼

や
愛

着
（

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

（
社

会
的

連
帯

））
 

「
高

齢
者

に
と

っ
て

暮
ら

し
や

す
い

ま
ち

だ
と

思
う

」
の

割
合

 
介

護
保

険
利

用
者

で
在

宅
生

活
を

し
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

、
各

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
利

用
者

人
数

 
や

り
が

い
を

も
っ

て
従

事
で

き
て

い
る

介
護

サ
ー

ビ
ス

従
事

者
の

割
合

 
他

事
業

所
と

連
携

で
き

て
い

る
と

答
え

る
医

療
・

介
護

従
事

者
の

割
合

 
家

族
が

必
要

な
介

護
サ

ー
ビ

ス
を

受
け

ら
れ

て
い

る
と

思
う

人
の

割
合

 
住

民
主

体
に

よ
る

生
活

支
援

 
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
等

に
よ

り
把

握
す

る
社

会
資

源
の

数
 

閉
じ

こ
も

り
傾

向
の

あ
る

人
の

割
合

 
外

出
や

移
動

の
と

き
に

「
特

に
困

っ
て

い
る

こ
と

は
な

い
」

人
の

割
合

 

29



 
 

も
と

在
宅

生
活

を
継

続
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

地
域

の
す

べ
て

の
人

々
が

互
い

に
支

え
合

う
体

制
の

充
実

 
支

え
合

い
の

地
域

づ
く

り
の

推
進

 
地

域
に

お
け

る
支

え
あ

い
・

連
携

の
強

化
 

高
齢

者
を

支
援

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
強

化
 

地
域

の
見

守
り

支
援

体
制

の
拡

充
 

担
い

手
の

養
成

・
発

掘
と

活
動

の
場

の
確

保
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
よ

る
買

い
物

や
通

院
に

不
便

を
感

じ
て

い
る

方
へ

の
移

動
支

援
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
よ

る
農

作
業

支
援

 

要
介

護
認

定
率

 
地

域
の

人
に

頼
る

（
頼

り
に

さ
れ

る
）

こ
と

に
抵

抗
が

な
い

人
の

割
合

 
認

知
症

に
つ

い
て

周
囲

に
「

知
ら

れ
て

も
よ

い
」

と
回

答
し

た
人

の
割

合
 

健
康

づ
く

り
活

動
や

趣
味

等
の

グ
ル

ー
プ

活
動

に
企

画
・

運
営

と
し

て
参

加
し

て
み

た
い

と
思

う
人

の
割

合
 

等
 

地
域

づ
く

り
の

参
加

者
と

し
て

「
す

で
に

参
加

し
て

い
る

」
の

割
合

 
ご

み
出

し
や

、
家

事
を

手
伝

っ
て

く
れ

る
人

が
い

る
人

の
割

合
 

町
内

会
・

自
治

会
に

参
加

し
て

い
る

人
の

割
合

 
家

族
や

友
人

・
知

人
以

外
で

相
談

す
る

相
手

が
い

る
人

の
割

合
 

あ
な

た
の

心
配

事
や

愚
痴

を
聞

い
て

く
れ

る
人

の
割

合
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

の
会

員
数

 
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

移
動

支
援

従
事

者
数

、
農

作
業

支
援

従
事

者
数

 
社

会
参

加
、生

き
が

い
 

多
様

な
社

会
参

加
・

生
き

が
い

づ
く

り
の

促
進

 
高

齢
者

の
社

会
参

加
と

生
き

が
い

活
動

へ
の

支
援

 
高

齢
者

が
自

ら
の

選
択

に
基

づ
き

、
社

会
活

動
を

行
っ

て
い

る
 

高
齢

者
の

社
会

参
画

機
会

の
増

加
 

地
域

で
支

え
る

生
き

が
い

づ
く

り
 

多
様

な
つ

な
が

り
を

感
じ

な
が

ら
生

き
が

い
を

も
っ

て
生

活
が

で
き

る
 

高
齢

者
の

生
き

が
い

と
安

全
安

心
な

暮
ら

し
を

支
え

る
施

策
の

充
実

 
高

齢
者

が
、

い
き

い
き

と
暮

ら
せ

る
ま

ち
づ

く
り

を
進

め
る

 
外

出
回

数
が

減
っ

て
い

る
か

 

地
域

で
の

活
動

の
参

加
者

と
し

て
「

ぜ
ひ

参
加

し
た

い
」「

参
加

し
て

も
よ

い
」「

既
に

参
加

し
て

い
る

」
と

答
え

た
人

の
割

合
 

サ
ロ

ン
箇

所
数

 
通

い
の

場
の

箇
所

数
・

参
加

者
数

 
生

き
が

い
が

あ
る

と
感

じ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
「

生
き

が
い

が
あ

る
か

」
で

「
あ

り
」

の
回

答
割

合
の

増
加

 
家

族
や

友
人

以
外

の
相

談
相

手
が

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
収

入
の

あ
る

仕
事

へ
の

参
加

者
割

合
 

外
出

回
数

が
減

っ
て

い
な

い
と

回
答

し
た

者
の

割
合

 
医

療
・

介
護

連
携

の
推

進
 

望
ん

だ
方

が
在

宅
医

療
と

介
護

を
受

け
な

が
ら

在
宅

で
暮

ら
せ

る
 

疾
患

が
あ

っ
て

も
自

分
の

選
択

し
た

場
所

で
生

活
を

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
 

在
宅

医
療

・
介

護
の

連
携

推
進

 
切

れ
目

の
な

い
在

宅
医

療
・

介
護

の
提

供
体

制
の

整
備

 

在
宅

療
養

に
つ

い
て

「
可

能
だ

と
思

う
」

と
回

答
し

て
い

る
人

の
割

合
 

介
護

が
必

要
に

な
っ

た
場

合
に

「
在

宅
介

護
」

を
望

む
人

の
割

合
 

在
宅

死
亡

率
 

要
介

護
認

定
者

に
お

け
る

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

率
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も
と

在
宅

生
活

を
継

続
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

地
域

の
す

べ
て

の
人

々
が

互
い

に
支

え
合

う
体

制
の

充
実

 
支

え
合

い
の

地
域

づ
く

り
の

推
進

 
地

域
に

お
け

る
支

え
あ

い
・

連
携

の
強

化
 

高
齢

者
を

支
援

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
強

化
 

地
域

の
見

守
り

支
援

体
制

の
拡

充
 

担
い

手
の

養
成

・
発

掘
と

活
動

の
場

の
確

保
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
よ

る
買

い
物

や
通

院
に

不
便

を
感

じ
て

い
る

方
へ

の
移

動
支

援
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
よ

る
農

作
業

支
援

 

要
介

護
認

定
率

 
地

域
の

人
に

頼
る

（
頼

り
に

さ
れ

る
）

こ
と

に
抵

抗
が

な
い

人
の

割
合

 
認

知
症

に
つ

い
て

周
囲

に
「

知
ら

れ
て

も
よ

い
」

と
回

答
し

た
人

の
割

合
 

健
康

づ
く

り
活

動
や

趣
味

等
の

グ
ル

ー
プ

活
動

に
企

画
・

運
営

と
し

て
参

加
し

て
み

た
い

と
思

う
人

の
割

合
 

等
 

地
域

づ
く

り
の

参
加

者
と

し
て

「
す

で
に

参
加

し
て

い
る

」
の

割
合

 
ご

み
出

し
や

、
家

事
を

手
伝

っ
て

く
れ

る
人

が
い

る
人

の
割

合
 

町
内

会
・

自
治

会
に

参
加

し
て

い
る

人
の

割
合

 
家

族
や

友
人

・
知

人
以

外
で

相
談

す
る

相
手

が
い

る
人

の
割

合
 

あ
な

た
の

心
配

事
や

愚
痴

を
聞

い
て

く
れ

る
人

の
割

合
 

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

の
会

員
数

 
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

移
動

支
援

従
事

者
数

、
農

作
業

支
援

従
事

者
数

 
社

会
参

加
、生

き
が

い
 

多
様

な
社

会
参

加
・

生
き

が
い

づ
く

り
の

促
進

 
高

齢
者

の
社

会
参

加
と

生
き

が
い

活
動

へ
の

支
援

 
高

齢
者

が
自

ら
の

選
択

に
基

づ
き

、
社

会
活

動
を

行
っ

て
い

る
 

高
齢

者
の

社
会

参
画

機
会

の
増

加
 

地
域

で
支

え
る

生
き

が
い

づ
く

り
 

多
様

な
つ

な
が

り
を

感
じ

な
が

ら
生

き
が

い
を

も
っ

て
生

活
が

で
き

る
 

高
齢

者
の

生
き

が
い

と
安

全
安

心
な

暮
ら

し
を

支
え

る
施

策
の

充
実

 
高

齢
者

が
、

い
き

い
き

と
暮

ら
せ

る
ま

ち
づ

く
り

を
進

め
る

 
外

出
回

数
が

減
っ

て
い

る
か

 

地
域

で
の

活
動

の
参

加
者

と
し

て
「

ぜ
ひ

参
加

し
た

い
」「

参
加

し
て

も
よ

い
」「

既
に

参
加

し
て

い
る

」
と

答
え

た
人

の
割

合
 

サ
ロ

ン
箇

所
数

 
通

い
の

場
の

箇
所

数
・

参
加

者
数

 
生

き
が

い
が

あ
る

と
感

じ
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
「

生
き

が
い

が
あ

る
か

」
で

「
あ

り
」

の
回

答
割

合
の

増
加

 
家

族
や

友
人

以
外

の
相

談
相

手
が

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
収

入
の

あ
る

仕
事

へ
の

参
加

者
割

合
 

外
出

回
数

が
減

っ
て

い
な

い
と

回
答

し
た

者
の

割
合

 
医

療
・

介
護

連
携

の
推

進
 

望
ん

だ
方

が
在

宅
医

療
と

介
護

を
受

け
な

が
ら

在
宅

で
暮

ら
せ

る
 

疾
患

が
あ

っ
て

も
自

分
の

選
択

し
た

場
所

で
生

活
を

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
 

在
宅

医
療

・
介

護
の

連
携

推
進

 
切

れ
目

の
な

い
在

宅
医

療
・

介
護

の
提

供
体

制
の

整
備

 

在
宅

療
養

に
つ

い
て

「
可

能
だ

と
思

う
」

と
回

答
し

て
い

る
人

の
割

合
 

介
護

が
必

要
に

な
っ

た
場

合
に

「
在

宅
介

護
」

を
望

む
人

の
割

合
 

在
宅

死
亡

率
 

要
介

護
認

定
者

に
お

け
る

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

率
 

 
 

在
宅

医
療

・
介

護
関

係
者

に
関

す
る

相
談

支
援

 
連

携
体

制
の

強
化

に
よ

る
医

療
と

介
護

の
推

進
 

介
護

・
福

祉
・

医
療

・
保

健
の

連
携

促
進

 
医

療
職

と
介

護
職

と
の

連
携

が
円

滑
に

な
り

、
在

宅
で

の
生

活
が

継
続

で
き

て
い

る
 

在
宅

医
療

支
援

体
制

の
整

備
、

量
的

拡
充

 
在

宅
生

活
及

び
在

宅
療

養
支

援
の

充
実

 
医

療
機

関
と

連
携

を
図

る
際

の
課

題
に

つ
い

て
、「

特
に

な
し

」と
回

答
す

る
居

宅
介

護
支

援
事

業
所

の
割

合
 

医
療

と
の

連
携

に
対

す
る

介
護

支
援

専
門

員
の

意
識

の
向

上
 

医
療

・
介

護
関

係
者

の
研

修
 

医
療

・
ケ

ア
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

・
介

護
者

へ
の

支
援

（
認

知
症

関
係

）
 

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
に

向
け

た
情

報
共

有
ツ

ー
ル

 
円

滑
な

在
宅

療
養

に
向

け
て

、
退

院
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
 

入
院

時
情

報
提

供
シ

ー
ト

を
活

用
す

る
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

の
割

合
 

病
状

急
変

時
の

対
応

が
で

き
る

 
救

急
医

療
情

報
キ

ッ
ト

の
普

及
 

家
族

や
地

域
住

民
に

対
し

て
、

人
生

会
議

（
AC

P）
や

在
宅

療
養

に
つ

い
て

普
及

啓
発

を
図

る
 

看
取

り
体

制
を

整
え

て
い

る
介

護
事

業
所

の
割

合
 

医
療

と
介

護
が

両
方

必
要

な
状

態
に

な
っ

て
も

最
後

ま
で

自
分

ら
し

い
暮

ら
し

が
で

き
て

い
る

 
高

齢
者

等
実

態
調

査
で

、
高

齢
者

相
談

セ
ン

タ
ー

が
果

た
し

て
い

る
役

割
を

「
多

職
種

連
携

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

」
と

回
答

し
た

事
業

者
の

割
合

 
終

末
期

の
居

住
地

と
し

て
自

宅
・

施
設

等
を

希
望

す
る

方
の

割
合

 
訪

問
診

療
・

往
診

の
件

数
、

往
診

を
受

け
た

患
者

数
 

訪
問

診
療

、
訪

問
看

護
の

認
知

度
、

在
宅

医
療

を
希

望
す

る
区

民
の

割
合

 
訪

問
診

療
実

施
医

療
機

関
の

増
加

 
医

療
と

の
連

携
に

困
難

や
不

安
を

感
じ

る
介

護
支

援
専

門
員

の
割

合
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

・
認

知
症

相
談

窓
口

の
認

知
度

 
短

期
集

中
予

防
サ

ー
ビ

ス
の

延
べ

参
加

人
数

 
仕

事
と

介
護

を
両

立
で

き
る

介
護

者
の

増
加

 
退

院
調

整
率

、
入

退
院

支
援

連
携

率
 

75
歳

以
上

の
救

急
医

療
情

報
キ

ッ
ト

の
普

及
率

 
人

生
会

議
認

知
度

、
終

活
に

つ
い

て
取

組
を

行
っ

て
い

る
人

の
割

合
 

看
取

り
や

延
命

治
療

に
つ

い
て

話
し

合
っ

た
こ

と
が

あ
る

割
合

 
エ

ン
デ

ィ
ン

グ
ノ

ー
ト

等
に

記
載

し
て

い
る

割
合

  

認
知

症
施

策
の

推
進

 
認

知
症

に
な

っ
て

も
安

心
し

て
暮

ら
せ

る
体

制
の

構
築

等
 

認
知

症
ケ

ア
体

制
の

充
実

 
認

知
症

と
の

共
生

と
予

防
、

認
知

症
の

発
症

を
遅

ら
せ

、
認

知
症

に
な

っ
て

も
希

望
を

も
っ

て
暮

ら
せ

る
体

制
の

整
備

 
認

知
症

の
予

防
と

普
及

啓
発

、
本

人
発

信
支

援
 

認
知

症
リ

ス
ク

高
齢

者
 

認
知

症
を

発
症

し
て

も
在

宅
生

活
を

続
け

て
い

け
る

と
思

う
人

の
割

合
 

認
知

症
に

な
っ

て
も

地
域

で
幸

せ
に

暮
ら

せ
る

と
思

う
方

の
割

合
 

主
観

的
健

康
観

、
幸

福
感

 
認

知
症

に
関

す
る

正
し

い
理

解
を

持
つ

住
民

が
増

え
て

い
る

 
認

知
症

に
関

す
る

相
談

窓
口

を
知

っ
て

い
る

割
合

 
認

知
症

の
人

も
地

域
活

動
に

役
割

を
も

っ
て

参
加

し
た

方
が

良
い

と
思

う
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認
知

症
の

早
期

発
見

・
早

期
対

応
体

制
の

充
実

 
認

知
症

に
関

す
る

医
療

や
介

護
に

つ
い

て
、

家
族

が
抱

え
込

む
こ

と
な

く
早

い
段

階
で

相
談

に
つ

な
が

る
 

認
知

症
の

人
と

そ
の

家
族

が
望

む
場

所
で

、
安

心
し

て
生

活
を

送
る

こ
と

が
で

き
る

 
認

知
症

や
要

介
護

状
態

に
な

っ
て

も
本

人
の

意
思

が
尊

重
さ

れ
守

ら
れ

る
 

認
知

症
へ

の
理

解
を

深
め

る
、

認
知

症
に

関
す

る
相

談
窓

口
を

知
っ

て
い

る
と

回
答

し
た

人
の

割
合

 
認

知
症

カ
フ

ェ
の

増
加

と
既

存
カ

フ
ェ

の
継

続
を

図
る

 
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
養

成
講

座
受

講
者

数
 

認
知

症
初

期
集

中
支

援
チ

ー
ム

に
よ

る
取

り
組

み
 

医
療

・
ケ

ア
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

・
介

護
者

へ
の

支
援

（
認

知
症

関
係

）
 

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
活

動
の

推
進

 

人
の

割
合

の
増

加
 

認
知

症
の

人
や

そ
の

家
族

等
に

対
し

て
何

ら
か

の
協

力
を

し
た

と
回

答
し

た
人

の
割

合
の

増
加

 
介

護
負

担
が

軽
減

し
た

介
護

者
の

割
合

 
認

知
症

初
期

集
中

支
援

チ
ー

ム
に

よ
り

介
護

、
医

療
に

つ
な

が
っ

た
割

合
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

講
座

開
催

回
数

・
養

成
者

数
 

認
知

症
カ

フ
ェ

設
置

数
 

日
常

生
活

度
自

立
度

Ⅱ
の

高
齢

者
の

割
合

 
認

知
症

の
人

や
家

族
の

意
思

を
施

策
に

反
映

さ
せ

た
事

業
数

 
チ

ー
ム

オ
レ

ン
ジ

活
動

件
数

、
設

置
数

 

住
ま

い
の

支
援

等
 

住
ま

い
方

を
選

択
で

き
、

望
む

場
所

で
安

心
し

て
暮

ら
し

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
 

高
齢

者
の

住
ま

い
の

充
実

 
地

域
で

の
生

活
環

境
整

備
 

自
宅

で
最

期
を

迎
え

ら
れ

る
こ

と
を

希
望

し
、

実
現

可
能

だ
と

思
う

人
の

割
合

の
増

加
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

待
機

者
数

 
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

住
環

境
が

整
っ

て
い

る
と

感
じ

る
人

の
割

合
 

現
在

住
ん

で
い

る
住

宅
で

「
何

も
問

題
は

感
じ

て
い

な
い

」
人

の
割

合
 

高
齢

者
の

権
利

擁
護

 
虐

待
防

止
等

の
権

利
擁

護
意

識
が

醸
成

さ
れ

て
い

る
 

認
知

症
施

策
と

権
利

擁
護

の
推

進
 

権
利

擁
護

の
推

進
 

高
齢

者
の

尊
厳

と
人

権
が

尊
重

さ
れ

、
本

人
の

望
む

生
活

を
続

け
ら

れ
る

 
成

年
後

見
制

度
・

任
意

後
見

制
度

に
関

す
る

普
及

・
啓

発
 

地
域

の
連

携
強

化
と

生
活

支
援

体
制

の
構

築
（

高
齢

者
虐

待
へ

の
対

応
）

 

虐
待

や
消

費
者

被
害

を
受

け
て

い
る

と
感

じ
る

際
に

、
相

談
で

き
る

相
手

が
い

る
人

の
割

合
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

の
登

録
者

数
 

「
高

齢
者

虐
待

に
つ

い
て

の
相

談
先

」
の

周
知

割
合

（
三

師
会

・
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

調
査

）、
身

近
な

相
談

相
手

や
相

談
場

所
が

あ
る

か
た

の
割

合
，

成
年

後
見

制
度

、
相

談
先

を
知

っ
て

い
る

市
民

の
割

合
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認
知

症
の

早
期

発
見

・
早

期
対

応
体

制
の

充
実

 
認

知
症

に
関

す
る

医
療

や
介

護
に

つ
い

て
、

家
族

が
抱

え
込

む
こ

と
な

く
早

い
段

階
で

相
談

に
つ

な
が

る
 

認
知

症
の

人
と

そ
の

家
族

が
望

む
場

所
で

、
安

心
し

て
生

活
を

送
る

こ
と

が
で

き
る

 
認

知
症

や
要

介
護

状
態

に
な

っ
て

も
本

人
の

意
思

が
尊

重
さ

れ
守

ら
れ

る
 

認
知

症
へ

の
理

解
を

深
め

る
、

認
知

症
に

関
す

る
相

談
窓

口
を

知
っ

て
い

る
と

回
答

し
た

人
の

割
合

 
認

知
症

カ
フ

ェ
の

増
加

と
既

存
カ

フ
ェ

の
継

続
を

図
る

 
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
養

成
講

座
受

講
者

数
 

認
知

症
初

期
集

中
支

援
チ

ー
ム

に
よ

る
取

り
組

み
 

医
療

・
ケ

ア
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

・
介

護
者

へ
の

支
援

（
認

知
症

関
係

）
 

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
活

動
の

推
進

 

人
の

割
合

の
増

加
 

認
知

症
の

人
や

そ
の

家
族

等
に

対
し

て
何

ら
か

の
協

力
を

し
た

と
回

答
し

た
人

の
割

合
の

増
加

 
介

護
負

担
が

軽
減

し
た

介
護

者
の

割
合

 
認

知
症

初
期

集
中

支
援

チ
ー

ム
に

よ
り

介
護

、
医

療
に

つ
な

が
っ

た
割

合
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

講
座

開
催

回
数

・
養

成
者

数
 

認
知

症
カ

フ
ェ

設
置

数
 

日
常

生
活

度
自

立
度

Ⅱ
の

高
齢

者
の

割
合

 
認

知
症

の
人

や
家

族
の

意
思

を
施

策
に

反
映

さ
せ

た
事

業
数

 
チ

ー
ム

オ
レ

ン
ジ

活
動

件
数

、
設

置
数

 

住
ま

い
の

支
援

等
 

住
ま

い
方

を
選

択
で

き
、

望
む

場
所

で
安

心
し

て
暮

ら
し

続
け

る
こ

と
が

で
き

る
 

高
齢

者
の

住
ま

い
の

充
実

 
地

域
で

の
生

活
環

境
整

備
 

自
宅

で
最

期
を

迎
え

ら
れ

る
こ

と
を

希
望

し
、

実
現

可
能

だ
と

思
う

人
の

割
合

の
増

加
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

待
機

者
数

 
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

住
環

境
が

整
っ

て
い

る
と

感
じ

る
人

の
割

合
 

現
在

住
ん

で
い

る
住

宅
で

「
何

も
問

題
は

感
じ

て
い

な
い

」
人

の
割

合
 

高
齢

者
の

権
利

擁
護

 
虐

待
防

止
等

の
権

利
擁

護
意

識
が

醸
成

さ
れ

て
い

る
 

認
知

症
施

策
と

権
利

擁
護

の
推

進
 

権
利

擁
護

の
推

進
 

高
齢

者
の

尊
厳

と
人

権
が

尊
重

さ
れ

、
本

人
の

望
む

生
活

を
続

け
ら

れ
る

 
成

年
後

見
制

度
・

任
意

後
見

制
度

に
関

す
る

普
及

・
啓

発
 

地
域

の
連

携
強

化
と

生
活

支
援

体
制

の
構

築
（

高
齢

者
虐

待
へ

の
対

応
）

 

虐
待

や
消

費
者

被
害

を
受

け
て

い
る

と
感

じ
る

際
に

、
相

談
で

き
る

相
手

が
い

る
人

の
割

合
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

の
登

録
者

数
 

「
高

齢
者

虐
待

に
つ

い
て

の
相

談
先

」
の

周
知

割
合

（
三

師
会

・
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

調
査

）、
身

近
な

相
談

相
手

や
相

談
場

所
が

あ
る

か
た

の
割

合
，

成
年

後
見

制
度

、
相

談
先

を
知

っ
て

い
る

市
民

の
割

合
 

 
 

高
齢

者
虐

待
防

止
に

関
す

る
普

及
・

啓
発

 
虐

待
の

事
実

が
あ

る
と

判
断

さ
れ

た
事

例
に

お
け

る
虐

待
の

深
刻

度
 

成
年

後
見

制
度

の
知

名
度

 
高

齢
者

虐
待

の
相

談
先

を
知

っ
て

い
る

市
民

の
割

合
 

介
護

予
防

の
推

進
・

健
康

づ
く

り
 

介
護

予
防

・
重

度
化

防
止

の
推

進
と

地
域

ぐ
る

み
で

支
え

合
う

仕
組

み
づ

く
り

の
推

進
 

介
護

予
防

・
健

康
づ

く
り

施
策

の
充

実
・

推
進

 
健

康
づ

く
り

と
生

き
が

い
づ

く
り

の
推

進
 

健
康

寿
命

の
延

伸
に

向
け

た
健

康
と

生
き

が
い

づ
く

り
 

高
齢

者
が

住
み

慣
れ

た
地

域
で

元
気

に
過

ご
し

、
仲

間
づ

く
り

や
心

身
機

能
の

維
持

、
向

上
に

つ
な

が
る

 
介

護
予

防
に

資
す

る
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

の
展

開
 

適
正

か
つ

効
果

的
な

自
立

支
援

が
提

供
さ

れ
る

 
運

動
機

能
が

大
き

く
低

下
せ

ず
、

重
度

化
防

止
が

図
ら

れ
て

い
る

 
通

い
の

場
へ

主
体

的
に

参
加

し
、

活
動

し
て

い
る

 
介

護
予

防
支

援
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
団

体
数

の
増

加
 

町
民

自
ら

が
健

康
に

関
心

を
持

っ
て

健
康

づ
く

り
活

動
を

行
い

、
主

観
的

健
康

観
が

高
い

 
低

栄
養

予
防

指
導

対
象

者
の

体
重

維
持

・
改

善
者

の
割

合
 

口
腔

機
能

低
下

リ
ス

ク
高

齢
者

 
要

介
護

1
以

下
の

平
均

自
立

期
間

 
短

期
集

中
型

訪
問

サ
ー

ビ
ス

利
用

後
の

機
能

維
持

改
善

率
 

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
Ｂ

利
用

者
数

 

調
整

済
認

定
率

、
要

支
援

・
要

介
護

維
持

改
善

率
 

平
均

自
立

期
間

 
主

観
的

健
康

観
 

フ
レ

イ
ル

を
「

知
っ

て
い

る
」

と
回

答
し

た
人

の
割

合
 

通
い

の
場

の
数

、
参

加
者

数
、

参
加

率
 

介
護

予
防

支
援

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

団
体

数
 

尊
厳

が
守

ら
れ

た
介

護
サ

ー
ビ

ス
が

提
供

さ
れ

て
い

る
と

思
っ

て
い

る
人

の
割

合
 

高
齢

者
が

社
会

参
加

で
き

る
環

境
が

整
っ

て
い

る
 

地
域

住
民

の
有

志
に

よ
る

地
域

活
動

へ
の

参
加

者
と

し
て

の
参

加
希

望
率

 
「

転
倒

に
対

す
る

不
安

は
大

き
い

で
す

か
」

の
「

と
て

も
不

安
・

や
や

不
安

」
の

合
計

の
回

答
割

合
の

減
少

 
 

地
域

共
生

社
会

の
推

進
 

地
域

共
生

社
会

の
実

現
に

向
け

た
体

制
づ

く
り

 
地

域
共

生
社

会
の

実
現

に
向

け
た

他
分

野
と

の
連

携
促

進
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

 
ご

近
所

の
高

齢
者

を
温

か
く

見
守

り
、

必
要

な
と

き
に

は
手

助
け

し
て

い
る

人
の

割
合
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認
知

症
相

談
窓

口
の

認
知

度
及

び
活

動
す

る
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
数

 
介

護
保

険
制

度（
事

業
）の

適
正

な
運

営
 

介
護

保
険

事
業

の
適

正
な

運
営

 
介

護
保

険
制

度
が

円
滑

か
つ

安
定

的
に

運
営

で
き

て
い

ま
す

 
持

続
可

能
な

介
護

保
険

制
度

の
構

築
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

が
充

実
し

て
い

る
と

思
う

高
齢

者
の

割
合

 
働

き
な

が
ら

介
護

を
続

け
て

い
け

る
と

考
え

る
介

護
者

の
割

合
 

介
護

保
険

制
度

の
満

足
度

 
老

人
ホ

ー
ム

な
ど

の
施

設
が

整
備

さ
れ

て
い

る
 

訪
問

介
護

に
お

け
る

一
人

当
た

り
給

付
月

額
及

び
提

供
回

数
 

そ
の

他
 

笑
顔

あ
ふ

れ
自

分
ら

し
く

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

保
健

福
祉

都
市

を
め

ざ
し

て
 

幸
福

度
の

向
上

 
保

険
者

機
能

強
化

推
進

交
付

金
及

び
介

護
保

険
保

険
者

努
力

支
援

交
付

金
の

得
点

率
の

維
持

・
上

昇
 

災
害

や
緊

急
事

態
等

発
生

時
に

高
齢

者
の

安
全

が
確

保
で

き
る

体
制

が
あ

る
 

家
族

介
護

者
の

介
護

の
負

担
感

の
低

減
 

在
宅

介
護

継
続

に
あ

た
り

、
介

護
者

が
、

不
安

に
感

じ
て

い
る

こ
と

は
特

に
な

い
と

回
答

し
た

割
合

 
多

様
な

職
種

や
機

関
が

連
携

し
て

個
人

や
地

域
の

課
題

を
解

決
し

て
い

る
 

日
常

生
活

圏
域

内
の

情
報

共
有

と
課

題
解

決
に

向
け

た
取

組
 

介
護

保
険

に
関

す
る

情
報

を
「

得
た

い
が

、
十

分
に

得
ら

れ
て

い
な

い
」

割
合

 
高

齢
者

福
祉

や
介

護
保

険
事

業
に

つ
い

て
、

Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ

の
考

え
方

と
手

法
が

定
着

し
て

い
る

 

高
齢

者
が

安
心

し
て

生
活

で
き

る
支

援
の

充
実

に
つ

い
て

、「
満

足
」「

ま
あ

満
足

」
と

答
え

た
人

の
割

合
 

高
齢

者
の

幸
福

度
 

両
交

付
金

の
得

点
率

 
安

心
し

て
生

活
で

き
る

地
域

と
回

答
す

る
割

合
 

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

得
点

（
連

帯
感

）
 

「（
仮

称
）

地
域

包
括

ケ
ア

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

」
の

策
定

 
介

護
に

何
ら

か
の

負
担

を
感

じ
る

家
族

介
護

者
の

割
合

 
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

に
参

加
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

終
活

に
つ

い
て

す
で

に
準

備
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

棚
卸

し
し

た
事

業
全

体
の

イ
ン

プ
ッ

ト
に

対
す

る
ア

ウ
ト

カ
ム

の
比

率
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認
知

症
相

談
窓

口
の

認
知

度
及

び
活

動
す

る
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
数

 
介

護
保

険
制

度（
事

業
）の

適
正

な
運

営
 

介
護

保
険

事
業

の
適

正
な

運
営

 
介

護
保

険
制

度
が

円
滑

か
つ

安
定

的
に

運
営

で
き

て
い

ま
す

 
持

続
可

能
な

介
護

保
険

制
度

の
構

築
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

が
充

実
し

て
い

る
と

思
う

高
齢

者
の

割
合

 
働

き
な

が
ら

介
護

を
続

け
て

い
け

る
と

考
え

る
介

護
者

の
割

合
 

介
護

保
険

制
度

の
満

足
度

 
老

人
ホ

ー
ム

な
ど

の
施

設
が

整
備

さ
れ

て
い

る
 

訪
問

介
護

に
お

け
る

一
人

当
た

り
給

付
月

額
及

び
提

供
回

数
 

そ
の

他
 

笑
顔

あ
ふ

れ
自

分
ら

し
く

安
心

し
て

暮
ら

せ
る

保
健

福
祉

都
市

を
め

ざ
し

て
 

幸
福

度
の

向
上

 
保

険
者

機
能

強
化

推
進

交
付

金
及

び
介

護
保

険
保

険
者

努
力

支
援

交
付

金
の

得
点

率
の

維
持

・
上

昇
 

災
害

や
緊

急
事

態
等

発
生

時
に

高
齢

者
の

安
全

が
確

保
で

き
る

体
制

が
あ

る
 

家
族

介
護

者
の

介
護

の
負

担
感

の
低

減
 

在
宅

介
護

継
続

に
あ

た
り

、
介

護
者

が
、

不
安

に
感

じ
て

い
る

こ
と

は
特

に
な

い
と

回
答

し
た

割
合

 
多

様
な

職
種

や
機

関
が

連
携

し
て

個
人

や
地

域
の

課
題

を
解

決
し

て
い

る
 

日
常

生
活

圏
域

内
の

情
報

共
有

と
課

題
解

決
に

向
け

た
取

組
 

介
護

保
険

に
関

す
る

情
報

を
「

得
た

い
が

、
十

分
に

得
ら

れ
て

い
な

い
」

割
合

 
高

齢
者

福
祉

や
介

護
保

険
事

業
に

つ
い

て
、

Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ

の
考

え
方

と
手

法
が

定
着

し
て

い
る

 

高
齢

者
が

安
心

し
て

生
活

で
き

る
支

援
の

充
実

に
つ

い
て

、「
満

足
」「

ま
あ

満
足

」
と

答
え

た
人

の
割

合
 

高
齢

者
の

幸
福

度
 

両
交

付
金

の
得

点
率

 
安

心
し

て
生

活
で

き
る

地
域

と
回

答
す

る
割

合
 

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

得
点

（
連

帯
感

）
 

「（
仮

称
）

地
域

包
括

ケ
ア

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

」
の

策
定

 
介

護
に

何
ら

か
の

負
担

を
感

じ
る

家
族

介
護

者
の

割
合

 
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

に
参

加
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

終
活

に
つ

い
て

す
で

に
準

備
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

棚
卸

し
し

た
事

業
全

体
の

イ
ン

プ
ッ

ト
に

対
す

る
ア

ウ
ト

カ
ム

の
比

率
 

 

 
 

② 自立支援、介護予防・重度化防止等に関する具体的な取組 
＜自立支援、介護予防・重度化防止の取組＞ 
 「自立支援、介護予防・重度化防止の取組」として計画に記載しているものは、「介護予
防・生活支援サービス事業に関する取組」「一般介護予防事業に関する取組（住民への介護予
防等の普及啓発等）」「「通いの場」に関する取組」「「地域ケア会議」に関する取組」「健康増
進、高齢者保健事業と介護予防事業の一体的実施に関する取組」「「生活支援」に関する取
組」との回答はいずれも 80％を超えている。 
＜介護給付の適正化の取組＞ 

「給付適正化の取組」として計画に記載されているものは、今回の介護給付適正化事業の
見直しにより主要三事業とされた「要介護認定の適正化」「ケアプラン点検、住宅改修等の点
検・福祉用具購入・貸与調査」「医療情報との突合、縦覧点検」のいずれの取組も 90％前後
となった。 

 
図表２－26 「自立支援、介護予防・重度化防止の取組」に関する記載（複数回答） 

 
 
図表２－27 「自立支援、介護予防・重度化防止の取組」に関する記載の「その他」の回答

（一部抜粋） 
カテゴリー 主な回答 

認知症に関するもの 認知症総合支援、認知症の早期対応体制の整備、認知症高齢者対策 
サービスに関するも
の 

高齢者への個別的支援、短期集中予防サービスモデル事業の実施、そ
の他高齢者の暮らしを支えるサービス等、外出支援サービス事業、生
きがい活動支援通所事業 

地域包括支援センタ
ー等に関するもの 

地域包括支援センターの機能強化、ケアマネジメント力の向上 

権利擁護に関するもの 権利擁護の推進、虐待防止 
介護予防・健康づくり
に関するもの 

企業や大学との連携による介護予防の取組、口腔機能向上、専門職によ
る通いの場でのポピュレーションアプローチ、高齢者の社会参加の推

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
796 536 549 716 725 710 725 695 711 497 519 604 669 626 641 683 692 509 537 30 35 25 16

100.0% 67.3% 69.0% 89.9% 91.1% 89.2% 91.1% 87.3% 89.3% 62.4% 65.2% 75.9% 84.0% 78.6% 80.5% 85.8% 86.9% 63.9% 67.5% 3.8% 4.4% 3.1% 2.0%
143 99 102 123 128 117 123 118 122 69 74 103 118 106 112 115 122 73 82 1 1 7 2

100.0% 69.2% 71.3% 86.0% 89.5% 81.8% 86.0% 82.5% 85.3% 48.3% 51.7% 72.0% 82.5% 74.1% 78.3% 80.4% 85.3% 51.0% 57.3% 0.7% 0.7% 4.9% 1.4%
324 231 235 297 296 295 296 285 290 200 208 255 276 258 263 283 283 201 209 9 9 10 10

100.0% 71.3% 72.5% 91.7% 91.4% 91.0% 91.4% 88.0% 89.5% 61.7% 64.2% 78.7% 85.2% 79.6% 81.2% 87.3% 87.3% 62.0% 64.5% 2.8% 2.8% 3.1% 3.1%
132 92 93 123 125 123 126 122 125 92 96 101 115 109 110 116 116 96 98 5 7 2 0

100.0% 69.7% 70.5% 93.2% 94.7% 93.2% 95.5% 92.4% 94.7% 69.7% 72.7% 76.5% 87.1% 82.6% 83.3% 87.9% 87.9% 72.7% 74.2% 3.8% 5.3% 1.5% 0.0%
88 48 50 75 77 78 80 78 79 60 61 66 73 67 68 77 78 60 62 4 5 3 2

100.0% 54.5% 56.8% 85.2% 87.5% 88.6% 90.9% 88.6% 89.8% 68.2% 69.3% 75.0% 83.0% 76.1% 77.3% 87.5% 88.6% 68.2% 70.5% 4.5% 5.7% 3.4% 2.3%
64 37 39 58 59 55 58 55 56 48 51 47 53 48 50 53 55 46 51 7 9 2 1

100.0% 57.8% 60.9% 90.6% 92.2% 85.9% 90.6% 85.9% 87.5% 75.0% 79.7% 73.4% 82.8% 75.0% 78.1% 82.8% 85.9% 71.9% 79.7% 10.9% 14.1% 3.1% 1.6%
22 13 14 20 20 21 21 19 21 17 18 18 20 20 20 21 20 17 19 2 2 0 0

100.0% 59.1% 63.6% 90.9% 90.9% 95.5% 95.5% 86.4% 95.5% 77.3% 81.8% 81.8% 90.9% 90.9% 90.9% 95.5% 90.9% 77.3% 86.4% 9.1% 9.1% 0.0% 0.0%
23 16 16 20 20 21 21 18 18 11 11 14 14 18 18 18 18 16 16 2 2 1 1

100.0% 69.6% 69.6% 87.0% 87.0% 91.3% 91.3% 78.3% 78.3% 47.8% 47.8% 60.9% 60.9% 78.3% 78.3% 78.3% 78.3% 69.6% 69.6% 8.7% 8.7% 4.3% 4.3%
その他

「
そ
の
他
」
の
取
組
を
記
載
し
た

無
回
答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

「
通
い
の
場
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
通
い
の
場
」
以
外
の
高
齢
者
の
社
会
参
加
に
関
す

る
取
組
（
就
労
的
活
動
、
収
入
の
あ
る
仕
事
を
含

む
）
を
記
載
し
た

健
康
増
進
、
高
齢
者
保
健
事
業
と
介
護
予
防
事
業
の

一
体
的
実
施
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
生
活
支
援
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
地
域
ケ
ア
会
議
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載

し
た

調
査
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
取
組
（
保
険
者
と
し
て
の

基
本
方
針
の
周
知
や
研
修
等
）
を
記
載
し
た

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
関
す
る
取

組
を
記
載
し
た

一
般
介
護
予
防
事
業
に
関
す
る
取
組
（
住
民
へ
の
介

護
予
防
等
の
普
及
啓
発
等
）
を
記
載
し
た
（
「
通
い

の
場
」
に
関
す
る
取
組
・
「
通
い
の
場
」
以
外
の
高

齢
者
の
社
会
参
加
に
関
す
る
取
組
（
就
労
的
活
動
、

収
入
の
あ
る
仕
事
を
含
む
）
を
除
く
）

35



 
 

進、高齢者外出支援事業、地域資源を活用した介護予防、介護予防活動
を支える人材育成、全年代での健康づくりの取組、健康ポイント事業 

生活支援、支え合いに
関するもの 

地域の支え合いによる移動支援の取組、担い手の育成、見守り支え合
い、地域活動、圏域毎で活動を把握のうえ生活支援体制整備事業など
を活用し関係機関や自主グループのネットワークを構築する 

その他 医療・介護連携の推進、暮らしやすいまちづくりの推進 
 
図表２－28 給付適正化の取組に関する記載（複数回答） 

 
 
図表２－29 給付適正化の取組に関する記載の「その他」の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
介護給付に関する取
組 

給付実績の活用、介護給付費通知、疑義のある給付等について随時実
施（介護給付適正化総合支援システム）、介護サービス事業者等への
適正化支援、給付適正化パンフレットの作成、給付制限、適正化事業
のフィードバック 

介護サービス事業者
に関する取組 

サービス提供事業所の自主点検、運営指導の定期的な実施、運営推進
会議参加数、介護サービス事業者等への適正化支援、介護サービ事業
所等への指導・監督、介護業務の効率化・職場環境の向上を目指した
取組の強化、介護保険派遣相談員事業、県の運営指導への同行 

要介護認定に関する
取組 

要介護等認定の調査時に制度・サービスに関する利用者の意見を調査
する、要介護認定の申請から結果通知までの期間の短縮、認定調査体
制・介護認定審査体制の充実、認定審査会委員対象の研修会開催数、
認定調査状況の点検実施率 

ケアマネジメントに
関する取組 

自立支援型地域ケア会議での点検件数、ケアマネジメント力の向上、
ケア会議の回数、介護支援専門員への研修 

介護保険制度に関す
る取組 

制度の周知、介護サービスの適正利用の啓発、介護保険制度に関する
啓発、窓口対応の強化、未受給者に対する制度内容の周知   

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
796 719 735 739 754 694 711 167 105 41 31

100.0% 90.3% 92.3% 92.8% 94.7% 87.2% 89.3% 21.0% 13.2% 5.2% 3.9%
143 122 131 125 134 118 129 19 14 15 8

100.0% 85.3% 91.6% 87.4% 93.7% 82.5% 90.2% 13.3% 9.8% 10.5% 5.6%
324 295 298 302 306 292 292 60 32 15 13

100.0% 91.0% 92.0% 93.2% 94.4% 90.1% 90.1% 18.5% 9.9% 4.6% 4.0%
132 123 125 126 127 114 114 29 15 3 3

100.0% 93.2% 94.7% 95.5% 96.2% 86.4% 86.4% 22.0% 11.4% 2.3% 2.3%
88 76 77 79 80 74 76 27 19 7 6

100.0% 86.4% 87.5% 89.8% 90.9% 84.1% 86.4% 30.7% 21.6% 8.0% 6.8%
64 59 62 62 63 57 61 22 16 1 0

100.0% 92.2% 96.9% 96.9% 98.4% 89.1% 95.3% 34.4% 25.0% 1.6% 0.0%
22 22 21 22 22 18 18 4 3 0 0

100.0% 100.0% 95.5% 100.0% 100.0% 81.8% 81.8% 18.2% 13.6% 0.0% 0.0%
23 22 21 23 22 21 21 6 6 0 1

100.0% 95.7% 91.3% 100.0% 95.7% 91.3% 91.3% 26.1% 26.1% 0.0% 4.3%
その他

「その他」の取組を記載
した

無回答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調査数
「要介護認定の適正化」
に関する取組を記載した

「ケアプラン点検、住宅
改修等の点検・福祉用具
購入・貸与調査」に関す

る取組を記載した

「医療情報との突合、縦
覧点検」に関する取組を

記載した
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進、高齢者外出支援事業、地域資源を活用した介護予防、介護予防活動
を支える人材育成、全年代での健康づくりの取組、健康ポイント事業 

生活支援、支え合いに
関するもの 

地域の支え合いによる移動支援の取組、担い手の育成、見守り支え合
い、地域活動、圏域毎で活動を把握のうえ生活支援体制整備事業など
を活用し関係機関や自主グループのネットワークを構築する 

その他 医療・介護連携の推進、暮らしやすいまちづくりの推進 
 
図表２－28 給付適正化の取組に関する記載（複数回答） 

 
 
図表２－29 給付適正化の取組に関する記載の「その他」の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
介護給付に関する取
組 

給付実績の活用、介護給付費通知、疑義のある給付等について随時実
施（介護給付適正化総合支援システム）、介護サービス事業者等への
適正化支援、給付適正化パンフレットの作成、給付制限、適正化事業
のフィードバック 

介護サービス事業者
に関する取組 

サービス提供事業所の自主点検、運営指導の定期的な実施、運営推進
会議参加数、介護サービス事業者等への適正化支援、介護サービ事業
所等への指導・監督、介護業務の効率化・職場環境の向上を目指した
取組の強化、介護保険派遣相談員事業、県の運営指導への同行 

要介護認定に関する
取組 

要介護等認定の調査時に制度・サービスに関する利用者の意見を調査
する、要介護認定の申請から結果通知までの期間の短縮、認定調査体
制・介護認定審査体制の充実、認定審査会委員対象の研修会開催数、
認定調査状況の点検実施率 

ケアマネジメントに
関する取組 

自立支援型地域ケア会議での点検件数、ケアマネジメント力の向上、
ケア会議の回数、介護支援専門員への研修 

介護保険制度に関す
る取組 

制度の周知、介護サービスの適正利用の啓発、介護保険制度に関する
啓発、窓口対応の強化、未受給者に対する制度内容の周知   

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
796 719 735 739 754 694 711 167 105 41 31

100.0% 90.3% 92.3% 92.8% 94.7% 87.2% 89.3% 21.0% 13.2% 5.2% 3.9%
143 122 131 125 134 118 129 19 14 15 8

100.0% 85.3% 91.6% 87.4% 93.7% 82.5% 90.2% 13.3% 9.8% 10.5% 5.6%
324 295 298 302 306 292 292 60 32 15 13

100.0% 91.0% 92.0% 93.2% 94.4% 90.1% 90.1% 18.5% 9.9% 4.6% 4.0%
132 123 125 126 127 114 114 29 15 3 3

100.0% 93.2% 94.7% 95.5% 96.2% 86.4% 86.4% 22.0% 11.4% 2.3% 2.3%
88 76 77 79 80 74 76 27 19 7 6

100.0% 86.4% 87.5% 89.8% 90.9% 84.1% 86.4% 30.7% 21.6% 8.0% 6.8%
64 59 62 62 63 57 61 22 16 1 0

100.0% 92.2% 96.9% 96.9% 98.4% 89.1% 95.3% 34.4% 25.0% 1.6% 0.0%
22 22 21 22 22 18 18 4 3 0 0

100.0% 100.0% 95.5% 100.0% 100.0% 81.8% 81.8% 18.2% 13.6% 0.0% 0.0%
23 22 21 23 22 21 21 6 6 0 1

100.0% 95.7% 91.3% 100.0% 95.7% 91.3% 91.3% 26.1% 26.1% 0.0% 4.3%
その他

「その他」の取組を記載
した

無回答

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調査数
「要介護認定の適正化」
に関する取組を記載した

「ケアプラン点検、住宅
改修等の点検・福祉用具
購入・貸与調査」に関す

る取組を記載した

「医療情報との突合、縦
覧点検」に関する取組を

記載した

 
 

③ 第９期計画への記載の有無 
「地域共生社会の実現」の考え方や取組は、「第９期計画で取り組む事項として記載した」

保険者が 88.4％となった。 
第９期計画に記載した推計結果は、「要介護・要支援者の数（2040 年等の中⾧期的な推

計）」「介護給付等サービスの種類ごとの見込量（2040 年等の中⾧期的な推計）」との回答は
80％を超えている一方、「いずれも記載していない」保険者も 3.9％いた。 

第９期計画に記載した任意記載事項は、「在宅医療・介護連携の推進」「高齢者の保健事業
と介護予防の一体的実施」「生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進」「地域ケア会議
の推進」「人材の確保に関する事項」「地域包括支援センターの設置、適切な運営及び評価並
びに体制の強化」「高齢者虐待防止対策の推進」「認知症施策の推進」「災害に対する備えの検
討」の回答はいずれも 80％を超えている。また、おおむね人口規模が大きくなるにつれて、
各項目について記載した保険者の割合が高くなる傾向にある。 

 
図表２－30 「地域共生社会の実現」の考え方や取組 

 
 
図表２－31 第９期計画に記載した推計結果（複数回答） 

 

調査数
第９期計画で取り組む事項

として記載した
第９期計画で取り組む事項
として記載しなかった

無回答

796 704 91 1
100.0% 88.4% 11.4% 0.1%

143 110 32 1
100.0% 76.9% 22.4% 0.7%

324 292 32 0
100.0% 90.1% 9.9% 0.0%

132 118 14 0
100.0% 89.4% 10.6% 0.0%

88 82 6 0
100.0% 93.2% 6.8% 0.0%

64 61 3 0
100.0% 95.3% 4.7% 0.0%

22 20 2 0
100.0% 90.9% 9.1% 0.0%

23 21 2 0
100.0% 91.3% 8.7% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

50万人以上

調査数
要介護・要支援者の数
（2040年等の中⾧期的

な推計）

介護給付等サービスの
種類ごとの見込量

（2040年等の中⾧期的
な推計）

介護予防・生活支援
サービス事業における
多様なサービス及びそ
の他の生活支援サービ
スの見込量（2040年等
の中⾧期的な推計）

地域支援事業に要する
費用の額（2040年等の
中⾧期的な推計）

保険料額（2040年等の
中⾧期的な推計）

左記のいずれも記載し
ていない

796 744 654 500 532 402 31
100.0% 93.5% 82.2% 62.8% 66.8% 50.5% 3.9%

143 125 112 92 94 83 12
100.0% 87.4% 78.3% 64.3% 65.7% 58.0% 8.4%

324 306 271 199 224 169 7
100.0% 94.4% 83.6% 61.4% 69.1% 52.2% 2.2%

132 125 108 81 85 67 6
100.0% 94.7% 81.8% 61.4% 64.4% 50.8% 4.5%

88 83 72 62 58 36 4
100.0% 94.3% 81.8% 70.5% 65.9% 40.9% 4.5%

64 62 56 41 43 29 1
100.0% 96.9% 87.5% 64.1% 67.2% 45.3% 1.6%

22 22 16 12 13 10 0
100.0% 100.0% 72.7% 54.5% 59.1% 45.5% 0.0%

23 21 19 13 15 8 1
100.0% 91.3% 82.6% 56.5% 65.2% 34.8% 4.3%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－32 第９期計画に記載した任意記載事項（複数回答） 

 

調
査
数

ア 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進
の
た
め
重
点

的
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
な
事
項

　
①
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進

　
②
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施

　
③
生
活
支
援
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
整
備
の
推

進 　
④
地
域
ケ
ア
会
議
の
推
進

　
⑤
高
齢
者
の
居
住
安
定
に
係
る
施
策
と
の
連
携

イ 

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
ご
と
の
見
込
量
の

確
保
の
た
め
の
方
策

ウ 

地
域
支
援
事
業
に
要
す
る
費
用
の
額
及
び
そ
の
見
込
量

の
確
保
の
た
め
の
方
策

エ 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
支
え
る
人
材
の
確
保
及
び

介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
推
進
等

　
①
人
材
の
確
保
に
関
す
る
事
項

　
②
介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
取
組

　
③
人
材
の
資
質
の
向
上
に
関
す
る
事
項

オ 
介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
及
び
地
域
支
援
事
業
の
円

滑
な
提
供
を
図
る
た
め
の
事
業
等
に
関
す
る
事
項

　
①
介
護
現
場
の
安
全
性
の
確
保
及
び
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
推
進

796 742 763 705 660 755 541 533 499 670 668 543 559 557 260
100.0% 93.2% 95.9% 88.6% 82.9% 94.8% 68.0% 67.0% 62.7% 84.2% 83.9% 68.2% 70.2% 70.0% 32.7%

143 130 133 115 109 127 78 94 87 105 103 72 80 82 27
100.0% 90.9% 93.0% 80.4% 76.2% 88.8% 54.5% 65.7% 60.8% 73.4% 72.0% 50.3% 55.9% 57.3% 18.9%

324 302 307 284 268 309 212 216 205 261 266 212 215 225 89
100.0% 93.2% 94.8% 87.7% 82.7% 95.4% 65.4% 66.7% 63.3% 80.6% 82.1% 65.4% 66.4% 69.4% 27.5%

132 124 130 125 109 127 90 89 85 117 115 92 98 93 53
100.0% 93.9% 98.5% 94.7% 82.6% 96.2% 68.2% 67.4% 64.4% 88.6% 87.1% 69.7% 74.2% 70.5% 40.2%

88 81 86 82 75 87 72 59 51 83 80 69 70 67 35
100.0% 92.0% 97.7% 93.2% 85.2% 98.9% 81.8% 67.0% 58.0% 94.3% 90.9% 78.4% 79.5% 76.1% 39.8%

64 63 64 63 59 63 56 44 41 62 63 59 59 53 38
100.0% 98.4% 100.0% 98.4% 92.2% 98.4% 87.5% 68.8% 64.1% 96.9% 98.4% 92.2% 92.2% 82.8% 59.4%

22 20 22 21 20 21 21 17 14 20 21 21 21 18 10
100.0% 90.9% 100.0% 95.5% 90.9% 95.5% 95.5% 77.3% 63.6% 90.9% 95.5% 95.5% 95.5% 81.8% 45.5%

23 22 21 15 20 21 12 14 16 22 20 18 16 19 8
100.0% 95.7% 91.3% 65.2% 87.0% 91.3% 52.2% 60.9% 69.6% 95.7% 87.0% 78.3% 69.6% 82.6% 34.8%

　
②
総
合
事
業
に
関
係
す
る
者
が
、
そ
の
目
的
や
各
主
体
が

実
施
す
る
こ
と
を
明
確
に
理
解
す
る
場
等
を
設
け
る
こ
と
等

の
総
合
事
業
の
効
果
的
な
提
供
体
制
の
構
築

　
③
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
、
適
切
な
運
営
及
び

評
価
並
び
に
体
制
の
強
化

　
④
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
へ
の
支
援
等
の
家
族
介
護
者
支
援
の

強
化

　
⑤
高
齢
者
虐
待
防
止
対
策
の
推
進

カ 

認
知
症
施
策
の
推
進

　
①
普
及
啓
発
・
本
人
発
信
支
援

　
②
予
防

　
③
医
療
・
ケ
ア
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
・
介
護
者
等
へ
の
支
援

　
④
認
知
症
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
推
進
・
若
年
性
認
知
症
の
人

へ
の
支
援
・
社
会
参
加
支
援

キ 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
を
受
け
て
い
な
い
有

料
老
人
ホ
ー
ム
及
び
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
の
入

居
定
員
総
数

ク 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
及
び
生
活
支
援
・
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
の
情
報
公
表
に
関
す
る
事
項

ケ 

市
町
村
独
自
事
業
に
関
す
る
事
項

コ 

災
害
に
対
す
る
備
え
の
検
討

サ 

感
染
症
に
対
す
る
備
え
の
検
討

211 658 441 662 745 725 670 633 515 337 244 405 650 610
26.5% 82.7% 55.4% 83.2% 93.6% 91.1% 84.2% 79.5% 64.7% 42.3% 30.7% 50.9% 81.7% 76.6%

25 93 45 98 129 119 108 91 64 27 36 62 94 89
17.5% 65.0% 31.5% 68.5% 90.2% 83.2% 75.5% 63.6% 44.8% 18.9% 25.2% 43.4% 65.7% 62.2%

83 275 170 280 303 296 272 259 202 126 93 156 270 251
25.6% 84.9% 52.5% 86.4% 93.5% 91.4% 84.0% 79.9% 62.3% 38.9% 28.7% 48.1% 83.3% 77.5%

36 110 81 111 125 124 112 109 95 78 41 76 113 105
27.3% 83.3% 61.4% 84.1% 94.7% 93.9% 84.8% 82.6% 72.0% 59.1% 31.1% 57.6% 85.6% 79.5%

25 78 61 78 83 83 77 72 65 46 31 47 76 71
28.4% 88.6% 69.3% 88.6% 94.3% 94.3% 87.5% 81.8% 73.9% 52.3% 35.2% 53.4% 86.4% 80.7%

28 63 49 61 63 64 61 61 53 37 25 44 60 57
43.8% 98.4% 76.6% 95.3% 98.4% 100.0% 95.3% 95.3% 82.8% 57.8% 39.1% 68.8% 93.8% 89.1%

7 21 19 20 21 21 22 21 20 12 8 12 21 21
31.8% 95.5% 86.4% 90.9% 95.5% 95.5% 100.0% 95.5% 90.9% 54.5% 36.4% 54.5% 95.5% 95.5%

7 18 16 14 21 18 18 20 16 11 10 8 16 16
30.4% 78.3% 69.6% 60.9% 91.3% 78.3% 78.3% 87.0% 69.6% 47.8% 43.5% 34.8% 69.6% 69.6%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－32 第９期計画に記載した任意記載事項（複数回答） 

 

調
査
数

ア 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進
の
た
め
重
点

的
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
な
事
項

　
①
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進

　
②
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
実
施

　
③
生
活
支
援
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
整
備
の
推

進 　
④
地
域
ケ
ア
会
議
の
推
進

　
⑤
高
齢
者
の
居
住
安
定
に
係
る
施
策
と
の
連
携

イ 

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
ご
と
の
見
込
量
の

確
保
の
た
め
の
方
策

ウ 

地
域
支
援
事
業
に
要
す
る
費
用
の
額
及
び
そ
の
見
込
量

の
確
保
の
た
め
の
方
策

エ 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
支
え
る
人
材
の
確
保
及
び

介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
推
進
等

　
①
人
材
の
確
保
に
関
す
る
事
項

　
②
介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
取
組

　
③
人
材
の
資
質
の
向
上
に
関
す
る
事
項

オ 

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
及
び
地
域
支
援
事
業
の
円

滑
な
提
供
を
図
る
た
め
の
事
業
等
に
関
す
る
事
項

　
①
介
護
現
場
の
安
全
性
の
確
保
及
び
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
の
推
進

796 742 763 705 660 755 541 533 499 670 668 543 559 557 260
100.0% 93.2% 95.9% 88.6% 82.9% 94.8% 68.0% 67.0% 62.7% 84.2% 83.9% 68.2% 70.2% 70.0% 32.7%

143 130 133 115 109 127 78 94 87 105 103 72 80 82 27
100.0% 90.9% 93.0% 80.4% 76.2% 88.8% 54.5% 65.7% 60.8% 73.4% 72.0% 50.3% 55.9% 57.3% 18.9%

324 302 307 284 268 309 212 216 205 261 266 212 215 225 89
100.0% 93.2% 94.8% 87.7% 82.7% 95.4% 65.4% 66.7% 63.3% 80.6% 82.1% 65.4% 66.4% 69.4% 27.5%

132 124 130 125 109 127 90 89 85 117 115 92 98 93 53
100.0% 93.9% 98.5% 94.7% 82.6% 96.2% 68.2% 67.4% 64.4% 88.6% 87.1% 69.7% 74.2% 70.5% 40.2%

88 81 86 82 75 87 72 59 51 83 80 69 70 67 35
100.0% 92.0% 97.7% 93.2% 85.2% 98.9% 81.8% 67.0% 58.0% 94.3% 90.9% 78.4% 79.5% 76.1% 39.8%

64 63 64 63 59 63 56 44 41 62 63 59 59 53 38
100.0% 98.4% 100.0% 98.4% 92.2% 98.4% 87.5% 68.8% 64.1% 96.9% 98.4% 92.2% 92.2% 82.8% 59.4%

22 20 22 21 20 21 21 17 14 20 21 21 21 18 10
100.0% 90.9% 100.0% 95.5% 90.9% 95.5% 95.5% 77.3% 63.6% 90.9% 95.5% 95.5% 95.5% 81.8% 45.5%

23 22 21 15 20 21 12 14 16 22 20 18 16 19 8
100.0% 95.7% 91.3% 65.2% 87.0% 91.3% 52.2% 60.9% 69.6% 95.7% 87.0% 78.3% 69.6% 82.6% 34.8%

　
②
総
合
事
業
に
関
係
す
る
者
が
、
そ
の
目
的
や
各
主
体
が

実
施
す
る
こ
と
を
明
確
に
理
解
す
る
場
等
を
設
け
る
こ
と
等

の
総
合
事
業
の
効
果
的
な
提
供
体
制
の
構
築

　
③
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
、
適
切
な
運
営
及
び

評
価
並
び
に
体
制
の
強
化

　
④
ヤ
ン
グ
ケ
ア
ラ
ー
へ
の
支
援
等
の
家
族
介
護
者
支
援
の

強
化

　
⑤
高
齢
者
虐
待
防
止
対
策
の
推
進

カ 

認
知
症
施
策
の
推
進

　
①
普
及
啓
発
・
本
人
発
信
支
援

　
②
予
防

　
③
医
療
・
ケ
ア
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
・
介
護
者
等
へ
の
支
援

　
④
認
知
症
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
推
進
・
若
年
性
認
知
症
の
人

へ
の
支
援
・
社
会
参
加
支
援

キ 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
を
受
け
て
い
な
い
有

料
老
人
ホ
ー
ム
及
び
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
の
入

居
定
員
総
数

ク 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
及
び
生
活
支
援
・
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
の
情
報
公
表
に
関
す
る
事
項

ケ 

市
町
村
独
自
事
業
に
関
す
る
事
項

コ 

災
害
に
対
す
る
備
え
の
検
討

サ 

感
染
症
に
対
す
る
備
え
の
検
討

211 658 441 662 745 725 670 633 515 337 244 405 650 610
26.5% 82.7% 55.4% 83.2% 93.6% 91.1% 84.2% 79.5% 64.7% 42.3% 30.7% 50.9% 81.7% 76.6%

25 93 45 98 129 119 108 91 64 27 36 62 94 89
17.5% 65.0% 31.5% 68.5% 90.2% 83.2% 75.5% 63.6% 44.8% 18.9% 25.2% 43.4% 65.7% 62.2%

83 275 170 280 303 296 272 259 202 126 93 156 270 251
25.6% 84.9% 52.5% 86.4% 93.5% 91.4% 84.0% 79.9% 62.3% 38.9% 28.7% 48.1% 83.3% 77.5%

36 110 81 111 125 124 112 109 95 78 41 76 113 105
27.3% 83.3% 61.4% 84.1% 94.7% 93.9% 84.8% 82.6% 72.0% 59.1% 31.1% 57.6% 85.6% 79.5%

25 78 61 78 83 83 77 72 65 46 31 47 76 71
28.4% 88.6% 69.3% 88.6% 94.3% 94.3% 87.5% 81.8% 73.9% 52.3% 35.2% 53.4% 86.4% 80.7%

28 63 49 61 63 64 61 61 53 37 25 44 60 57
43.8% 98.4% 76.6% 95.3% 98.4% 100.0% 95.3% 95.3% 82.8% 57.8% 39.1% 68.8% 93.8% 89.1%

7 21 19 20 21 21 22 21 20 12 8 12 21 21
31.8% 95.5% 86.4% 90.9% 95.5% 95.5% 100.0% 95.5% 90.9% 54.5% 36.4% 54.5% 95.5% 95.5%

7 18 16 14 21 18 18 20 16 11 10 8 16 16
30.4% 78.3% 69.6% 60.9% 91.3% 78.3% 78.3% 87.0% 69.6% 47.8% 43.5% 34.8% 69.6% 69.6%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

 
 

（３）第８期計画の自己評価等及び第９期計画の検討について 
① 地域の実態把握・地域分析等 

第９期計画作成における地域の実態把握・地域分析で活用したものは、「介護予防・日常生
活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査の結果」「地域包括ケア「見える化」システム」との回
答が 90％を超えている。人口規模別にみると、人口規模の小さな保険者は、「地域包括支援
センターへのヒアリング・意見交換」「地域ケア会議により把握した地域の現状や課題」との
回答が比較的多くなっている一方、人口規模の大きな保険者は「その他住民への調査の結
果」「その他介護サービス事業者への調査の結果」「特別養護老人ホーム入所申込者の状況」
との回答が比較的多くなっている傾向にある。 
 

図表２－33 第９期計画作成における地域の実態把握・地域分析で活用したもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「KDB」「在宅介護実態調査」等の回答があった。 
 
② 第８期計画の自己評価 

第８期計画の自己評価の方法等は、「「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」の
「第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート」を利用して、第８期計
画の評価を行った」との回答が 57.9％と最も多くなっており、「厚生労働省が示す「点検ツー
ル」を活用して、第８期計画の達成状況を点検した」との回答は 25.4％だった。 

自己評価にあたり困難を感じた点は、「第８期計画作成当時の議論の背景や過程の把握が難
しかった」との回答が 44.8％と最も多いほか、「適切な自己評価の方法がわからなかった」
「数値をどのように評価するとよいのかわからなかった」との回答も 30％を超えている。 

第８期計画における自己評価（自立支援、介護予防・重度化防止の取組を除く。）の頻度
は、「１年に１回」との回答が 74.5％と最も多かった。 

この自己評価の結果を踏まえた対応は、「達成状況に関連すると考えられる要因や取組につ
いて分析した」との回答は 68.8％だった一方、「分析を踏まえて、改善案を検討した」、「改善
案を実践した（第９期計画に反映したものを含む）」との回答は 49.0％、6.0％に止まり、「対
応は行っていない」との回答も 10.7％あった。 

調
査
数

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ
調

査
、
在
宅
介
護
実
態
調
査
の
結
果

そ
の
他
住
民
へ
の
調
査
の
結
果

在
宅
生
活
改
善
調
査
、
居
所
変
更
実
態

調
査
、
介
護
人
材
実
態
調
査
の
結
果

そ
の
他
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
へ
の
調

査
の
結
果

地
域
ケ
ア
会
議
に
よ
り
把
握
し
た
地
域

の
現
状
や
課
題

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
入
所
申
込
者
の

状
況

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン

グ
・
意
見
交
換

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
へ
の
ヒ
ア
リ

ン
グ
・
意
見
交
換

地
域
包
括
ケ
ア
「
見
え
る
化
」
シ
ス
テ

ム 要
介
護
認
定
デ
ー
タ
を
用
い
た
地
域
分

析
ツ
ー
ル

保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等
の
評

価
結
果

介
護
保
険
「
保
険
者
シ
ー
ト
」

計
画
作
成
委
員
会
等
の
会
議
に
お
け
る

議
論
・
検
討

医
療
ニ
ー
ズ
の
変
化
に
つ
い
て
の
把

握
・
分
析

そ
の
他

地
域
の
実
態
把
握
・
地
域
分
析
は
行
っ

て
い
な
い

796 785 156 317 327 322 377 280 360 728 202 246 147 606 73 17 1
100.0% 98.6% 19.6% 39.8% 41.1% 40.5% 47.4% 35.2% 45.2% 91.5% 25.4% 30.9% 18.5% 76.1% 9.2% 2.1% 0.1%

143 139 22 32 27 64 47 33 69 131 35 31 32 93 7 1 1
100.0% 97.2% 15.4% 22.4% 18.9% 44.8% 32.9% 23.1% 48.3% 91.6% 24.5% 21.7% 22.4% 65.0% 4.9% 0.7% 0.7%

324 321 49 124 116 120 110 117 149 293 85 90 62 247 20 3 0
100.0% 99.1% 15.1% 38.3% 35.8% 37.0% 34.0% 36.1% 46.0% 90.4% 26.2% 27.8% 19.1% 76.2% 6.2% 0.9% 0.0%

132 131 27 67 73 63 79 45 58 128 37 47 24 104 24 7 0
100.0% 99.2% 20.5% 50.8% 55.3% 47.7% 59.8% 34.1% 43.9% 97.0% 28.0% 35.6% 18.2% 78.8% 18.2% 5.3% 0.0%

88 87 22 43 47 36 63 44 42 77 26 34 16 73 11 1 0
100.0% 98.9% 25.0% 48.9% 53.4% 40.9% 71.6% 50.0% 47.7% 87.5% 29.5% 38.6% 18.2% 83.0% 12.5% 1.1% 0.0%

64 62 22 31 43 24 45 29 24 61 12 26 6 55 6 4 0
100.0% 96.9% 34.4% 48.4% 67.2% 37.5% 70.3% 45.3% 37.5% 95.3% 18.8% 40.6% 9.4% 85.9% 9.4% 6.3% 0.0%

22 22 10 9 13 8 19 8 7 19 5 8 5 18 2 1 0
100.0% 100.0% 45.5% 40.9% 59.1% 36.4% 86.4% 36.4% 31.8% 86.4% 22.7% 36.4% 22.7% 81.8% 9.1% 4.5% 0.0%

23 23 4 11 8 7 14 4 11 19 2 10 2 16 3 0 0
100.0% 100.0% 17.4% 47.8% 34.8% 30.4% 60.9% 17.4% 47.8% 82.6% 8.7% 43.5% 8.7% 69.6% 13.0% 0.0% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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第８期計画の自己評価結果の公表状況は、「自己評価結果を公表していない」との回答が
55.5％と最も多かった。人口規模の小さな保険者ほど、「自己評価結果を公表していない」と
の回答が増える傾向にある。 

 
図表２－34 第８期計画の自己評価の方法等（複数回答） 

 
※「その他」では、「独自の評価シートを使用」「委託業者の作成したシートを活用」「見える化システムを活

用」「第８期計画に記載の評価指標により評価」等の回答があった。 
 
図表２－35 自己評価にあたり困難を感じた点（複数回答） 

 
※「その他」では、「新型コロナウイルス感染症の流行を加味した自己評価や地域分析が難しかった」「担当が変

わっているため把握していない」「評価項目が適切か疑問な項目があった」等の回答があった。 
  

73.9% 26.1% 0.0%

45.5% 0.0%

その他
23 5 17 6 0

100.0% 21.7%

0.0%

50万人以上
22 1 12 10 0

100.0% 4.5% 54.5%

20万人以上～
50万人未満

64 11 30 32 0
100.0% 17.2% 46.9% 50.0%

1
100.0% 19.3% 58.0% 38.6% 1.1%

100.0% 18.2% 62.1% 31.1% 0.0%
10万人以上～
20万人未満

88 17 51 34

29.6% 56.5% 24.1% 0.3%
５万人以上～
10万人未満

132 24 82 41 0

60.1% 16.8% 0.0%
１万人以上～
５万人未満

324 96 183 78 1
100.0%

0.3%

人
口
規
模

１万人未満
143 48 86 24 0

100.0% 33.6%

全体
796 202 461 225 2

100.0% 25.4% 57.9% 28.3%

調査数
厚生労働省が示す「点検

ツール」を活用して、第８期
計画の達成状況を点検した

「介護保険事業（支援）計
画の進捗管理の手引き」の
「第７期介護保険事業計画
「取組と目標」に対する自
己評価シート」を利用して、
第８期計画の評価を行った

左記以外の方法により第８
期計画の評価を行った

無回答

調
査
数

第
８
期
計
画
作
成
当
時
の
議
論
の

背
景
や
過
程
の
把
握
が
難
し
か
っ

た 取
組
の
詳
細
や
開
催
状
況
の
把
握

が
難
し
か
っ
た

目
標
に
記
載
さ
れ
た
指
標
の
継
続

的
な
把
握
が
難
し
か
っ
た

目
標
の
達
成
状
況
を
計
測
す
る
指

標
が
記
載
さ
れ
て
お
ら
ず
、
評
価

が
難
し
か
っ
た

関
係
部
署
と
の
情
報
の
共
有
や
集

約
が
難
し
か
っ
た

記
載
事
項
に
つ
い
て
の
担
当
部
署

が
明
確
で
な
か
っ
た

適
切
な
自
己
評
価
の
方
法
が
わ
か

ら
な
か
っ
た

数
値
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
と

よ
い
の
か
わ
か
ら
な
か
っ
た

そ
の
他

困
難
は
特
に
な
か
っ
た

無
回
答

796 357 153 162 206 171 59 301 278 30 113 1
100.0% 44.8% 19.2% 20.4% 25.9% 21.5% 7.4% 37.8% 34.9% 3.8% 14.2% 0.1%

143 70 37 38 41 31 10 73 58 1 21 0
100.0% 49.0% 25.9% 26.6% 28.7% 21.7% 7.0% 51.0% 40.6% 0.7% 14.7% 0.0%

324 157 74 79 87 53 20 129 119 13 39 1
100.0% 48.5% 22.8% 24.4% 26.9% 16.4% 6.2% 39.8% 36.7% 4.0% 12.0% 0.3%

132 52 13 14 33 32 7 35 37 6 23 0
100.0% 39.4% 9.8% 10.6% 25.0% 24.2% 5.3% 26.5% 28.0% 4.5% 17.4% 0.0%

88 30 12 21 20 25 6 27 25 6 11 0
100.0% 34.1% 13.6% 23.9% 22.7% 28.4% 6.8% 30.7% 28.4% 6.8% 12.5% 0.0%

64 29 6 5 11 13 8 24 27 4 11 0
100.0% 45.3% 9.4% 7.8% 17.2% 20.3% 12.5% 37.5% 42.2% 6.3% 17.2% 0.0%

22 8 4 3 6 8 6 8 6 0 6 0
100.0% 36.4% 18.2% 13.6% 27.3% 36.4% 27.3% 36.4% 27.3% 0.0% 27.3% 0.0%

23 11 7 2 8 9 2 5 6 0 2 0
100.0% 47.8% 30.4% 8.7% 34.8% 39.1% 8.7% 21.7% 26.1% 0.0% 8.7% 0.0%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
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第８期計画の自己評価結果の公表状況は、「自己評価結果を公表していない」との回答が
55.5％と最も多かった。人口規模の小さな保険者ほど、「自己評価結果を公表していない」と
の回答が増える傾向にある。 

 
図表２－34 第８期計画の自己評価の方法等（複数回答） 

 
※「その他」では、「独自の評価シートを使用」「委託業者の作成したシートを活用」「見える化システムを活

用」「第８期計画に記載の評価指標により評価」等の回答があった。 
 
図表２－35 自己評価にあたり困難を感じた点（複数回答） 

 
※「その他」では、「新型コロナウイルス感染症の流行を加味した自己評価や地域分析が難しかった」「担当が変

わっているため把握していない」「評価項目が適切か疑問な項目があった」等の回答があった。 
  

73.9% 26.1% 0.0%

45.5% 0.0%

その他
23 5 17 6 0

100.0% 21.7%

0.0%

50万人以上
22 1 12 10 0

100.0% 4.5% 54.5%

20万人以上～
50万人未満

64 11 30 32 0
100.0% 17.2% 46.9% 50.0%

1
100.0% 19.3% 58.0% 38.6% 1.1%

100.0% 18.2% 62.1% 31.1% 0.0%
10万人以上～
20万人未満

88 17 51 34

29.6% 56.5% 24.1% 0.3%
５万人以上～
10万人未満

132 24 82 41 0

60.1% 16.8% 0.0%
１万人以上～
５万人未満

324 96 183 78 1
100.0%

0.3%

人
口
規
模

１万人未満
143 48 86 24 0

100.0% 33.6%

全体
796 202 461 225 2

100.0% 25.4% 57.9% 28.3%

調査数
厚生労働省が示す「点検

ツール」を活用して、第８期
計画の達成状況を点検した

「介護保険事業（支援）計
画の進捗管理の手引き」の
「第７期介護保険事業計画
「取組と目標」に対する自
己評価シート」を利用して、
第８期計画の評価を行った

左記以外の方法により第８
期計画の評価を行った

無回答

調
査
数

第
８
期
計
画
作
成
当
時
の
議
論
の

背
景
や
過
程
の
把
握
が
難
し
か
っ

た 取
組
の
詳
細
や
開
催
状
況
の
把
握

が
難
し
か
っ
た

目
標
に
記
載
さ
れ
た
指
標
の
継
続

的
な
把
握
が
難
し
か
っ
た

目
標
の
達
成
状
況
を
計
測
す
る
指

標
が
記
載
さ
れ
て
お
ら
ず
、
評
価

が
難
し
か
っ
た

関
係
部
署
と
の
情
報
の
共
有
や
集

約
が
難
し
か
っ
た

記
載
事
項
に
つ
い
て
の
担
当
部
署

が
明
確
で
な
か
っ
た

適
切
な
自
己
評
価
の
方
法
が
わ
か

ら
な
か
っ
た

数
値
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
と

よ
い
の
か
わ
か
ら
な
か
っ
た

そ
の
他

困
難
は
特
に
な
か
っ
た

無
回
答

796 357 153 162 206 171 59 301 278 30 113 1
100.0% 44.8% 19.2% 20.4% 25.9% 21.5% 7.4% 37.8% 34.9% 3.8% 14.2% 0.1%

143 70 37 38 41 31 10 73 58 1 21 0
100.0% 49.0% 25.9% 26.6% 28.7% 21.7% 7.0% 51.0% 40.6% 0.7% 14.7% 0.0%

324 157 74 79 87 53 20 129 119 13 39 1
100.0% 48.5% 22.8% 24.4% 26.9% 16.4% 6.2% 39.8% 36.7% 4.0% 12.0% 0.3%

132 52 13 14 33 32 7 35 37 6 23 0
100.0% 39.4% 9.8% 10.6% 25.0% 24.2% 5.3% 26.5% 28.0% 4.5% 17.4% 0.0%

88 30 12 21 20 25 6 27 25 6 11 0
100.0% 34.1% 13.6% 23.9% 22.7% 28.4% 6.8% 30.7% 28.4% 6.8% 12.5% 0.0%

64 29 6 5 11 13 8 24 27 4 11 0
100.0% 45.3% 9.4% 7.8% 17.2% 20.3% 12.5% 37.5% 42.2% 6.3% 17.2% 0.0%

22 8 4 3 6 8 6 8 6 0 6 0
100.0% 36.4% 18.2% 13.6% 27.3% 36.4% 27.3% 36.4% 27.3% 0.0% 27.3% 0.0%

23 11 7 2 8 9 2 5 6 0 2 0
100.0% 47.8% 30.4% 8.7% 34.8% 39.1% 8.7% 21.7% 26.1% 0.0% 8.7% 0.0%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満

 
 

図表２－36 第８期計画における自己評価（自立支援、介護予防・重度化防止の取組を除く。）
の頻度 

 
 
図表２－37 第８期計画における自己評価の結果を踏まえた対応（複数回答） 

 
 
図表２－38 その他の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
事業全般に関する対
応 

コロナ禍における事業手法の見直し、事業の拡充・見直し等を行った、
事業の実施方法や周知方法等を改善、事業の新設・廃止、進行管理対
象事業の見直し、地域支援事業を見直しとして課題を洗い出し具体的
な取組を明確にした、適正化事業等の拡充を検討し計画へ記載した、
他課と連携した事業の実施 

介護予防・フレイル予
防に関する対応 

フレイル予防・重度化防止において、専門職の関与の強化と自発的な
活動を推進する、一般介護予防事業評価事業の指標を明確化するため
市独自のフレイルチェックを作成した、介護予防・認知症予防事業の
周知・啓発、介護予防のための活動への移動手段充実のため実態把握
調査を実施する、介護予防についてコロナの影響により低調だった事
業の拡大と充実につながる改善策を提案した、要介護度の重度化防止

調査数 ３年に１回 １年に１回 １年に複数回 不定期に行っている 行っていない 無回答

796 96 593 58 31 16 2
100.0% 12.1% 74.5% 7.3% 3.9% 2.0% 0.3%

143 24 102 4 7 6 0
100.0% 16.8% 71.3% 2.8% 4.9% 4.2% 0.0%

324 42 238 20 16 7 1
100.0% 13.0% 73.5% 6.2% 4.9% 2.2% 0.3%

132 15 100 10 5 1 1
100.0% 11.4% 75.8% 7.6% 3.8% 0.8% 0.8%

88 6 70 10 2 0 0
100.0% 6.8% 79.5% 11.4% 2.3% 0.0% 0.0%

64 7 45 10 1 1 0
100.0% 10.9% 70.3% 15.6% 1.6% 1.6% 0.0%

22 1 18 3 0 0 0
100.0% 4.5% 81.8% 13.6% 0.0% 0.0% 0.0%

23 1 20 1 0 1 0
100.0% 4.3% 87.0% 4.3% 0.0% 4.3% 0.0%

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

調査数
達成状況に関連すると
考えられる要因や取組
について分析した

分析を踏まえて、改善
案を検討した

改善案を実践した（第
９期計画に反映したも

のを含む）
対応は行っていない 無回答

796 548 390 48 85 1
100.0% 68.8% 49.0% 6.0% 10.7% 0.1%

143 87 63 3 28 0
100.0% 60.8% 44.1% 2.1% 19.6% 0.0%

324 220 142 11 35 1
100.0% 67.9% 43.8% 3.4% 10.8% 0.3%

132 94 79 15 9 0
100.0% 71.2% 59.8% 11.4% 6.8% 0.0%

88 66 52 7 2 0
100.0% 75.0% 59.1% 8.0% 2.3% 0.0%

64 51 29 7 5 0
100.0% 79.7% 45.3% 10.9% 7.8% 0.0%

22 18 15 5 0 0
100.0% 81.8% 68.2% 22.7% 0.0% 0.0%

23 12 10 0 6 0
100.0% 52.2% 43.5% 0.0% 26.1% 0.0%

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他
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に資する取組を強化するため成果連動型民間委託契約方式により民
間からの新たな介護予防の提案を求める、外出頻度が減った高齢者が
多いことから外出の場の情報収集・情報提供に積極的に取組むことと
した、理学療法士の訪問事業を創設 

認知症に関する対応 保険者機能強化推進交付金の評価結果が低く点検ツールの活用によ
り整理できた認知症施策について９期計画に反映し認知症早期発見
ツールの導入を行う、認知症施策のうち本人の主体的な参画について
具体的目標がなかったので第 9 期で本人ミーティングの開催につい
て記載し目標値を設定した、認知症サポーターの養成、認知症当事者
と共に活動する事業、認知症本人の発信機会の充実 

通いの場等に関する
対応 

通いの場・社会参加の場の選択肢を運動に限らず様々な類型に広げ
た、通いの場の創設に加えて地域資源の活用、通いの場や認知症カフ
ェの取組、通いの場事業の拡充、通所型サービス B 補助事業の創設 

生活支援に関する対
応 

地域包括ケアシステムの構築で遅れている「すまい」の分野である移
動等支援の環境整備等について新たに整理して反映した、高齢者の外
出支援の検討 

地域包括支援センタ
ー等に関する対応 

地域包括支援センター機能強化の推進、新たな委託型地域包括支援セ
ンターの設置、重層的支援体制の構築も視野に入れた地域包括支援セ
ンター運営の検討 

 
図表２－39 第８期計画の自己評価結果の公表状況 

 
  
  
  

調査数

自己評価を実施したす
べての年度について、
ホームページ等で結果

を公表した

自己評価を実施した一
部の年度について、
ホームページ等で結果

を公表した

自己評価結果を公表し
ていない

無回答

796 282 70 442 2
100.0% 35.4% 8.8% 55.5% 0.3%

143 23 12 107 1
100.0% 16.1% 8.4% 74.8% 0.7%

324 80 29 214 1
100.0% 24.7% 9.0% 66.0% 0.3%

132 62 11 59 0
100.0% 47.0% 8.3% 44.7% 0.0%

88 51 11 26 0
100.0% 58.0% 12.5% 29.5% 0.0%

64 37 3 24 0
100.0% 57.8% 4.7% 37.5% 0.0%

22 18 1 3 0
100.0% 81.8% 4.5% 13.6% 0.0%

23 11 3 9 0
100.0% 47.8% 13.0% 39.1% 0.0%

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他
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に資する取組を強化するため成果連動型民間委託契約方式により民
間からの新たな介護予防の提案を求める、外出頻度が減った高齢者が
多いことから外出の場の情報収集・情報提供に積極的に取組むことと
した、理学療法士の訪問事業を創設 

認知症に関する対応 保険者機能強化推進交付金の評価結果が低く点検ツールの活用によ
り整理できた認知症施策について９期計画に反映し認知症早期発見
ツールの導入を行う、認知症施策のうち本人の主体的な参画について
具体的目標がなかったので第 9 期で本人ミーティングの開催につい
て記載し目標値を設定した、認知症サポーターの養成、認知症当事者
と共に活動する事業、認知症本人の発信機会の充実 

通いの場等に関する
対応 

通いの場・社会参加の場の選択肢を運動に限らず様々な類型に広げ
た、通いの場の創設に加えて地域資源の活用、通いの場や認知症カフ
ェの取組、通いの場事業の拡充、通所型サービス B 補助事業の創設 

生活支援に関する対
応 

地域包括ケアシステムの構築で遅れている「すまい」の分野である移
動等支援の環境整備等について新たに整理して反映した、高齢者の外
出支援の検討 

地域包括支援センタ
ー等に関する対応 

地域包括支援センター機能強化の推進、新たな委託型地域包括支援セ
ンターの設置、重層的支援体制の構築も視野に入れた地域包括支援セ
ンター運営の検討 

 
図表２－39 第８期計画の自己評価結果の公表状況 

 
  
  
  

調査数

自己評価を実施したす
べての年度について、
ホームページ等で結果

を公表した

自己評価を実施した一
部の年度について、
ホームページ等で結果

を公表した

自己評価結果を公表し
ていない

無回答

796 282 70 442 2
100.0% 35.4% 8.8% 55.5% 0.3%

143 23 12 107 1
100.0% 16.1% 8.4% 74.8% 0.7%

324 80 29 214 1
100.0% 24.7% 9.0% 66.0% 0.3%

132 62 11 59 0
100.0% 47.0% 8.3% 44.7% 0.0%

88 51 11 26 0
100.0% 58.0% 12.5% 29.5% 0.0%

64 37 3 24 0
100.0% 57.8% 4.7% 37.5% 0.0%

22 18 1 3 0
100.0% 81.8% 4.5% 13.6% 0.0%

23 11 3 9 0
100.0% 47.8% 13.0% 39.1% 0.0%

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

 
 

③ 第８期計画におけるサービス見込量の進捗管理 
第８期計画におけるサービス見込量の進捗管理は、「地域包括ケア「見える化」システムの

実行管理機能を活用して進捗管理を行った」との回答が 52.4％と最も多かったが、「サービス
見込量の進捗管理を行っていない」との回答も 12.4％あった。 

サービス見込量の進捗管理の頻度は、「１年に１回」との回答が 61.4％と最も多かった。 
この進捗管理の結果を踏まえた対応は、「達成状況に関連すると考えられる要因や取組につ

いて分析した」との回答は 76.4％だったが、「分析を踏まえて、改善案を検討した」「改善案
を実践した（第９期計画に反映したものを含む）」との回答は 26.7％、2.7％に止まり、「対応
は行っていない」との回答も 11.4％あった。 

 
図表２－40 第８期計画におけるサービス見込量の進捗管理 

 
 
図表２－41 第８期計画におけるサービス見込量の進捗管理の頻度 

   

調査数

地域包括ケア「見える
化」システムの実行管
理機能を活用して進捗

管理を行った

地域包括ケア「見える
化」システムの実行管
理機能の活用以外の方
法により進捗管理を

行った

サービス見込量の進捗
管理を行っていない

無回答等

796 417 279 99 1
100.0% 52.4% 35.1% 12.4% 0.1%

143 79 37 27 0
100.0% 55.2% 25.9% 18.9% 0.0%

324 179 98 47 0
100.0% 55.2% 30.2% 14.5% 0.0%

132 76 48 8 0
100.0% 57.6% 36.4% 6.1% 0.0%

88 32 47 8 1
100.0% 36.4% 53.4% 9.1% 1.1%

64 29 30 5 0
100.0% 45.3% 46.9% 7.8% 0.0%

22 12 10 0 0
100.0% 54.5% 45.5% 0.0% 0.0%

23 10 9 4 0
100.0% 43.5% 39.1% 17.4% 0.0%

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

調査数 ３年に１回 １年に１回 １年に複数回 不定期に行っている

696 94 427 121 54
100.0% 13.5% 61.4% 17.4% 7.8%

116 19 61 21 15
100.0% 16.4% 52.6% 18.1% 12.9%

277 44 158 53 22
100.0% 15.9% 57.0% 19.1% 7.9%

124 13 86 17 8
100.0% 10.5% 69.4% 13.7% 6.5%

79 11 50 13 5
100.0% 13.9% 63.3% 16.5% 6.3%

59 5 41 11 2
100.0% 8.5% 69.5% 18.6% 3.4%

22 0 20 2 0
100.0% 0.0% 90.9% 9.1% 0.0%

19 2 11 4 2
100.0% 10.5% 57.9% 21.1% 10.5%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－42 サービス見込量の進捗管理の結果を踏まえた対応（複数回答） 

 
 
④ 第９期計画の検討 

第９期計画の検討において基礎としたものは、「第８期計画の自己評価結果に基づく課題や
改善点」との回答が 91.5％と最も多かった。 

第９期計画作成において意識して検討を行った事項は、「目標（地域の目指す姿）を明確に
した」との回答が 62.7％と最も多くなっているが、上記のとおりアウトカムに関する指標が
位置付けられている計画が必ずしも多くないことを併せて考えるとこの目標が抽象的であ
り、具体的になっていない保険者も多いと思われる。 

また、「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離を確認した」「目標（地域の目指す姿）と現
状の乖離の要因等について調査や検討・分析した」「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離を
小さくするために何に取り組む必要があるか確認した」「目標達成のために、第９期計画期間
において検討が必要な課題等についても明記した」との回答も 30％を超えている。一方、
「目標に向けた事業の効果を確認するために、アウトカムの指標を置き計測していくことが
重要であることを意識した」「複数の階層に分けて指標を置いた」「ロジックモデル等によ
り、事業の実施から目標の実現までの論理的な関係を意識した」との回答は 24.2％、5.7％、
7.2％に止まっている。 

人口規模別に見ると、おおむね人口規模が大きくなるにつれて、各項目について意識して
検討を行ったと回答する保険者が増加する傾向にある。 

 
  

調査数
達成状況に関連すると
考えられる要因や取組

について分析した

分析を踏まえて、改善
案を検討した

改善案を実践した
（第９期計画に反映し

たものを含む）
対応は行っていない 無回答

696 532 186 19 79 1
100.0% 76.4% 26.7% 2.7% 11.4% 0.1%

116 83 36 3 17 0
100.0% 71.6% 31.0% 2.6% 14.7% 0.0%

277 209 65 4 34 1
100.0% 75.5% 23.5% 1.4% 12.3% 0.4%

124 99 38 3 13 0
100.0% 79.8% 30.6% 2.4% 10.5% 0.0%

79 61 23 4 6 0
100.0% 77.2% 29.1% 5.1% 7.6% 0.0%

59 49 15 4 3 0
100.0% 83.1% 25.4% 6.8% 5.1% 0.0%

22 19 5 1 2 0
100.0% 86.4% 22.7% 4.5% 9.1% 0.0%

19 12 4 0 4 0
100.0% 63.2% 21.1% 0.0% 21.1% 0.0%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満
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図表２－42 サービス見込量の進捗管理の結果を踏まえた対応（複数回答） 

 
 
④ 第９期計画の検討 

第９期計画の検討において基礎としたものは、「第８期計画の自己評価結果に基づく課題や
改善点」との回答が 91.5％と最も多かった。 

第９期計画作成において意識して検討を行った事項は、「目標（地域の目指す姿）を明確に
した」との回答が 62.7％と最も多くなっているが、上記のとおりアウトカムに関する指標が
位置付けられている計画が必ずしも多くないことを併せて考えるとこの目標が抽象的であ
り、具体的になっていない保険者も多いと思われる。 

また、「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離を確認した」「目標（地域の目指す姿）と現
状の乖離の要因等について調査や検討・分析した」「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離を
小さくするために何に取り組む必要があるか確認した」「目標達成のために、第９期計画期間
において検討が必要な課題等についても明記した」との回答も 30％を超えている。一方、
「目標に向けた事業の効果を確認するために、アウトカムの指標を置き計測していくことが
重要であることを意識した」「複数の階層に分けて指標を置いた」「ロジックモデル等によ
り、事業の実施から目標の実現までの論理的な関係を意識した」との回答は 24.2％、5.7％、
7.2％に止まっている。 

人口規模別に見ると、おおむね人口規模が大きくなるにつれて、各項目について意識して
検討を行ったと回答する保険者が増加する傾向にある。 

 
  

調査数
達成状況に関連すると
考えられる要因や取組

について分析した

分析を踏まえて、改善
案を検討した

改善案を実践した
（第９期計画に反映し

たものを含む）
対応は行っていない 無回答

696 532 186 19 79 1
100.0% 76.4% 26.7% 2.7% 11.4% 0.1%

116 83 36 3 17 0
100.0% 71.6% 31.0% 2.6% 14.7% 0.0%

277 209 65 4 34 1
100.0% 75.5% 23.5% 1.4% 12.3% 0.4%

124 99 38 3 13 0
100.0% 79.8% 30.6% 2.4% 10.5% 0.0%

79 61 23 4 6 0
100.0% 77.2% 29.1% 5.1% 7.6% 0.0%

59 49 15 4 3 0
100.0% 83.1% 25.4% 6.8% 5.1% 0.0%

22 19 5 1 2 0
100.0% 86.4% 22.7% 4.5% 9.1% 0.0%

19 12 4 0 4 0
100.0% 63.2% 21.1% 0.0% 21.1% 0.0%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

 
 

図表２－43 第９期計画の検討において基礎としたもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「国の基本指針」「地域包括ケア「見える化」システム」「ニーズ調査等の調査結果」「社会保

障審議会等国の審議会内容」等の回答があった。 
 
図表２－44 第９期計画作成において意識して検討を行った事項（複数回答） 

 
※「その他」では、「個別の事業等に係る評価や審議会での意見等を踏まえ、第 9 期計画の方向性を確認した」

「具体的な取組み内容と成果を区分し、検討を行った」等の回答があった。 
 
 
  

全体
796 728 255 328 82 31

調
査
数

第
８
期
計
画
の
自
己
評
価
結
果
に
基
づ
く
課
題
や

改
善
点

都
道
府
県
や
市
町
村
の
医
療
・
介
護
担
当
者
等
の

関
係
者
に
よ
る
協
議
の
場
（
医
療
計
画
と
の
連

携
）

100.0% 91.5% 32.0% 41.2% 10.3% 3.9%

「
介
護
保
険
事
業
（
支
援
）
計
画
の
進
捗
管
理
の

手
引
き
」
を
参
考
に
し
て
検
討
の
観
点
等
を
確
認

し
た

「
介
護
保
険
事
業
（
支
援
）
計
画
に
お
け
る
要
介

護
者
等
に
対
す
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ

ス
提
供
体
制
の
構
築
に
関
す
る
手
引
き
」
を
参
考

に
し
て
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
提
供
体

制
に
係
る
検
討
の
観
点
等
を
確
認
し
た

そ
の
他

12 1
100.0% 87.4% 32.9% 36.4% 8.4% 0.7%

人
口
規
模

１万人未満
143 125 47 52

１万人以上～
５万人未満

324 299 91 123 26 11
100.0% 92.3% 28.1% 38.0% 8.0% 3.4%

3
100.0% 93.2% 31.1% 40.2% 6.8% 2.3%

５万人以上～
10万人未満

132 123 41 53 9

6
100.0% 97.7% 36.4% 50.0% 9.1% 6.8%

10万人以上～
20万人未満

88 86 32 44 8

9
100.0% 82.8% 35.9% 56.3% 26.6% 14.1%

20万人以上～
50万人未満

64 53 23 36 17

0
100.0% 100.0% 50.0% 40.9% 22.7% 0.0%

50万人以上
22 22 11 9 5

1
100.0% 87.0% 43.5% 47.8% 21.7% 4.3%

その他
23 20 10 11 5

調
査
数

目
標
（
地
域
の
目
指
す
姿
）
を
明
確
に
し
た

目
標
（
地
域
の
目
指
す
姿
）
と
現
状
の
乖
離
を
確

認
し
た

目
標
（
地
域
の
目
指
す
姿
）
と
現
状
の
乖
離
の
要

因
等
に
つ
い
て
調
査
や
検
討
・
分
析
し
た

目
標
（
地
域
の
目
指
す
姿
）
と
現
状
の
乖
離
を
小

さ
く
す
る
た
め
に
何
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
か

確
認
し
た

「
具
体
的
な
取
組
」
は
取
組
の
対
象
者/

参
加
者
を

設
定
し
た

目
標
に
向
け
た
事
業
の
効
果
を
確
認
す
る
た
め

に
、
ア
ウ
ト
カ
ム
の
指
標
を
置
き
計
測
し
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
を
意
識
し
た

複
数
の
階
層
に
分
け
て
指
標
を
置
い
た

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル
等
に
よ
り
、
事
業
の
実
施
か
ら

目
標
の
実
現
ま
で
の
論
理
的
な
関
係
を
意
識
し
た

目
標
達
成
の
た
め
に
、
第
９
期
計
画
期
間
に
お
い

て
検
討
が
必
要
な
課
題
等
に
つ
い
て
も
明
記
し
た

左
記
の
選
択
肢
以
外
の
改
善
を
行
っ
た

意
識
し
て
検
討
を
行
っ
た
事
項
は
な
い

796 499 353 305 264 176 193 45 57 287 6 68
100.0% 62.7% 44.3% 38.3% 33.2% 22.1% 24.2% 5.7% 7.2% 36.1% 0.8% 8.5%

143 76 60 48 28 18 22 2 6 28 1 23
100.0% 53.1% 42.0% 33.6% 19.6% 12.6% 15.4% 1.4% 4.2% 19.6% 0.7% 16.1%

324 199 145 118 99 67 56 13 18 108 2 25
100.0% 61.4% 44.8% 36.4% 30.6% 20.7% 17.3% 4.0% 5.6% 33.3% 0.6% 7.7%

132 82 63 59 56 36 39 6 9 56 2 9
100.0% 62.1% 47.7% 44.7% 42.4% 27.3% 29.5% 4.5% 6.8% 42.4% 1.5% 6.8%

88 57 38 38 34 22 32 10 6 41 0 7
100.0% 64.8% 43.2% 43.2% 38.6% 25.0% 36.4% 11.4% 6.8% 46.6% 0.0% 8.0%

64 50 27 26 26 16 26 7 10 30 1 2
100.0% 78.1% 42.2% 40.6% 40.6% 25.0% 40.6% 10.9% 15.6% 46.9% 1.6% 3.1%

22 16 10 10 11 12 9 4 5 16 0 0
100.0% 72.7% 45.5% 45.5% 50.0% 54.5% 40.9% 18.2% 22.7% 72.7% 0.0% 0.0%

23 19 10 6 10 5 9 3 3 8 0 2
100.0% 82.6% 43.5% 26.1% 43.5% 21.7% 39.1% 13.0% 13.0% 34.8% 0.0% 8.7%

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他
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⑤ 要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要な施策 
高齢者が要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要な施策に

ついての検討の内容について、「在宅介護実態調査や在宅生活改善調査等の結果の分析」「地域
の将来人口推計をもとにした今後見込まれる医療や介護ニーズの変化の分析」「計画作成委員
会等での関係者との議論」との回答が 70％を超えている。 

この検討の結果、第９期計画に盛り込んだ事項は、「認知症に関する支援」「在宅医療・介護
連携の推進」「生活支援の充実」との回答が 70％を超えている一方、「在宅生活を支える地域
密着型サービス（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対
応型訪問介護看護）の整備」「高齢者向けの住まいの整備や、住宅施策との連携」との回答は
50％以下に止まっている。 

 
図表２－45 高齢者が要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要

な施策についての検討の内容（複数回答） 
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100.0% 74.4% 82.4% 31.2% 12.3% 43.3% 13.3% 76.0% 2.8%

143 95 96 37 8 64 13 96 11
100.0% 66.4% 67.1% 25.9% 5.6% 44.8% 9.1% 67.1% 7.7%

324 250 273 81 20 136 32 239 5
100.0% 77.2% 84.3% 25.0% 6.2% 42.0% 9.9% 73.8% 1.5%
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88 66 79 35 18 45 20 78 2
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⑤ 要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要な施策 
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密着型サービス（小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対
応型訪問介護看護）の整備」「高齢者向けの住まいの整備や、住宅施策との連携」との回答は
50％以下に止まっている。 
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図表２－46 検討の結果、第９期計画で盛り込んだ事項（複数回答） 

 
 
図表２－47 第９期計画で盛り込んだ事項の「その他」の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
ケアラー・支援者に関
する事項 

ケアラー支援、介護者への支援の充実、家族介護の充実 

介護サービス（事業
所）に関する事項 

介護人材の確保及び業務の効率化、在宅生活を支える地域密着型サー
ビス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）の利用者数及び給付費見
込みの増加、サービスの維持、適切な介護サービスの提供と質の向上、
事業所の職場環境の改善支援、中山間地域における居宅サービスの確
保・拡充、特定施設入居者生活介護の整備、複合型サービス（通所介
護＋訪問介護）の整備の検討、支え手となる専門職の支援 

包括的支援に関する
事項 

複雑化・複合化した問題に関する取組、地域共生社会に向けた包括的
な支援体制づくり、地域包括支援センターの機能強化、複合的な課題
のある世帯への支援について、包括的な支援体制の整備 

その他 高齢者の尊厳への配慮と権利擁護の推進 
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774 353 603 551 654 296 387 27 2
100.0% 45.6% 77.9% 71.2% 84.5% 38.2% 50.0% 3.5% 0.3%

132 29 109 93 111 35 56 0 0
100.0% 22.0% 82.6% 70.5% 84.1% 26.5% 42.4% 0.0% 0.0%

319 103 244 236 273 100 145 11 0
100.0% 32.3% 76.5% 74.0% 85.6% 31.3% 45.5% 3.4% 0.0%

129 72 102 83 105 51 64 5 1
100.0% 55.8% 79.1% 64.3% 81.4% 39.5% 49.6% 3.9% 0.8%

86 62 64 61 71 47 52 6 0
100.0% 72.1% 74.4% 70.9% 82.6% 54.7% 60.5% 7.0% 0.0%

63 53 48 42 56 36 39 1 1
100.0% 84.1% 76.2% 66.7% 88.9% 57.1% 61.9% 1.6% 1.6%
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20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

47



 
 

⑥ 介護サービスの基盤整備等 
第８期計画期間における介護サービスの基盤整備状況は、「一部のサービスが整備できなか

った（しなかった）」「サービスの整備が進まなかった（しなかった）」との回答を合わせると
38.8％となった。 

この要因は、「人材確保が困難で、法人（事業者）の目途が立たない」「介護サービスの運営
で採算が取れないため、法人（事業者）の目途が立たない」との回答が 40％超える一方、「新
型コロナウイルス感染症の流行」との回答は 19.7％に止まった。 
 

図表２－48 第８期計画期間における介護サービスの基盤整備状況 

 
 
図表２－49 計画どおり整備できなかった要因（複数回答） 

 
※「その他」では、「事業を実施する法人の目途がたたない」「公募を行ったが選定基準を満たす事業者がなかっ

た」「建築資材等の価格高騰等により整備が遅れた」「国からの補助金の内示が遅れた」等の回答があった。 

調査数 計画どおり整備できた
一部のサービスが
整備できなかった
（しなかった）

サービスの整備が
進まなかった
（しなかった）

第８期計画で、
介護サービスの整備は
予定していなかった

無回答等

796 231 234 75 255 1
100.0% 29.0% 29.4% 9.4% 32.0% 0.1%

143 37 17 10 79 0
100.0% 25.9% 11.9% 7.0% 55.2% 0.0%

324 95 54 41 133 1
100.0% 29.3% 16.7% 12.7% 41.0% 0.3%

132 43 48 15 26 0
100.0% 32.6% 36.4% 11.4% 19.7% 0.0%

88 34 38 5 11 0
100.0% 38.6% 43.2% 5.7% 12.5% 0.0%

64 14 44 3 3 0
100.0% 21.9% 68.8% 4.7% 4.7% 0.0%

22 3 19 0 0 0
100.0% 13.6% 86.4% 0.0% 0.0% 0.0%

23 5 14 1 3 0
100.0% 21.7% 60.9% 4.3% 13.0% 0.0%
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１万人以上～
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309 32 149 125 92 54 4 61 41
100.0% 10.4% 48.2% 40.5% 29.8% 17.5% 1.3% 19.7% 13.3%

27 3 19 10 2 0 1 9 1
100.0% 11.1% 70.4% 37.0% 7.4% 0.0% 3.7% 33.3% 3.7%

95 17 45 36 26 7 1 24 6
100.0% 17.9% 47.4% 37.9% 27.4% 7.4% 1.1% 25.3% 6.3%

63 6 28 31 19 16 0 8 8
100.0% 9.5% 44.4% 49.2% 30.2% 25.4% 0.0% 12.7% 12.7%

43 1 21 13 13 8 0 7 12
100.0% 2.3% 48.8% 30.2% 30.2% 18.6% 0.0% 16.3% 27.9%

47 3 20 19 17 16 2 5 9
100.0% 6.4% 42.6% 40.4% 36.2% 34.0% 4.3% 10.6% 19.1%

19 1 7 10 11 5 0 4 2
100.0% 5.3% 36.8% 52.6% 57.9% 26.3% 0.0% 21.1% 10.5%

15 1 9 6 4 2 0 4 3
100.0% 6.7% 60.0% 40.0% 26.7% 13.3% 0.0% 26.7% 20.0%
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⑥ 介護サービスの基盤整備等 
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った（しなかった）」「サービスの整備が進まなかった（しなかった）」との回答を合わせると
38.8％となった。 

この要因は、「人材確保が困難で、法人（事業者）の目途が立たない」「介護サービスの運営
で採算が取れないため、法人（事業者）の目途が立たない」との回答が 40％超える一方、「新
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図表２－48 第８期計画期間における介護サービスの基盤整備状況 

 
 
図表２－49 計画どおり整備できなかった要因（複数回答） 
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⑦ 今後の介護サービスの基盤整備の在り方等 
認定者数の見込みは、第９期中も継続して増加が見込まれる保険者が 70％を超える一方で、

第９期以降は減少する見込みである保険者は 20％程度となっている。 
また、「中⾧期的な介護ニーズの見通し等についての地域の関係者との共有や、介護サービ

ス基盤整備の在り方についての議論」や「限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用
していくための既存の施設や事業所の今後の在り方を含めた検討」について、「行った」との
回答が 51.6％、38.7％となっている。 

第９期計画期間中における介護サービスの基盤整備に関する工夫は、「工夫について計画に
記載しておらず、現時点で検討していない」との回答が 33.4％と最も多くなっている。工夫と
して、回答が多い項目は「施設・居住系サービスの基盤整備よりも在宅サービスの強化」「需
要のピーク後の減少を見込んで（あるいは需要のピークが過ぎたため）、基盤整備は実施せず、
介護予防等の取組の強化」との回答が 27.6％、21.6％だった。 

「地域密着型サービスの広域利用に向けた事前同意等の調整」の計画への記載は、「計画に
記載しておらず、現時点で検討していない」との回答が 75.3％となった。 

 
図表２－50 認定者数の見込み 
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８
期
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増
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そ
の
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期
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傾
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が
、
そ
の
後
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ま
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の
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ず
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向
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第
８
期
中
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
第
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期
以
降
は
減
少
す
る
見
込
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第
８
期
中
は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
第
９

期
以
降
も
減
少
す
る
見
込
み

そ
の
他

796 326 249 42 108 71
100.0% 41.0% 31.3% 5.3% 13.6% 8.9%

143 28 38 17 46 14
100.0% 19.6% 26.6% 11.9% 32.2% 9.8%

324 117 107 20 46 34
100.0% 36.1% 33.0% 6.2% 14.2% 10.5%

132 59 51 2 9 11
100.0% 44.7% 38.6% 1.5% 6.8% 8.3%

88 52 26 2 2 6
100.0% 59.1% 29.5% 2.3% 2.3% 6.8%

64 43 17 0 0 4
100.0% 67.2% 26.6% 0.0% 0.0% 6.3%

22 18 4 0 0 0
100.0% 81.8% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0%

23 9 6 1 5 2
100.0% 39.1% 26.1% 4.3% 21.7% 8.7%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満
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図表２－51 中⾧期的な介護ニーズの見通し等についての地域の関係者との共有や、介護サービ
ス基盤整備の在り方についての議論 

 
 
図表２－52 限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用していくための既存の施設や

事業所の今後の在り方を含めた検討 

 
 
図表２－53 第９期計画期間中における介護サービスの基盤整備に関する工夫（複数回答） 
 
  

調査数 行った 行っていない

796 411 385
100.0% 51.6% 48.4%

143 59 84
100.0% 41.3% 58.7%

324 156 168
100.0% 48.1% 51.9%

132 77 55
100.0% 58.3% 41.7%

88 56 32
100.0% 63.6% 36.4%

64 37 27
100.0% 57.8% 42.2%

22 15 7
100.0% 68.2% 31.8%

23 11 12
100.0% 47.8% 52.2%

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～５万人未満

５万人以上～10万人未満

10万人以上～20万人未満

20万人以上～50万人未満

調査数 行った 行っていない 無回答

796 308 487 1
100.0% 38.7% 61.2% 0.1%

143 52 91 0
100.0% 36.4% 63.6% 0.0%

324 108 216 0
100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

132 51 81 0
100.0% 38.6% 61.4% 0.0%

88 35 53 0
100.0% 39.8% 60.2% 0.0%

64 38 25 1
100.0% 59.4% 39.1% 1.6%

22 17 5 0
100.0% 77.3% 22.7% 0.0%

23 7 16 0
100.0% 30.4% 69.6% 0.0%

20万人以上～50万人未満
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その他

全体

人
口
規
模
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10万人以上～20万人未満
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看
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、
（
看
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規
模
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機
能
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居
宅
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護
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の
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自
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）

国
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地
・
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有
地
の
払
い
下
げ

建
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・
改
築
費
用
、
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助
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遇

既
存
の
公
共
施
設
（
廃
校
等
）
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画
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記
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ず
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時

点
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検
討
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て
い
な
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796 88 49 172 220 41 87 8 16 11 7 4 34 0 10 15 266
100.0% 11.1% 6.2% 21.6% 27.6% 5.2% 10.9% 1.0% 2.0% 1.4% 0.9% 0.5% 4.3% 0.0% 1.3% 1.9% 33.4%

143 9 13 39 20 3 4 1 1 1 0 0 2 0 4 2 69
100.0% 6.3% 9.1% 27.3% 14.0% 2.1% 2.8% 0.7% 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 1.4% 0.0% 2.8% 1.4% 48.3%

324 29 16 80 90 20 31 4 7 3 0 0 2 0 3 5 122
100.0% 9.0% 4.9% 24.7% 27.8% 6.2% 9.6% 1.2% 2.2% 0.9% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 0.9% 1.5% 37.7%

132 11 9 27 42 7 14 2 2 3 0 0 4 0 0 4 37
100.0% 8.3% 6.8% 20.5% 31.8% 5.3% 10.6% 1.5% 1.5% 2.3% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 3.0% 28.0%

88 17 5 15 35 4 15 1 3 2 2 0 3 0 0 2 17
100.0% 19.3% 5.7% 17.0% 39.8% 4.5% 17.0% 1.1% 3.4% 2.3% 2.3% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 2.3% 19.3%

64 14 3 6 19 6 14 0 1 1 2 3 15 0 0 1 10
100.0% 21.9% 4.7% 9.4% 29.7% 9.4% 21.9% 0.0% 1.6% 1.6% 3.1% 4.7% 23.4% 0.0% 0.0% 1.6% 15.6%

22 6 2 1 4 0 7 0 2 1 2 1 8 0 3 1 3
100.0% 27.3% 9.1% 4.5% 18.2% 0.0% 31.8% 0.0% 9.1% 4.5% 9.1% 4.5% 36.4% 0.0% 13.6% 4.5% 13.6%

23 2 1 4 10 1 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 8
100.0% 8.7% 4.3% 17.4% 43.5% 4.3% 8.7% 0.0% 0.0% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 34.8%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
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図表２－52 限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用していくための既存の施設や

事業所の今後の在り方を含めた検討 

 
 
図表２－53 第９期計画期間中における介護サービスの基盤整備に関する工夫（複数回答） 
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796 411 385
100.0% 51.6% 48.4%

143 59 84
100.0% 41.3% 58.7%

324 156 168
100.0% 48.1% 51.9%

132 77 55
100.0% 58.3% 41.7%

88 56 32
100.0% 63.6% 36.4%

64 37 27
100.0% 57.8% 42.2%

22 15 7
100.0% 68.2% 31.8%

23 11 12
100.0% 47.8% 52.2%
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20万人以上～50万人未満

調査数 行った 行っていない 無回答

796 308 487 1
100.0% 38.7% 61.2% 0.1%

143 52 91 0
100.0% 36.4% 63.6% 0.0%

324 108 216 0
100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

132 51 81 0
100.0% 38.6% 61.4% 0.0%
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100.0% 39.8% 60.2% 0.0%
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796 88 49 172 220 41 87 8 16 11 7 4 34 0 10 15 266
100.0% 11.1% 6.2% 21.6% 27.6% 5.2% 10.9% 1.0% 2.0% 1.4% 0.9% 0.5% 4.3% 0.0% 1.3% 1.9% 33.4%

143 9 13 39 20 3 4 1 1 1 0 0 2 0 4 2 69
100.0% 6.3% 9.1% 27.3% 14.0% 2.1% 2.8% 0.7% 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 1.4% 0.0% 2.8% 1.4% 48.3%

324 29 16 80 90 20 31 4 7 3 0 0 2 0 3 5 122
100.0% 9.0% 4.9% 24.7% 27.8% 6.2% 9.6% 1.2% 2.2% 0.9% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 0.9% 1.5% 37.7%

132 11 9 27 42 7 14 2 2 3 0 0 4 0 0 4 37
100.0% 8.3% 6.8% 20.5% 31.8% 5.3% 10.6% 1.5% 1.5% 2.3% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 3.0% 28.0%

88 17 5 15 35 4 15 1 3 2 2 0 3 0 0 2 17
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64 14 3 6 19 6 14 0 1 1 2 3 15 0 0 1 10
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22 6 2 1 4 0 7 0 2 1 2 1 8 0 3 1 3
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23 2 1 4 10 1 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 8
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図表２－54 「地域密着型サービスの広域利用に向けた事前同意等の調整」の計画への記載 

 
 
（４）第９期計画の進捗管理 

第９期計画の進捗管理の方法やその頻度は、「進捗管理の方法やその頻度ともに、計画に記
載している」との回答は 19.1％に止まるが、「進捗管理の方法は計画に記載しているが、その
頻度は記載していない」「いずれも計画に記載していないが、関係者間や内部で決めている（予
定を含む）」を合わせると、86.7％となる。 

その進捗管理の方法は、「計画に記載した取組や目標等に関連する実績についてまとめる」
との回答が 62.0％と最も多く、このほか「取組の実績等について、審議会等に示して評価を行
う」「関係部署間で取組の実績等を共有し、自己評価等を行う」との回答が 40％を超えている。 

その進捗管理の頻度は、「１年に１回」との回答が 74.5％となっている。 
 
図表２－55 第９期計画の進捗管理の方法やその頻度 

   

調査数
計画に記載した（検討する

ことを含む）

計画に記載していないが、
実施する予定もしくは

検討している

計画に記載しておらず、
現時点で検討していない

796 49 148 599
100.0% 6.2% 18.6% 75.3%

143 9 21 113
100.0% 6.3% 14.7% 79.0%

324 18 64 242
100.0% 5.6% 19.8% 74.7%

132 9 28 95
100.0% 6.8% 21.2% 72.0%

88 4 21 63
100.0% 4.5% 23.9% 71.6%

64 6 6 52
100.0% 9.4% 9.4% 81.3%

22 1 3 18
100.0% 4.5% 13.6% 81.8%

23 2 5 16
100.0% 8.7% 21.7% 69.6%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満

調査数
進捗管理の方法やその頻度
ともに、計画に記載してい

る

進捗管理の方法は計画に記
載しているが、その頻度は

記載していない

いずれも計画に記載してい
ないが、関係者間や内部で
決めている（予定を含む）

いずれも計画に記載してい
ないし、決めていない

796 152 271 267 106
100.0% 19.1% 34.0% 33.5% 13.3%

143 17 31 66 29
100.0% 11.9% 21.7% 46.2% 20.3%

324 59 109 103 53
100.0% 18.2% 33.6% 31.8% 16.4%

132 25 59 36 12
100.0% 18.9% 44.7% 27.3% 9.1%

88 19 38 28 3
100.0% 21.6% 43.2% 31.8% 3.4%

64 18 23 18 5
100.0% 28.1% 35.9% 28.1% 7.8%

22 10 5 5 2
100.0% 45.5% 22.7% 22.7% 9.1%

23 4 6 11 2
100.0% 17.4% 26.1% 47.8% 8.7%

20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
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図表２－56 第９期計画の進捗管理の方法（複数回答） 

 
※「その他」では、「独自の進捗管理シートを使用する」「第８期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己

評価シートを利用して評価を行った」等の回答があった。 
 
図表２－57 第９期計画（自立支援、介護予防・重度化防止に関する部分を除く。）の進捗管理

の頻度 

   

調
査
数

「
介
護
保
険
事
業
（
支
援
）
計
画
の
進
捗
管
理
の
手
引

き
」
の
「
第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画
「
取
組
と
目
標
」

に
対
す
る
自
己
評
価
シ
ー
ト
」
を
利
用
す
る

厚
生
労
働
省
が
示
す
「
点
検
ツ
ー
ル
」
を
活
用
す
る

計
画
に
記
載
し
た
取
組
や
目
標
等
に
関
連
す
る
実
績
に
つ

い
て
ま
と
め
る

関
係
部
署
間
で
取
組
の
実
績
等
を
共
有
し
、
自
己
評
価
等

を
行
う

取
組
の
実
績
等
に
つ
い
て
、
審
議
会
等
に
示
し
て
評
価
を

行
う

そ
の
自
己
評
価
の
結
果
等
を
公
表
す
る

そ
の
他

690 260 101 428 296 375 192 12
100.0% 37.7% 14.6% 62.0% 42.9% 54.3% 27.8% 1.7%

114 44 18 61 50 35 9 1
100.0% 38.6% 15.8% 53.5% 43.9% 30.7% 7.9% 0.9%

271 102 46 157 111 132 59 2
100.0% 37.6% 17.0% 57.9% 41.0% 48.7% 21.8% 0.7%

120 48 13 73 44 76 38 2
100.0% 40.0% 10.8% 60.8% 36.7% 63.3% 31.7% 1.7%

85 32 13 59 38 59 34 3
100.0% 37.6% 15.3% 69.4% 44.7% 69.4% 40.0% 3.5%

59 20 8 45 31 43 28 1
100.0% 33.9% 13.6% 76.3% 52.5% 72.9% 47.5% 1.7%

20 4 1 17 10 18 15 1
100.0% 20.0% 5.0% 85.0% 50.0% 90.0% 75.0% 5.0%

21 10 2 16 12 12 9 2
100.0% 47.6% 9.5% 76.2% 57.1% 57.1% 42.9% 9.5%

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

調査数 ３年に１回 １年に１回 １年に複数回
頻度は決まって

いない
無回答等

690 36 514 77 60 3
100.0% 5.2% 74.5% 11.2% 8.7% 0.4%

114 8 79 10 17 0
100.0% 7.0% 69.3% 8.8% 14.9% 0.0%

271 15 207 26 22 1
100.0% 5.5% 76.4% 9.6% 8.1% 0.4%

120 9 87 15 8 1
100.0% 7.5% 72.5% 12.5% 6.7% 0.8%

85 1 66 11 6 1
100.0% 1.2% 77.6% 12.9% 7.1% 1.2%

59 2 41 12 4 0
100.0% 3.4% 69.5% 20.3% 6.8% 0.0%

20 1 17 2 0 0
100.0% 5.0% 85.0% 10.0% 0.0% 0.0%

21 0 17 1 3 0
100.0% 0.0% 81.0% 4.8% 14.3% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－56 第９期計画の進捗管理の方法（複数回答） 

 
※「その他」では、「独自の進捗管理シートを使用する」「第８期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己

評価シートを利用して評価を行った」等の回答があった。 
 
図表２－57 第９期計画（自立支援、介護予防・重度化防止に関する部分を除く。）の進捗管理

の頻度 

   

調
査
数

「
介
護
保
険
事
業
（
支
援
）
計
画
の
進
捗
管
理
の
手
引

き
」
の
「
第
７
期
介
護
保
険
事
業
計
画
「
取
組
と
目
標
」

に
対
す
る
自
己
評
価
シ
ー
ト
」
を
利
用
す
る

厚
生
労
働
省
が
示
す
「
点
検
ツ
ー
ル
」
を
活
用
す
る

計
画
に
記
載
し
た
取
組
や
目
標
等
に
関
連
す
る
実
績
に
つ

い
て
ま
と
め
る

関
係
部
署
間
で
取
組
の
実
績
等
を
共
有
し
、
自
己
評
価
等

を
行
う

取
組
の
実
績
等
に
つ
い
て
、
審
議
会
等
に
示
し
て
評
価
を

行
う

そ
の
自
己
評
価
の
結
果
等
を
公
表
す
る

そ
の
他

690 260 101 428 296 375 192 12
100.0% 37.7% 14.6% 62.0% 42.9% 54.3% 27.8% 1.7%

114 44 18 61 50 35 9 1
100.0% 38.6% 15.8% 53.5% 43.9% 30.7% 7.9% 0.9%

271 102 46 157 111 132 59 2
100.0% 37.6% 17.0% 57.9% 41.0% 48.7% 21.8% 0.7%

120 48 13 73 44 76 38 2
100.0% 40.0% 10.8% 60.8% 36.7% 63.3% 31.7% 1.7%

85 32 13 59 38 59 34 3
100.0% 37.6% 15.3% 69.4% 44.7% 69.4% 40.0% 3.5%

59 20 8 45 31 43 28 1
100.0% 33.9% 13.6% 76.3% 52.5% 72.9% 47.5% 1.7%

20 4 1 17 10 18 15 1
100.0% 20.0% 5.0% 85.0% 50.0% 90.0% 75.0% 5.0%

21 10 2 16 12 12 9 2
100.0% 47.6% 9.5% 76.2% 57.1% 57.1% 42.9% 9.5%

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

その他

全体

調査数 ３年に１回 １年に１回 １年に複数回
頻度は決まって

いない
無回答等

690 36 514 77 60 3
100.0% 5.2% 74.5% 11.2% 8.7% 0.4%

114 8 79 10 17 0
100.0% 7.0% 69.3% 8.8% 14.9% 0.0%

271 15 207 26 22 1
100.0% 5.5% 76.4% 9.6% 8.1% 0.4%

120 9 87 15 8 1
100.0% 7.5% 72.5% 12.5% 6.7% 0.8%

85 1 66 11 6 1
100.0% 1.2% 77.6% 12.9% 7.1% 1.2%

59 2 41 12 4 0
100.0% 3.4% 69.5% 20.3% 6.8% 0.0%

20 1 17 2 0 0
100.0% 5.0% 85.0% 10.0% 0.0% 0.0%

21 0 17 1 3 0
100.0% 0.0% 81.0% 4.8% 14.3% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

 
 

（５）計画作成についての支援や課題 
都道府県により行われた支援は、「国の情報を提供」「市町村の計画作成状況についてのヒア

リングやアンケート調査」との回答が 80％を超えているほか、「計画作成に向けた研修実施」
との回答も 41.1％あった。一方、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査等
の集計、分析」「既存の調査等に基づく自治体の分析・評価」「外部の専門家を活用した個別支
援」との回答は、17.0％、12.6％、6.8％に止まっている。 

有効であった都道府県の支援は、「国の情報を提供」との回答が 73.9％と最も多く、このほ
か「市町村の計画作成状況についてのヒアリングやアンケート調査」「計画作成に向けた研修
実施」との回答が 55.6％、28.3％となっている。 

「都道府県により行われた支援」の項目であげられた支援のうち保険者が「有効であった」
と回答した割合は、「国の情報を提供」（81.7％）のほか、「計画作成に向けた研修実施」「市町
村の計画作成状況についてのヒアリングやアンケート調査」「介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査、在宅介護実態調査等の集計、分析」が 60％を超えている。 

第９期計画作成に当たっての課題は、「計画作成に十分な時間を充てることが難しかった」
との回答が 69.7％と最も多く、このほか、「関係者間での情報共有や計画の検討が難しかった」
「地域の実態把握や地域分析をどのように行えばよいのかわからなかった」との回答が 38.1％、
25.1％であった。人口規模の小さな保険者ほど、「計画作成に十分な時間を充てることが難し
かった」の回答割合が高い傾向にあった。 
 

 
図表２－58 都道府県により行われた支援（複数回答） 

 
 
  

調
査
数

国
の
情
報
を
提
供

市
町
村
の
計
画
作
成
状
況
に
つ

い
て
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
や
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査

外
部
の
専
門
家
を
活
用
し
た
個

別
支
援

計
画
作
成
に
向
け
た
研
修
実
施

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域

ニ
ー
ズ
調
査
、
在
宅
介
護
実
態

調
査
等
の
集
計
、
分
析

既
存
の
調
査
等
に
基
づ
く
自
治

体
の
分
析
・
評
価

そ
の
他

支
援
は
な
か
っ
た

796 712 689 54 327 135 100 21 8
100.0% 89.4% 86.6% 6.8% 41.1% 17.0% 12.6% 2.6% 1.0%

143 132 122 8 62 31 16 2 0
100.0% 92.3% 85.3% 5.6% 43.4% 21.7% 11.2% 1.4% 0.0%

324 287 278 19 120 46 37 11 2
100.0% 88.6% 85.8% 5.9% 37.0% 14.2% 11.4% 3.4% 0.6%

132 120 116 13 52 29 17 2 3
100.0% 90.9% 87.9% 9.8% 39.4% 22.0% 12.9% 1.5% 2.3%

88 78 77 6 40 12 10 3 1
100.0% 88.6% 87.5% 6.8% 45.5% 13.6% 11.4% 3.4% 1.1%

64 57 60 5 31 8 15 1 0
100.0% 89.1% 93.8% 7.8% 48.4% 12.5% 23.4% 1.6% 0.0%

22 18 18 2 10 5 3 1 1
100.0% 81.8% 81.8% 9.1% 45.5% 22.7% 13.6% 4.5% 4.5%

23 20 18 1 12 4 2 1 1
100.0% 87.0% 78.3% 4.3% 52.2% 17.4% 8.7% 4.3% 4.3%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－59 有効であった都道府県の支援（複数回答） 

 
※「その他」では、「計画素案の確認と意見」「市町村担当者を集めての会議」等の回答があった。 

 
図表２－60 第９期計画作成に当たっての課題（３つまで複数回答） 

 
 
図表２－61 その他の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
情報提供に関する課
題 

国からの情報提供が遅いため事業量推計の時間的余裕がなかった、国
からの資料展開が遅く計画作成・予算編成等に支障をきたした、国か
ら示される計画資料が膨大でありすべてを把握するのが難しい、将来
人口・介護報酬等の情報提供が遅いためサービス量の見込・介護保険
料の決定に時間を要する、制度改正の情報が確定しない中での計画策

調
査
数

国
の
情
報
を
提
供

市
町
村
の
計
画
作
成
状
況

に
つ
い
て
の
ヒ
ア
リ
ン
グ

や
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

外
部
の
専
門
家
を
活
用
し

た
個
別
支
援

計
画
作
成
に
向
け
た
研
修

実
施

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏

域
ニ
ー
ズ
調
査
、
在
宅
介

護
実
態
調
査
等
の
集
計
、

分
析

既
存
の
調
査
等
に
基
づ
く

自
治
体
の
分
析
・
評
価

そ
の
他

有
効
で
あ
っ
た
支
援
は
な

か
っ
た

788 582 438 32 223 85 55 14 55
100.0% 73.9% 55.6% 4.1% 28.3% 10.8% 7.0% 1.8% 7.0%

143 106 72 4 39 20 9 1 12
100.0% 74.1% 50.3% 2.8% 27.3% 14.0% 6.3% 0.7% 8.4%

322 233 198 12 89 30 19 7 14
100.0% 72.4% 61.5% 3.7% 27.6% 9.3% 5.9% 2.2% 4.3%

129 102 73 6 38 18 11 2 10
100.0% 79.1% 56.6% 4.7% 29.5% 14.0% 8.5% 1.6% 7.8%

87 63 52 5 25 8 6 1 6
100.0% 72.4% 59.8% 5.7% 28.7% 9.2% 6.9% 1.1% 6.9%

64 47 26 3 16 2 8 1 7
100.0% 73.4% 40.6% 4.7% 25.0% 3.1% 12.5% 1.6% 10.9%

21 14 9 1 7 4 0 1 4
100.0% 66.7% 42.9% 4.8% 33.3% 19.0% 0.0% 4.8% 19.0%

22 17 8 1 9 3 2 1 2
100.0% 77.3% 36.4% 4.5% 40.9% 13.6% 9.1% 4.5% 9.1%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調
査
数

計
画
作
成
に
十
分
な
時
間
を
充
て
る
こ
と
が
難

し
か
っ
た

関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
や
計
画
の
検
討
が
難

し
か
っ
た

地
域
の
実
態
把
握
や
地
域
分
析
を
ど
の
よ
う
に

行
え
ば
よ
い
の
か
わ
か
ら
な
か
っ
た

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ
調
査
や
在

宅
介
護
実
態
調
査
等
の
結
果
を
ど
の
よ
う
に
計

画
に
反
映
し
た
ら
よ
い
の
か
わ
か
ら
な
か
っ
た

前
期
計
画
を
ど
の
よ
う
に
評
価
し
た
ら
よ
い
の

か
わ
か
ら
な
か
っ
た

ど
の
よ
う
に
目
標
を
設
定
し
た
ら
よ
い
の
か
わ

か
ら
な
か
っ
た

ど
の
よ
う
な
指
標
を
置
い
た
ら
よ
い
の
か
わ
か

ら
な
か
っ
た

目
標
や
指
標
が
事
業
と
ど
の
よ
う
に
つ
な
が
っ

て
い
る
の
か
が
わ
か
ら
な
か
っ
た

目
標
を
実
現
し
て
い
く
た
め
に
、
事
業
の
在
り

方
を
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
け
ば
よ
い
の
か
が

わ
か
ら
な
か
っ
た

第
９
期
計
画
に
つ
い
て
、
今
後
ど
う
進
捗
管
理

を
し
て
い
け
ば
よ
い
の
か
が
わ
か
ら
な
い

そ
の
他

課
題
は
特
に
な
い

796 555 303 200 152 103 90 149 40 127 44 46 34
100.0% 69.7% 38.1% 25.1% 19.1% 12.9% 11.3% 18.7% 5.0% 16.0% 5.5% 5.8% 4.3%

143 114 43 35 26 23 21 34 13 17 13 4 6
100.0% 79.7% 30.1% 24.5% 18.2% 16.1% 14.7% 23.8% 9.1% 11.9% 9.1% 2.8% 4.2%

324 235 106 84 65 53 42 64 15 62 17 12 11
100.0% 72.5% 32.7% 25.9% 20.1% 16.4% 13.0% 19.8% 4.6% 19.1% 5.2% 3.7% 3.4%

132 85 49 33 27 12 15 19 3 15 5 7 7
100.0% 64.4% 37.1% 25.0% 20.5% 9.1% 11.4% 14.4% 2.3% 11.4% 3.8% 5.3% 5.3%

88 58 46 20 21 5 5 14 4 16 3 11 4
100.0% 65.9% 52.3% 22.7% 23.9% 5.7% 5.7% 15.9% 4.5% 18.2% 3.4% 12.5% 4.5%

64 39 32 17 9 6 5 12 4 9 4 4 3
100.0% 60.9% 50.0% 26.6% 14.1% 9.4% 7.8% 18.8% 6.3% 14.1% 6.3% 6.3% 4.7%

22 11 12 7 4 0 2 4 0 2 0 4 3
100.0% 50.0% 54.5% 31.8% 18.2% 0.0% 9.1% 18.2% 0.0% 9.1% 0.0% 18.2% 13.6%

23 13 15 4 0 4 0 2 1 6 2 4 0
100.0% 56.5% 65.2% 17.4% 0.0% 17.4% 0.0% 8.7% 4.3% 26.1% 8.7% 17.4% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上
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図表２－59 有効であった都道府県の支援（複数回答） 

 
※「その他」では、「計画素案の確認と意見」「市町村担当者を集めての会議」等の回答があった。 

 
図表２－60 第９期計画作成に当たっての課題（３つまで複数回答） 

 
 
図表２－61 その他の回答（一部抜粋） 

カテゴリー 主な回答 
情報提供に関する課
題 

国からの情報提供が遅いため事業量推計の時間的余裕がなかった、国
からの資料展開が遅く計画作成・予算編成等に支障をきたした、国か
ら示される計画資料が膨大でありすべてを把握するのが難しい、将来
人口・介護報酬等の情報提供が遅いためサービス量の見込・介護保険
料の決定に時間を要する、制度改正の情報が確定しない中での計画策
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、
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護
実
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査
等
の
集
計
、

分
析
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存
の
調
査
等
に
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づ
く

自
治
体
の
分
析
・
評
価

そ
の
他

有
効
で
あ
っ
た
支
援
は
な

か
っ
た

788 582 438 32 223 85 55 14 55
100.0% 73.9% 55.6% 4.1% 28.3% 10.8% 7.0% 1.8% 7.0%

143 106 72 4 39 20 9 1 12
100.0% 74.1% 50.3% 2.8% 27.3% 14.0% 6.3% 0.7% 8.4%

322 233 198 12 89 30 19 7 14
100.0% 72.4% 61.5% 3.7% 27.6% 9.3% 5.9% 2.2% 4.3%

129 102 73 6 38 18 11 2 10
100.0% 79.1% 56.6% 4.7% 29.5% 14.0% 8.5% 1.6% 7.8%

87 63 52 5 25 8 6 1 6
100.0% 72.4% 59.8% 5.7% 28.7% 9.2% 6.9% 1.1% 6.9%

64 47 26 3 16 2 8 1 7
100.0% 73.4% 40.6% 4.7% 25.0% 3.1% 12.5% 1.6% 10.9%

21 14 9 1 7 4 0 1 4
100.0% 66.7% 42.9% 4.8% 33.3% 19.0% 0.0% 4.8% 19.0%

22 17 8 1 9 3 2 1 2
100.0% 77.3% 36.4% 4.5% 40.9% 13.6% 9.1% 4.5% 9.1%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

調
査
数

計
画
作
成
に
十
分
な
時
間
を
充
て
る
こ
と
が
難

し
か
っ
た

関
係
者
間
で
の
情
報
共
有
や
計
画
の
検
討
が
難

し
か
っ
た

地
域
の
実
態
把
握
や
地
域
分
析
を
ど
の
よ
う
に

行
え
ば
よ
い
の
か
わ
か
ら
な
か
っ
た

介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域
ニ
ー
ズ
調
査
や
在

宅
介
護
実
態
調
査
等
の
結
果
を
ど
の
よ
う
に
計

画
に
反
映
し
た
ら
よ
い
の
か
わ
か
ら
な
か
っ
た

前
期
計
画
を
ど
の
よ
う
に
評
価
し
た
ら
よ
い
の

か
わ
か
ら
な
か
っ
た

ど
の
よ
う
に
目
標
を
設
定
し
た
ら
よ
い
の
か
わ

か
ら
な
か
っ
た

ど
の
よ
う
な
指
標
を
置
い
た
ら
よ
い
の
か
わ
か

ら
な
か
っ
た

目
標
や
指
標
が
事
業
と
ど
の
よ
う
に
つ
な
が
っ

て
い
る
の
か
が
わ
か
ら
な
か
っ
た

目
標
を
実
現
し
て
い
く
た
め
に
、
事
業
の
在
り

方
を
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
け
ば
よ
い
の
か
が

わ
か
ら
な
か
っ
た

第
９
期
計
画
に
つ
い
て
、
今
後
ど
う
進
捗
管
理

を
し
て
い
け
ば
よ
い
の
か
が
わ
か
ら
な
い

そ
の
他

課
題
は
特
に
な
い

796 555 303 200 152 103 90 149 40 127 44 46 34
100.0% 69.7% 38.1% 25.1% 19.1% 12.9% 11.3% 18.7% 5.0% 16.0% 5.5% 5.8% 4.3%

143 114 43 35 26 23 21 34 13 17 13 4 6
100.0% 79.7% 30.1% 24.5% 18.2% 16.1% 14.7% 23.8% 9.1% 11.9% 9.1% 2.8% 4.2%

324 235 106 84 65 53 42 64 15 62 17 12 11
100.0% 72.5% 32.7% 25.9% 20.1% 16.4% 13.0% 19.8% 4.6% 19.1% 5.2% 3.7% 3.4%

132 85 49 33 27 12 15 19 3 15 5 7 7
100.0% 64.4% 37.1% 25.0% 20.5% 9.1% 11.4% 14.4% 2.3% 11.4% 3.8% 5.3% 5.3%

88 58 46 20 21 5 5 14 4 16 3 11 4
100.0% 65.9% 52.3% 22.7% 23.9% 5.7% 5.7% 15.9% 4.5% 18.2% 3.4% 12.5% 4.5%

64 39 32 17 9 6 5 12 4 9 4 4 3
100.0% 60.9% 50.0% 26.6% 14.1% 9.4% 7.8% 18.8% 6.3% 14.1% 6.3% 6.3% 4.7%

22 11 12 7 4 0 2 4 0 2 0 4 3
100.0% 50.0% 54.5% 31.8% 18.2% 0.0% 9.1% 18.2% 0.0% 9.1% 0.0% 18.2% 13.6%

23 13 15 4 0 4 0 2 1 6 2 4 0
100.0% 56.5% 65.2% 17.4% 0.0% 17.4% 0.0% 8.7% 4.3% 26.1% 8.7% 17.4% 0.0%

その他

全体

人
口
規
模

１万人未満

１万人以上～
５万人未満
５万人以上～
10万人未満
10万人以上～
20万人未満
20万人以上～
50万人未満

50万人以上

 
 

定が困難であった、他市町村の状況を把握するツール（保険料や基金
等）があると計画を作成しやすかった 

マンパワーに関する
課題 

異動・人員減によるマンパワーの不足、経験がなく先を見通した対応
ができなかった、計画策定に当たって必要な知識や各種データの存
在・利用の仕方が分からず活かせなかった、人員が少ないため計画策
定年度は事務量が増大する、担当できる人員がいない、担当の経験不
足、担当職員数が不足している、毎年担当者が異動しており慢性的に
業務量に対して人員が不足しているため計画策定・評価等々内容全般
に対する知識・理解の定着が難しい、計画策定に係る事務負担の軽減 

分析・評価に関する課
題 

第 8 期まで広域連合で介護保険事業を運営していたため市単独のデ
ータの積み重ねがなく評価・分析が十分できなかった、新型コロナウ
イルス感染症という特殊要因（利用控えや今後の反動増の可能性）を
踏まえた利用量の推計、新型コロナウイルス感染症の影響等の分析が
難しい、実際に評価しやすく目標に対するアウトプット指標の設定は
難しかった(国からの通知を参考にしました）、効果検証や分析等に係
るより効果的な指標の設定、課題や分析を行っても事業者次第である 
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２－２－３．都道府県のアンケート調査の結果 
○有効回答数：41 都道府県 
○回答率  ：87.2% 
 
（１）第９期計画作成について 
① 計画の検討・作成の過程 

行政組織内の検討体制は、「設置した」都道府県が 53.7％となっている。 
検討体制に参加した部局は、「保健医療の担当」「地域福祉・地域共生の担当」「住宅施策の

担当」との回答が多く、95.5%、90.9%、90.9%となっている。 
 
図表２－62 行政組織内の検討体制の設置状況 

 
 
図表２－63 行政組織内の検討体制の参加部局（複数回答） 

 
 
② 行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点 

行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点は、「計画に盛り込む施策・事業の内容を
調整することが難しかった」「問題意識や目標の共有が難しかった」との回答が 48.8%、41.5%
となっている。一方、「困難は特になかった」との回答も 24.4%となっている。 

 
  

調査数 設置した 設置しなかった

41 22 19
100.0% 53.7% 46.3%

調
査
数

介
護
保
険
担
当
以
外
の
高
齢
者
福
祉
施

策
の
担
当

障
害
福
祉
の
担
当

児
童
福
祉
・
保
育
の
担
当

生
活
保
護
の
担
当

地
域
福
祉
・
地
域
共
生
の
担
当

保
健
医
療
の
担
当
（
国
民
健
康
保
険
、

健
康
増
進
、
医
療
政
策
等
）

雇
用
・
労
働
施
策
の
担
当

住
宅
施
策
の
担
当

商
工
や
地
場
産
業
の
担
当

市
民
活
動
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
住
民
参
加
の
担

当 公
共
交
通
の
担
当

農
林
水
産
業
の
振
興
の
担
当

教
育
委
員
会

消
費
生
活
の
担
当

防
災
の
担
当

そ
の
他

22 19 18 10 16 20 21 19 20 6 13 13 6 11 17 15 7
100.0% 86.4% 81.8% 45.5% 72.7% 90.9% 95.5% 86.4% 90.9% 27.3% 59.1% 59.1% 27.3% 50.0% 77.3% 68.2% 31.8%
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図表２－63 行政組織内の検討体制の参加部局（複数回答） 

 
 
② 行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点 

行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点は、「計画に盛り込む施策・事業の内容を
調整することが難しかった」「問題意識や目標の共有が難しかった」との回答が 48.8%、41.5%
となっている。一方、「困難は特になかった」との回答も 24.4%となっている。 

 
  

調査数 設置した 設置しなかった

41 22 19
100.0% 53.7% 46.3%

調
査
数

介
護
保
険
担
当
以
外
の
高
齢
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の
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当

障
害
福
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の
担
当
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福
祉
・
保
育
の
担
当

生
活
保
護
の
担
当

地
域
福
祉
・
地
域
共
生
の
担
当

保
健
医
療
の
担
当
（
国
民
健
康
保
険
、

健
康
増
進
、
医
療
政
策
等
）

雇
用
・
労
働
施
策
の
担
当

住
宅
施
策
の
担
当

商
工
や
地
場
産
業
の
担
当

市
民
活
動
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
住
民
参
加
の
担

当 公
共
交
通
の
担
当

農
林
水
産
業
の
振
興
の
担
当

教
育
委
員
会

消
費
生
活
の
担
当

防
災
の
担
当

そ
の
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22 19 18 10 16 20 21 19 20 6 13 13 6 11 17 15 7
100.0% 86.4% 81.8% 45.5% 72.7% 90.9% 95.5% 86.4% 90.9% 27.3% 59.1% 59.1% 27.3% 50.0% 77.3% 68.2% 31.8%

 
 

図表２－64 行政組織内の関係部署との連携に困難を感じた点（複数回答） 

 
 
③ 計画作成に向けた外部の者が入る会議（計画作成委員会等） 

 計画作成に向けた外部の者が入る会議は、「設置した」都道府県が 56.1％、「既存の会議で計
画案を議論した」都道府県が 43.9％となっている。 
 会議に参画した者は、「保健医療関係者」「福祉関係者」「学識経験者」との回答が 100.0%、
100.0%、97.6%となっているほか、「認知症の人の家族等」との回答も 75.6％であった。 

 
図表２－65 計画作成に向けた外部の者が入る会議（計画作成委員会等）の設置状況等 

 
 
図表２－66 会議に参画した者（ヒアリング等を含む。）（複数回答） 

 
 
  

調
査
数

他
部
署
で
ど
の
よ
う
な
施
策
・
事
業
を

行
っ
て
い
る
の
か
が
わ
か
ら
な
か
っ
た

他
部
署
で
ど
の
よ
う
な
デ
ー
タ
を
持
っ

て
い
る
の
か
が
わ
か
ら
な
か
っ
た

他
部
署
の
担
当
者
の
協
力
を
得
る
こ
と

が
難
し
か
っ
た

問
題
意
識
や
目
標
の
共
有
が
難
し
か
っ

た 計
画
に
盛
り
込
む
施
策
・
事
業
の
内
容

を
調
整
す
る
こ
と
が
難
し
か
っ
た

そ
の
他

困
難
は
特
に
な
か
っ
た

41 12 10 4 17 20 1 10
100.0% 29.3% 24.4% 9.8% 41.5% 48.8% 2.4% 24.4%

調査数
設置した（審議会等の下に、
計画作成の部会等を設置する

場合を含む）
既存の会議で計画案を議論した

外部の者が入った会議で
計画案を議論していない

41 23 18 0
100.0% 56.1% 43.9% 0.0%

調
査
数

学
識
経
験
者

保
健
医
療
関
係
者

福
祉
関
係
者

第
１
号
被
保
険
者
の
代
表
と
し
て
参
画
し
た

者 第
２
号
被
保
険
者
の
代
表
と
し
て
参
画
し
た

者 介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
代
表

と
し
て
参
画
し
た
者
（
認
知
症
の
人
本
人
を

除
く
）

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の
家
族

の
代
表
と
し
て
参
画
し
た
者
（
認
知
症
の
人

の
家
族
等
を
除
く
）

認
知
症
の
人
本
人

認
知
症
の
人
の
家
族
等

※
「
家
族
そ
の
他
認
知
症
の
人
と
日
常
生
活

に
お
い
て
密
接
な
関
係
を
有
す
る
者
」

そ
の
他

41 40 41 41 20 8 7 4 5 31 19
100.0% 97.6% 100.0% 100.0% 48.8% 19.5% 17.1% 9.8% 12.2% 75.6% 46.3%
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④ パブリックコメントの実施状況 
 パブリックコメントは、全ての都道府県で実施している。 

 
図表２－67 パブリックコメントの実施状況 

 
  
⑤ 計画作成に向けたスケジュール 

行政組織内の検討体制を設けた時期は、2023 年７～９月が 40.9％と最も多いほか、2023 年
４～６月、2023 年 10 月以降が 18.2％だった。 

外部の者が入った会議を設けた・開催した時期は、2023 年７～９月が 46.3％と最も多いほ
か、2023 年１～３月が 17.1％であった。 

 
図表２－68 行政組織内の検討体制を設けた時期 

 
 
図表２－69 外部の者が入った会議を設けた・開催した時期 

 
 
⑥ 第９期計画の公表 

第９期計画の公表（予定）は、全ての都道府県で「ホームページで公表する予定」となっ
ている。 

 
図表２－70 第９期計画の公表（予定）（複数回答） 

 
 
    

調査数
実施した

（予定を含む）
実施しなかった

41 41 0
100.0% 100.0% 0.0%

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７～９月

2023年
10月以降

0 2 0 1 2 4 9 4
0.0% 9.1% 0.0% 4.5% 9.1% 18.2% 40.9% 18.2%

調査数 2021年
2022年
１～６月

2022年
７～12月

2023年
１～３月

2023年
４～６月

2023年
７～９月

2023年
10月以降

41 4 1 3 7 4 19 3
100.0% 9.8% 2.4% 7.3% 17.1% 9.8% 46.3% 7.3%

調査数 ホームページで公表する予定
ホームページ以外の方法（紙
での配布等）で公表する予定

公表しない予定 決まっていない

41 41 19 0 0
100.0% 100.0% 46.3% 0.0% 0.0%
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⑦ 計画の検討体制等 
 担当者の介護保険や高齢者福祉に関する業務の経験年数は、３年以上５年未満、３年未満、
５年以上 10 年未満が 41.5%、39.0%、17.1%となっており、保険者と比較して経験年数が５
年未満の職員が多くなっている。 

担当者が従事したことがある業務は、「予算編成」「介護保険事業計画以外の行政計画の作成」
「第８期以前の介護保険事業計画の作成」との回答が 51.2%、22.0%、19.5%となっている。 

また、外部委託を活用した事項は、「外部委託は活用していない」との回答が 58.5％となっ
ており、活用した事項では、「各種調査等の集計・分析」「その他の方法による地域分析」との
回答が 26.8％、19.5％となっている。 

 
図表２－71 担当者の介護保険や高齢者福祉に関する業務の経験年数 

 
 
図表２－72 担当者が従事したことがある業務（複数回答） 

 
 
図表２－73 外部委託を活用した事項（複数回答） 

 
 
⑧ 介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画 

介護保険事業計画と一つの計画として作成した他の計画（老人福祉計画を除く。）は、「介護
給付適正化計画」「認知症施策推進計画」との回答が 82.9％、43.9％と多くなっている。 

調査数
３年
未満

３年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上

41 16 17 7 1 0 0
100.0% 39.0% 41.5% 17.1% 2.4% 0.0% 0.0%

調査数
第８期以前の介護保険事

業計画の作成
介護保険事業計画以外の

行政計画の作成
予算編成

左記のいずれの業務も従
事したことがない

41 8 9 21 13
100.0% 19.5% 22.0% 51.2% 31.7%

調
査
数

計
画
作
成
に
向
け
た
伴
走
的
支
援

各
種
調
査
等
の
集
計
・
分
析

厚
生
労
働
省
が
示
す
「
点
検
ツ
ー

ル
」
を
活
用
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ

ス
テ
ム
の
構
築
状
況
の
点
検

そ
の
他
の
方
法
に
よ
る
地
域
分
析

計
画
案
文
の
執
筆

サ
ー
ビ
ス
見
込
量
の
推
計

会
議
の
資
料
作
成
や
運
営
補
助

そ
の
他
の
業
務
を
委
託

外
部
委
託
は
活
用
し
て
い
な
い

41 3 11 1 8 2 2 5 2 24
100.0% 7.3% 26.8% 2.4% 19.5% 4.9% 4.9% 12.2% 4.9% 58.5%
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図表２－74 介護保険事業支援計画と一つの計画として作成した計画（老人福祉計画を除く。）
（複数回答） 

 
 
（２）介護保険事業支援計画の記載事項 
① 介護保険事業支援計画における目標等 

＜市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組＞ 
市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組に関する目標は、「「アウトカム」に関

する指標で計測する目標を記載した」都道府県は 92.7％と、第８期から 15 ポイント弱増加し
ている。 

アウトカムに関する指標で計測する具体的な目標と指標については、図表 2- 79 のとおり。 
＜市町村が行う介護給付の適正化の取組＞ 

市町村が行う介護給付の適正化の取組に関する目標は、「ケアプラン点検、住宅改修等の点
検・福祉用具購入・貸与調査」について定量的な目標を設定した都道府県が 78.0％と最も多く
なっている。 
＜上記以外の分野＞ 

自立支援等・介護給付の適正化以外の分野に関する目標は、「「アウトプット」に関する指標
で計測する目標を記載した」「「アウトカム」に関する指標で計測する目標を記載した」都道府
県が 87.8％と最も多くなっている。 

目標を記載した都道府県についてその目標を記載した分野は、「介護現場の生産性向上、人
材確保」「認知症に関する支援」との回答が 95％を超えているほか、「地域包括支援センター」
「その他」以外の項目がいずれも 60％を超えている。 

アウトカムに関する指標で計測する具体的な目標と指標については、図表 2- 80 のとおり。 
  
図表２－75 市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組に関する目標（複数回答） 

 
 
 

調
査
数

介
護
給
付
適
正
化
計
画

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
基
本
計

画 認
知
症
施
策
推
進
計
画

地
域
福
祉
計
画

障
害
者
計
画
、
障
害
福
祉
計
画
・

障
害
児
福
祉
計
画

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

健
康
増
進
計
画

医
療
計
画

高
齢
者
居
住
安
定
確
保
計
画

そ
の
他

該
当
す
る
介
護
保
険
事
業
支
援
計

画
以
外
の
計
画
は
な
い

41 34 1 18 3 2 0 3 3 5 3 5
100.0% 82.9% 2.4% 43.9% 7.3% 4.9% 0.0% 7.3% 7.3% 12.2% 7.3% 12.2%

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 2 2 28 29 32 38 3 2 1 0

100.0% 4.9% 4.9% 68.3% 70.7% 78.0% 92.7% 7.3% 4.9% 2.4% 0.0%

無
回
答

調
査
数

施
策
・
事
業
へ
の
投
入
資
源

（
予
算
、
人
員
等
）
を
測
る

「
イ
ン
プ
ッ
ト
」
に
関
す
る

指
標
で
計
測
す
る
目
標
を
記

載
し
た

施
策
・
事
業
を
実
施
し
た
こ

と
に
よ
る
結
果
を
測
る
「
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
」
に
関
す
る
指

標
で
計
測
す
る
目
標
を
記
載

し
た

施
策
・
事
業
が
対
象
に
も
た

ら
し
た
変
化
を
測
る
「
ア
ウ

ト
カ
ム
」
に
関
す
る
指
標
で

計
測
す
る
目
標
を
記
載
し
た

目
標
は
設
定
し
た
が
、
そ
の

達
成
状
況
を
計
測
す
る
指
標

は
記
載
し
て
い
て
い
な
い
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図表２－74 介護保険事業支援計画と一つの計画として作成した計画（老人福祉計画を除く。）
（複数回答） 

 
 
（２）介護保険事業支援計画の記載事項 
① 介護保険事業支援計画における目標等 

＜市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組＞ 
市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組に関する目標は、「「アウトカム」に関

する指標で計測する目標を記載した」都道府県は 92.7％と、第８期から 15 ポイント弱増加し
ている。 

アウトカムに関する指標で計測する具体的な目標と指標については、図表 2- 79 のとおり。 
＜市町村が行う介護給付の適正化の取組＞ 

市町村が行う介護給付の適正化の取組に関する目標は、「ケアプラン点検、住宅改修等の点
検・福祉用具購入・貸与調査」について定量的な目標を設定した都道府県が 78.0％と最も多く
なっている。 
＜上記以外の分野＞ 

自立支援等・介護給付の適正化以外の分野に関する目標は、「「アウトプット」に関する指標
で計測する目標を記載した」「「アウトカム」に関する指標で計測する目標を記載した」都道府
県が 87.8％と最も多くなっている。 

目標を記載した都道府県についてその目標を記載した分野は、「介護現場の生産性向上、人
材確保」「認知症に関する支援」との回答が 95％を超えているほか、「地域包括支援センター」
「その他」以外の項目がいずれも 60％を超えている。 

アウトカムに関する指標で計測する具体的な目標と指標については、図表 2- 80 のとおり。 
  
図表２－75 市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組に関する目標（複数回答） 

 
 
 

調
査
数

介
護
給
付
適
正
化
計
画

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
基
本
計

画 認
知
症
施
策
推
進
計
画

地
域
福
祉
計
画

障
害
者
計
画
、
障
害
福
祉
計
画
・

障
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児
福
祉
計
画
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子
育
て
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事
業
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画

健
康
増
進
計
画

医
療
計
画

高
齢
者
居
住
安
定
確
保
計
画

そ
の
他

該
当
す
る
介
護
保
険
事
業
支
援
計

画
以
外
の
計
画
は
な
い

41 34 1 18 3 2 0 3 3 5 3 5
100.0% 82.9% 2.4% 43.9% 7.3% 4.9% 0.0% 7.3% 7.3% 12.2% 7.3% 12.2%

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 2 2 28 29 32 38 3 2 1 0

100.0% 4.9% 4.9% 68.3% 70.7% 78.0% 92.7% 7.3% 4.9% 2.4% 0.0%

無
回
答

調
査
数

施
策
・
事
業
へ
の
投
入
資
源

（
予
算
、
人
員
等
）
を
測
る

「
イ
ン
プ
ッ
ト
」
に
関
す
る

指
標
で
計
測
す
る
目
標
を
記

載
し
た
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策
・
事
業
を
実
施
し
た
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と
に
よ
る
結
果
を
測
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「
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ウ
ト
プ
ッ
ト
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に
関
す
る
指

標
で
計
測
す
る
目
標
を
記
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施
策
・
事
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が
対
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に
も
た

ら
し
た
変
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測
る
「
ア
ウ

ト
カ
ム
」
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関
す
る
指
標
で

計
測
す
る
目
標
を
記
載
し
た

目
標
は
設
定
し
た
が
、
そ
の

達
成
状
況
を
計
測
す
る
指
標

は
記
載
し
て
い
て
い
な
い

 
 

図表２－76 市町村が行う介護給付の適正化の取組に関する目標（複数回答） 

 
※「その他」では、「給付実績の活用及び介護給付費通知」「介護給付適正化主要３事業すべてを実施している保

険者の割合」等の回答があった。 
 
図表２－77 市町村が行う自立支援等・介護給付の適正化以外の分野に関する目標（複数回答） 

 
 
図表２－78 目標を記載した分野（市町村が行う自立支援等・介護給付の適正化を除く）（複数回答） 

 
※「その他」では、「高齢者の生きがいづくり」「災害及び感染症対策に係る体制整備」等の回答があった。 
 

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 23 23 30 32 24 25 9 6 4 5 2 2

100.0% 56.1% 56.1% 73.2% 78.0% 58.5% 61.0% 22.0% 14.6% 9.8% 12.2% 4.9% 4.9%

無
回
答

調
査
数

「
要
介
護
認
定
の
適
正
化
」
に

関
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
定
量

的
な
目
標
を
設
定
し
た

「
ケ
ア
プ
ラ
ン
点
検
、
住
宅
改

修
等
の
点
検
・
福
祉
用
具
購

入
・
貸
与
調
査
」
に
関
す
る
取

組
に
つ
い
て
、
定
量
的
な
目
標

を
設
定
し
た

「
医
療
情
報
と
の
突
合
、
縦
覧

点
検
」
に
関
す
る
取
組
に
つ
い

て
、
定
量
的
な
目
標
を
設
定
し

た 「
そ
の
他
」
の
取
組
に
つ
い

て
、
定
量
的
な
目
標
を
設
定
し

た 定
量
的
な
目
標
を
設
定
し
て
い

な
い

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 3 4 36 36 32 36 2 2 0 0 1 1

100.0% 7.3% 9.8% 87.8% 87.8% 78.0% 87.8% 4.9% 4.9% 0.0% 0.0% 2.4% 2.4%

調
査
数

施
策
・
事
業
へ
の
投
入
資
源
（
予

算
、
人
員
等
）
を
測
る
「
イ
ン

プ
ッ
ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測

す
る
目
標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
を
実
施
し
た
こ
と
に

よ
る
結
果
を
測
る
「
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト
」
に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る

目
標
を
記
載
し
た

施
策
・
事
業
が
対
象
に
も
た
ら
し

た
変
化
を
測
る
「
ア
ウ
ト
カ
ム
」

に
関
す
る
指
標
で
計
測
す
る
目
標

を
記
載
し
た

目
標
は
設
定
し
た
が
、
そ
の
達
成

状
況
を
計
測
す
る
指
標
は
記
載
し

て
い
て
い
な
い

目
標
を
記
載
し
て
い
な
い

無
回
答

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
40 40 31 32 36 39 31 32 25 28 25 26 23 25 11 11 36 38 27 26 8 10 3 1

100.0% 100.0% 77.5% 80.0% 90.0% 97.5% 77.5% 80.0% 62.5% 70.0% 62.5% 65.0% 57.5% 62.5% 27.5% 27.5% 90.0% 95.0% 67.5% 65.0% 20.0% 25.0% 7.3% 2.4%

認
知
症
に
関
す
る
支
援

高
齢
者
の
権
利
擁
護

（
虐
待
防
止
対
策
、
成

年
後
見
制
度
等
）

そ
の
他

無
回
答

調
査
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
整

備
・
質
の
向
上

介
護
現
場
の
生
産
性
向

上
、
人
材
確
保

在
宅
医
療
・
介
護
連
携

生
活
支
援

高
齢
者
の
住
ま
い

地
域
ケ
ア
会
議

地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
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へ
の

高
齢

者
の

参
加

率
 

通
い

の
場

の
参

加
者

の
健

康
状

態
を

把
握

し
て

い
る

市
町

村
数

 
要

介
護

認
定

率
の

低
下

 
等

 
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
な

い
高

齢
者

数
の

割
合

 
要

支
援

・
要

介
護

認
定

率
（

年
齢

調
整

後
）

 
75

歳
以

上
85

歳
未

満
高

齢
者

の
要

介
護

認
定

率
 

要
介

護
１

以
上

の
者

が
被

保
険

者
に

占
め

る
割

合
 

要
介

護
認

定
率

（
年

齢
調

整
後

）
 

 

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

推
進

 

総
合

事
業

の
評

価
・

見
直

し
の

推
進

 
介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援

及
び

重
度

化
防

止
の

取
組

推
進

 
介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援

総
合

事
業

の
推

進
 

低
栄

養
等

の
ハ

イ
リ

ス
ク

ア
プ

ロ
ー

チ
推

進
に

取
り

組
む

市
町

村
数

 
総

合
事

業
の

評
価

・
見

直
し

に
取

り
組

む
市

町
村

数
 

短
期

集
中

予
防

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
市

町
村

数
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 図

表
２

－
79

 
市

町
村

が
行

う
自

立
支

援
、

介
護

予
防

・
重

度
化

防
止

の
取

組
に

関
す

る
具

体
的

な
目

標
及

び
「

ア
ウ

ト
カ

ム
」

に
関

す
る

指
標

 
カ

テ
ゴ

リ
ー

 
具

体
的

な
目

標
（

主
な

も
の

）
 

ア
ウ

ト
カ

ム
に

関
す

る
指

標
（

主
な

も
の

）
 

介
護

予
防

・
重

度
化

防
止

 
介

護
予

防
・

重
度

化
防

止
 

要
介

護
状

態
等

の
軽

減
・

重
度

化
防

止
 

介
護

予
防

の
推

進
（

促
進

）
 

介
護

予
防

・
健

康
づ

く
り

の
推

進
 

重
度

化
防

止
に

係
る

サ
ー

ビ
ス

の
推

進
 

高
齢

者
が

地
域

の
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

て
、

介
護

予
防

に
取

り
組

む
こ

と
が

で
き

る
 

通
い

の
場

へ
の

参
加

率
、

参
加

人
数

 
介

護
予

防
リ

ー
ダ

ー
が

活
動

し
て

い
る

「
通

い
の

場
」

の
数

 
口

腔
機

能
の

向
上

、
栄

養
改

善
に

取
り

組
む

市
町

村
数

 
低

栄
養

傾
向

者
の

割
合

 
短

期
集

中
予

防
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

数
 

通
所

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

定
員

総
数

 
第

1
号

被
保

険
者

の
軽

度
の

要
介

護
認

定
率

 
要

支
援

・
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
な

い
高

齢
者

の
割

合
 

フ
レ

イ
ル

予
防

を
実

施
す

る
市

町
村

数
 

健
康

寿
命

の
延

伸
 

健
康

寿
命

日
本

一
の

実
現

に
向

け
た

環
境

づ
く

り
 

健
康

寿
命

の
延

伸
に

向
け

た
健

康
づ

く
り

・
介

護
予

防
の

推
進

 
健

康
寿

命
の

延
伸

、
高

齢
者

の
平

均
自

立
期

間
 

健
康

寿
命

日
本

一
の

実
現

に
向

け
た

環
境

づ
く

り
 

健
康

寿
命

の
延

伸
に

向
け

た
健

康
づ

く
り

・
介

護
予

防
の

推
進

 

健
康

寿
命

、
要

介
護

２
以

上
の

年
齢

調
整

後
認

定
率

 
短

期
集

中
予

防
サ

ー
ビ

ス
実

施
市

町
村

数
、

利
用

者
数

 
県

内
市

町
村

に
お

け
る

総
合

型
地

域
ス

ポ
ー

ツ
ク

ラ
ブ

設
置

率
 

特
定

健
康

診
査

の
受

診
率

、
特

定
保

健
指

導
の

受
診

率
 

通
い

の
場

へ
の

高
齢

者
の

参
加

率
 

通
い

の
場

の
参

加
者

の
健

康
状

態
を

把
握

し
て

い
る

市
町

村
数

 
要

介
護

認
定

率
の

低
下

 
等

 
要

介
護

認
定

を
受

け
て

い
な

い
高

齢
者

数
の

割
合

 
要

支
援

・
要

介
護

認
定

率
（

年
齢

調
整

後
）

 
75

歳
以

上
85

歳
未

満
高

齢
者

の
要

介
護

認
定

率
 

要
介

護
１

以
上

の
者

が
被

保
険

者
に

占
め

る
割

合
 

要
介

護
認

定
率

（
年

齢
調

整
後

）
 

 

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

推
進

 

総
合

事
業

の
評

価
・

見
直

し
の

推
進

 
介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援

及
び

重
度

化
防

止
の

取
組

推
進

 
介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援

総
合

事
業

の
推

進
 

低
栄

養
等

の
ハ

イ
リ

ス
ク

ア
プ

ロ
ー

チ
推

進
に

取
り

組
む

市
町

村
数

 
総

合
事

業
の

評
価

・
見

直
し

に
取

り
組

む
市

町
村

数
 

短
期

集
中

予
防

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
市

町
村

数
 

 
 

短
期

集
中

予
防

サ
ー

ビ
ス

実
施

市
町

村
数

 
介

護
予

防
強

化
型

サ
ー

ビ
ス

に
取

り
組

む
保

険
者

数
 

低
栄

養
等

の
ハ

イ
リ

ス
ク

ア
プ

ロ
ー

チ
推

進
 

通
い

の
場

へ
の

参
加

率
 

地
域

ケ
ア

会
議

等
に

お
い

て
地

域
課

題
を

明
ら

か
に

し
、

こ
れ

を
解

決
す

る
た

め
の

施
策

を
実

施
し

、
効

果
を

検
証

し
て

い
る

市
町

村
数

 
一

般
介

護
予

防
事

業
の

推
進

 
地

域
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
深

化
・

推
進

、
フ

レ
イ

ル
予

防
の

取
組

強
化

等
 

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

介
護

予
防

教
室

 

要
介

護
認

定
者

数
・

割
合

 
延

べ
実

施
箇

所
数

 

通
い

の
場

の
推

進
 

通
い

の
場

の
参

加
率

、
高

齢
者

人
数

、
設

置
数

 
介

護
予

防
に

資
す

る
住

民
主

体
の

通
い

の
場

が
あ

る
市

町
村

数
 

高
齢

人
口

に
占

め
る

参
加

率
 

「
通

い
の

場
」

設
置

数
 

高
齢

者
の

社
会

参
加

・
生

き
が

い
づ

く
り

の
推

進
 

高
齢

者
の

社
会

参
加

と
地

域
づ

く
り

の
推

進
 

高
齢

者
が

何
ら

か
の

社
会

参
加

を
行

っ
て

い
る

 
地

域
に

お
け

る
活

動
へ

の
参

加
率

の
増

加
 

高
齢

者
が

元
気

で
い

き
い

き
と

す
ご

す
 

高
齢

者
の

生
き

が
い

づ
く

り
、

介
護

現
場

の
労

働
力

確
保

 

健
康

寿
命

、
生

き
が

い
を

感
じ

る
人

の
率

、
社

会
的

な
活

動
を

行
う

高
齢

者
の

割
合

 
地

域
に

お
け

る
活

動
へ

の
参

加
率

 
●

●
●

●
人

材
バ

ン
ク

登
録

数
 

「
介

護
助

手
」

の
雇

用
人

数
 

地
域

ケ
ア

会
議

の
推

進
 

市
町

全
域

の
地

域
ケ

ア
会

議
実

施
市

町
数

 
自

立
支

援
型

ケ
ア

会
議

の
開

催
回

数
 

地
域

ケ
ア

会
議

の
定

期
的

な
開

催
の

推
進

 
地

域
ケ

ア
会

議
に

お
い

て
政

策
提

言
を

実
施

し
て

い
る

市
町

地
域

 
リ

ハ
専

門
職

が
地

域
ケ

ア
会

議
に

関
与

し
て

い
る

保
険

者
数

 

市
町

全
域

の
地

域
ケ

ア
会

議
実

施
市

町
数

 
地

域
ケ

ア
会

議
を

定
期

的
に

開
催

し
て

い
る

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
割

合
 

 

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
 

適
切

な
介

護
サ

ー
ビ

ス
等

の
提

供
 

希
望

に
応

じ
た

サ
ー

ビ
ス

が
必

要
な

時
に

受
け

ら
れ

る
 

訪
問

看
護

、
看

護
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

、
定

期
巡

回
・

随
時

対
応

型
訪

問
看

護
の

利
用

者
数

 

要
支

援
・

要
介

護
認

定
者

千
人

当
た

り
居

宅
・

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

数
 

自
立

支
援

に
資

す
る

適
切

な
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

状
況

 
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
定

員
総

数
 

介
護

人
材

の
確

保
/

介
護

現
場

の
生

産
介

護
人

材
の

確
保

対
策

の
推

進
及

び
介

護
現

場
の

生
産

性
向

上
 

介
護

現
場

の
労

働
力

確
保

 
業

務
効

率
化

の
た

め
の

IC
T

導
入

事
業

所
数

 
ロ

ボ
ッ

ト
・

IC
T

を
導

入
す

る
事

業
所

比
率
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性
向

上
 

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

、
職

場
環

境
向

上
 

「
介

護
助

手
」

の
雇

用
人

数
 

在
宅

医
療

・
介

護
の

連
携

推
進

 
在

宅
医

療
・

介
護

の
連

携
推

進
 

介
護

支
援

等
連

携
指

導
を

受
け

た
患

者
数

（
１

号
被

保
険

者
10

万
人

対
）  

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

利
用

人
員

、
在

宅
死

亡
率

 

認
知

症
施

策
の

推
進

 
認

知
症

施
策

の
推

進
 

認
知

症
カ

フ
ェ

の
支

援
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

数
 

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
の

整
備

 

相
談

窓
口

を
知

っ
て

い
る

県
民

の
割

合
 

認
知

症
カ

フ
ェ

の
設

置
数

 
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
養

成
数

 
認

知
症

サ
ポ

ー
ト

医
数

 
そ

の
他

 
保

険
者

機
能

の
強

化
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

推
進

の
た

め
の

支
援

 
自

立
支

援
に

資
す

る
ひ

と
り

暮
ら

し
高

齢
者

見
守

り
活

動
の

推
進

 

国
の

評
価

指
標

（
都

道
府

県
）

の
得

点
率

、
国

の
評

価
指

標
の

得
点

が
全

国
平

均
を

上
回

っ
た

市
町

数
 

通
い

の
場

に
参

加
す

る
高

齢
者

の
割

合
 

見
守

り
活

動
チ

ー
ム

が
活

動
し

て
い

る
小

地
域

の
割

合
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性
向

上
 

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

、
職

場
環

境
向

上
 

「
介

護
助

手
」

の
雇

用
人

数
 

在
宅

医
療

・
介

護
の

連
携

推
進

 
在

宅
医

療
・

介
護

の
連

携
推

進
 

介
護

支
援

等
連

携
指

導
を

受
け

た
患

者
数

（
１

号
被

保
険

者
10

万
人

対
）  

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

利
用

人
員

、
在

宅
死

亡
率

 

認
知

症
施

策
の

推
進

 
認

知
症

施
策

の
推

進
 

認
知

症
カ

フ
ェ

の
支

援
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

養
成

数
 

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
の

整
備

 

相
談

窓
口

を
知

っ
て

い
る

県
民

の
割

合
 

認
知

症
カ

フ
ェ

の
設

置
数

 
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
養

成
数

 
認

知
症

サ
ポ

ー
ト

医
数

 
そ

の
他

 
保

険
者

機
能

の
強

化
 

地
域

包
括

ケ
ア

シ
ス

テ
ム

推
進

の
た

め
の

支
援

 
自

立
支

援
に

資
す

る
ひ

と
り

暮
ら

し
高

齢
者

見
守

り
活

動
の

推
進

 

国
の

評
価

指
標

（
都

道
府

県
）

の
得

点
率

、
国

の
評

価
指

標
の

得
点

が
全

国
平

均
を

上
回

っ
た

市
町

数
 

通
い

の
場

に
参

加
す

る
高

齢
者

の
割

合
 

見
守

り
活

動
チ

ー
ム

が
活

動
し

て
い

る
小

地
域

の
割

合
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自

立
支

援
・

介
護

予
防

等
及

び
給

付
適

正
化

以
外

の
分

野
に

お
け

る
具

体
的

な
目

標
及

び
「

ア
ウ

ト
カ

ム
」

に
関

す
る

指
標

 
カ

テ
ゴ

リ
ー

 
具

体
的

な
目

標
（

主
な

も
の

）
 

ア
ウ

ト
カ

ム
に

関
す

る
指

標
（

主
な

も
の

）
 

在
宅

生
活

の
継

続
 

最
期

ま
で

在
宅

生
活

を
選

択
で

き
る

環
境

が
あ

る
 

自
宅

で
療

養
し

な
が

ら
最

期
ま

で
過

ご
す

こ
と

が
で

き
る

と
思

う
高

齢
者

の
割

合
の

増
加

 
多

職
種

連
携

が
進

み
、

在
宅

生
活

を
継

続
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

在
宅

等
で

の
看

取
り

（
死

亡
）

の
割

合
 

自
宅

で
療

養
し

な
が

ら
最

期
ま

で
過

ご
す

こ
と

が
で

き
る

と
思

う
高

齢
者

の
割

合
 

要
介

護
３

以
上

の
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
率

 
介

護
サ

ー
ビ

ス
の

整
備

・
提

供
 

等
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整

備
、

介
護

サ
ー

ビ
ス

の
充

実
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

受
給

割
合

 
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
ユ

ニ
ッ

ト
化

率
 

AD
L

維
持

等
加

算
を

算
定

す
る

介
護

事
業

所
の

割
合

 
介

護
事

業
所

に
お

け
る

業
務

継
続

計
画

（
Ｂ

Ｃ
Ｐ

）
の

作
成

支
援

 
県

民
モ

ニ
タ

ー
調

査
の

「
介

護
で

不
安

を
感

じ
る

こ
と

」
 

特
別

養
護

老
人

ホ
ー

ム
の

定
員

数
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

受
給

割
合

 
第

１
号

被
保

険
者

一
人

あ
た

り
の

介
護

給
付

費
県

平
均

 
自

然
災

害
発

生
時

の
Ｂ

Ｃ
Ｐ

の
作

成
割

合
 

 

介
護

人
材

の
確

保
/

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

・
定

着
促

進
 

介
護

人
材

の
確

保
、

資
質

向
上

、
離

職
防

止
・

定
着

促
進

 
福

祉
・

介
護

人
材

の
養

成
 

介
護

従
事

者
の

採
用

率
と

離
職

率
の

差
 

介
護

職
員

の
離

職
者

に
占

め
る

勤
続

1
年

未
満

の
者

の
割

合
 

福
祉

系
コ

ー
ス

生
徒

・
学

生
の

県
内

介
護

施
設

就
職

率
 

介
護

現
場

の
生

産
性

向
上

 
介

護
支

援
先

進
機

器
を

導
入

し
て

い
る

介
護

保
険

施
設

の
割

合
 

一
定

の
基

準
を

満
た

し
た

事
業

所
の

登
録

制
度

の
登

録
数

 

介
護

職
員

数
、

離
職

率
、

介
護

支
援

専
門

員
登

録
者

数
 

外
国

人
介

護
職

員
数

、
介

護
福

祉
士

養
成

施
設

の
外

国
人

入
学

者
数

 
認

証
評

価
制

度
認

証
法

人
数

 
入

所
系

介
護

施
設

の
介

護
ロ

ボ
ッ

ト
導

入
率

 
介

護
ロ

ボ
ッ

ト
・

Ｉ
Ｃ

Ｔ
機

器
等

を
導

入
し

て
い

る
入

所
系

施
設

、
医

療
的

ケ
ア

を
実

施
で

き
る

介
護

職
員

等
の

認
定

件
数

 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
機

能
強

化
 

等
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
機

能
強

化
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

状
況

調
査

の
評

価
結

果
 

家
族

介
護

者
へ

の
支

援
の

充
実

 
地

域
ケ

ア
推

進
会

議
を

実
施

し
て

い
る

市
町

数
 

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
運

営
方

針
等

の
改

善
に

よ
り

、
支

援
体

制
を

強
化

し
た

市
町

村
数

 

生
活

支
援

の
充

実
、

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
支

援
内

容
の

改
善

見
直

し
を

行
っ

て
多

様
な

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

を
立

ち
上

げ
た

市
町

村
数
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 支

え
あ

い
 

い
る

市
町

村
数

 
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
研

修
の

受
講

率
 

多
様

な
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

創
出

 
多

様
な

主
体

が
と

も
に

支
え

合
う

地
域

共
生

社
会

の
実

現
 

地
域

で
の

助
け

合
い

の
仕

組
み

づ
く

り
 

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

件
数

 
IC

T
を

活
用

し
た

見
守

り
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

整
備

す
る

市
町

村
数

 

総
合

事
業

で
住

民
主

体
の

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
市

町
村

数
 

住
民

同
士

の
支

え
合

い
に

よ
り

生
活

上
の

困
り

ご
と

を
解

決
す

る
仕

組
み

の
状

況
、

高
齢

者
の

自
立

支
援

・
介

護
予

防
に

向
け

、
多

職
種

が
連

携
し

、
地

域
課

題
の

抽
出

と
課

題
解

決
に

取
り

組
む

体
制

の
状

況
 

第
２

層
協

議
体

を
１

つ
以

上
設

置
し

た
市

町
村

数
 

見
守

り
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

し
て

い
る

市
町

村
数

 

社
会

参
加

、生
き

が
い

 
社

会
参

加
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

参
加

す
る

地
域

活
動

が
「

特
に

な
い

」
高

齢
者

の
割

合
 

い
き

い
き

し
た

高
齢

期
の

実
現

 
老

人
ク

ラ
ブ

新
規

加
入

会
員

数
 

老
人

ク
ラ

ブ
の

累
計

加
入

数
、

老
人

ク
ラ

ブ
加

入
率

 
通

い
の

場
に

参
加

し
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
健

康
寿

命
の

延
伸

 
県

健
康

福
祉

祭
等

の
ス

ポ
ー

ツ
・

文
化

交
流

大
会

等
の

参
加

者
数

 
医

療
・

介
護

連
携

の
推

進
 

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
の

推
進

、
一

体
的

な
提

供
体

制
の

充
実

 
在

宅
医

療
の

推
進

 
在

宅
医

療
・

介
護

連
携

推
進

事
業

の
充

実
 

医
療

・
介

護
関

係
者

の
情

報
共

有
ツ

ー
ル

を
作

成
す

る
市

町
村

数
 

医
療

が
必

要
に

な
っ

て
も

自
宅

で
暮

ら
せ

る
 

自
宅

で
療

養
し

な
が

ら
最

期
ま

で
過

ご
す

こ
と

が
で

き
る

と
思

う
高

齢
者

の
割

合
の

増
加

 

介
護

支
援

等
連

携
指

導
を

受
け

た
患

者
数

 
訪

問
診

療
、

訪
問

看
護

を
受

け
た

患
者

数
 

在
宅

看
取

り
を

受
け

た
患

者
数

 
入

退
院

支
援

を
実

施
し

て
い

る
診

療
所

数
・

病
院

数
 

PD
CA

サ
イ

ク
ル

に
沿

っ
て

医
療

・
介

護
連

携
推

進
事

業
を

推
進

し
て

い
る

市
町

村
数

 
人

生
の

最
後

の
迎

え
方

に
つ

い
て

話
し

合
っ

た
経

験
が

あ
る

割
合

 
認

知
症

施
策

の
推

進
 

認
知

症
施

策
の

推
進

、
認

知
症

の
理

解
促

進
 

地
域

で
支

え
る

認
知

症
の

支
援

体
制

の
整

備
 

認
知

症
施

策
の

推
進

_社
会

参
加

 
認

知
症

の
人

が
参

加
及

び
意

思
表

示
し

や
す

い
環

境
整

備
、

施
策

立
案

時
の

本
人

・
家

族
等

の
意

見
の

考
慮

 
認

知
症

の
人

に
対

す
る

介
護

の
質

の
向

上
 

認
知

症
の

対
応

に
つ

い
て

不
安

に
感

じ
て

い
る

介
護

者
の

割
合

 

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
等

の
設

置
市

町
村

数
 

認
知

症
に

な
っ

た
と

き
、

住
み

慣
れ

た
地

域
で

暮
ら

し
続

け
る

こ
と

が
で

き
る

と
思

う
人

の
割

合
 

認
知

症
カ

フ
ェ

等
設

置
市

町
村

数
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

数
 

認
知

症
の

対
応

に
つ

い
て

不
安

に
感

じ
て

い
る

介
護

者
の

割
合

 
早

期
診

断
や

専
門

的
な

医
療

・
ケ

ア
を

提
供

す
る

仕
組

み
、

地
域

で
支

え
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 支

え
あ

い
 

い
る

市
町

村
数

 
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
研

修
の

受
講

率
 

多
様

な
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

創
出

 
多

様
な

主
体

が
と

も
に

支
え

合
う

地
域

共
生

社
会

の
実

現
 

地
域

で
の

助
け

合
い

の
仕

組
み

づ
く

り
 

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

件
数

 
IC

T
を

活
用

し
た

見
守

り
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

整
備

す
る

市
町

村
数

 

総
合

事
業

で
住

民
主

体
の

サ
ー

ビ
ス

を
実

施
す

る
市

町
村

数
 

住
民

同
士

の
支

え
合

い
に

よ
り

生
活

上
の

困
り

ご
と

を
解

決
す

る
仕

組
み

の
状

況
、

高
齢

者
の

自
立

支
援

・
介

護
予

防
に

向
け

、
多

職
種

が
連

携
し

、
地

域
課

題
の

抽
出

と
課

題
解

決
に

取
り

組
む

体
制

の
状

況
 

第
２

層
協

議
体

を
１

つ
以

上
設

置
し

た
市

町
村

数
 

見
守

り
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

し
て

い
る

市
町

村
数

 

社
会

参
加

、生
き

が
い

 
社

会
参

加
し

て
い

る
高

齢
者

の
割

合
 

参
加

す
る

地
域

活
動

が
「

特
に

な
い

」
高

齢
者

の
割

合
 

い
き

い
き

し
た

高
齢

期
の

実
現

 
老

人
ク

ラ
ブ

新
規

加
入

会
員

数
 

老
人

ク
ラ

ブ
の

累
計

加
入

数
、

老
人

ク
ラ

ブ
加

入
率

 
通

い
の

場
に

参
加

し
て

い
る

高
齢

者
の

割
合

 
健

康
寿

命
の

延
伸

 
県

健
康

福
祉

祭
等

の
ス

ポ
ー

ツ
・

文
化

交
流

大
会

等
の

参
加

者
数

 
医

療
・

介
護

連
携

の
推

進
 

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
の

推
進

、
一

体
的

な
提

供
体

制
の

充
実

 
在

宅
医

療
の

推
進

 
在

宅
医

療
・

介
護

連
携

推
進

事
業

の
充

実
 

医
療

・
介

護
関

係
者

の
情

報
共

有
ツ

ー
ル

を
作

成
す

る
市

町
村

数
 

医
療

が
必

要
に

な
っ

て
も

自
宅

で
暮

ら
せ

る
 

自
宅

で
療

養
し

な
が

ら
最

期
ま

で
過

ご
す

こ
と

が
で

き
る

と
思

う
高

齢
者

の
割

合
の

増
加

 

介
護

支
援

等
連

携
指

導
を

受
け

た
患

者
数

 
訪

問
診

療
、

訪
問

看
護

を
受

け
た

患
者

数
 

在
宅

看
取

り
を

受
け

た
患

者
数

 
入

退
院

支
援

を
実

施
し

て
い

る
診

療
所

数
・

病
院

数
 

PD
CA

サ
イ

ク
ル

に
沿

っ
て

医
療

・
介

護
連

携
推

進
事

業
を

推
進

し
て

い
る

市
町

村
数

 
人

生
の

最
後

の
迎

え
方

に
つ

い
て

話
し

合
っ

た
経

験
が

あ
る

割
合

 
認

知
症

施
策

の
推

進
 

認
知

症
施

策
の

推
進

、
認

知
症

の
理

解
促

進
 

地
域

で
支

え
る

認
知

症
の

支
援

体
制

の
整

備
 

認
知

症
施

策
の

推
進

_社
会

参
加

 
認

知
症

の
人

が
参

加
及

び
意

思
表

示
し

や
す

い
環

境
整

備
、

施
策

立
案

時
の

本
人

・
家

族
等

の
意

見
の

考
慮

 
認

知
症

の
人

に
対

す
る

介
護

の
質

の
向

上
 

認
知

症
の

対
応

に
つ

い
て

不
安

に
感

じ
て

い
る

介
護

者
の

割
合

 

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
等

の
設

置
市

町
村

数
 

認
知

症
に

な
っ

た
と

き
、

住
み

慣
れ

た
地

域
で

暮
ら

し
続

け
る

こ
と

が
で

き
る

と
思

う
人

の
割

合
 

認
知

症
カ

フ
ェ

等
設

置
市

町
村

数
 

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

数
 

認
知

症
の

対
応

に
つ

い
て

不
安

に
感

じ
て

い
る

介
護

者
の

割
合

 
早

期
診

断
や

専
門

的
な

医
療

・
ケ

ア
を

提
供

す
る

仕
組

み
、

地
域

で
支

え

 
   

  

認
知

症
カ

フ
ェ

の
設

置
数

、
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
養

成
数

 
認

知
症

サ
ポ

ー
タ

ー
の

資
質

向
上

の
取

組
や

地
域

活
動

を
支

援
す

る
取

組
を

実
施

し
て

い
る

市
町

村
数

 

る
仕

組
み

の
状

況
 

様
々

な
集

ま
り

に
お

い
て

認
知

症
当

事
者

が
参

加
活

動
し

た
回

数
 

若
年

性
認

知
症

の
雇

用
受

入
れ

事
業

所
数

 
住

ま
い

の
支

援
 

高
齢

に
な

っ
て

も
安

心
し

て
住

め
る

 
居

住
支

援
体

制
の

構
築

と
推

進
 

高
齢

者
の

居
住

す
る

住
宅

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

率
 

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
等

の
戸

数
、

居
住

支
援

協
議

会
を

設
立

し
た

区
市

町
村

の
人

口
カ

バ
ー

率
 

居
住

支
援

に
よ

る
人

口
カ

バ
ー

率
 

65
歳

以
上

の
者

が
居

住
す

る
住

宅
の

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
率

 
高

齢
者

の
権

利
擁

護
 

高
齢

者
の

尊
厳

の
保

持
と

安
全

の
確

保
、

権
利

擁
護

に
関

す
る

啓
発

 
成

年
後

見
制

度
利

用
促

進
に

係
る

市
町

村
計

画
の

策
定

 
市

民
後

見
人

養
成

実
施

市
町

数
 

虐
待

防
止

対
策

の
推

進
 

高
齢

者
施

設
等

に
お

け
る

虐
待

発
生

率
 

成
年

後
見

制
度

利
用

促
進

基
本

計
画

を
作

成
す

る
市

町
村

数
 

中
核

機
関

（
成

年
後

見
）

を
設

置
し

た
市

町
数

 

地
域

共
生

社
会

の
推

進
 

包
括

的
な

相
談

支
援

体
制

の
整

備
に

対
す

る
支

援
 

包
括

的
支

援
窓

口
を

設
置

す
る

市
町

村
数

 
 

そ
の

他
 

年
を

重
ね

て
も

、
介

護
が

必
要

に
な

っ
て

も
幸

福
を

実
感

で
き

る
 

高
齢

者
の

予
防

接
種

 
介

護
保

険
制

度
の

安
定

運
営

 
介

護
保

険
事

業
が

計
画

ど
お

り
進

ん
で

い
る

 
県

内
路

線
バ

ス
事

業
者

で
の

ノ
ン

ス
テ

ッ
プ

バ
ス

の
導

入
率

 
地

域
運

営
組

織
数

 

元
気

高
齢

者
・

居
宅

要
介

護
（

要
支

援
）

認
定

者
の

幸
福

感
 

高
齢

者
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

予
防

接
種

率
 

要
介

護
（

支
援

）
認

定
率

 
介

護
給

付
の

計
画

と
実

績
の

乖
離

率
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② 介護保険事業支援計画における「市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止等に関する
具体的な取組への支援」等に関する具体的な取組について 
＜市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止等に関する具体的な取組への支援＞ 
 「市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止等に関する具体的な取組への支援」として
計画に記載しているものは、「「通いの場」に関する取組」「介護予防・生活支援サービス事業
に関する取組」「健康増進、高齢者保健事業と介護予防事業の一体的実施に関する取組」「「地
域ケア会議」に関する取組」との回答はいずれも 90％を超えているほか、「「生活支援」に関
する取組」「「リハビリテーション」に関する取組」との回答も 80％を超えている。 
＜市町村が行う介護給付の適正化の取組への支援＞ 

「市町村が行う介護給付の適正化の取組への支援」として計画に記載されているものは、今
回の介護給付適正化事業の見直しにより主要三事業とされた「要介護認定の適正化」「ケアプ
ラン点検、住宅改修等の点検・福祉用具購入・貸与調査」との回答は 90％を超えているほ
か、「医療情報との突合、縦覧点検」との回答も 80％を超えている。 

 
図表２－81 「市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組への支援に関する取組」と

して計画に記載しているもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「災害時における高齢者等の要配慮者に対する安全の確保」「保健事業と介護予防の一体的な実

施」等の回答があった。 
 
図表２－82 市町村が行う介護給付の適正化の取組への支援に関する取組について記載したもの

（複数回答） 

 
※「その他」では、「給付実績の活用及び介護給付費通知」「介護保険財政安定化基金についての取組」等の回答が

あった。 
  

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 26 28 38 38 30 32 40 40 27 28 36 38 35 35 38 38 33 34 2 2 1 1

100.0% 63.4% 68.3% 92.7% 92.7% 73.2% 78.0% 97.6% 97.6% 65.9% 68.3% 87.8% 92.7% 85.4% 85.4% 92.7% 92.7% 80.5% 82.9% 4.9% 4.9% 2.4% 2.4%

健
康
増
進
、
高
齢
者
保
健
事
業
と
介
護
予
防
事
業
の
一
体
的
実

施
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
生
活
支
援
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
地
域
ケ
ア
会
議
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
そ
の
他
」
の
取
組
を
記
載
し
た

無
回
答

調
査
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
関
す
る
取
組
を
記
載

し
た

一
般
介
護
予
防
事
業
に
関
す
る
取
組
（
住
民
へ
の
介
護
予
防
等

の
普
及
啓
発
等
）
を
記
載
し
た
（
通
い
の
場
」
に
関
す
る
取

組
・
「
通
い
の
場
」
以
外
の
高
齢
者
の
社
会
参
加
に
関
す
る
取

組
（
就
労
的
活
動
、
収
入
の
あ
る
仕
事
を
含
む
）
を
除
く
）

「
通
い
の
場
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
通
い
の
場
」
以
外
の
高
齢
者
の
社
会
参
加
に
関
す
る
取
組

（
就
労
的
活
動
、
収
入
の
あ
る
仕
事
を
含
む
）
を
記
載
し
た

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 39 38 39 38 33 33 8 7

100.0% 95.1% 92.7% 95.1% 92.7% 80.5% 80.5% 19.5% 17.1%

調査数
「要介護認定の適正化」に関す

る取組を記載した

「ケアプラン点検、住宅改修等
の点検・福祉用具購入・貸与調
査」に関する取組を記載した

「医療情報との突合、縦覧点
検」に関する取組を記載した

「その他」の取組を記載した
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② 介護保険事業支援計画における「市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止等に関する
具体的な取組への支援」等に関する具体的な取組について 
＜市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止等に関する具体的な取組への支援＞ 
 「市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止等に関する具体的な取組への支援」として
計画に記載しているものは、「「通いの場」に関する取組」「介護予防・生活支援サービス事業
に関する取組」「健康増進、高齢者保健事業と介護予防事業の一体的実施に関する取組」「「地
域ケア会議」に関する取組」との回答はいずれも 90％を超えているほか、「「生活支援」に関
する取組」「「リハビリテーション」に関する取組」との回答も 80％を超えている。 
＜市町村が行う介護給付の適正化の取組への支援＞ 

「市町村が行う介護給付の適正化の取組への支援」として計画に記載されているものは、今
回の介護給付適正化事業の見直しにより主要三事業とされた「要介護認定の適正化」「ケアプ
ラン点検、住宅改修等の点検・福祉用具購入・貸与調査」との回答は 90％を超えているほ
か、「医療情報との突合、縦覧点検」との回答も 80％を超えている。 

 
図表２－81 「市町村が行う自立支援、介護予防・重度化防止の取組への支援に関する取組」と

して計画に記載しているもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「災害時における高齢者等の要配慮者に対する安全の確保」「保健事業と介護予防の一体的な実

施」等の回答があった。 
 
図表２－82 市町村が行う介護給付の適正化の取組への支援に関する取組について記載したもの

（複数回答） 

 
※「その他」では、「給付実績の活用及び介護給付費通知」「介護保険財政安定化基金についての取組」等の回答が

あった。 
  

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 26 28 38 38 30 32 40 40 27 28 36 38 35 35 38 38 33 34 2 2 1 1

100.0% 63.4% 68.3% 92.7% 92.7% 73.2% 78.0% 97.6% 97.6% 65.9% 68.3% 87.8% 92.7% 85.4% 85.4% 92.7% 92.7% 80.5% 82.9% 4.9% 4.9% 2.4% 2.4%

健
康
増
進
、
高
齢
者
保
健
事
業
と
介
護
予
防
事
業
の
一
体
的
実

施
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
生
活
支
援
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
地
域
ケ
ア
会
議
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
そ
の
他
」
の
取
組
を
記
載
し
た

無
回
答

調
査
数

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
関
す
る
取
組
を
記
載

し
た

一
般
介
護
予
防
事
業
に
関
す
る
取
組
（
住
民
へ
の
介
護
予
防
等

の
普
及
啓
発
等
）
を
記
載
し
た
（
通
い
の
場
」
に
関
す
る
取

組
・
「
通
い
の
場
」
以
外
の
高
齢
者
の
社
会
参
加
に
関
す
る
取

組
（
就
労
的
活
動
、
収
入
の
あ
る
仕
事
を
含
む
）
を
除
く
）

「
通
い
の
場
」
に
関
す
る
取
組
を
記
載
し
た

「
通
い
の
場
」
以
外
の
高
齢
者
の
社
会
参
加
に
関
す
る
取
組

（
就
労
的
活
動
、
収
入
の
あ
る
仕
事
を
含
む
）
を
記
載
し
た

第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期 第８期 第９期
41 39 38 39 38 33 33 8 7

100.0% 95.1% 92.7% 95.1% 92.7% 80.5% 80.5% 19.5% 17.1%

調査数
「要介護認定の適正化」に関す

る取組を記載した

「ケアプラン点検、住宅改修等
の点検・福祉用具購入・貸与調
査」に関する取組を記載した

「医療情報との突合、縦覧点
検」に関する取組を記載した

「その他」の取組を記載した

 
 

③ 第９期計画への記載の有無 
「地域共生社会の実現」の考え方や取組は、ほぼすべての都道府県が「第９期計画で取り組

む事項として記載した」と回答した。 
第９期計画に記載した推計結果は、「老人福祉圏域ごと、介護給付等対象サービスの種類ごと

の量の見込み（2040 年等の中⾧期的な推計）」「介護人材の需給（2040 年等の中⾧期的な推計）」
について 90％前後の都道府県が記載した一方、「地域密着型介護老人福祉施設及び介護保険施
設のうちのユニット型施設の入所定員（2040 年等の中⾧期的な推計）」について記載したと回
答した都道府県は 36.6％であった。 

第９期計画に記載した任意記載事項は、多くの項目で 100％近くなっているが、「特定施設入
居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入居定
員総数」「介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等」との回答は 70.7％、63.4％となって
いる。 

 
図表２－83 「地域共生社会の実現」の考え方や取組 

 
 
図表２－84 第９期計画に記載した推計結果（複数回答） 

 
 
  

調査数
第９期計画で取り組む事項

として記載した
第９期計画で取り組む事項
として記載しなかった

41 40 1
100.0% 97.6% 2.4%

調査数

老人福祉圏域ごと、介護
給付等対象サービスの種
類ごとの量の見込み

（2040年等の中⾧期的な
推計）

介護人材の需給（2040年
等の中⾧期的な推計）

地域密着型介護老人福祉
施設及び介護保険施設の
うちのユニット型施設の
入所定員（2040年等の中

⾧期的な推計）

左記のいずれも記載してい
ない

41 37 36 15 1
100.0% 90.2% 87.8% 36.6% 2.4%
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図表２－85 第９期計画に記載した任意記載事項（複数回答） 

 
 
（３）第８期計画の自己評価等及び第９期計画の検討について 
① 地域の実態把握・地域分析等 

第９期計画作成における地域の実態把握・地域分析で活用したものは、「地域包括ケア「見
える化」システム」「計画作成委員会等の会議における議論・検討」との回答が 90％前後とな
っているほか、「特別養護老人ホーム入所申込者の状況」「保険者機能強化推進交付金等の評価
結果」との回答が 50％を超えている。 

 
図表２－86 第９期計画作成における地域の実態把握・地域分析で活用したもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「市町村・介護サービス事業者へのアンケート調査」「市町村の施策の取組状況等のヒアリング」

等の回答があった。 
 

 

調
査
数

ア 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進
の

た
め
重
点
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
な
事
項

　
①
在
宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進

　
②
高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一
体

的
実
施

　
③
生
活
支
援
・
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤

整
備
の
推
進

　
④
地
域
ケ
ア
会
議
の
推
進

　
⑤
介
護
予
防
の
推
進

　
⑥
高
齢
者
の
居
住
安
定
に
係
る
施
策
と
の
連

携 イ 

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た

め
の
施
設
に
お
け
る
生
活
環
境
の
改
善
を
図
る

た
め
の
事
業
に
関
す
る
事
項

ウ 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を
支
え
る
人
材
の

確
保
及
び
介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
推
進

等 ①
人
材
の
確
保
に
関
す
る
事
項

②
介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
取
組

③
人
材
の
資
質
の
向
上
に
関
す
る
事
項

41 40 41 41 40 40 41 40 33 41 41 41 41
100.0% 97.6% 100.0% 100.0% 97.6% 97.6% 100.0% 97.6% 80.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

エ 

介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
及
び
地
域
支
援

事
業
の
円
滑
な
提
供
を
図
る
た
め
の
事
業
等
に

関
す
る
事
項

　
①
介
護
現
場
の
安
全
性
の
確
保
及
び
リ
ス
ク

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進

　
②
高
齢
者
虐
待
防
止
対
策
の
推
進

オ 

認
知
症
施
策
の
推
進

　
①
普
及
啓
発
・
本
人
発
信
支
援

　
②
予
防

　
③
医
療
・
ケ
ア
・
介
護
サ
ー
ビ
ス

　
④
認
知
症
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
推
進
・
若
年
性

認
知
症
の
人
へ
の
支
援
・
社
会
参
加
支
援

カ 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
を
受
け

て
い
な
い
有
料
老
人
ホ
ー
ム
及
び
サ
ー
ビ
ス
付

き
高
齢
者
向
け
住
宅
の
入
居
定
員
総
数

キ 

介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
に
関
す
る
事
項

ク 

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
経
営
情
報
の
調
査
及

び
分
析
等

ケ 

災
害
に
対
す
る
備
え
の
検
討

コ 

感
染
症
に
対
す
る
備
え
の
検
討

40 34 40 41 41 39 41 40 29 39 26 40 40
97.6% 82.9% 97.6% 100.0% 100.0% 95.1% 100.0% 97.6% 70.7% 95.1% 63.4% 97.6% 97.6%

調
査
数

市
町
村
が
実
施
す
る
介
護
予
防
・
日
常
生
活
圏
域

ニ
ー
ズ
調
査
、
在
宅
介
護
実
態
調
査
の
結
果

そ
の
他
住
民
へ
の
調
査
の
結
果

市
町
村
が
実
施
す
る
在
宅
生
活
改
善
調
査
、
居
所
変

更
実
態
調
査
、
介
護
人
材
実
態
調
査
の
結
果

そ
の
他
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
へ
の
調
査
の
結
果

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
入
所
申
込
者
の
状
況

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
意
見
交

換 地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
意
見

交
換

地
域
包
括
ケ
ア
「
見
え
る
化
」
シ
ス
テ
ム

要
介
護
認
定
デ
ー
タ
を
用
い
た
地
域
分
析
ツ
ー
ル

保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等
の
評
価
結
果

介
護
保
険
「
保
険
者
シ
ー
ト
」

計
画
作
成
委
員
会
等
の
会
議
に
お
け
る
議
論
・
検
討

医
療
ニ
ー
ズ
の
変
化
に
つ
い
て
の
把
握
・
分
析

そ
の
他

地
域
の
実
態
把
握
・
地
域
分
析
は
行
っ
て
い
な
い

41 17 11 5 11 23 13 10 38 5 21 7 36 8 6 0
100.0% 41.5% 26.8% 12.2% 26.8% 56.1% 31.7% 24.4% 92.7% 12.2% 51.2% 17.1% 87.8% 19.5% 14.6% 0.0%
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図表２－85 第９期計画に記載した任意記載事項（複数回答） 

 
 
（３）第８期計画の自己評価等及び第９期計画の検討について 
① 地域の実態把握・地域分析等 

第９期計画作成における地域の実態把握・地域分析で活用したものは、「地域包括ケア「見
える化」システム」「計画作成委員会等の会議における議論・検討」との回答が 90％前後とな
っているほか、「特別養護老人ホーム入所申込者の状況」「保険者機能強化推進交付金等の評価
結果」との回答が 50％を超えている。 

 
図表２－86 第９期計画作成における地域の実態把握・地域分析で活用したもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「市町村・介護サービス事業者へのアンケート調査」「市町村の施策の取組状況等のヒアリング」

等の回答があった。 
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査
数
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域
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括
ケ
ア
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ス
テ
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化
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推
進
の

た
め
重
点
的
に
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と
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な
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宅
医
療
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介
護
連
携
の
推
進
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齢
者
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健
事
業
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介
護
予
防
の
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体

的
実
施

　
③
生
活
支
援
・
介
護
予
防
サ
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ビ
ス
の
基
盤

整
備
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推
進

　
④
地
域
ケ
ア
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議
の
推
進

　
⑤
介
護
予
防
の
推
進

　
⑥
高
齢
者
の
居
住
安
定
に
係
る
施
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と
の
連
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介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た

め
の
施
設
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お
け
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生
活
環
境
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改
善
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図
る

た
め
の
事
業
に
関
す
る
事
項
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地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
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支
え
る
人
材
の

確
保
及
び
介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
推
進

等 ①
人
材
の
確
保
に
関
す
る
事
項

②
介
護
現
場
の
生
産
性
の
向
上
の
取
組
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人
材
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資
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の
向
上
に
関
す
る
事
項

41 40 41 41 40 40 41 40 33 41 41 41 41
100.0% 97.6% 100.0% 100.0% 97.6% 97.6% 100.0% 97.6% 80.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
及
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地
域
支
援
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業
の
円
滑
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提
供
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図
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た
め
の
事
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関
す
る
事
項

　
①
介
護
現
場
の
安
全
性
の
確
保
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リ
ス
ク

マ
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ト
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推
進

　
②
高
齢
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虐
待
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の
推
進

オ 

認
知
症
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の
推
進
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普
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信
支
援
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予
防
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医
療
・
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介
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サ
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ス
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認
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進
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介
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ス
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の
入
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介
護
サ
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事
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護
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ー
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ス
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業
者
経
営
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の
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析
等
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害
に
対
す
る
備
え
の
検
討

コ 

感
染
症
に
対
す
る
備
え
の
検
討

40 34 40 41 41 39 41 40 29 39 26 40 40
97.6% 82.9% 97.6% 100.0% 100.0% 95.1% 100.0% 97.6% 70.7% 95.1% 63.4% 97.6% 97.6%
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介
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介
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者
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査
の
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人
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ー
ム
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所
申
込
者
の
状
況

介
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サ
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ス
事
業
者
へ
の
ヒ
ア
リ
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グ
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換 地
域
包
括
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援
セ
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ー
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の
ヒ
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ン
グ
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意
見
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換

地
域
包
括
ケ
ア
「
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え
る
化
」
シ
ス
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要
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護
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定
デ
ー
タ
を
用
い
た
地
域
分
析
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ー
ル

保
険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等
の
評
価
結
果

介
護
保
険
「
保
険
者
シ
ー
ト
」
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画
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成
委
員
会
等
の
会
議
に
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け
る
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・
検
討

医
療
ニ
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の
変
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に
つ
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て
の
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そ
の
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域
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な
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41 17 11 5 11 23 13 10 38 5 21 7 36 8 6 0
100.0% 41.5% 26.8% 12.2% 26.8% 56.1% 31.7% 24.4% 92.7% 12.2% 51.2% 17.1% 87.8% 19.5% 14.6% 0.0%

 
 

② 第８期計画の自己評価 
第８期計画の自己評価の方法等は、「「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」の

「第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート」を利用して、第８期計画
の評価を行った」との回答が 75.6％と最も多くなっている。 

自己評価にあたり困難を感じた点は、「数値をどのように評価するとよいのかわからなかっ
た」との回答が 39.0％と最も多いほか、「第８期計画作成当時の議論の背景や過程の把握が難
しかった」「適切な自己評価の方法がわからなかった」「目標の達成状況を計測する指標が記載
されておらず、評価が難しかった」との回答も 20％を超えている。 

第８期計画における自己評価（自立支援、介護予防・重度化防止の取組を除く。）の頻度
は、「１年に１回」との回答が 87.8％と最も多かった。 

この自己評価の結果を踏まえた対応は、「達成状況に関連すると考えられる要因や取組につ
いて分析した」との回答は 78.0％だった一方、「分析を踏まえて、改善案を検討した」、「改善
案を実践した（第９期計画に反映したものを含む）」との回答は 58.5％、9.8％に止まった。 

この自己評価結果の公表状況は、「自己評価を実施したすべての年度について、ホームペー
ジ等で結果を公表した」との回答が 61.0％と最も多かった。一方、「自己評価結果を公表して
いない」との回答も 31.7％あった。 

 
図表２－87 第８期計画の自己評価の方法等（複数回答） 

 
※「その他」では、「取組毎の実績値等を取りまとめ、自己評価を行い、計画策定に係る協議会へ報告」「各施策・

指標の進捗状況を確認し、達成状況の点検を実施」等の回答があった。 
 
図表２－88 自己評価にあたり困難を感じた点（複数回答） 

 
※「その他」は、「新型コロナウイルス感染症の影響」「目標に合わせた指標の見直し、エビデンスに基づく目標値

の算出」等の回答があった。 

調査数

41
100.0% 7.3% 75.6% 29.3%

厚生労働省が示す「点検ツール」を
活用して、第８期計画の達成状況を

点検した

「介護保険事業（支援）計画の進捗
管理の手引き」の「第７期介護保険
事業計画「取組と目標」に対する自
己評価シート」を利用して、第８期

計画の評価を行った

左記以外の方法により第８期計画の
評価を行った

3 31 12

調
査
数

第
８
期
計
画
作
成
当
時
の
議
論
の
背
景
や
過

程
の
把
握
が
難
し
か
っ
た

取
組
の
詳
細
や
開
催
状
況
の
把
握
が
難
し

か
っ
た

目
標
に
記
載
さ
れ
た
指
標
の
継
続
的
な
把
握

が
難
し
か
っ
た

目
標
の
達
成
状
況
を
計
測
す
る
指
標
が
記
載

さ
れ
て
お
ら
ず
、
評
価
が
難
し
か
っ
た

関
係
部
署
と
の
情
報
の
共
有
や
集
約
が
難
し

か
っ
た

記
載
事
項
に
つ
い
て
の
担
当
部
署
が
明
確
で

な
か
っ
た

適
切
な
自
己
評
価
の
方
法
が
わ
か
ら
な
か
っ

た 数
値
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
る
と
よ
い
の
か

わ
か
ら
な
か
っ
た

そ
の
他

困
難
は
特
に
な
か
っ
た

41 12 6 6 10 5 4 11 16 8 5
100.0% 29.3% 14.6% 14.6% 24.4% 12.2% 9.8% 26.8% 39.0% 19.5% 12.2%
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図表２－89 第８期計画における自己評価（自立支援、介護予防・重度化防止の取組を除く。）の
頻度 

 
 
図表２－90 第８期計画における自己評価の結果を踏まえた対応（複数回答） 

 
※「その他」は、「第８期計画の自己評価を踏まえ、第９期計画では各分野で新規事業や既存事業の拡充を行う予

定」「人材不足の状況等を踏まえて第 9 期計画を策定」等の回答があった。 
 
図表２－91 第８期計画の自己評価結果の公表状況 

 
 
③ 第９期計画の検討 

第９期計画の検討において基礎としたものは、「第８期計画の自己評価結果に基づく課題や
改善点」「都道府県や市町村の医療・介護担当者等の関係者による協議の場（医療計画との連
携）」との回答が 87.8％、68.3％だった。 

第９期計画作成において意識して検討を行った事項は、「目標（地域の目指す姿）を明確に
した」との回答が 68.3％と最も多く、「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離を確認した」「目
標（地域の目指す姿）と現状の乖離を小さくするために何に取り組む必要があるか確認した」
「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離の要因等について調査や検討・分析した」「目標に向
けた事業の効果を確認するために、アウトカムの指標を置き計測していくことが重要であるこ
とを意識した」との回答も 40％を超えている。一方、「複数の階層に分けて指標を置いた」
「ロジックモデル等により、事業の実施から目標の実現までの論理的な関係を意識した」との
回答は 22.0％、9.8％に止まっている。 
 

  

調査数 ３年に１回 １年に１回 １年に複数回
不定期に
行っている

行っていない

41 0 36 3 1 1
100.0% 0.0% 87.8% 7.3% 2.4% 2.4%

調査数
達成状況に関連すると考え
られる要因や取組について

分析した

分析を踏まえて、
改善案を検討した

改善案を実践した
（第９期計画に反映した

ものを含む）
対応は行っていない

41 32 24 4 0
100.0% 78.0% 58.5% 9.8% 0.0%

調査数
自己評価を実施したすべて
の年度について、ホーム
ページ等で結果を公表した

自己評価を実施した一部の
年度について、ホームペー
ジ等で結果を公表した

自己評価結果を
公表していない

41 25 3 13
100.0% 61.0% 7.3% 31.7%
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図表２－89 第８期計画における自己評価（自立支援、介護予防・重度化防止の取組を除く。）の
頻度 

 
 
図表２－90 第８期計画における自己評価の結果を踏まえた対応（複数回答） 

 
※「その他」は、「第８期計画の自己評価を踏まえ、第９期計画では各分野で新規事業や既存事業の拡充を行う予

定」「人材不足の状況等を踏まえて第 9 期計画を策定」等の回答があった。 
 
図表２－91 第８期計画の自己評価結果の公表状況 

 
 
③ 第９期計画の検討 

第９期計画の検討において基礎としたものは、「第８期計画の自己評価結果に基づく課題や
改善点」「都道府県や市町村の医療・介護担当者等の関係者による協議の場（医療計画との連
携）」との回答が 87.8％、68.3％だった。 

第９期計画作成において意識して検討を行った事項は、「目標（地域の目指す姿）を明確に
した」との回答が 68.3％と最も多く、「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離を確認した」「目
標（地域の目指す姿）と現状の乖離を小さくするために何に取り組む必要があるか確認した」
「目標（地域の目指す姿）と現状の乖離の要因等について調査や検討・分析した」「目標に向
けた事業の効果を確認するために、アウトカムの指標を置き計測していくことが重要であるこ
とを意識した」との回答も 40％を超えている。一方、「複数の階層に分けて指標を置いた」
「ロジックモデル等により、事業の実施から目標の実現までの論理的な関係を意識した」との
回答は 22.0％、9.8％に止まっている。 
 

  

調査数 ３年に１回 １年に１回 １年に複数回
不定期に
行っている

行っていない

41 0 36 3 1 1
100.0% 0.0% 87.8% 7.3% 2.4% 2.4%

調査数
達成状況に関連すると考え
られる要因や取組について

分析した

分析を踏まえて、
改善案を検討した

改善案を実践した
（第９期計画に反映した

ものを含む）
対応は行っていない

41 32 24 4 0
100.0% 78.0% 58.5% 9.8% 0.0%

調査数
自己評価を実施したすべて
の年度について、ホーム
ページ等で結果を公表した

自己評価を実施した一部の
年度について、ホームペー
ジ等で結果を公表した

自己評価結果を
公表していない

41 25 3 13
100.0% 61.0% 7.3% 31.7%

 
 

図表２－92 第９期計画の検討において基礎としたもの（複数回答） 

 
※「その他」では、「国の基本指針」「有識者等による計画策定に向けた協議会での意見」等の回答があった。 
 
図表２－93 第９期計画作成において意識して検討を行った事項（複数回答） 

 
※「その他」では、「複数のアウトカム指標のうち、最も重視する指標として KPI（重要業績指標）を設定」「９

期期間中の重点取組を設定」等の回答があった。 
 
④ 要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要な施策 

高齢者が要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要な施策につ
いての検討の内容について、「計画作成委員会等での関係者との議論」「地域の将来人口推計を
もとにした今後見込まれる医療や介護ニーズの変化の分析」との回答が 80％を超えている。 

この検討の結果、第９期計画に盛り込んだ事項は、「認知症に関する支援」との回答は 75.6%
と最も多いほか、いずれの項目も 60％を超えている。 
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図表２－94 高齢者が要介護となっても住み慣れた地域等での生活を継続していくために必要な
施策についての検討の内容（複数回答） 

 
 
図表２－95 検討の結果、第９期計画で盛り込んだ事項（複数回答） 
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この要因は、「人材確保が困難で、法人（事業者）の目途が立たない」「建築資材等の価格高
騰により、法人（事業者）の目途が立たない」との回答が 71.4％、60.0％となっているほか、
「介護サービスの運営で採算が取れないため、法人（事業者）の目途が立たない」「新型コロナ
ウイルス感染症の流行」との回答も 40％以上となった。 

 
図表２－96 第８期計画期間における介護サービスの基盤整備状況 
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図表２－97 計画どおり整備できなかった要因（複数回答） 

 
※「その他」では、「整備予定法人が融資を受けられなかった」という回答があった。 

 
 
⑥ 今後の介護サービスの基盤整備の在り方等 

認定者数の見込みは、ほとんどの都道府県で第９期中も継続して増加が見込まれる一方で、
その後 2040 年までのいずれかで減少傾向となる見込みの都道府県も 17.1％ある。 

また、「中⾧期的な介護ニーズの見通し等についての地域の関係者との共有や、介護サービス
基盤整備の在り方についての議論」や「限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用し
ていくための既存の施設や事業所の今後の在り方を含めた検討」について、「行った」との回答
が 65.9％、56.1％となっている。 

第９期計画期間中における介護サービスの基盤整備に関する工夫は、「需要のピーク後の減少
を見込み、転用・多機能化を念頭においた基盤整備」「施設・居住系サービスの基盤整備よりも
在宅サービスの強化」「建築・改築費用、賃借料等の補助」との回答が 31.7％、26.8％、24.4％
となっている。一方、「工夫について計画に記載しておらず、現時点で検討していない」との回
答も 22.0％となっている。 

「地域密着型サービスの広域利用に向けた事前同意等の調整」の計画への記載は、「計画に記
載しておらず、現時点で検討していない」との回答が 56.1％だった。 

 
図表２－98 認定者数の見込み 
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図表２－99 中⾧期的な介護ニーズの見通し等についての地域の関係者との共有や、介護サービ
ス基盤整備の在り方についての議論 

 
 
図表２－100 限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用していくための既存の施設や

事業所の今後の在り方を含めた検討 

 
 
図表２－101 第９期計画期間中における介護サービスの基盤整備に関する工夫（複数回答） 

 
 
図表２－102 「地域密着型サービスの広域利用に向けた事前同意等の調整」の計画への記載 
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図表２－99 中⾧期的な介護ニーズの見通し等についての地域の関係者との共有や、介護サービ
ス基盤整備の在り方についての議論 

 
 
図表２－100 限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用していくための既存の施設や

事業所の今後の在り方を含めた検討 

 
 
図表２－101 第９期計画期間中における介護サービスの基盤整備に関する工夫（複数回答） 

 
 
図表２－102 「地域密着型サービスの広域利用に向けた事前同意等の調整」の計画への記載 
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組の実績等について、審議会等に示して評価を行う」との回答が 85.4％、70.7％となっている
ほか、「関係部署間で取組の実績等を共有し、自己評価等を行う」「「介護保険事業（支援）計画
の進捗管理の手引き」の「第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート」
を利用する」との回答が 45％を超えている。 

その進捗管理の頻度は、「１年に１回」との回答が 87.8％となっている。 
 
図表２－103 第９期計画の進捗管理の方法やその頻度 

 
 
図表２－104 第９期計画の進捗管理の方法（複数回答） 

 
 
図表２－105 第９期計画（自立支援、介護予防・重度化防止を除く）の進捗管理の頻度 
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市町村への支援は、ほぼすべての都道府県で「国の情報を提供」「市町村の計画作成状況につ
いてのヒアリングやアンケート調査」を行っているほか、「計画作成に向けた研修実施」との回
答も 48.8％あった。一方、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査等の集計、
分析」「外部の専門家を活用した個別支援」「既存の調査等に基づく自治体の分析・評価」との
回答は、31.7％、26.8％、22.0％に止まっている。 

市町村から評価が高かった支援は、「計画作成に向けた研修実施」との回答が 34.1％と最も多
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た割合は、「外部の専門家を活用した個別支援」「計画作成に向けた研修実施」が 90.9％、70.0％
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となっている。 
第９期計画作成における課題は、「計画作成に十分な時間を充てることが難しかった」との回答

が 61.0％と最も多いほか、「関係者間での情報共有や計画の検討が難しかった」「地域の実態把握
や地域分析をどのように行えばよいのかわからなかった」との回答が 36.6％、24.4％だった。 
 

図表２－106 市町村への支援（複数回答） 

 
 
図表２－107 市町村から評価が高かった支援（複数回答） 

 
※「その他」では、「市町村ヒアリング時に聞き取った内容等を横展開」「サービス見込量集計時の県内市町村の保

険料推計に係る情報提供」等の回答があった。 
 
図表２－108 第９期計画作成における課題（３つまで複数回答） 

 
※「その他」では、「国からの計画作成に係るデータや情報の提供が遅い」「市町村ごとの理解度や意識の違い」「財

源や介護人材が制限される中で、適切な介護サービス供給に向けた体制の構築」等の回答があった。     
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２－３．ヒアリング調査の結果 
２－３－１．調査概要 

○調査目的：ロジックモデル等の具体的な活用状況を含む第９期計画作成における自治体の実態
と課題等を把握すること 

○調査対象：ロジックモデルの活用や適切なアウトカム指標の設定により PDCA サイクルを推進
している自治体や、その支援等を行っている都道府県 

○調査方法：半構造化面接法 
○調査時期：令和６年２月中旬 
 

 自治体・規模（市町村のみ） アウトカム指標の設定やロジックモデルの活用状況 
① Ａ市・中核市 ロジックモデルを活用して計画を作成した。 

計画では、ロジックモデルをメインに位置づけ、各項
目について指標や目標値を位置付けている。 

② Ｂ市・人口～５万人の市 県が作成したシートをもとに、ロジックモデルを活用
した計画を作成した。 

③ Ｃ市・人口～５万人の市 ロジックモデルを活用した計画を作成した。 
④ Ｄ町・人口１～２万人の町村 厚生労働省が示している点検ツールを活用して、ロジ

ックモデルの考え方に基づき、計画を作成した。 
⑤ Ｅ都道府県 ロジックモデルを活用した計画を作成している。 

また、県内市町村への支援として、以下の取組を実施。 
・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態

調査について、県内市町村で比較できるように、調
査票の設計や集計等を実施。 

・ロジックモデルを活用した「地域包括ケア体制構築
状況の見える化シート」を作成。 

・ロジックモデルを活用するための県内自治体職員向
け研修を実施。 
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２－３－２．調査結果 
 
 
  
  
  

①Ａ市（中核市）

Ⅰ第８期計画の評価について、どのよ
うな方法で行い、どう計画に反映した
か

＜評価方法＞
第８期計画ですでにロジックモデルの考え方を踏まえた計画作成をしていたため、その指標の状況等
について、毎年度審議会で報告するなどの進捗管理や評価を行っていた。それに加えて、ロジックモ
デルのたたき台を作成してアウトカムを整理して、その状況の確認等を行った。
＜課題と対応＞
第８期計画の課題は、アウトプットの指標とアウトカムがつながっていなかった点だった。このた
め、今回の計画では、アウトカムを階層化して中間的なアウトカムを設けた。
また、指標について具体的な算定方法がわからず、同じ数字を出すことができないこともあったた
め、第９期では算定方法も記録している。

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏まえ
地域の実情を具体的にどう計画に反映
したか

これまでの計画では、現場の意見と施策がつながっていなかったため、今回の計画作成にあたって
は、地域包括支援センターからのヒアリングを２回行い、重点テーマに反映させるなど、重視した。
また、計画作成の審議会では、委員の方から様々な観点をいただくことや、計画に基づき積極的な取
組を行っていただくことを期待して、ワークショップを３回実施して、一緒に作り上げていった。
具体的には、初回では９期計画における基本理念を考えてもらい、その後２回はロジックモデルを
テーマにして実施した。ほかの自治体でやってもらってもよいのではないか。

Ⅲ第９期計画における「介護予防・重
度化防止」等に関する具体的な取組・
目標・指標等の内容、また、なぜその
ような内容を定めたのか

通所型サービスCについて、利用率が上がらないことを踏まえて、引き続き重点的な取組を継続する
ことにしている。計画の内容だけではなく、使い勝手（様式の簡素化など）、キャパ（圏域内に事業
所がないところにサテライトを設ける）、包括への意識づけ等の取組も実施している。
これらの取組の結果、その利用件数は増えている。

Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

今回設定した指標に基づき、各担当と話をしながら、毎年度評価をし、審議会でも報告していく。
加えて、データに基づき、計画の論理構造の検証、アウトカムにつながる指標の精査も行う予定。
計画の実施状況の評価は年に１回だが、事業担当者ではもっと細かく事業を見ていく必要がある。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

小規模多機能型居宅介護の整備は引き続き取り組むとともに、生活支援の取組も進めていく。
在宅医療介護連携は、訪問診療や訪問系のサービスが充実していることもあり、そこまで大きな課題
となっていない。

＜メリット＞
ロジックモデルにより、アウトカムと取組を結びつけることと、担当者がアウトカムに責任を持つこ
とができる。このほか、いろんな人と議論する上で目的志向で議論することができること、何ができ
ていないかを見つけることができること（具体的には、権利擁護においてより迅速な対応を行うため
の体制や養護者支援の検討等を記載）、異動時に仕事がわかりやすくなることがロジックモデルのメ
リットと感じた。
＜作成の留意点＞
ロジックモデルを作るためには、たたき台を作った上で担当者と話をしたほうがよいのではないか。
ロジックモデルは、あくまでも仮説であり、今後実施していくなかで適宜見直していくことが必要。
＜課題＞
ロジックモデルで難しかったことは、考えて形にすること、指標を考えて、かつ、具体的な目標値を
設定すること。ただ、中間アウトカムくらいまでは自治体によってそんなに変わらないと思うので、
うちの事例を他の自治体も参考していけばよいのではないか。同様の指標をとっていく自治体が増え
れば、他の自治体との比較も可能になる。
自治体によっては、計画全体をロジックモデルにしていただくことは難しいと思う。重点分野に絞っ
てもよいし、段階的に取り組んでいくという方法もある。
ロジックモデルとして評価できるようにするためには、ニーズ調査等に反映する必要があり、第10期
計画の検討は来年度から始める必要がある。
担当者の当事者意識を喚起することが難しい。担当者が作成できるようにサポートするというスタン
スが良いのかもしれないが難しい。プロジェクトチームで検討する方法もあったかもしれない。
＜必要な支援等＞
ロジックモデルを作成するための伴走支援、有志が集まっての勉強会があったらよかった。
また、他自治体の計画を見て、参考にできるものがあるとよい。特に、汎用性のある介護保険事業の
ロジックモデルに、各自治体の計画で掲載されている指標を入れると参考になるのではないか。
研修をやる場合は、都道府県単位でリアルで集まるのがよい。その後、自治体間で情報交換にもつな
がる。計画担当者だけではなく、介護保険の政策分野を担っている方に来ていただくとよい。
他の自治体に広げるためには、ロジックモデルを取り入れたことによりどう変わったかという効果を
示す必要があるのではないか。

Ⅳロジックモデル等のツール活用の経
緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必要
な支援は何か
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①Ａ市（中核市）

Ⅰ第８期計画の評価について、どのよ
うな方法で行い、どう計画に反映した
か

＜評価方法＞
第８期計画ですでにロジックモデルの考え方を踏まえた計画作成をしていたため、その指標の状況等
について、毎年度審議会で報告するなどの進捗管理や評価を行っていた。それに加えて、ロジックモ
デルのたたき台を作成してアウトカムを整理して、その状況の確認等を行った。
＜課題と対応＞
第８期計画の課題は、アウトプットの指標とアウトカムがつながっていなかった点だった。このた
め、今回の計画では、アウトカムを階層化して中間的なアウトカムを設けた。
また、指標について具体的な算定方法がわからず、同じ数字を出すことができないこともあったた
め、第９期では算定方法も記録している。

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏まえ
地域の実情を具体的にどう計画に反映
したか

これまでの計画では、現場の意見と施策がつながっていなかったため、今回の計画作成にあたって
は、地域包括支援センターからのヒアリングを２回行い、重点テーマに反映させるなど、重視した。
また、計画作成の審議会では、委員の方から様々な観点をいただくことや、計画に基づき積極的な取
組を行っていただくことを期待して、ワークショップを３回実施して、一緒に作り上げていった。
具体的には、初回では９期計画における基本理念を考えてもらい、その後２回はロジックモデルを
テーマにして実施した。ほかの自治体でやってもらってもよいのではないか。

Ⅲ第９期計画における「介護予防・重
度化防止」等に関する具体的な取組・
目標・指標等の内容、また、なぜその
ような内容を定めたのか

通所型サービスCについて、利用率が上がらないことを踏まえて、引き続き重点的な取組を継続する
ことにしている。計画の内容だけではなく、使い勝手（様式の簡素化など）、キャパ（圏域内に事業
所がないところにサテライトを設ける）、包括への意識づけ等の取組も実施している。
これらの取組の結果、その利用件数は増えている。

Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

今回設定した指標に基づき、各担当と話をしながら、毎年度評価をし、審議会でも報告していく。
加えて、データに基づき、計画の論理構造の検証、アウトカムにつながる指標の精査も行う予定。
計画の実施状況の評価は年に１回だが、事業担当者ではもっと細かく事業を見ていく必要がある。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

小規模多機能型居宅介護の整備は引き続き取り組むとともに、生活支援の取組も進めていく。
在宅医療介護連携は、訪問診療や訪問系のサービスが充実していることもあり、そこまで大きな課題
となっていない。

＜メリット＞
ロジックモデルにより、アウトカムと取組を結びつけることと、担当者がアウトカムに責任を持つこ
とができる。このほか、いろんな人と議論する上で目的志向で議論することができること、何ができ
ていないかを見つけることができること（具体的には、権利擁護においてより迅速な対応を行うため
の体制や養護者支援の検討等を記載）、異動時に仕事がわかりやすくなることがロジックモデルのメ
リットと感じた。
＜作成の留意点＞
ロジックモデルを作るためには、たたき台を作った上で担当者と話をしたほうがよいのではないか。
ロジックモデルは、あくまでも仮説であり、今後実施していくなかで適宜見直していくことが必要。
＜課題＞
ロジックモデルで難しかったことは、考えて形にすること、指標を考えて、かつ、具体的な目標値を
設定すること。ただ、中間アウトカムくらいまでは自治体によってそんなに変わらないと思うので、
うちの事例を他の自治体も参考していけばよいのではないか。同様の指標をとっていく自治体が増え
れば、他の自治体との比較も可能になる。
自治体によっては、計画全体をロジックモデルにしていただくことは難しいと思う。重点分野に絞っ
てもよいし、段階的に取り組んでいくという方法もある。
ロジックモデルとして評価できるようにするためには、ニーズ調査等に反映する必要があり、第10期
計画の検討は来年度から始める必要がある。
担当者の当事者意識を喚起することが難しい。担当者が作成できるようにサポートするというスタン
スが良いのかもしれないが難しい。プロジェクトチームで検討する方法もあったかもしれない。
＜必要な支援等＞
ロジックモデルを作成するための伴走支援、有志が集まっての勉強会があったらよかった。
また、他自治体の計画を見て、参考にできるものがあるとよい。特に、汎用性のある介護保険事業の
ロジックモデルに、各自治体の計画で掲載されている指標を入れると参考になるのではないか。
研修をやる場合は、都道府県単位でリアルで集まるのがよい。その後、自治体間で情報交換にもつな
がる。計画担当者だけではなく、介護保険の政策分野を担っている方に来ていただくとよい。
他の自治体に広げるためには、ロジックモデルを取り入れたことによりどう変わったかという効果を
示す必要があるのではないか。

Ⅳロジックモデル等のツール活用の経
緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必要
な支援は何か

 
 

    ②Ｂ市（人口～５万人の市）

Ⅰ第８期計画の評価について、どのよ
うな方法で行い、どう計画に反映した
か

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏まえ
地域の実情を具体的にどう計画に反映
したか

Ⅲ第９期計画における「介護予防・重
度化防止」等に関する具体的な取組・
目標・指標等の内容、また、なぜその
ような内容を定めたのか

上記の経緯から、民間のサービスの導入を検討している。
また、第8期の振り返りで買い物支援が課題として出たところ、タイミング良く事業者からアプロー
チがあり、現在、移動販売車の導入を検討している。包括としても介護タクシーや配食サービス等に
ついて生活便利帳を作成するなど企業とつながっているが、企業側も地元への貢献を考えており、
様々な業種の方々よりお声がけがある。

＜評価方法・地域の分析、課題＞
これまでの計画作成でも、市職員が担っている研究所（※）にて最終アウトカムに近いデータを作成
して、会議等で関係者でシェアしてきた。ただ、なぜこのような数字になっているのかというのがも
やもやしていて、解決策の提示まではいかなかった。
第８期計画にはアウトカムは入れていなかったため、見える化シートや研究所の分析等を参考にしな
がら評価を行い、審議会への報告等を行った。
また、年２回開催している地域ケア推進会議のグループワークを行い、「4つの場面における市の課
題」から今年度は「看取り」を選択し、人生の最終段階における意思表示を実現できるように支援す
るという課題から●●市版人生ノートを作成した。個別のケア会議では、そのような課題のほか、要
介護３以上になると施設サービスの利用に偏ってしまうという市の課題も見えてきた。
＜対応策の検討＞
県が作成した見える化シートをチェックすると、認定率や施設サービスの利用率が高いこと、軽度者
が増えていることが課題だった。
加えて、事業所にヒアリングをしたところ、人手不足や軽度者にはトレーニング重視のデイがよいの
では、移動支援等の生活支援が足りない、低所得者の方への対応が課題として見えてきた。
市内の事業所連絡会に、この課題を共有して、アイデアを検討したところ、軽度者向けサービスやB
型・C型や移動支援等の話がでて、実際に民間のあるサービスの導入を検討しているところ。
また、低所得者向けの住まいは、ある法人の利用者アンケート等も踏まえ、ケアハウスの整備も検討
している。このケアハウスの整備についてロジックモデルをどうつなげていくか悩んでいる。
※所⾧の方は同所に20年以上勤務するなど、職員が異動しても継続的にずっと見てもらっているので
安心で、データや数字に対する抵抗感が少なくなるとのコメントあり。

Ⅳロジックモデル等のツール活用の経
緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必要
な支援は何か

＜経緯＞
R5.9.1の研修でロジックモデルの話を聞いたのがきっかけだった。計画作成担当のほか、現場を良く
知る包括支援係（直営）も研修に参加していたため、話がスムーズに進んだ。
＜進め方＞
10月上旬から作業し、節ごとに担当の方に指標を考えてもらい（1か月間）、その後調整（3週間）し
て、11月中旬までに形にした。主観的幸福感が最重要、という意識固めをしてから計画策定に入り、
数回集まって議論した。
今までの目標が回数や人数だったのを「どうなるか」に変えた。
指標等を考えるにあたっては、見える化シートがあることが大きかったほか、目標を考えるにあたっ
ては、事業の参加者にアンケートを行い数値を決めたりもしていた。
現在やっていることから初期アウトカムを考える形で組み立てたことでハードルが下がったと思う。
＜メリット＞
毎回、計画の評価が難しかったが、ロジックモデルでやれば評価まで含めていい体系で計画を考える
ことができる。計画立案の段階でアウトカムが見えれば、何故その事業を実施するかがわかるので、
作るのは大変だが今後には生かせると思う。
アウトカムと普段のやっている取組とのつながりを示すことができたのがよかった。
＜課題・必要な支援＞
指標は、県が作成した見える化シートから選んだため大変ではなかったが、どう分析していくか、目
標設定していくかは難しかった。県の見える化シートがあるかないかは重要だった。
初期アウトカムは毎年見ていきたいが、出る項目と出ない項目があり難しいところがあった。
9月に実施したロジックモデルを活用した研修がよかった。わからないなかで取組を始めるのは難し
く、何かきっかけがあることが大事。研修は、計画担当者だけでなく、庁内でなるべく多くの人が同
じタイミングで同じことを聞くことが重要。実例があれば他の自治体でも活用していけると思われ
る。
研修の時期は、ロジックモデルの考え方を知るのは４月などでもよいかもしれないが、７月くらいま
では調査分析や事業所ヒアリングをしていて、夏場は敬老の事業で忙しいため、具体的にどのように
ロジックモデルをどう作っていくのかという研修は９月でよかったようにも思う。
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Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

初期アウトカムは毎年とれる指標でと考えており、それらを年1回評価し、担当で確認し合うととも
に、毎年10月、11月の審議会で報告する。計画ではPDCAを掲げており、これでは成果が上がらない
となればやり方を考え直すこともあるかもしれない。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

課題も自分たちだけでなく、現場の方々とも共有して、地域全体を支えるという意識していただける
ような計画にしている。また、個別避難計画について、地域の方と連携して安心して暮らすための連
携も来年度させていただくことにしている。
加えて、ヘルパー不足が喫緊の課題となっており、ヘルパーがいない中でも多職種連携で代わりにで
きることがないかどうかを模索中。施設サービス利用者数が多いのは、市内に居住系サービスが少な
いことも要因と考えられるが、次期計画ではグループホームを設けることを考えている。
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Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

初期アウトカムは毎年とれる指標でと考えており、それらを年1回評価し、担当で確認し合うととも
に、毎年10月、11月の審議会で報告する。計画ではPDCAを掲げており、これでは成果が上がらない
となればやり方を考え直すこともあるかもしれない。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

課題も自分たちだけでなく、現場の方々とも共有して、地域全体を支えるという意識していただける
ような計画にしている。また、個別避難計画について、地域の方と連携して安心して暮らすための連
携も来年度させていただくことにしている。
加えて、ヘルパー不足が喫緊の課題となっており、ヘルパーがいない中でも多職種連携で代わりにで
きることがないかどうかを模索中。施設サービス利用者数が多いのは、市内に居住系サービスが少な
いことも要因と考えられるが、次期計画ではグループホームを設けることを考えている。

 
 

 

③Ｃ市（人口～５万人の市）

Ⅰ第８期計画の評価について、どのよ
うな方法で行い、どう計画に反映した
か

＜評価方法＞
「計画進捗管理の手引き」の自己評価シートを活用して、第８期3年間をまとめて評価し、第９期計
画に掲載。また、計画の評価は、HPにも掲載するほか、R2年度より進捗状況報告書を作成し、毎年
の計画策定推進運営協議会に報告、委員の方から意見をもらっている。
各事業について毎年評価を行うことで、常に既存事業の廃止を含めた見直しや新規事業の必要性を検
討し、計画策定の時期にこだわらず、進行中の計画の方向性に抵触しない形で、事業を変化させてい
る。計画期間中に新たに開始した事業は、次の計画策定までにブラッシュアップし、より効果のある
事業として計画に掲載される。
国の調査で事業１人あたり単価を示すものがあり、それが参考になった。この事業はお金がかかって
いるけど一部の人しか利用していないものは、8期のなかでも事業を大分見直している。例えば、一
部の人しか使っていない送迎付きの介護予防教室を見直して、地域の多くの場にリハ職を派遣する形
にしている。
＜課題＞
第８期計画はアウトプット指標がほとんどで、アウトカム指標がなく、どう達成状況を評価をするか
が難しいほか、進捗状況報告書の作成にも労力が必要。

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏まえ
地域の実情を具体的にどう計画に反映
したか

計画策定にあたり、ニーズ調査、在宅介護実態調査、在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介護人
材実態調査を実施するとともに、独自に介護職員実数調査を行い、需給ワークシートを活用して介護
人材の需給推計を行った。これらの調査結果は、内容を抜粋し、計画に掲載している。
これらの内容は、ロジックモデルにおけるアウトカム指標として今後活用。これらの調査結果につい
て、関心がない、見方が分からない職員が多く、具体的施策に活かすためには、ロジックモデルによ
り調査結果が各指標としてどう活用できるかをより見える化し、かみ砕いて共有することが必要。
また、地域ケア会議等で明らかとなった課題は、地域ケア推進会議で共有され、課題解決の取組へと
つなげており、計画に反映されているものもある。

Ⅲ第９期計画における「介護予防・重
度化防止」等に関する具体的な取組・
目標・指標等の内容、また、なぜその
ような内容を定めたのか

生産年齢人口が減っていくなかで、今後介護保険のお世話にならない高齢者を増やしていかないと介
護サービスが提供できなくなるのではないかと思い、第９期計画では「計画の基本的な考え方」とし
て新規重点取組の項目を新たに設け、山口県防府市・大阪府寝屋川市を参考にリエイブルメントパッ
ケージの取組を記載している。
そのなかで、これまでの課題だった出口支援について、防府市などで取り組んでいる社会参加の場に
つなげるツール（情報収集提供システムやポイント事業など）にも取り組んでいきたい。
取組の経緯は、第８期計画当初より、地域の専門職が⾧らく悩んできた課題として、介護予防事業に
より元気になった方の行き先がないという部分に着目することとなったが、この時期に県の事業によ
る三菱UFJリサーチ&コンサルティングの市町村支援により保険者としての考え方を学ぶとともに、医
療経済研究機構につながり、課題解決の取組としてリエイブルメントの取組となった。

Ⅳロジックモデル等のツール活用の経
緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必要
な支援は何か

＜経緯＞
計画に記載している指標がインプットもしくはアウトプットのみであり、事業効果が図られていない
のではと感じていた。第９期計画策定にあたり、様々な研修の中で改めてロジックモデル等のツール
を勉強し活用した。計画策定支援で入っている事業者が、他の自治体で第８期計画でロジックモデル
を作成した経験があり、例を出してもらったりしながら、一緒に作っていただけた。
また、医療経済研究機構との契約により、定期的に入ってもらったり、全体の研修をやってもらった
ことによる意識改革が動機付けになった。
＜メリット＞
市の目指すべき姿の実現に対して取り組む各施策効果について、アウトカム指標として事業とのつな
がりがあり、客観的に評価できること。限られたヒト・モノ・カネの資本を投入して事業を行う以
上、効果をみるこの手法は、事業見直しに効果的に働くのではないか。
＜課題＞
担当職員は、現時点でもロジックモデルについて理解ができていないように感じる。
今回作成したロジックモデルがきれいにつながっているかわからないため、次期計画で見直しが必要
なところもあると思う。
外部の支援は受けて良かったと思っているが、担当者への負担はあるため、気軽には難しい。
＜必要な支援＞
他の自治体で活用していただくためには、ロジックモデル活用によるメリットを周知することが必
要。例えば、インセンティブ交付金該当指標に導入するといった方法であれば、まずは取り組んでみ
るという市町村が増え、一度導入することによりブラッシュアップが図れるのではないか。
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Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

第８期計画同様、毎年の進捗状況報告書を作成し、計画策定協議会に報告し、ＨＰに掲載する予定。
計画策定時期に左右されず、事業の見直しを適時行うようにしているため、ロジックモデルにおける
アウトカム指標は初期および中間アウトカムは単年で評価できるものを多く取り入れている。
第９期中に加えられるアウトカム指標もあるかもしれない。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

地域に医療機関・介護施設等が多く、認定者を超えるベッド数があり、また在宅サービスも存在して
いる現状や、給付費等を分析して、住み慣れた地域での生活の継続について検討している。
この中で、現在中心的に取り組んでいるのが、主に事業対象者から要支援までの方を対象とする、リ
エイブルメントの一連の取組、介護の相談から訪問アセスメント、短期集中予防サービス、社会参加
をパッケージ化したもの。また、取組を補助するものとして、在宅生活を支援するインフォーマルを
含めた生活支援サービスの充実も図ることとしている。
また、要介護者の方には、医療・介護連携推進事業の推進として、現在はつながりの弱かった医療機
関や市救急担当との連携を図っているほか、要介護者への必要なサービス確保にも取り組んでいる。
第９期計画でケアハウス、小規模多機能型居宅介護２カ所、定期巡回随時対応型訪問介護看護１カ所
を整備予定。
地域医療構想や調整会議の資料を見ながら、訪問診療等の状況を踏まえて、第９期で考えていかない
といけない。
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Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

第８期計画同様、毎年の進捗状況報告書を作成し、計画策定協議会に報告し、ＨＰに掲載する予定。
計画策定時期に左右されず、事業の見直しを適時行うようにしているため、ロジックモデルにおける
アウトカム指標は初期および中間アウトカムは単年で評価できるものを多く取り入れている。
第９期中に加えられるアウトカム指標もあるかもしれない。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

地域に医療機関・介護施設等が多く、認定者を超えるベッド数があり、また在宅サービスも存在して
いる現状や、給付費等を分析して、住み慣れた地域での生活の継続について検討している。
この中で、現在中心的に取り組んでいるのが、主に事業対象者から要支援までの方を対象とする、リ
エイブルメントの一連の取組、介護の相談から訪問アセスメント、短期集中予防サービス、社会参加
をパッケージ化したもの。また、取組を補助するものとして、在宅生活を支援するインフォーマルを
含めた生活支援サービスの充実も図ることとしている。
また、要介護者の方には、医療・介護連携推進事業の推進として、現在はつながりの弱かった医療機
関や市救急担当との連携を図っているほか、要介護者への必要なサービス確保にも取り組んでいる。
第９期計画でケアハウス、小規模多機能型居宅介護２カ所、定期巡回随時対応型訪問介護看護１カ所
を整備予定。
地域医療構想や調整会議の資料を見ながら、訪問診療等の状況を踏まえて、第９期で考えていかない
といけない。

 
 

  

④Ｄ町（人口１～２万人の町村）

Ⅰ第８期計画の評価について、どのよ
うな方法で行い、どう計画に反映した
か

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏まえ
地域の実情を具体的にどう計画に反映
したか

Ⅲ第９期計画における「介護予防・重
度化防止」等に関する具体的な取組・
目標・指標等の内容、また、なぜその
ような内容を定めたのか

Ⅳロジックモデル等のツール活用の経
緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必要
な支援は何か

＜経緯＞
昨年度、JIAMの研修で医療経済研究機構の服部さんの講義を受講したのがきっかけ。県内で一人だけ
の参加と貴重な機会だったので、学んだことを生かしたかったし、上司も乗り気だった。
その後の経緯は、Ⅲに記載のとおり。この過程では、外からの支援等はなく、点検ツールのマニュア
ルを読み込んで自分たちで進めていった。
セオリーオブチェンジや点検ツールの使用は簡単ではなく、他部署との共通認識が取れていない場面
も多かった。9期のワークショップでそこまで話を詰められたわけではないが、今後継続していくの
なら、連携という意味では効果的だと考えている。
＜メリット＞
検証可能な計画作成をしていくというのが一番の目的だった。
今回この計画作成をしていくことで、施策自体の大きな見直しはしていないが、ロジックを成立させ
るためにどうしてもこの施策は必要というものは入れている。例えば、ドアツードアの移動手段とし
て地域支え合い型の移動サービス、家族介護者支援など新しい取組を入れた。
＜課題・必要な支援＞
医療計画では、webサイトにアウトカム指標にどういうものが使えますというデータベースが整備さ
れていた。指標を考えるのには有効で、介護でも同様のものがあるとよいと思った。
都道府県からのサポートとしては、私も研修がきっかけだったので、内容の濃ゆい研修があるとロ
ジックモデルの活用が広がるのではないかと思う。

Ⅴ第９期計画における進捗管理につい
て、具体的な方法（評価方法、頻度
等）として考えていることは何か

今回は、検証可能な計画策定をメインの目的としており、施策自体の大きな見直しはしておらず、今
後3年間かけて検証することを考えている。自分たちだけでは緩んでしまうため、元々あった複数の
諮問機関を統廃合し、進捗評価を担ってもらう。
既存業務＋αとなると、業務上も難しいため、逆にそれを業務改善のBPR（ビジネスプロセス・リエ
ンジニアリング）を図る上での課題に据えて、効果が薄いものは積極的にシフトしていくことを考え
ている。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継続」
を支援するサービスに向けてどのよう
な検討を行ったか、在宅サービスの充
実に向けた具体的な取組は何か

Ⅳに記載した移動手段の確保は、住み慣れた地域での生活の継続には重要。
町域は、中山間地域が総面積の7割でその居住者は全体の3割と過疎と、ある程度人口密集地域があ
り、地域格差が大きい。中山間地域は社会的なインフラも難しく、どう自立生活を継続させられるか
と考えた場合に、一番ネックになっているのが移動手段。
今まで山間部に小多機が1か所あり、8期で平坦地域で1か所整備した。この後の動向を見て、さらな
る整備を検討していく予定。

＜課題意識＞
8期計画について具体性に欠ける表現が多く、実際何をするんだろうとか、何をもって成功したと評
価するのかというのが不明確であった。設定されているKPIも、プロセス評価までがほとんどで計画
した数量をこなしたかという評価だった。これが計画作成における課題意識だったことから、セオ
リーオブチェンジで、目標とその達成の手段の体系的な整理をしたいと考えていた。
＜進め方＞
今までの施策の構造について抜本的に見直すのに、ロジックモデルだけで整理するのは難しいと感じ
ていたため、セオリーオブチェンジの点検ツールを紹介されたので活用したいと思った。
他部署（まちづくりや地域福祉計画担当、保健関係等）に声をかける際、今年は様々な計画の見直し
が多いため難色を示されたが、丁寧に説明することでワークショップ等にも参加してもらえた。
ワークショップを複数回やりながら進めていきたかったが難しく、集まったのは１回でその後はその
内容をもとに個別に打合せを行い計画作成を進めていった。
＜具体的な例＞
移動手段の確保は、ロジックモデルを成立させるために入れているが、元々潜在的な問題となってい
た。地域ケア会議でも問題となっていたし、計画の諮問会議の委員からも指摘があった。
介護人材実態調査から、訪問介護の職員や身体介護の人材不足がかなり顕著だったこともあり、人材
確保の視点から在宅介護負担の軽減・家族介護支援を新設した。
また、地域密着型サービスの運営推進会議にて、看取りの話が出たほか、居所変更実態調査でも施設
によって死亡率が異なり、まだ向上の余地はあると思い、今回は急変時看取り対策の構築として対応
している。
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⑤Ｅ都道府県

Ⅰ第８期計画の評価について、どの
ような方法で行い、どう計画に反映
したか

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏ま
え地域の実情を具体的にどう計画に
反映したか

Ⅲ第９期計画における「介護予防・
重度化防止」等に関する具体的な取
組・目標・指標等の内容、また、な
ぜそのような内容を定めたのか

Ⅳロジックモデル等のツール活用の
経緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必
要な支援は何か

＜経緯＞
平成26年度から「地域包括ケア体制の可視化」の調査を実施してきた。この調査では事業の実施状況
はわかるが、それによってどういう地域を目指すのか、事業が成果につながっているのかがわからな
かった。そのようななかで、医療経済研究機構の基本ロジックモデルを知り、最終アウトカムを目指
していくという形を示せるのがよいと思った。
そこで、令和３年度の事業で、市町村の方と話をしながら、「見える化分析シート」を作成するなど
の取組を行うところが始まりだった。
＜課題＞
成果指標や施策の位置づけについては、専門的な知見が必要で異なる分野の人が作ることは難しい。
県庁内では、ここ最近専門性を重視する傾向にあるが、３、４年で異動がある。係⾧だと２年。
ロジックモデルの活用について、都道府県は、市町村と異なり、介護保険の業務を実施しているわけ
ではないため、直接的な数値を記載しずらいかもしれない。
＜メリット＞
自分がやっている事業がどこに結びついて最終的に何を目指しているのかが目に見える形になり、目
的意識が明確になった。異動の際にも後任の方と認識を共有しやすいと思う。
県民から地域包括ケアが進んでいる自治体がどこかと聞かれる際に、これがあると説明しやすい。
＜必要な支援＞
ロジックモデルの活用を広めていくためには、研修等により専門的な知見からの支援が必要。

Ⅴ第９期計画における進捗管理につ
いて、具体的な方法（評価方法、頻
度等）として考えていることは何か

国でやっている総合事業の調査やインセンティブ交付金の指標など、毎年収集できるデータもあるこ
とから、毎年その状況を確認していくことを予定。
ただ、ニーズ調査等は３年に１回となっており、毎年の評価は難しいところもある。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継
続」を支援するサービスに向けてど
のような検討を行ったか、在宅サー
ビスの充実に向けた具体的な取組は
何か

住み慣れた地域で生活を継続するためには、住まいがベースになるため、住宅の施策や地域福祉の担
当者とも話をして、公営住宅や入居する際の保証の制度についての整備を今回の計画に入れる予定。
住まいについては、９期計画において、多様な住まいの整備、多様な住まい方への支援、住まいの安
定的な確保に整理して取組や事業を整理していった。
加えて、24時間対応の地域密着型サービスの充実についても第８期に引き続き取り組んでいく予定。

＜評価や地域の実情の反映＞
第８期計画における成果指標等の達成状況、県独自に把握している地域包括ケア体制構築の進捗状
況、ニーズ調査等の結果に加えて、ロジックモデルの考え方をもとに整理した「見える化シート」の
主な最終・中間アウトカム等の推移について評価を行った。その評価等は、計画作成を議論する高齢
者プラン策定懇話会に提出し、議論をいただいた。
単に、指標が良かった悪かったというだけではなく、活動指標、中間アウトカム、最終アウトカムと
整理したことにより、それぞれの関連性を見ていくことができた。
＜具体的な反映の例＞
今後の介護人材の推計を見ると、供給が不足していることから、ICT導入等を推進していくことが重
要と考えたが、事業所から活用が難しいという話も聞いている。このため、第９期計画ではICT活用
のための相談窓口を設置することなどを検討している。
加えて、ニーズ調査等でも移動支援のニーズが高いという結果が出ていることから、第８期に続け
て、第９期でも取組を行う予定。
＜課題＞
自治体の状況を把握するためには、ニーズ調査等の項目が重要。その自治体間比較（特に都道府県間
の比較）のためには、もっと国に旗を振ってほしい。「見える化システム」に反映できるようになっ
ているが、登録されていない自治体もあり、データが比較しずらい。
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⑤Ｅ都道府県

Ⅰ第８期計画の評価について、どの
ような方法で行い、どう計画に反映
したか

Ⅱ各種調査、地域ケア会議等を踏ま
え地域の実情を具体的にどう計画に
反映したか

Ⅲ第９期計画における「介護予防・
重度化防止」等に関する具体的な取
組・目標・指標等の内容、また、な
ぜそのような内容を定めたのか

Ⅳロジックモデル等のツール活用の
経緯、そのメリットや課題は何か
また、他の自治体で活用する上で必
要な支援は何か

＜経緯＞
平成26年度から「地域包括ケア体制の可視化」の調査を実施してきた。この調査では事業の実施状況
はわかるが、それによってどういう地域を目指すのか、事業が成果につながっているのかがわからな
かった。そのようななかで、医療経済研究機構の基本ロジックモデルを知り、最終アウトカムを目指
していくという形を示せるのがよいと思った。
そこで、令和３年度の事業で、市町村の方と話をしながら、「見える化分析シート」を作成するなど
の取組を行うところが始まりだった。
＜課題＞
成果指標や施策の位置づけについては、専門的な知見が必要で異なる分野の人が作ることは難しい。
県庁内では、ここ最近専門性を重視する傾向にあるが、３、４年で異動がある。係⾧だと２年。
ロジックモデルの活用について、都道府県は、市町村と異なり、介護保険の業務を実施しているわけ
ではないため、直接的な数値を記載しずらいかもしれない。
＜メリット＞
自分がやっている事業がどこに結びついて最終的に何を目指しているのかが目に見える形になり、目
的意識が明確になった。異動の際にも後任の方と認識を共有しやすいと思う。
県民から地域包括ケアが進んでいる自治体がどこかと聞かれる際に、これがあると説明しやすい。
＜必要な支援＞
ロジックモデルの活用を広めていくためには、研修等により専門的な知見からの支援が必要。

Ⅴ第９期計画における進捗管理につ
いて、具体的な方法（評価方法、頻
度等）として考えていることは何か

国でやっている総合事業の調査やインセンティブ交付金の指標など、毎年収集できるデータもあるこ
とから、毎年その状況を確認していくことを予定。
ただ、ニーズ調査等は３年に１回となっており、毎年の評価は難しいところもある。

Ⅵ「住み慣れた地域での生活の継
続」を支援するサービスに向けてど
のような検討を行ったか、在宅サー
ビスの充実に向けた具体的な取組は
何か

住み慣れた地域で生活を継続するためには、住まいがベースになるため、住宅の施策や地域福祉の担
当者とも話をして、公営住宅や入居する際の保証の制度についての整備を今回の計画に入れる予定。
住まいについては、９期計画において、多様な住まいの整備、多様な住まい方への支援、住まいの安
定的な確保に整理して取組や事業を整理していった。
加えて、24時間対応の地域密着型サービスの充実についても第８期に引き続き取り組んでいく予定。

＜評価や地域の実情の反映＞
第８期計画における成果指標等の達成状況、県独自に把握している地域包括ケア体制構築の進捗状
況、ニーズ調査等の結果に加えて、ロジックモデルの考え方をもとに整理した「見える化シート」の
主な最終・中間アウトカム等の推移について評価を行った。その評価等は、計画作成を議論する高齢
者プラン策定懇話会に提出し、議論をいただいた。
単に、指標が良かった悪かったというだけではなく、活動指標、中間アウトカム、最終アウトカムと
整理したことにより、それぞれの関連性を見ていくことができた。
＜具体的な反映の例＞
今後の介護人材の推計を見ると、供給が不足していることから、ICT導入等を推進していくことが重
要と考えたが、事業所から活用が難しいという話も聞いている。このため、第９期計画ではICT活用
のための相談窓口を設置することなどを検討している。
加えて、ニーズ調査等でも移動支援のニーズが高いという結果が出ていることから、第８期に続け
て、第９期でも取組を行う予定。
＜課題＞
自治体の状況を把握するためには、ニーズ調査等の項目が重要。その自治体間比較（特に都道府県間
の比較）のためには、もっと国に旗を振ってほしい。「見える化システム」に反映できるようになっ
ているが、登録されていない自治体もあり、データが比較しずらい。

 
 

  

Ⅶ市町村における有効な介護保険事
業計画作成に向けた課題は何か。
そのために、必要な支援は何か

＜ロジックモデルの取組＞
Ⅳに記載のとおり、令和３年度から作成した「見える化シート」について、R5年３月に県内自治体向
けに説明を行ったほか、R5年９月の研修ではロジックモデルの使い方も具体的に演習を行い、市町村
にも好評だった。実際に、その後のヒアリングで第９期計画に使いたいと言っていただいた自治体も
いくつかあった。研修で実際にロジックモデルを作ってもらって、自分でも作れるものなんだと実感
してもらうことが重要。
研修の時期については、もう少し前に「ロジックモデルの考え方」等を知ってもらうものがあっても
よかったのではないか。
例えば、毎年計画のロジックモデルは説明しつつ、２年目くらいから具体的なロジックモデル活用の
考え方を伝えて、３年目には具体的な作り方等を研修することがよいのではないか。
研修は、ロジックモデル単体より抱き合わせて示していくほうがよいのではないか。また、オンライ
ンなどにより、なるべく多くの方が参加しやすい環境とすることが大事。１市町村から複数名参加い
ただいたほうがよい。eラーニングは見てくれないのではないか。
＜その他市町村への支援＞
ニーズ調査や在宅介護実態調査等の集計・分析、地域包括ケア構築支援について自治体への伴走支援
（年３市町村程度）を実施している。見える化シートやロジックモデル活用について、市町村から問
合せをいただくこともあり、適宜助言等もしている。
＜その他市町村の課題＞
県内の自治体は、職員１人で福祉全体を見ているような小さなところが多く、支援も難しい。また、
外部委託を使っている自治体も少ない。そういう自治体のためには、指標の整理や分析などは県が広
域で示していくことも必要ではないか。
ニーズ調査等の調査を活かすためには、広域的に比較できるようにする必要があり、もっと都道府県
が役割を果たせるのではないか。
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２－４．次期計画に向けた課題と対応 
第９期計画作成の状況について上記調査結果を見ていくと、介護保険事業（支援）計画にお

ける PDCA サイクルの推進に向けて以下の点が課題となっていると思われる。 
・計画において何を目指しているのか（目標）が必ずしも具体的になっていないこと。 
・目標と現状の差や、その乖離が生じている要因が十分に検討されていないこと。 
・目標を意識して、取組が検討されていないこと。 
・計画において、アウトプットに関する指標が中心であり、アウトカムに関する指標が位置付

けられていないものが多いこと。また、アウトカムに関する指標が位置付けられている場合
でも、取組との関連が明確ではないこと。 

・何をどのように評価するかが明確になっていないことから、評価に必要なデータがそろえら
れず、またデータの見方も明確になっていないこと。 

・計画の評価が、次の取組への改善につながっていないこと。 
 
上記の点について、以下のことが要因の一つとなっているのではないか。 
・職員の関心が、業務の実施状況に向いており、どのような成果を上げているかが意識されて

いないこと。特に、人事異動により事業の趣旨等が引き継がれないことがあること。 
・事業がその目標をどう実現していくのかについて論理的・構造的に示していくツール・方法

が周知・浸透していないこと。 
・特に、人口規模の小さな保険者は、他の介護保険業務・福祉業務も担っており、計画の検討

に十分な時間を割くことができないこと。 
 
 上記の課題への対応を検討していくにあたって、ヒアリング調査の結果では、事業がその目
標をどう実現していくのかについて論理的に示していくツールであるロジックモデル等を活用
していくことが重要であることが改めて明らかになった。 

また、大規模な自治体だけではなく、中小規模の自治体においてロジックモデルを活用して
いるところもあり、広く活用できることが示された一方で、ロジックモデルは単独で作成する
ことが難しく、国や都道府県等からの支援が必要であることも示された。 
 

これらを踏まえて、次期計画である第 10 期計画に向けては、これまで作成してきた点検ツー
ル等のさらなる活用に加えて、多くの保険者でロジックモデル等を活用できるように、 
・ロジックモデル等を作成するための手順例等を示すガイド 
・全国の第９期計画をもとにロジックモデルやその指標の例示 
等を検討していくことが必要と思われる。 

その際、人口規模の小さな保険者における対応、都道府県の役割（研修、介護保険事業計画
作成に係る調査の実施等）という観点も必要となる。 
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２－４．次期計画に向けた課題と対応 
第９期計画作成の状況について上記調査結果を見ていくと、介護保険事業（支援）計画にお

ける PDCA サイクルの推進に向けて以下の点が課題となっていると思われる。 
・計画において何を目指しているのか（目標）が必ずしも具体的になっていないこと。 
・目標と現状の差や、その乖離が生じている要因が十分に検討されていないこと。 
・目標を意識して、取組が検討されていないこと。 
・計画において、アウトプットに関する指標が中心であり、アウトカムに関する指標が位置付

けられていないものが多いこと。また、アウトカムに関する指標が位置付けられている場合
でも、取組との関連が明確ではないこと。 

・何をどのように評価するかが明確になっていないことから、評価に必要なデータがそろえら
れず、またデータの見方も明確になっていないこと。 

・計画の評価が、次の取組への改善につながっていないこと。 
 
上記の点について、以下のことが要因の一つとなっているのではないか。 
・職員の関心が、業務の実施状況に向いており、どのような成果を上げているかが意識されて

いないこと。特に、人事異動により事業の趣旨等が引き継がれないことがあること。 
・事業がその目標をどう実現していくのかについて論理的・構造的に示していくツール・方法

が周知・浸透していないこと。 
・特に、人口規模の小さな保険者は、他の介護保険業務・福祉業務も担っており、計画の検討

に十分な時間を割くことができないこと。 
 
 上記の課題への対応を検討していくにあたって、ヒアリング調査の結果では、事業がその目
標をどう実現していくのかについて論理的に示していくツールであるロジックモデル等を活用
していくことが重要であることが改めて明らかになった。 

また、大規模な自治体だけではなく、中小規模の自治体においてロジックモデルを活用して
いるところもあり、広く活用できることが示された一方で、ロジックモデルは単独で作成する
ことが難しく、国や都道府県等からの支援が必要であることも示された。 
 

これらを踏まえて、次期計画である第 10 期計画に向けては、これまで作成してきた点検ツー
ル等のさらなる活用に加えて、多くの保険者でロジックモデル等を活用できるように、 
・ロジックモデル等を作成するための手順例等を示すガイド 
・全国の第９期計画をもとにロジックモデルやその指標の例示 
等を検討していくことが必要と思われる。 

その際、人口規模の小さな保険者における対応、都道府県の役割（研修、介護保険事業計画
作成に係る調査の実施等）という観点も必要となる。 

 
 
    

 
 

３．ロジックモデル活用研修プログラムの開発 
 
３－１．概要 

ロジックモデルについて自治体で活用していただくためには、研修等によって、自治体の方
にロジックモデルやその考え方を知っていただくとともに、その使い方を演習等で学んでいた
だくことが必要となる。 

このため、本事業において、⾧野県において試行となる研修を行った上で、ロジックモデル
の基礎的な事項を学ぶことができる「ロジックモデル活用研修プログラム」を開発した。 

 
 
３－２．ロジックモデル活用研修プログラムの試行 
３－２－１．概要 
○目的 ：第９期介護保険事業計画の策定において、地域の実情に応じて、地域で目指す姿を実

現するための効果的な取組を検討いただくことを目的に、計画策定におけるデータ活
用、ロジックモデル活用に向けた研修を行った。 

○主催 ：⾧野県 健康福祉部 介護支援課と医療経済研究機構との共催 
○対象者：⾧野県内の保険者・市町村の「介護保険事業計画の策定・調整に関わる担当者」「介護

保険に関わる業務（事業）の担当者」とし、１市町村から介護保険事業計画担当、地域
支援事業担当、両方の担当者の出席が望ましいとした。 

○日時 ：2023 年 9 月 1 日（金）13：00～16：30 
○開催方法：オンライン 
 
３－２－２．プログラム 
○内容 ：講義・演習・グループワーク 
○実施 ：３時間半程度 
○プログラム：次ページ 
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時刻 所要時間  内容 担当など 

13：00～ 5 はじめに 趣旨説明  

13：05～ 45 講義 
介護保険事業計画策定に向けた地域の現
状把握と自地域の進む方向性の考え方 

医療経済研究機構 
服部 真治 

13：50～ 20 演習① 

地域で目指す姿を実現するための計画策
定に向けて―介護予防を例にロジックモ
デルを作成するー 
・ロジックモデル作成の練習 

医療経済研究機構 
柳 史生 

14:10～ 10 休憩   

14:20～ 100 演習② 

地域で目指す姿を実現するための計画策
定に向けて―介護予防を例にロジックモ
デルを作成するー 
・⾧野県ロジックモデル（見える化分析シ

ート）の確認、データのご紹介 
・介護予防を例にしてロジックモデルを活

用した重点施策検討 

医療経済研究機構 
柳 史生 

16：00～ 30 
発表 

質疑応答 

演習の内容を全体で共有し、理解を深めま
す。 

１．全体発表 
２．講評 
３．質疑応答 

 

16:30  閉会 連絡事項  

 
３－２－３．研修受講による効果の検証 
（（１１））対対象象  

⾧野県で実施した研修に、受講前に参加登録した者全員とした。研修会の参加登録者は 116
名であった。この中には研修会当日に不参加だった者も含まれる。 

 
（（２２））方方法法  

受講者全員に、受講前、受講後に自記式質問紙を電子メールにて配布、回収した。受講前は、
参加登録時に配布・回収し、受講後は研修終了直後に参加登録者全員に県庁担当者を通して配
布し、事務局が回収した。 

質問紙の項目は、Kirakpatrick の教育効果の 4 段階を参考に、「研修の満足度」（反応）、計画
策定（行動）の前提となる「データ活用に対する自信」「必要な施策・事業を考えることに対す
る自信」、「研修内容の知識」（学習）を尋ねた。その他、自由記載で最も印象に残ったこと・ご
自身の役に立ったこと、研修プログラムに対する改善点などを尋ねた。 
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時刻 所要時間  内容 担当など 

13：00～ 5 はじめに 趣旨説明  

13：05～ 45 講義 
介護保険事業計画策定に向けた地域の現
状把握と自地域の進む方向性の考え方 

医療経済研究機構 
服部 真治 

13：50～ 20 演習① 

地域で目指す姿を実現するための計画策
定に向けて―介護予防を例にロジックモ
デルを作成するー 
・ロジックモデル作成の練習 

医療経済研究機構 
柳 史生 

14:10～ 10 休憩   

14:20～ 100 演習② 

地域で目指す姿を実現するための計画策
定に向けて―介護予防を例にロジックモ
デルを作成するー 
・⾧野県ロジックモデル（見える化分析シ

ート）の確認、データのご紹介 
・介護予防を例にしてロジックモデルを活

用した重点施策検討 

医療経済研究機構 
柳 史生 

16：00～ 30 
発表 

質疑応答 

演習の内容を全体で共有し、理解を深めま
す。 

１．全体発表 
２．講評 
３．質疑応答 

 

16:30  閉会 連絡事項  

 
３－２－３．研修受講による効果の検証 
（（１１））対対象象  

⾧野県で実施した研修に、受講前に参加登録した者全員とした。研修会の参加登録者は 116
名であった。この中には研修会当日に不参加だった者も含まれる。 

 
（（２２））方方法法  

受講者全員に、受講前、受講後に自記式質問紙を電子メールにて配布、回収した。受講前は、
参加登録時に配布・回収し、受講後は研修終了直後に参加登録者全員に県庁担当者を通して配
布し、事務局が回収した。 

質問紙の項目は、Kirakpatrick の教育効果の 4 段階を参考に、「研修の満足度」（反応）、計画
策定（行動）の前提となる「データ活用に対する自信」「必要な施策・事業を考えることに対す
る自信」、「研修内容の知識」（学習）を尋ねた。その他、自由記載で最も印象に残ったこと・ご
自身の役に立ったこと、研修プログラムに対する改善点などを尋ねた。 

 
 

（（３３））結結果果  
①①  回回収収数数  
  受講前 116 名 受講後 31 名 
 
②②  回回答答者者のの特特性性（（受受講講後後））  

  自治体職員としての経験年数は 25 年以上が、高齢者福祉・介護保険担当の年数は 3 年未満、
が最も多かった。（図表３－１、図表３－２） 

職位は、係⾧級・係員級が 14 人と最も多かった。（図表３－３） 
担当業務は、介護保険事業計画策定が 21 人と最も多く、次に、総務、相談支援、指導監査、介護

予防・生活支援サービス事業や地域包括支援センター運営が 11 人と続いた。（図表３－４） 
 

図表３－１ 回答者の特性：自治体職員経験年数 

 

図表３－２ 回答者の特性：介護保険・高齢者福祉業務の担当年数 
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図表３－３ 回答者の特性：職位 

 
図表３－４ 研修参加者の担当業務 
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③③  研研修修内内容容にに対対すするる満満足足度度（（受受講講後後））  
研修全体の満足度は全員「役に立つ」と回答した。研修内容別に見ても、数名を除きおおむ

ね「役に立つ」との回答が得られた。（図表３－５） 

図表３－５ 研修内容に対する満足度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④④  計計画画作作成成にに向向けけたた取取組組へへのの自自信信度度  

「データを活用して自地域の状況を把握すること」及び「自地域の目指す姿や、そのために
必要な施策・事業を考えること」について、どのくらい自信があるかを尋ねた。意味微分法を
採用し、「0 点：全く自信はない」から「10 点：きわめて自信がある」までで尋ねた。 
 分析は、受講前、受講後の平均値を算出した。（図表３－６） 

 
図表３－６ 計画作成に向けた取組への自信度（０点～10 点） 

（受講前 n=116、受講後 n=31） 
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⑤⑤  研研修修内内容容にに関関すするる知知識識  
 いずれの項目も受講前に比べて受講後の方が「理解・把握している」「まあ理解・把握してい
る」の回答が多かった。特に、「ロジックモデル」と「データを活用した自地域の介護保険・地
域包括ケアの状況とその特徴」の項目は、受講後に理解している（把握できている）と回答す
る者の割合が高まった。（図表３－７） 

 
図表３－７ 研修内容に関する知識（受講前 n=116、受講後 n=31） 

 
⑥⑥  自自由由記記載載：：最最もも印印象象にに残残っったたこことと・・ごご自自身身のの役役にに立立っったたこことと（（重重複複すするる内内容容はは一一部部未未掲掲載載））  

・国の計画策定の指針で「地域をデザインする」という文言が唐突に出てきておりどういう意
味なのか分からなかったが、具体的に地域デザイン力について説明があったのでとても分か
りやすく理解できました。 

・感覚や主観ではなく、データに基づいた計画を立てることが重要だと理解できました。 
・ロジックモデルの考え方や表記の方法。「なりたい姿・あるべき目標に向かう」というところ
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から、具体的に文字に起こしてフローチャートで表記することで、活用できる資源の有無や
不足しているサービス等が可視化できることがわかった。今後計画策定以外の業務にも活用
できると思う。 

・ロジックモデルを使うことで、自分の業務の目標や目指す姿が明確になること。 
・目指す姿から、「そのためには何が必要か」との問いを繰り返し、深めて作成していくという

ことが分かりました。 
・ロジックモデルを実際に自分の手で作ってみる機会をいただけて、どのように考えればよい

のか理解を深めることができました。本日発表したものは理想論的というか、実際の予算配
分や人的リソースを勘案しないで作成したものでしたが、この考え方を参考にして実際の事
業計画に落とし込めるよう努力したいと思います。 

・当市の指標を確認したうえで、ロジックモデルを用いた考え方を実践することで、計画素案
作成に向けた作業手順のイメージをつかむことができた。 

・計画策定の手順・方法についてロジックモデルの活用方法がよく理解できました。 
・自団体のことを振り返ってみたいと思います。共有できる時間あって、気づきがありました。

ロジックモデルについて、町の計画に後からでも当てはめて考えてみたいと感じました。 
・ロジックモデルで実際に一般介護予防事業について整理したころで、目指す姿に向けたアウ

トカムやアウトプットについて理解できた。楽しく計画を作る、という服部先生のお言葉が
印象に残りました。 

・ロジックモデルについて、以前も学習して自身の事業等のために、個人的に作成はしていた
が、個人だけではもちろん完成することができなかったため、今回の研修を受け、複数人で
参加することで、より理解が深まったと感じます。 

・どうしたら地域のやる気を引き出せるか。ロジックモデルの実際の演習を自治体ごとに考え
る時間を頂けたのはありがたかったです。 

・ロジックモデルの演習。計画を策定するにあたり、目指す姿が思い浮かばず悩んでいました
が、演習を通じて地域で目指す姿を具体的に思い浮かぶことができ、他の計画にも応用して
いけると思ったことが収穫でした。 

・ロジックモデルの演習では、難しく考えすぎていたことがわかった。村の状況をデータなど
で把握し、計画に反映できるよう努力したい。 

・ロジックモデルの演習をしたことで、アウトプット、アウトカムの考え方がよくわかりまし
た。なかなかごっちゃになってしまいよくわからなかったので。 

・ロジックモデルについて色々な研修で講義していただいていますが、なかなか理解できずに
おりました。今回は演習を通してなんとなく理解し始めたように感じているので、練習とし
て、自分のありたい姿で計画を立ててロジックモデルの作り方の練習をしてみようと思いま
す。 

・富士山の登頂からの演習は入りやすかったです。ロジックモデルと聞くと難しい感じがして
いましたが、最終アウトカムを明確にし、順番に考えていけばよいということの説明がわか
りやすかったです。事業ばかりを見るのではなく、何のためにやっているのかということを
意識していきたいです。ありがとうございました。 

・今回の研修は私自身の知識不足が大きく、かなり辛い時間だったと感じています。私の本来
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業務は係総括と障がい福祉、新型コロナ対策であり、介護部門は９期計画策定のみです。職
員体制が少なく日頃の業務がかなりタイトな中で計画策定をしなければならないため、正直
苦痛としか言えません。 

 
⑦⑦  自自由由記記載載：：研研修修のの改改善善点点ややごご意意見見（（重重複複すするる内内容容はは一一部部未未掲掲載載））  

・第８期から第９期への制度改正について（指針案ではあるものの）もっと具体的に解説して
欲しかった。 

・とても役に立った研修だったため、次回計画の前年度くらいにも同様の研修があったら嬉し
いです。 

・計画策定の手法・手順に関わる基礎的な内容であるため、もう少し早い時期に実施したほう
が、より有効に思われる。 

・本日の講義いただいたロジックモデルを使って検討することを計画策定のどの場面で行えば
より効果的なのかを教えていただきたかった。計画策定においては、委託業者も入り、今後
策定委員会を設けるが、そういった場で共有し、検討ができればよいのか。 

・画面が見えないので、グループワーク中の他市町村のロジックモデルの表が共有されれば、
よりよかったのかなと感じました。 

・講義は分かりやすくありがとうございました。シート作成中に他市町村とのお話が続けられ
ていると、集中しづらいなと感じました。 

・市の参加者の中で意見をまとめている最中、グループ内の他市町村とファシリテーターの方
のやり取りが気になり、それならばと音量を小さくすると突然の呼びかけに反応できず、や
りづらい状況でした。話し合いの時間はしっかり取っていただいた方が研修として有効だっ
たと思います。 
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３－３．ロジックモデル活用研修プログラムの開発 
３－３－１．概要 

前述のように、研修等によって、自治体の方にロジックモデルやその考え方を知っていただ
くとともに、その使い方を演習等で学んでいただくことを目的に、⾧野県での研修試行の結果
を踏まえて、「ロジックモデル活用研修プログラム」を開発した。 

プログラムの開発に当たっては、市町村への研修は都道府県が主体となることが多いことを
踏まえて、都道府県により市町村へのロジックモデル活用の研修を行っていただくことを想定
して、その研修の企画運営の際の留意点や手順、資料や様式等を全てそろえた研修運営マニュ
アルとして作成した。 

このマニュアルの作成においては、令和４年度事業において同様の趣旨から作成した「介護
保険「保険者シート」を活用した地域マネジメントの推進に関する研修会 研修運営マニュア
ル」に追加することとした。これに伴い、マニュアル名を「介護保険事業等に関する地域マネ
ジメントの推進に関する研修会 研修運営マニュアル」とするとともに、当該マニュアルにつ
いて必要な見直しを行った。 

 
３－３－２．プログラムの内容 

本事業で開発した研修プログラムの概要は以下のとおり。 
 
○目的 ：地域の実情に応じて、地域で目指す姿を実現するための効果的な事業を検討いただく

ことを目的に、データやロジックモデルの活用に向けた研修を行う。 
○対象者：●●県内の保険者・市町村の、 

１．保険者・市町村の介護保険事業計画の策定・調整に関わるご担当者 
２．地域支援事業のご担当者（委託先の地域包括支援センター等を含む） 
※保険者・市町村から介護保険計画担当、地域支援事業担当、両方の担当者が複数人

で出席いただくことが望ましい。 
○プログラム： 

時刻 所要時間  内容 担当など 

12:30～   受付開始  

13:00～ 5 はじめに 
あいさつ 
趣旨説明 

●●県●●●●部 
●●●●課 
●● ●● 

13:05～ 45 講義 
地域の現状把握と、地域で目指す姿を実現
するための効果的な事業の考え方 

●●●●●● 
●● ●● 

13:50～ 25 演習① 
地域で目指す姿を実現するための事業に向けて 
―▲▲▲▲を例にロジックモデルを作成するー 
・ロジックモデル作成の練習 

●●●●●● 
●● ●● 

14:15～ 10 休憩   
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14:25～ 100 演習② 

地域で目指す姿を実現するための事業に向けて 
―▲▲▲▲を例にロジックモデルを作成するー 
・データのご紹介 
・▲▲▲▲を例にしてロジックモデルを活

用した重点施策検討 

参加者全員 

16:05～ 20 
発表 

質疑応答 

演習の内容を全体で共有し、理解を深めます。 
１．全体発表 
２．講評 
３．質疑応答 

参加者全員 

16:25～ 15 振り返り 
研修の振り返り 
アンケート記入 

●●●●●● 
●● ●● 

16:40  閉会 連絡事項 参加者全員 
 
○作成する演習シートのイメージ 
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演習の内容を全体で共有し、理解を深めます。 
１．全体発表 
２．講評 
３．質疑応答 

参加者全員 

16:25～ 15 振り返り 
研修の振り返り 
アンケート記入 

●●●●●● 
●● ●● 

16:40  閉会 連絡事項 参加者全員 
 
○作成する演習シートのイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

３－３－３．マニュアルの内容 
    本事業で開催した⾧野県での研修において、事務局が企画運営する上で留意した点、手順を

記録し、用いた資料や様式について、必要な修正を行った上で揃えた。 
 効果的な基本研修の開催のため、企画段階から都道府県の介護保険事業（支援）計画担当と
地域支援事業担当が話し合い、研修の目的や保険者・市町村の課題を共有した上で、それぞれ
のルートから保険者・市町村の介護保険事業計画担当と地域支援事業担当の両担当に参加募集
をかけることを盛り込んだ。また、市町村のグループ分けにおいて、人口規模や圏域などの条
件や、１グループに適切な市町村数と人数、を示した。さらに、ファシリテーターを置くこと
でグループワークが効果的になることを記載した。 
 開催する都道府県担当者の負担軽減のため、企画運営に用いる様式一式、研修資料一式は、
全て編集できる形にして、介護保険「保険者シート」Web サイトからダウンロードし、活用で
きる形にした。 

 
その際、資料等について、⾧野県での研修試行の結果を踏まえて、 

 ・募集チラシを用意した（別紙 1-2） 
 ・最初に説明する際に、研修会の趣旨として、講義や演習のねらいを明確にした（資料２） 
 ・最後に、今回の研修の内容を振り返ることができるように、振り返りの資料を新たに用意す

る（資料７）とともに、アンケートの記入時間を設けた 
 等の見直しを行った。 
  加えて、これまで「介護保険「保険者シート」を活用した地域マネジメントの推進に関する

研修会 研修運営マニュアル」に位置付けていた研修について、以下の点等を修正した。 
 ・保険者シートに登録していない方も幅広く参加できるように内容を修正 
 ・「別紙１－２ 募集チラシ」「別紙 10 開始前スライド」の追加 
 ・「別紙７ アンケート・集計」「別紙５ 参加申込書」を Excel として、集計用シートを用意 
 ・このほか、資料等の適宜更新 
  
  本マニュアルについては、巻末の資料に収載した。 
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３－４．分析ツールの見直し 
３－４－１．分析ツールの概要 

令和４年度事業において、地域包括ケアシステムの推進に向けた介護保険事業の効果的な実
施に向けて、保険者・市町村の担当者が、地域の現状・課題の分析、計画作成や事業の評価等
を行うことができるツールとして、「分析ツール」を作成した。 

この分析ツールは、介護保険基本ロジックモデルに基に、地域支援事業実施要綱等を参考に
各項目の趣旨を踏まえた指標を置くとともに、全国や都道府県の平均や、前期計画時の指標と
比較することができるようにしたものである。 

 
  ＜分析ツールの趣旨＞ 

目的 ：地域包括ケアシステムの推進に向けた介護保険事業の効果的な実施 

対象者 ：保険者・市町村を中心として高齢者福祉の事業に関わる方 

活用方法 ：・地域の現状・課題等を分析し、事業の在り方等を検討するとき 
 ・介護保険事業計画や事業の評価等を行うとき 

 
図表３－８ 分析ツール 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３－９ 分析ツールを使うことによる保険者・市町村のメリット 
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３－４．分析ツールの見直し 
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３－４－２．分析ツールの見直し 
  分析ツールについて、令和５年度に行われた研修や、検討委員会やワーキングでの検討・指

摘等を踏まえて、以下の見直しを行った。 
 
見見直直しし  現現行行  趣趣旨旨  

指標を非表示とし、項目だけを
見ることができるようにする 

分析シート１枚のみ ●分析シートの全体像が理解
いただけるように修正する。 

全体のシートのほか、 
・最終・中間アウトカムのみの

シート 
・各事業で分けたシート 
を用意する。 

●分析シートの記載が多岐に
わたり、全体を理解すること
が難しいため、 

・まず事業等の目的である最
終・中間アウトカムを見るこ
とが重要であること 

・各事業担当者が見るときに
は、各事業がどうアウトカム
に結び付いているかという
観点が想定されること 

を踏まえて修正する。 

【基礎データ】 
＜参考＞2040 年の 75 歳以上

人口の推計 
（直近を 100 とする） 

【基礎データ】 
＜参考１＞75 歳以上人口につ

いて 2025 年推計との比較 
＜参考２＞75 歳以上人口につ

いて 2040 年推計との比較 

●2025 年は来年となるため、
削除する。 

●文言の適正化。 

【B02】 
調整済み認定率（要介護３以
上）（％） 
調整済み認定率（要介護１・２）
（％） 
調整済み認定率（要支援）（％） 
また、直近の欄について地域間
比較と経年比較それぞれの欄
を設ける※ 
※【C02、C06、C13】の調整済

み第１号被保険者１人当た
り給付月額も同様に修正  

【B02】 
調整済み重度認定率（％） 
調整済み軽度認定率（％） 

●要支援と要介護１・２では、
サービス等が異なるため。 

●調整済みの数値について、見
える化システムでは経年比
較をする際には人口構成の
変化を調整するために「平成
27 年度の全国の高齢者人口
の構成割合」を利用した数値
が用いられているため。 

【C01】 
訪問診療を受けた患者数（算定
回数） 
看取り数（算定回数） 
について、前期に 2019 年の実
績を入力し、直近は記載しない 

【C01】 
訪問診療を受けた患者数（算定
回数） 
看取り数（算定回数） 
について、2018 年の実績を
2018 年に、直近に 2019 年の実
績を入力  

●元データが 2019 年となって
いるため。 

見見直直しし  現現行行  趣趣旨旨  
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【C06】 
施設サービス定員数（85 歳以
上人口 1,000 人あたり）（人） 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護（事業所数）（85 歳以上人
口 1 万人あたり） 
訪問介護（事業所数）（75 歳以
上人口 1 万人あたり） 等 

【C06】 
介護保険施設定員数（要支援・
要介護者 1 人あたり）（人） 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護（事業所数）（要支援・要
介護者１万人あたり） 
訪問介護（事業所数）（要支援・
要介護者１万人あたり） 等 

●認定率の違いによる差が生
じること、広域連合の構成市
町村など算出されない市町
村があるため、一定の年齢以
上の人口を母数とする。 
施設サービス等は85歳未満で
は利用割合が高くないため、
85 歳以上人口を母数とする。 

●「介護保険施設」に地域密着
型介護老人福祉施設を加え
て、「施設サービス」とする。 

【C06】 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護 利用者数（85 歳以上人
口千人あたり） 
居 住系 サ ー ビ ス  利 用者 数
（85 歳以上人口千人あたり） 
施設サービス 利用者数（85
歳以上人口千人あたり）  等 
【C09】 
認 知症 対 応 型 共 同生 活介 護 
利用者数（85 歳以上人口千人
あたり） 

【C06】 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護 利用者数（75 歳以上人
口千人あたり） 
居 住系 サ ー ビ ス  利 用者 数
（75 歳以上人口千人あたり） 
介護保険施設 利用者数（75
歳以上人口千人あたり） 等 
【C09】 
認 知症 対 応 型 共 同生 活介 護 
利用者数（75 歳以上人口千人
あたり） 

●左記サービスについては、85
歳未満の者では利用割合が
高くないため、85 歳以上人
口を母数とする。 

●「介護保険施設」に地域密着
型介護老人福祉施設を加え
て、「施設サービス」とする。 

【分析ツール② B02】 
介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査より算定できる、「IADL
が低い者の割合」を追加 

ー ●自治体における事業評価に
おいて、介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査等で活用で
きる項目を追加する。 

【分析ツール② C06】 
在宅生活改善調査より算定で
きる、「現在のサービス利用で
は、生活の維持が難しい人」の
割合を追加 

ー ●自治体における事業評価に
おいて、介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査等で活用で
きる項目を追加する。 

【分析ツール② C10】 
介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査の以下の項目を追加 
・「あなたの心配事や愚痴を聞

いてくれる人」がいる割合 
・「あなたが心配事や愚痴を聞

いてあげる人」がいる割合 
・「あなたが病気で数日間寝込

んだときに、看病や世話をし
てくれる人」がいる割合 

・「反対に、看病や世話をして
あげる人」がいる割合 

ー 
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【C06】 
施設サービス定員数（85 歳以
上人口 1,000 人あたり）（人） 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護（事業所数）（85 歳以上人
口 1 万人あたり） 
訪問介護（事業所数）（75 歳以
上人口 1 万人あたり） 等 

【C06】 
介護保険施設定員数（要支援・
要介護者 1 人あたり）（人） 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護（事業所数）（要支援・要
介護者１万人あたり） 
訪問介護（事業所数）（要支援・
要介護者１万人あたり） 等 

●認定率の違いによる差が生
じること、広域連合の構成市
町村など算出されない市町
村があるため、一定の年齢以
上の人口を母数とする。 
施設サービス等は85歳未満で
は利用割合が高くないため、
85 歳以上人口を母数とする。 

●「介護保険施設」に地域密着
型介護老人福祉施設を加え
て、「施設サービス」とする。 

【C06】 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護 利用者数（85 歳以上人
口千人あたり） 
居 住系 サ ー ビ ス  利 用者 数
（85 歳以上人口千人あたり） 
施設サービス 利用者数（85
歳以上人口千人あたり）  等 
【C09】 
認 知症 対 応 型 共 同生 活介 護 
利用者数（85 歳以上人口千人
あたり） 

【C06】 
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護 利用者数（75 歳以上人
口千人あたり） 
居 住系 サ ー ビ ス  利 用者 数
（75 歳以上人口千人あたり） 
介護保険施設 利用者数（75
歳以上人口千人あたり） 等 
【C09】 
認 知症 対 応 型 共 同生 活介 護 
利用者数（75 歳以上人口千人
あたり） 

●左記サービスについては、85
歳未満の者では利用割合が
高くないため、85 歳以上人
口を母数とする。 

●「介護保険施設」に地域密着
型介護老人福祉施設を加え
て、「施設サービス」とする。 

【分析ツール② B02】 
介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査より算定できる、「IADL
が低い者の割合」を追加 

ー ●自治体における事業評価に
おいて、介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査等で活用で
きる項目を追加する。 

【分析ツール② C06】 
在宅生活改善調査より算定で
きる、「現在のサービス利用で
は、生活の維持が難しい人」の
割合を追加 

ー ●自治体における事業評価に
おいて、介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査等で活用で
きる項目を追加する。 

【分析ツール② C10】 
介護予防・日常生活圏域ニーズ
調査の以下の項目を追加 
・「あなたの心配事や愚痴を聞

いてくれる人」がいる割合 
・「あなたが心配事や愚痴を聞

いてあげる人」がいる割合 
・「あなたが病気で数日間寝込

んだときに、看病や世話をし
てくれる人」がいる割合 

・「反対に、看病や世話をして
あげる人」がいる割合 

ー 

 
 

３－４－３．今後の取組 
 上記「２ 第９期介護保険事業計画作成における状況と課題」において、ロジックモデル等
を作成するための手順例等を示すガイドの必要性とともに、「全国の第９期計画をもとにしたロ
ジックモデルやその指標の例示」の必要性が示された。 

この分析ツールは、介護保険事業において汎用性のある介護保険基本ロジックモデルを基に
して作成しているものであり、このベースになるものと思われる。 

このため、今後本年度作成された第９期計画を収集分析し、この分析ツールをさらに見直し
ていくこと（項目・指標の整理・追加等）で、第 10 期計画作成に向けて自治体の方がロジック
モデル等を検討される際に、参照いただくツールとしていくことが望まれる（上記のガイドの
一部とすることが想定される）。 
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４－１．概要 

自治体におけるロジックモデル活用に向けては、 
・参考となるロジックモデルを活用した介護保険事業計画作成の事例が必要であることや、 
・その過程を調査分析していくことが必要であること 
から、本事業においてはロジックモデルを活用した介護保険事業計画を作成するモデルとなる
市町村への支援を行った。 
 具体的には、対象となった１自治体（F 市：人口規模５万人以上～10 万人未満）に、ロジッ
クモデル作成を中心とした介護保険事業計画作成の支援を行った。 

 
４－２．モデル市町村支援の経過 

対象自治体と相談し、以下の過程で介護保険事業計画及びそこに掲載するロジックモデルの
検討を行った（下線部分は当機構が関わった過程）。 
① 担当課の職員（課⾧を含む）や地域包括支援センターの職員が集まり、第８期計画をもと

にロジックモデルを作成するワークを実施（５月） 
② 各担当で上記ロジックモデルを確認・修正する（６月～７月） 
③ このロジックモデルをもとに、各事業の実施状況や介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等

の結果を踏まえて、第８期計画の自己評価を行う（9 月～10 月） 
④ 上記の自己評価等をもとに、第９期計画及びそこに掲載するロジックモデルを検討する（10

月～12 月） 
⑤ 介護保険運営協議会で審議（12 月） 
⑥ パブリックコメントや住民説明会を実施（２月） 
⑦ 計画について議会への報告（２月） 

 
 
４－２－１．第８期計画をもとにロジックモデルを作成する 
（（１１））ワワーーククのの概概要要  

●日時 ：令和６年５月 23 日（火）及び 25 日（木）いずれも 13 時～16 時半 
●内容 ：第８期計画をもとに、ロジックモデルを作成する 
●参加者：５月 23 日（火） 

高齢者福祉課 12 名 内訳 課⾧級 1 名、係⾧級 2 名、係員級 9 名 
      地域包括支援センター（委託型）職員 １名            計 13 名 
      ５月 25 日（木） 

高齢者福祉課 11 名 内訳 係⾧級 3 名、係員級 8 名 
      地域包括支援センター（委託型）職員 3 名            計 14 名 

４．ロジックモデルを活用した介護保険事業計画の作成に取り組むモデル
市町村支援 
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●内容 ：第８期計画をもとに、ロジックモデルを作成する 
●参加者：５月 23 日（火） 

高齢者福祉課 12 名 内訳 課⾧級 1 名、係⾧級 2 名、係員級 9 名 
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●●プログラム 

時刻 内容 

13:00～ あいさつ 

13:05～ 
【講義】 
次期介護保険事業計画の策定におけるロジックモデルの活用と保険者シートの
各種ツールの活用方法 

13:45～ 
【演習】 
ロジックモデルの作成と指標設定 

14:15～ 休憩 

14:25～ 
【ワーク】 
第８期介護保険事業計画をもとに、ロジックモデルを作成してみましょう 

16:05～ グループ発表・全体共有 

16:25～ アンケートのお願い 

  
（（２２））ワワーーククのの効効果果  
アア．．方方法法：：  

参加者全員に、ワーク開始前に自記式質問紙を配布し、終了後に事務局が回収した。 
質問紙の項目は、Kirakpatrick の教育効果の 4 段階を参考に、「研修内容への満足度」「グルー

プワークの実施状況」（反応）、「研修内容の知識の獲得」（学習）、ロジックモデルの活用（行動）
の前提となる「他のメンバーとの協力」「保険者シート活用への意識」を尋ねた。その他、自由
記載で研修プログラムに対する改善点などを尋ねた。 

分析対象は、回答が得られた全員とし、自由記載は、記載してある内容ごとに分類した。 
 
イイ．．結結果果  
①①  回回答答者者数数（回収率）：27 人（100％） 
②②  回回答答者者のの特特性性： 

  市職員としての経験年数は、5～10 年未満が、高齢者福祉・介護保険担当の年数は 3 年未満、
５～10 年未満が最も多かった。（図表４－１、図表４－２） 

職位は、係員級が 16 人と最も多く、係⾧級５人、その他（地域包括支援センター職員）４人、
課⾧級１人だった。（図表４－３） 

担当業務は、地域包括支援センター運営が６人と最も多かったが、課内原則全員参加だった
ため課内全ての業務の担当者が参加した（重層的支援体制整備事業は他の課が担当）。（図表４
－４） 
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図表４－１ 回答者の特性：市職員の経験年数（n=27） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４－２ 回答者の特性：介護保険・高齢者福祉業務の経験年数（n=27） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図表４－３ 回答者の特性：職位（n=26） 
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図表４－１ 回答者の特性：市職員の経験年数（n=27） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４－２ 回答者の特性：介護保険・高齢者福祉業務の経験年数（n=27） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図表４－３ 回答者の特性：職位（n=26） 
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図表４－４ 回答者の特性：（n=27） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③③  研研修修内内容容へへのの満満足足度度  

いずれの項目も８割前後の方が「とても役に立つ」と回答していたほか、それ以外の方も「ま
あ役に立つ」を回答していた。（図表４－５） 

 
図表４－５ 研修内容に対する満足度（n=27） 
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④④  研研修修内内容容にに関関すするる知知識識  
計画におけるロジックモデル活用の考え方の理解について、「とてもできた」「まあできた」

との回答を併せると 80％を超えている。（図表４－６） 
 

図表４－６ 研修内容に関する知識（n=27） 
 
 
 
 
 
 
 

⑤⑤  ググルルーーププワワーーククににつついいてて  
遠慮や躊躇することなく、考えや意見を述べることについて、「とてもできた」「まあできた」

との回答を併せると 80％を超えている。（図表４－７） 
 

図表４－７ グループワークについて（n=27） 
 
 

  
  
  
  
  

⑥⑥  他他ののメメンンババーーととのの協協力力  
計画策定において他のメンバーと協力し合いたいと思うかについて、全ての回答が「強くそ

う思う」「まあそう思う」のいずれかであった。（図表４－８） 
 

図表４－８ 他のメンバーとの協力（n=27） 
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ワークの中で、遠慮や躊躇することなく、ご自身の考
えや意見を述べることはできましたか。

とてもできた まあできた どちらともいえない あまりできなかった 全くできなかった
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域で目指す姿を実現するために、介護保険事業計画
策定において他メンバーと協力して合いたいと思われ

ましたか。

強くそう思う まあそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全く思わない
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④④  研研修修内内容容にに関関すするる知知識識  
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計画におけるロジックモデル活用の考え方は理解できま
したか。

とてもできた まあできた どちらともいえない あまりできなかった 全くできなかった

9 13 3 2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ワークの中で、遠慮や躊躇することなく、ご自身の考
えや意見を述べることはできましたか。

とてもできた まあできた どちらともいえない あまりできなかった 全くできなかった
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地域で目指す姿を実現するために、介護保険事業計画
策定において他メンバーと協力して合いたいと思われ

ましたか。

強くそう思う まあそう思う どちらともいえない あまりそう思わない 全く思わない

 
 

⑦⑦  保保険険者者シシーートトのの活活用用  
保険者シートの活用について、「大いに活用できる」「まあ活用できる」との回答を併せると

80％を超えている。（図表４－９） 
 

図表４－９ 保険者シートの活用（n=25） 

  
  
⑧⑧  自自由由記記載載：：改改善善点点やや意意見見（（重重複複すするる内内容容はは一一部部未未掲掲載載））  

＜全体＞ 
・担当事業において、事業計画策定に大変有意義な講義でした。 
・計画策定は経験したことがなく、未知でしたが、大切な視点や考え方を学ぶことが出来た。

第９期計画の策定に係で活用したい。 
・課全体で学べてよかったです。総合的な事業のろれつがこれで整理できたように思います。 
・考え方の整理や既存計画の見直しについて大変役立ちました。 
・力量（計画に対する理解度）の差が大きい中で、その底上げが図られたと感じます。 
・皆の Lv に追い付いていないと痛感しました。 
 
＜ロジックモデルの理解＞ 
・ロジックモデルと聞いて難しい考え方かと緊張しましたが、わかりやすい講義でありがたか

ったです。 
・アウトカムが明確になった事により、他の項目とつながっている事がよくわかりました。と

ても深い学びの時間となりました。当包括でも生かしていきたいと思います。 
・ロジックモデルを理解することが難しかった。 
 
＜他の業務の理解や連携＞ 
・介護保険関連事業の係に異動して一カ月程度ですが、課内の業務や施策等を把握できたので

良かった。 
・他の係の仕事について深く知る良い機会となりました。 
・新しい知識を実践の中でも積むことができ、同僚との絆もとても良い機会になりました。保

健師の公衆衛生の観点から保険者シートもすばらしい宝物の様に感じております。活用いた
します。 

・もっと多職種で相互の知見を交換し、互いに議論を行って意見を深められる場を、欲しいと
強く感じた。 

・他の係（支援事業）の内容を知れて勉強になりました。 

10 11 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保険者シートについて、今後計画策定や業務において活
用できますか。

大いに活用できる まあ活用できる どちらともいえない あまり活用できない 全く活用できない
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＜研修の内容＞ 
・もう少し時間が欲しい。 
・機械的に行うと頭で分かっていても、最初の抽出作業が資料から上手くできず、本来の話し

合いまで到達するのに大変でした。2 回目はもう少し上手くできる気もするので、自分の担
当で考えていきたいと思います。 

  
  
４－２－２．ロジックモデルの検討・作成と支援 

 上記ワークを踏まえて、その後、以下の流れでロジックモデルの検討・作成を進めていった。 
・各担当にてワークで作成したロジックモデルを確認・修正する 
・このロジックモデルをもとに、各事業の実施状況や介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等の

結果を踏まえて、第８期計画の自己評価を行う 
・自己評価等をもとに、第９期計画及びそこに掲載するロジックモデルを検討する 
 
 医療経済研究機構では、この過程にて F 市の担当が作成されたロジックモデルについて、 
・アウトプットとアウトカムや、アウトカム間のつながり 
・アウトカムとアウトプットの整理 
・指標の提案 
等の助言等を行った。 

 
図表４－10 F 市のロジックモデル 
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図表４－10 F 市のロジックモデル 

 
  

 
 

４－３．今後の取組 
 本事業によるモデル市町村への支援を通じて、 
①ロジックモデル作成の手順を考えるために参考とするガイドの必要性 
②ワーク等により職員間での意識を共有していくことが有効な方法であること 
③ロジックモデルを作成するにあたって 

・アウトプットとアウトカムや、アウトカム間のつながり 
・アウトカムとアウトプットの整理 
・指標についての置き方やどのようなものが考えられるか 
について配慮する必要があること 
が明らかになった。 

 
①については、上記「２ 第９期介護保険事業計画作成における状況と課題」においてもそ

の必要性が示されたことから、第 10 期計画に向けた支援策として検討していくことが必要にな
る。また、そのガイドの内容を検討していくにあたっては、②③の点について自治体に向けて
わかりやすく資料等を提示していくことが必要になると思われる。 
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５．介護保険事業計画における適切な指標設定の在り方 

  
５－１．緒言・目的 

介護保険の保険者である市町村には、データに基づいた PDCA サイクルによる介護保険制度
の立案と運用が強く期待されている。平成 29 年には、地域包括ケアシステムの強化のための介
護保険法等の一部を改正する法律により、①データに基づく課題分析と対応の検討を行い、介
護保険事業（支援）計画に介護予防・重度化防止等の目標と取組内容を記載すること、②適切
な指標によって実績評価を行うこと、③財政的インセンティブの付与の規定の整備、が制度化
された。また、厚生労働省の地域包括ケア「見える化」システムに代表される、市町村が介護
保険事業計画等の策定・実行を支援するデータ基盤の整備も進んでいる。 
 実効的な PDCA サイクルによる施策・事業展開には、施策・事業の実施によって期待される
成果（アウトカム）に指標を設定し、その達成状況を継続的に把握することが不可欠となる。
「アウトカム」には一定の定義は見られないため、先行研究を参考に「⾧期的アウトカム指標」
を「介護保険事業計画の実施によりもたらされる⾧期的な帰結のうち数値目標として設定され
ているもの」と操作的に定義した上で、第 8 期介護保険事業計画における指標設定状況を分析
した（松本, 2022）。その結果、何らかの「⾧期的アウトカム指標」を設定していた保険者は全
国の約 38.7%で、設定されていたとしても、介護保険事業計画の指標として妥当か検討が必要
な指標、指標データの典拠の記載がなく、誰を対象に、どのような方法で測定したのか特定で
きない指標が存在した。多くの市町村が「⾧期的アウトカム指標」の設定に苦慮している状況
が推察される。 

保健医療福祉分野の政策評価における「⾧期的アウトカム指標」の評価枠組みについて、令
和５年に先行研究のレビューを行ったところ、図表４－１のような 5 つの評価基準と検討の流
れにまとめられた。指標の「妥当性 validity」「信頼性 reliability」の視点は良く知られているが、
妥当性、信頼性のみを重視すると、重要だがまだ十分に検討されていない指標、少数の集団を
対象にした指標が排除されてしまう可能性がある。よって、妥当性、信頼性と同時に「公平性 
equity」での観点でも指標を検討していくことが肝要となる。公平性は、地域内の文化的背景や
価値観の違い、性的多様性など、社会的に不利な立場の小集団にも配慮することを指す。妥当
性、信頼性、公平性の観点から有益であっても、測定に係る金銭・時間・人的費用が担保され
なければ指標として採用することが難しくなる。よって、指標の「実行可能性 feasibility」に着
目する必要がある。最後に、幅広い関係者から合意を得るためには、結果のみならず、指標設
定の過程や、測定方法が説明可能にしておくこと、「アカウンタビリティー accountability」の
担保も必要となる。 
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図表５－１ ⾧期的なアウトカム指標の評価枠組みと検討の流れ 

 
しかしながら、この枠組みのうち、研究者をはじめとする指標を開発する立場の者、行政担

当者をはじめとする指標を設定する立場によって、高められる枠組みが異なる可能性がある。
例えば、信頼性や妥当性の検証は測定方法を含めた綿密な研究が必要となるため、主には研究
者が高めることが期待されるし、実行可能性は主には行政担当者が鑑みることになるだろう。
アウトカム指標が設定される過程において、それぞれの立場の者が、これらの枠組みを高く担
保できるよう、どの程度考えているのか、困難な点はどこなのか、どう取り組んでいるのか、
詳細を知ることによって、より良い⾧期的アウトカム指標の設定に向けた具体的方策が見いだ
せるものと考えられる。 

以上より、今回は指標を設定する立場にある行政担当者に焦点を当て、介護保険事業計画の
指標設定過程で、⾧期的なアウトカム指標の５つの枠組みについて、どのように検討し、どの
ような困難があるのか、できるだけ実情に迫る形で記述することを目的とした。

 
 

５－２．方法 
本研究では介護保険者である各自治体の介護保険事業計画策定担当者に対して、インタビュ

ー調査を行った。 
 
５－２－１．対象者の選定とインタビューの依頼 
（（１１））既既知知のの自自治治体体へへのの依依頼頼  

 convenient sampling と theoretical sampling を組み合わせて協力を依頼した。 
 まず、研究者が関わりのあった自治体に対して、インタビュー調査への依頼を行った。依頼
対象の選定にあたっては、既に「⾧期的アウトカム指標」を設定している自治体、あるいは設
定していると見込まれる自治体に協力を依頼した。同時に、設定していない自治体の観点も必
要であると考え、「⾧期的なアウトカム指標」を設定していない自治体に対しても協力を依頼し
た。 

 
（（２２））既既知知ででなないい自自治治体体へへのの依依頼頼  

 加えて、できる限り視点の偏りを防ぎ、幅広く意見を集めるという観点から、これまで研究
者との関わりがなかった自治体に対しても依頼を行った。その方法は、a. 第 8 期介護保険事業
計画の分析対象とした自治体から選んで依頼、と b. 全ての介護保険者に調査協力を依頼の 2 種
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類である。 
 

a. 第 8 期介護保険事業計画の分析対象とした自治体から選んで依頼 
 第 8 期介護保険事業計画の分析において対象とした自治体から、「⾧期的なアウトカム指標」
を設定している自治体、および特色のある指標を設定している自治体を選定して、協力を依頼
した。 
 
b. 全ての介護保険者に調査協力を依頼 
 全国の介護保険者（市町村および広域連合）のリストを作成し、調査協力を依頼するための
ウェブサイトを作り、案内の葉書を郵送した。協力できる自治体は QR コードを読み込んで調
査依頼サイトを訪れ、そこから必要事項を入力していただく形とした。 

 
５－２－２．インタビューの実施 

インタビューはオンラインのビデオ通話サービスを介して行った。近年、特に新型コロナウ
イルス感染症の世界的流行後は、オンラインビデオ通話サービスを用いた質的研究も多く行わ
れるようになっている (Akyirem et al., 2024) 。オンラインでのインタビューを行う場合、イン
タビュー側にも一定の知識と技術が必要となるが、今回の対象者は自治体の方ばかりであるこ
と、新型コロナウイルス感染症の流行があり、多くの自治体職員がオンラインでのコミュニケ
ーションに慣れていると考えられたことから、この方法を選定した。 
 インタビューにあたっては、事前アンケート（巻末の資料参照）への回答を依頼し、その回
答、および第 8 期介護保険事業計画、第 9 期介護保険事業計画を読み、尋ねるべき内容を自治
体ごとに検討した。事前調査を行った理由は、1) 事前に自治体側の考えを知っておくことで、
探索的質問を効率良くできるようになること、に加えて、2) 「⾧期的なアウトカム指標」とい
う考え方の認識合わせをしておく必要を感じていたこと、が挙げられる。インタビューの方々
に予め「⾧期的なアウトカム指標」について考えておいていただくことで、認識の齟齬を最低
限に抑えてインタビューを実施することができたと考える。 
 
 このような形を取ったため、自治体ごとに尋ねた内容は異なるが、主に以下のような内容を
尋ねた。 
 「⾧期的なアウトカム指標」の設定状況 
 （設定している場合）選んだ理由・根拠、設定までの過程、特にどのような議論が内部で

行われたのか、外部からの意見はあったのか、など 
 （設定していない場合）設定していない理由、検討は行われたという場合はその内容 

 「⾧期的なアウトカム指標」の設定の困難さ 
 事前調査に対する回答の理由・根拠 
 「⾧期的なアウトカム指標」の設定に向けた工夫・改善策 
 
 なお、本研究では、自治体の現状を率直に教えていただくため、どなたが回答したのか、ど
の市町村が回答したのかをわからないように匿名化して発言を引用することとした。また、発
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b. 全ての介護保険者に調査協力を依頼 
 全国の介護保険者（市町村および広域連合）のリストを作成し、調査協力を依頼するための
ウェブサイトを作り、案内の葉書を郵送した。協力できる自治体は QR コードを読み込んで調
査依頼サイトを訪れ、そこから必要事項を入力していただく形とした。 

 
５－２－２．インタビューの実施 

インタビューはオンラインのビデオ通話サービスを介して行った。近年、特に新型コロナウ
イルス感染症の世界的流行後は、オンラインビデオ通話サービスを用いた質的研究も多く行わ
れるようになっている (Akyirem et al., 2024) 。オンラインでのインタビューを行う場合、イン
タビュー側にも一定の知識と技術が必要となるが、今回の対象者は自治体の方ばかりであるこ
と、新型コロナウイルス感染症の流行があり、多くの自治体職員がオンラインでのコミュニケ
ーションに慣れていると考えられたことから、この方法を選定した。 
 インタビューにあたっては、事前アンケート（巻末の資料参照）への回答を依頼し、その回
答、および第 8 期介護保険事業計画、第 9 期介護保険事業計画を読み、尋ねるべき内容を自治
体ごとに検討した。事前調査を行った理由は、1) 事前に自治体側の考えを知っておくことで、
探索的質問を効率良くできるようになること、に加えて、2) 「⾧期的なアウトカム指標」とい
う考え方の認識合わせをしておく必要を感じていたこと、が挙げられる。インタビューの方々
に予め「⾧期的なアウトカム指標」について考えておいていただくことで、認識の齟齬を最低
限に抑えてインタビューを実施することができたと考える。 
 
 このような形を取ったため、自治体ごとに尋ねた内容は異なるが、主に以下のような内容を
尋ねた。 
 「⾧期的なアウトカム指標」の設定状況 
 （設定している場合）選んだ理由・根拠、設定までの過程、特にどのような議論が内部で

行われたのか、外部からの意見はあったのか、など 
 （設定していない場合）設定していない理由、検討は行われたという場合はその内容 

 「⾧期的なアウトカム指標」の設定の困難さ 
 事前調査に対する回答の理由・根拠 
 「⾧期的なアウトカム指標」の設定に向けた工夫・改善策 
 
 なお、本研究では、自治体の現状を率直に教えていただくため、どなたが回答したのか、ど
の市町村が回答したのかをわからないように匿名化して発言を引用することとした。また、発

 
 

言内容については適宜研究者が修正を加えた。これは、発言内容をわかりやすくするためであ
ると同時に、自治体や発言者が特定されること極力防ぐためでもある。 

５－３．結果 
7 市（人口規模 4.6 万人～94 万人）に対して平均 81 分（標準偏差 25 分）のインタビューを

行った。インタビューの協力者は、各市１名～4 名の計 16 名であった。インタビューの内容は
過去の研究により得られた枠組みである、妥当性 validity、信頼性 reliability、公平性 equity、
実行可能性 feasibility、アカウンタビリティー accountability に沿って提示する。 
 今回、feasibility の訳語は「実現可能性」ではなく、「実行可能性」とした。「実現可能性」と
すると、「設定する数値目標を達成できるかどうか」という観点との誤解が生じる可能性が高い
と考えたためである。この feasibility で重視しているのは、設定した指標に基づく評価活動が実
行可能かという観点である。ただし、「設定する数値目標を達成できるかどうか」という観点も
「⾧期的なアウトカム指標」を設定する上で重要である。これは妥当性 validity の概念に内包
されるものと考え、そこで述べることとした。 

 
５－３－１ 妥当性 Validity 

 妥当性 validity とは、「⾧期的なアウトカム指標」が、当該市町村の介護保険事業計画全体お
よび全体目標を評価する上でふさわしい指標となっているかを問うものである。妥当性の欠い
た指標を用いると、見せかけの改善効果がみられることもある。たとえば、アメリカ合衆国の
メディケア出来高払いプログラムにおいて、再入院を削減するため、退院後 30 日以内の再入院
が 基 準 値 を 超 え る 場 合に 支 払 額 を 減 額 す る 仕 組 み を 取 り入 れ た 。い わ ゆ る Hospital 
Readmissions Reduction Program である。しかし、その再入院の定義の中に、経過観察のため
の入院を入れなかった（外来扱いとした）ため、再入院が過小評価されることとなったと報告
されている (Sheehy et al., 2023) 。このような事態を防ぐためには、評価指標を妥当性という
観点から吟味しておくことが必要である。 

 
 この妥当性に内包される概念として、今回の調査では以下のものが指摘された。 
 内容的妥当性 
 カバーする範囲の包括性 
 施策としての整合性・連続性 
 指標自体の達成可能性 
 倫理的な妥当性 
 
 加えて、妥当性を高めるための方策として以下の点が語られた。 
 施策と「⾧期的なアウトカム指標」の結びつきの検討 
 データや調査結果に基づく指標の設定 
 複数の課にまたがる検討会議を設ける 
 審議会・検討会の活用 
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（（１１））⾧⾧期期的的ななアアウウトトカカムム指指標標のの内内容容的的妥妥当当性性  

 これは「⾧期的なアウトカム指標」が介護保険事業計画の目ざすところと照らし合わせてふ
さわしいものとなっているかをみるものである。具体的には、「⾧期的なアウトカム指標」を決
めていく過程について、次のように語られた。 

 
今回の指標として何がふさわしいか、という点についてはすごく悩んだというか、なかなか決ま
らなかったところではあります。会議の中で、最初は、幸福度のほうがいいんじゃないか、とい
う話もありました。しかし、幸福度はあまりにも他の要素（の影響）が強過ぎます。他国で戦争が
あると不幸な気持ちになる人が出る、経済が落ち込んだら、不幸な気持ちになるといった形で他
の要因（の影響）が大き過ぎるということです。なので、それはやめましょう、と。一方で、地域
で暮らす安心感、というようなものであれば、ちょっとは（介護保険事業で）引っ張れるところ
があるのではないか、というような話をして、この指標にたどり着きました。 

 
 また、内容的妥当性を検討した結果、他の自治体が多く設定している目標（たとえば「要介
護認定率」や「要介護度の維持・低下」）を選ばなかったところもある。我々が以前行った調査
でも多くの自治体がこれらを「⾧期的なアウトカム指標」として掲げていた（松本, 2022）が、
ある協力者は以下のように語った。 

 
最終アウトカムを考える上で、要介護度を維持していく、もしくは上がらないようにしていく、
つまり介護予防に努めるということはもちろん（大事）なんですけれども、それをあまり大きく
うたってしまうと、利用抑制、利用抑止につながっていかないだろうか、という懸念があります。
ですので、あくまでも健康をベースにした目標を最終アウトカムにしています。 

 
 この観点は別の形でも指摘された。ある協力者は、軽度者の認定が多いという市の状況を踏
まえた上で、その認定率を下げることを目標にすることの是非に悩んでいると語った。 

 
だいぶ迷いは減ってきたんですけれども、この市は軽度者認定が多いという特徴があります。早
め早めに介護保険の申請をするよう、進め過ぎているのかなという思いもありました。ただやは
り介護保険の申請をして、ケアマネジャーさんを見つけて、ケアマネジャーさんとパートナーシ
ップを組めるということが市民の安心につながっているという面もあると思います。ですので、
軽度者の認定が増えることは容認する方向で計画を書いていこうかなと、そうすると目標は重度
者と軽度者それぞれに追跡するということになるのかな、あるいは重度者だけを目標に設定する
のかなとも思います。どう表現するのがよいのかについてはちょっとまだ迷っています。 

 
 この内容的妥当性を考える上で重要なのは、内容的妥当性はあくまで「⾧期的なアウトカム
指標」が内容的に見て妥当なものであるかどうかを問う観点であり、計画の全体目標を考えた
上で、必要十分な指標群となっているかどうかまでは問うていないということである。必要十
分な指標となっているかどうかを考えるためには、次に述べるように指標のカバーする範囲を
みる必要がある。 
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（（２２））⾧⾧期期的的ななアアウウトトカカムム指指標標ががカカババーーすするる範範囲囲のの包包括括性性  

 「⾧期的なアウトカム指標」の妥当性を考える上で、指標群がカバーする範囲が計画の全体
目標に照らして十分であるかどうかを評価する必要がある。内容的に妥当な指標が設定されて
いても、それが計画の一部をカバーするだけの指標であれば、指標群全体としては改善の余地
があることになる。ある協力者は、次のように現行の目標の課題を指摘した。 

 
県の研修会などでいろいろ（な意見が）出る中で、どうしても基本目標が医療目線になってしま
っています。パブリックコメントでは「介護目線が抜けている」というようなご意見もありまし
た。次期計画では、介護の部署ともより連携して何ができるかを考えないといけないのかな、と
反省しています。 

 
 また、目標を設定するにあたっては、予防の可能性という観点を入れることも重要かもしれ
ない。たとえば、カナダ・Carleton 大学の Ammi ら (2024) は公衆衛生政策への資源投入の効
果を測定するため、単純な死亡率ではなく preventable な原因による死亡率を指標として用い
ている。これは要介護状態になることを予防する、という意味ではなく、死亡・要介護状態の
悪化、施設入所、在宅死亡といった指標に対して「予防可能な」という視点を入れるというこ
とである。これらの指標は介護保険制度のアウトカムとして設定されることがあるが、そのま
までは必ずしも「⾧期的なアウトカム指標」として適切とは限らない。その欠点を補うものと
して「予防可能な」死亡や要介護状態の悪化を防ぐ、という視点が有益となるかもしれない。 

 
（（３３））施施策策ととししててのの整整合合性性・・連連続続性性をを保保つつ  

 「⾧期的なアウトカム指標」を考える上では、自治体の施策として他の計画との整合性を図
ることが重要であることや、それまでの介護保険事業計画との連続性を保つことの大切である
ことが指摘された。ある協力者は、第 8 期との連続性を持たせることも意識しながら第 9 期計
画の目標を設定したと語った。 

 
第 8 期の指標をベースにアウトカム指標にできるものを設定していったというのが正直なところ
です。 

 
 別の協力者は、指標を変えることにより連続性が失われることへの懸念を考慮したと述べた。 

 
局内の担当が集まって協議をしたときに、この指標が変わってしまうと継続してみることができ
なくなる、やはり継続していきたいという意見が出ました。 

 
 さらにまた別の協力者は、総合計画に「⾧期的なアウトカム指標」に該当する内容が書かれ
ており、それを踏まえて介護保険事業計画の目標を検討したと語った。 

 
総合計画、市全体の計画があり、その中で高齢者施策の方向性が定められています。それを踏ま
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えて、第 8 期計画を考えました。だから、以前からずっと、これを最終アウトカムとして設定し
ているのです。 

 
市のほうで進めている町作りのための戦略があります。その中で着目している目標に介護保険事
業計画でも着目することにしていこうという考えはありました。 

 
 一方で全体計画と整合性を合わせるために指標の自由度が狭まる可能性も指摘された。 

 
（（４４））「「⾧⾧期期的的ななアアウウトトカカムム指指標標」」自自体体のの達達成成可可能能性性  

 これは「⾧期的なアウトカム指標」が達成できるものであるかどうかを問う視点である。数
値目標を設定したとしても、到底達成できないような高い目標を掲げることには一定の疑念が
生じる（それでも目標に向かって努力することでよい帰結につながるであろうという論点はあ
りうる）。 
 ここで重要なのは、この達成可能性と後述する実行可能性 feasibility は異なる概念であると
いうことである。本研究において、後者の feasibility は指標の測定・評価をする活動が実行でき
るかどうか、という意味で用いている。したがって、達成する見込みが少なく、達成可能性の
低い指標であっても、その指標の測定自体は可能である場合、その指標の実行可能性 feasibility 
は高いということになる。 

一方、ここで述べる達成可能性とは、目標を達成できるかどうか、という視点である。複数
の市の協力者が、達成不可能と思われる数値目標を設定することは難しいと語った。 

 
いろいろ施策を考えて進めても効果が出にくいところを指標にするのもまた・・・。そういうも
のを指標にするとアウトカムになるのでしょうけれども。自分たちがやったことに対する評価を
するとなると、すぐには効果が出ないものを指標にするのも（難しいです）。・・・内々にそうした
指標の経過は見ますが、外に出す部分に書いてしまうと、（結果がよくなかった場合に）この 3 年
間やっていたことの効果がない、という評価になってしまいますよね。 
 
計画に書くとなるとやはり成果を出さないといけない、でも成果が出ないだろうから、載せない
でおきましょうという人がほとんどなのです。 

 
 その背景として、介護保険事業計画が 3 年間の計画であり、3 年では効果が出ないのではないか、
という理由が指摘された。 

 
介護保険計画は 3 年に 1 回、更新します。3 年後にこの指標で効果を求める、アウトカムを求め
るとなるとなかなか難しいな、というのが正直な感想です。 

 
 こうした考え方がある一方で、基本目標を掲げるのであれば、評価するための指標は必要な
のではないかとも語られた。 

 
指標を書くと（その数値を）上げないといけない。でも上がる確信がないというのは確かにそう
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の市の協力者が、達成不可能と思われる数値目標を設定することは難しいと語った。 

 
いろいろ施策を考えて進めても効果が出にくいところを指標にするのもまた・・・。そういうも
のを指標にするとアウトカムになるのでしょうけれども。自分たちがやったことに対する評価を
するとなると、すぐには効果が出ないものを指標にするのも（難しいです）。・・・内々にそうした
指標の経過は見ますが、外に出す部分に書いてしまうと、（結果がよくなかった場合に）この 3 年
間やっていたことの効果がない、という評価になってしまいますよね。 
 
計画に書くとなるとやはり成果を出さないといけない、でも成果が出ないだろうから、載せない
でおきましょうという人がほとんどなのです。 

 
 その背景として、介護保険事業計画が 3 年間の計画であり、3 年では効果が出ないのではないか、
という理由が指摘された。 

 
介護保険計画は 3 年に 1 回、更新します。3 年後にこの指標で効果を求める、アウトカムを求め
るとなるとなかなか難しいな、というのが正直な感想です。 

 
 こうした考え方がある一方で、基本目標を掲げるのであれば、評価するための指標は必要な
のではないかとも語られた。 

 
指標を書くと（その数値を）上げないといけない。でも上がる確信がないというのは確かにそう

 
 

なのです。でも、基本理念というか、最初の目標って、みんな（計画に）書いていますよね。それ
を書いているということは、それに向かうつもりで書いていますよね。それならばそのための指
標を書けない理由はあるのでしょうか。論理的に考えると、目標を書こうよという話になります
よね。 

 
 しかし、先行研究によれば、高齢者向けの施策が高齢者自身による健康度の評価に影響を与
える可能性は十分にある。たとえば、香港城市大学の Wang & Hu (2024) は、高齢者に対する
政策と高齢者自身の主観的健康評価の関連を調べるため、fixed-effects regressions を用いて、
中国健康与退休縦向調査のデータ 4 回分（2011 年、2013 年、2015 年、2018 年）を分析した。
その結果、政策の密度（この研究では、”the cumulative number of city-level policy documents 
concerning OAC or PT from 2008 to the survey year” と定義されている）が高いほど、高齢者
の主観的健康度（5 段階で評価）が高くなることを示した。 
 また、死亡率などの比較的客観的な指標に対しても施策が影響を与え、それを計測できる可
能性がある。韓国・忠南国立大学医学部の Sang Jun Eun (2024) は、2017 年、韓国で国民健康
保険（NHI）のカバー率を拡大する政策が取られたことが死亡率に与えた影響を検証する研究
を行った。解析では、ベイジアン構造時系列モデル (Bayesian structural time-series models) を
用いた controlled interrupted time-series design が採用されている。その結果、2017 年の政策
は死亡率の低下に寄与したことが示されている。 
 このような研究を踏まえると、達成不可能と思われるからというだけで指標を除外せず、そ
の内容的妥当性を問うていくことが大切であるように思われる。 
 ただし、今回の調査の特徴の一つとして、新型コロナウイルス感染症流行の影響を大きく受
けた後の調査であり、将来を予見することが難しく、妥当な目標を設定することの困難さが指
摘されたことも紹介しておきたい。 

 
コロナの影響が強過ぎて、もうやりたいこともわれわれも止まってしまいました。社会参加もほ
とんど止まってしまいました。コロナの影響を強く受ける指標を設定するのは無理なのではない
か、という話しで。・・・中略・・・あまりにも異常な環境、特殊な環境の 3 年間だったので、今
回はこうしますと説明しました。 

 
 こうした新型コロナウイルス感染症の流行が社会施策やプログラムの評価に与えた影響も先
行研究で指摘されている。ベルリン工科大学の Scarpetti ら (2024) は、ヨーロッパ 12 か国・
地域（オーストラリア、オーストリア、カナダ、イングランド、フィンランド、ドイツ、ポルト
ガル、スロバキア共和国、スロベニア、オランダ、アメリカ合衆国、ウェールズ）における social 
prescribing の評価研究をレビューした。その結果、新型コロナウイルス感染症の潜在的な影響
が各種のプログラムでみられたことを報告している。その一方で、この流行がまさに social 
prescribing の実施およびその評価の重要性を浮彫にしたことも指摘している。これは介護保険
制度についても同様のことが当てはまるかもしれない。 
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（（５５））倫倫理理的的なな妥妥当当性性  eetthhiiccaall  vvaalliiddiittyy  
アウトカム評価においても倫理的な妥当性を踏まえた指標設定が必要である。介護保険事業

計画における倫理を考えたときに特に重要となるのは、介護保険料と計画の関係である。介護
保険事業計画では、介護サービス量の見込みを設定し（介護保険法第 117 条）、それに基づいて
介護保険料を設定することが求められている。このため、実現不可能な目的を設定し、それに
基づいて介護保険料を設定することには抵抗があると語られた。 

 
3 年間こういうことをやります、と示して、それに係る事業費を積算して、介護保険料として市民
の皆さんにご負担をいただくことになります。・・・中略・・・ご負担を頂戴するという意味でも、
どうしてもやり切らないといけない、あるいはある程度成果を出さないといけない計画です。み
んなで頑張ろう、というようなことだけでは許されないです。 

 
 なお、倫理的な妥当性の視点で「⾧期的なアウトカム指標」をみる場合に参考になりそうな
論点として、幸福の増進と苦難の軽減のどちらを優先的に目ざすべきか、という議論があるこ
とも紹介しておきたい。ノルウェー・オスロ大学の Hoffman (2024) は、さまざまな社会制度、
特に保健医療福祉サービスにとって重要な論点として、wellbeing の増進と suffering の軽減の
どちらを優先するべきか（無論両方目指せるのがよいが）というテーマについて道徳哲学 moral 
philosophy における議論をなぞりながら論じている。それによると人々の幸福と苦しみに対し
て対称性があると考える哲学的立場もあるが、多くの道徳哲学では苦しみの軽減に対してより
強い道徳的義務があると考えていると述べている。 

このことを介護保険事業計画にあてはめて考えると、「⾧期的なアウトカム指標」を設定する
にあたって、住民の幸福の増進に類した指標を設定することが重要であることは論を俟たない
が、介護にまつわる苦悩や負担を軽減する目標設定も検討する必要があるということになるだ
ろう。 

 
（（６６））妥妥当当性性をを高高めめるるたためめのの方方策策  

 ここからは「⾧期的なアウトカム指標」を設定するにあたって妥当性を高めるための方策と
して言及された内容を記す。 

 
①①  施施策策とと「「⾧⾧期期的的ななアアウウトトカカムム指指標標」」のの関関係係のの検検討討  

 施策が目標に結びつくかどうかを考える上で有効なのは、ロジックモデル等を使って、その
結びつきを可視化する試みを行うことである（松本, 2023）。実際にロジックモデルを活用した
自治体の方からは以下のような肯定的な評価が語られた。 

 
私自身、ロジックモデルというものがある、ということをこの課に来て知りました。今までの計
画にはこういうものがなくて、アウトプットにあたる部分の話ばかりでした。広報を何回してい
るか、とか、参加人数が何人だったか、とか。だから何、と正直思っていたとこがあります。その
「だからどうなの」にならないように、こういうものがあると知ることができたのは大きかった
です。 
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 このような検討が重要であることに関連して、ある協力者は基本理念と計画の内容に隔たり
があることを指摘した。 

 
第 7 期の介護保険事業計画を見た時、「この計画で基本理念に向かっているのか、それをどう証明
するのかな」と思いました。やっているだけで満足しているような気がしたのです。しかも、「地
域包括ケアシステム」を追いかけないといけません。配属されたばかりの人には「地域包括ケア
システム」はよくわかりませんよ。（それなのに）外からは「どれだけ進んでいるんですか」と聞
かれます。・・・中略・・・第 7 期までは、基本理念の下にアウトプット指標が書いてあり、それ
をやっていったら基本理念に近づいていく、という構造でした。その取り組みをやったら、基本
理念に近づくと誰が言えるのか、距離があり過ぎるという感覚でいたんです 

 
何か数値目標とかがあれば、その数値を達成したらオーケー、なってなかったら駄目って見える
んですけど。・・・中略・・・評価しないといけないのはしたとして、次をどうしようかと考えた
ときに、ロジックモデルというか、取り組みが最終的に市の目指す姿につながっていくことを段
階を踏んで示していかないといけない。 

 
 ここで指摘された課題について、ワイス（2014）では、（より小さなプログラムを対象とした
話ではあるが）次のように述べている。 

 
ブラックボックスのような評価もある。アウトカムに関わるデータのみが集められ、プログラム
の中で何がおこなわれたかを把握しておらず、途中のプロセスが不透明になっている。……アウ
トカムが期待されたものに達していなかったとしても、評価者はなぜそのような結果が導かれた
のか、理由が分からない。これでは評価者は、評価結果に基づく提言をする段になると苦境に陥
る。明らかに何かうまくいっていないのは確かであるが、何をすることによって改善できるので
あろうか……」 (ワイス, 2014: p.373) 

 
 こうした考え方に立てば、ロジックモデル等を用いて政策と目標のつながりを確認していく
作業は重要なのだということができる。一方で、介護保険事業計画の策定過程でロジックモデ
ルのような考え方を導入し、形に残すことの難しさも指摘された。 
 

行政というものは、形のあるものに関しては継承します。逆がやりにくいんです。つまり、この
ロジックモデルを通すのがものすごく大変なんです。 

 
 「⾧期的なアウトカム指標」については、それまで全く設定していなかった保険者が、ある
期の介護保険事業計画から必要十分なものを設定することは容易ではなく、段階的に設定を進
めていくことも肝要であると考えられた。 

 
②②  デデーータタやや調調査査結結果果にに基基づづくく指指標標のの設設定定  

 調査結果に基づいて指標を設定することで、妥当性を高めることができるのではないかと考
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えられた。ある協力者は「誰が見ても分かるものっていうと、やはり数値目標です」と語った。
実際にある市では要介護認定率のデータや高齢者の幸福度の調査結果をもとに指標を設定する
対象を絞るべきかどうかの検討が行われていた。 

 
市全体で見ると幸福度が全国平均より少し高いそうです。年齢による違いはあって、40 歳代、50
歳代は低めだと。（いろいろな議論がありましたが）やはり 65 歳以上の方の幸福度が高い、とい
うところは目ざしたい所かなと。 

 
 他の市の協力者も、同様の流れで指標を検討したと語った。 

 
第 8 期の計画を作るにあたって、属性が分かるような形でニーズ調査を行いました。・・・中略・・・
その属性ごとの特徴をみたところ、一人暮らしの高齢者の方で非常に低い指標があることがわか
りました。言われてみればそのとおりだなと思いつつ、これからそういった方は増えてきますの
で、注目しておかないといけないなという話になり、指標になりました。 

 
県の統計から、この市が比較的高かったという結果が出ていまして、それを延伸するのが一番の
目標かなということで、指標にしました。生きがいや幸せと感じているかどうかといった点はニ
ーズ調査をした時に訪問して（対象者のお宅を）回った経過があって。 

 
 また、第 8 期での変化をもとに第 9 期の目標を設定する、ということも行われていた。 

 
（第 8 期で）達成できていた場合は、さらに何％を目指すというかたちにしています。第 7 期か
ら第 8 期と同様の伸びをしているのか、というような見方もしています。 

 
 この「データや調査結果に基づく指標の設定」に関連して指摘されたのは住民への聞き取り
調査の重要性である。 

 
本当に住民にも腑に落ちる計画にしようと思ったら、やっぱり外部の意見は必要かなと思ってい
ます。外部の視点であったり、外部の人でも分かりやすいというものが、必要かなと思っている
ので。そういう意味では、住民に対するヒアリングやインタビューをやるのは必要かなと思って
います。・・・中略・・・実際にアンケートへの回答をお願いしたときにヒアリングをさせていた
だけるか尋ねて、（了承してくださった方に）お話を聞いたようなこともあるんです。 

 
 こうした取組の大切さが指摘された背景として、行政のスタッフが行政の視点で見る場合と
住民の視点で見る場合とで、見方が大きく異なる場合があることが挙げられた。 

 
私がよく言っているのは、私たちが考えている相手の方は高齢者ですよねということです。では、
（考えている）あなたは高齢者ですか、と考えてみると、職員は大体 20 代から 50 代です。その
20 代から 50 代の人間が、80 代の人間の考えていることや動作、その辺りの思いを本当に斟酌し
て施策が打てるのか、と。まずそこをきちんと理解してないといけません。・・・中略・・・たと
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住民の視点で見る場合とで、見方が大きく異なる場合があることが挙げられた。 

 
私がよく言っているのは、私たちが考えている相手の方は高齢者ですよねということです。では、
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えば私は今 50 代ですが、20 代の時の夜は毎日車で走ったり、遊びまくったりしていました。で
は、今それをやりたいですか、ときかれたら、「いや、できたら寝たいな」と答えますよ。 

 
 実際に住民にヒアリングをした結果から、自分と住民側の考え方の違いに気づいたことがあ
るとも語られた。 

 
幸福度に関する調査を聞き取り調査で行ったときに）思ったのは、要介護度が高くても、自分な
りにできることをやることで QOL（Quality Of Life）が上がるのだなということです。・・・中
略・・・ヘルパーさんがたくさん入っていて、たくさんサービスも利用していて、私から見ればう
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ても、やっぱり自分でしたいという思いが強い、ということを感じました。・・・中略・・・自分
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 また、指標の設定にあたっては、成果が出ないから出さないでおこうという意見が出ること
もある。こうした意見に対してはデータに基づく具体的な指標案を出すことで賛同が得られる
こともあると語られた。 

 
計画を作る時には、とにかくたたき台になるような指標をコンサルタントさんと一緒に考えまし
た。ニーズ調査で指標になるようなものがないか、統計情報から指標で取ってこられるようなも
のはないか、と考えて。そういった指標を会議で提案まですると、全否定よりは、少しの修正、こ
っちだったらいけるけどみたいなほうへ変わってきました。そこで諦めずに、こっちだったらい
けるんだったらこうします、というような感じで最初の叩き台をどんどん変えていきました。 

 
 複数の課で検討する場合、なかなか意見が出てこない場合もあるが、それに対しては具体的
な案を出して意見を求めることで議論が進む面があったと語られた。 

 
こちらである程度「こうしますよ、こうしたいです」と言って、意見をもらうほうが、早く進みま
す。・・・中略・・・「これとこれとこれと、こんなのがあるけれど」というと、（先方の課から）
「これは違う。これはこうだけど、こっちのほうがいいんじゃないか」という意見が出てきて、
ようやく進みました。・・・中略・・・そこがある意味で強引に進めた、というところです。 

 
 このように調査結果やデータに基づいて「⾧期的なアウトカム指標」を検討していくことでよ
り妥当性の高い指標を設定することが可能となる。 
 
③③  複複数数のの課課ににままたたががるる検検討討会会議議をを設設けけるる  

 妥当性の高い「⾧期的なアウトカム指標」を立てるための工夫の一つとして考えられたのは
複数の課にまたがる検討会議を設けて、その中で指標を検討することであった。関わる課が八
つ、九つとなるような自治体もあり、中には課だけではなく部をまたがって検討する必要があ
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ると語られたケースもあった。ある協力者は次のようにこうした会議の役割を語った。 
 

（複数の課の担当者が出席して）議論をできる場を作ったのです。というのは、どこもそうだと
思うのですが、福祉関係の部署はやることがとても多いです。いろいろな部署が担当している中
で、「地域包括ケアシステム」という大きなものを横並びで進めていかないといけません。誰も地
域包括ケアシステムの全体像はつかめていません。どの部署も自分のところでやっていることを
知っているだけです。横を見て、どこの部署がどんなことをしようとしているかを誰もつかんで
いない状態でした。 
 そこで、地域包括ケアシステムを進めるならば、少なくとも情報共有の場は必要なのではない
でしょうかという話をしました。中心になる部署の課⾧と担当者が集まって、今やろうとしてい
ることの情報共有を行い、それから単独の課ではできないけれども、3 つ 4 つの課でまたがって
やればできるようなことで、進めておかないといけないようなことを、ワーキンググループみた
いなものを作って、少しずつでも進めていきませんか、という話をしました。・・・中略・・・そ
の会議に関連する課の課⾧と担当者に来てもらって、アウトカム指標であったり、それを立てる
前に基本施策で何をしたいのか、何を目指しているのか、目指す姿に近づいているといえる指標
は何か、ということを考えて議論しました。 

もちろん座っているだけの人もいましたが、みなでこれを考えて作っているという経過を大切
にしました。 

 
 こうした検討会議を開けばスムーズに「⾧期的なアウトカム指標」が決まるわけではなく、
反対意見が出たり、指標を取り下げたりすることもある。しかし、その過程が重要であり、議
論が深まっていくために必要なプロセスなのではないかと語られた。 

 
こちらで（指標の候補を）挙げて、参加者の中から「ちょっとそれは難しい」というような意見が
出て止めたものもあります。・・・中略・・・アウトカム指標って立てるのが難しいじゃないです
か。ですから、案を出してはたたかれ、また違う案を出してはたたかれ、ということがあります。
その中で勝手に深まるというか、難しいだけに深まりやすいのは深まりやすいなっていう印象が
あります。誰もが「そうだね、それでいいんじゃない」というようなものであれば、考えることも
ないんですけれども。難しいことをみなでやるからこそ深まる感じはあります。プロセスが大事
なのかなとは思います。 

 
④④  審審議議会会・・検検討討会会のの活活用用  

 「⾧期的なアウトカム指標」を設定するにあたって、審議会・検討会を活用することで妥当
性が高まったと考えられる事例もあった。 

 
協議会の中で、注目しようという議論になった切り口はそのまま介護保険事業計画の目標設定に
活かされています。協議会で出てきた言葉をそのままに計画に活かしたり。 

 
検討会に方向性や素案を見せて意見を聞きながら、成果指標が合っているのかどうかも踏まえな
がら決めていきました。 
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活かされています。協議会で出てきた言葉をそのままに計画に活かしたり。 

 
検討会に方向性や素案を見せて意見を聞きながら、成果指標が合っているのかどうかも踏まえな
がら決めていきました。 

 
 

 
 実際に妥当性の観点からの指摘を受けることがあったとも語られた。 

 
（いったん削除する予定であった）・・・という目標に関しては、委員さんから「かなり重要な取
り組みだ」というような話があって、結局他の項目のところに少し加えることになりました。 

 
 
４－３－２ Reliability 

 信頼性についてマイケル・スミス（2009）は以下のように記している。 
 

信頼性とはプログラムに関するデータの収集過程や、質問票中の設問や質問項目における強さと
一貫性のことです。・・・信頼性に関する最も簡明で、最も重要な考え方に、常識的信頼性あるい
は計測プロセス自体の信頼性と呼ぶものがあります。例えば、もし聞き取りや質問票で、質問内
容が不明確であったり、専門用語で埋め尽くされていたならば、計測プロセスに安定性や一貫性
をもたらさなくなります。 

 
 こうした信頼性については測定における実践的な課題であることもあり、今回の調査で多く
は語られなかったが、いくつかの論点を紹介しておきたい。まず、介護保険事業計画の検討会
において主観的な指標に対する疑問が呈されたと指摘された。 

 
自分らしく、安心して暮らせている、というのは何をもってそう判断するのかとすごく言われま
した。この辺りはあくまでも主観になるかなと。要介護認定を受けていないから健康かというと、
そういうわけでもありません。自分らしく暮らせているかどうか、家族が一緒にいるのかいない
のか、住み慣れた家に住んでいるかそうでないのか、そういったことも含めて何が自分らしいの
かというところについては、随分審議会の中でも意見が出ました。 

 
 また、指標を測定する方法自体への疑義が生じることもあると語られた。 
 

（データを量的に集めるとなると）調査項目をきっちりと聞く側が作っておかないとできないじ
ゃないですか。そこで上がってきた言葉をどう拾っていくのかというルールを決めないといけま
せん。それを教えるということがかなり困難だろうなと思います。そこの質の担保ができないっ
ていうことになるとどうなのでしょうか。やる必要はあると思いますが。 

 
 
４－３－３ 公平性 Equity 
（（１１））公公平平性性にに配配慮慮ししたた「「⾧⾧期期的的ななアアウウトトカカムム指指標標」」をを設設定定すするるここととのの重重要要性性  

 公平性が損なわれている状態が inequity であり、inequity とは観察された inequality につい
て倫理的な観点でそれが不公平なのかどうかを判断したものである。そしてそれは何らかの介
入により軽減することができるのかといった視点での検討が必要となる。 
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①①  集集団団にによよるる政政策策効効果果にに格格差差がが生生じじるる可可能能性性  

 公平性 equity を考慮する必要があるのは、全体に指標の改善がみられても、その改善度合い
には集団による格差が見られる可能性があるためである。この可能性については様々な国や地
域、様々な対象集団で生じうることが指摘されている。 
 たとえば、Sang Jun Eun (2024) の研究では、韓国で国民健康保険（NHI）のカバー率を拡大
する政策が死亡率に与えた影響が、国内の地域、および性別によって異なっていた可能性が指
摘されている。死亡率低下はソウル以外の都市部で大きく、男性と女性で比べると男性で大き
かった。 
 また、スウェーデン・カロリンスカ研究所の Svereus ら (2024) はストックホルムなどで行
われたヘルスケアの準市場改革 (2008-2009) の影響を 3 重差分の差法 (difference-in-
difference-in-differences) で検証した。その結果低所得の高齢者（女性が多い）ではかえってプ
ライマリヘルスケアのクオリティが悪化した可能性を指摘している。 
 オランダ・エラスムス大学ロッテルダムの O'Donnell (2024) は健康と貧困の関係をレビュ
ーした結果を報告している。そのメカニズムは複雑ではあるものの、貧困が健康の悪化につな
がることと健康の悪化が貧困につながることを指摘している。 
 イギリス・ダーラム大学の Dougall ら (2024) はシステマティックレビューおよびメタアナ
リシスを行った。その結果、社会経済的地位と精神健康の関連について、未だ質の低いエビデ
ンスに止まる例は多いものの、抑うつ状態との関連については、比較的質の高い研究によって
関連が示されていると報告している。 
 南フロリダ大学の Lampe とミシガン州立大学の Pfeffer (2024) は、トランスジェンダー、ノ
ンバイナリー、インターセックスであるアメリカ人高齢者 50 名に対するインタビュー調査を行
った。その結果、こうした人々が医療へのアクセスに格差を抱えていること、そしてその格差
への対処が（医療従事者側ではなく）当事者側へ求められていることを示した。 
 場合によっては全体は改善しているのに一部の集団では改善しない、逆に悪化してしまうこ
ともある。Chokshi & Cerise (2024) は、医療システムにおいて利益の最大化にのみ焦点を当て
ることは、個人やサブグループ間の利益と費用の分配など、公平性の考慮事項を無視すること
になると述べている。 
 以上は多くある研究の一部を紹介しただけであり、こうした現象は公的介護サービスにおい
ても生じている可能性が大いにある。 

 
②②  集集団団にによよるる格格差差のの発発生生すするるメメカカニニズズムム  

 そして、こうした現象が起きる背景には人々の健康と社会階層、社会経済的な地位の関連が
あると考えられる。そのメカニズムが明確になっているわけではないが、健康関連行動の違い、
ヘルスリテラシーの違いなどが影響していると考えられている。 
 オランダ・Open 大学の de Hoog ら (2024) は社会的アイデンティティと健康関連行動の関
係について、システマティックレビューを行った上でメタアナリシスを行い、両者の間に小さ
いながらも関連がみられることを指摘している。 
 イギリス・The HDR UK COALESCE Consortium (2024) は新型コロナウイルスワクチンの
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接種状況について、メタアナリシスを行い、イギリス国内（イングランド、ウェールズ、スコ
ットランド、北アイルランド）の各種要因による undervaccination (not having received the 
standard JCVI recommended vaccine schedule) 割合の違いを調査した。その結果、性別・年齢
に加えて、エスニシティ、居住地域（都市部か農村部か）などで統計学的に有意な違いがみら
れたことを報告している。 
 アメリカ合衆国・コーネル大学の Niederdeppe ら (2024) は電子タバコの危険性をしらせる
メッセージに対する反応を検討するため、18 歳以上の者 1,639 名、14-17 歳の者 1,217 名に対
するオンライン調査を行った。その結果、14 歳から 17 歳の人々ではこうしたメッセージと将
来の電子タバコ使用意欲の関連がみられず、政策の効果の現れ方が違う可能性を指摘している。 
 Siegel ら (2024) はアメリカ合衆国のレジデント医師に対する調査を経時的に分析すること
で、抑うつ傾向の強い者ほど、援助を求めた結果に対して懐疑的となり、結果的に援助を求め
る行動を控えてしまう可能性を指摘している。 
 イギリス・University of Nottingham Medical School の McCoy ら (2024) は、アメリカ合衆
国北東部のある都市に住む多様な属性を有する人々55 名にインタビュー調査を行った。その結
果、健康状態や文化的背景が健康関連行動に影響することを報告している。特に、その人の疾
患が、健康であるために割り当てることができる資源を減少させるプロセスを強調している。
そしてその資源の減少はますます健康状態の悪化につながるところから、”negative feedback 
loop” と呼んでいる。 
 
 また、健康の不平等 inequity が生じるメカニズム（の一部）を「administrative burden」と
いう概念で説明することもできる。アメリカ合衆国・ジョージタウン大学の Herd & Moynihan 
(2018) は、administrative burden を learning costs, psychological costs, そして compliance cost
の三つに分けてそれぞれを次のように定義した。 
 learning cost arise from engaging in search processes to collect information about public 

services 
 psychological cost include the stigma of applying for or participating in a program with 

negative characterizations, a sense of loss of personal power or autonomy in interactions 
with the state, or the stresses and frustrations of dealing with administrative processes 

 compliance costs are the material burdens of following administrative rules and 
requirements. 

 Head & Moynihan (2020) では次のように記している。 
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 こうした Administrative burden は脆弱な集団において特に強く表れる可能性がある。アメリ
カ合衆国・ポートランド州立大学の Ilea と Portland VA Research Foundation の Ilea (2024) は
アフォーダブルケア法導入の効果を行政負担 (administrative burden) の視点でみた研究のス
コーピングレビューを行った。その結果、こうした視点での研究の数は少ないこと、特に心理
的コストの研究が少ないことを明らかにしている。 
 
 加えて、特定の属性（たとえば人種・エスニシティ、障害、体型、性的多様性など）を有する
人が保健医療福祉において差別を受けることもある。von dem Knesebeck & Klein (2024) がド
イツの住民を対象にオンライン調査を行ったところ、回答のあった 2,201 名のうち 26.6%が何
らかの属性を理由に医療で差別を受けたと感じたと報告している。属性別に（その属性によっ
て）差別を受けたと感じたと回答した割合を見ると、年齢 (9.0%) 、性・ジェンダー (2.5%) 、
人種 (4.0%) 、障害や健康状態 (15.0%) 、社会経済的地位 (8.9%) であった。こうした差別は
介護においても生じているであろう。 
 
 このような研究から、疾患や障害を有する人の困難や課題は、「待っていてもわからない」で
あろうといえる。こうした人々にとって適切なアウトカム指標を考えるには、当事者である人々
の意見を聞き、それを反映させる仕組み作りが重要であると考えられる。 

 
③③  特特定定集集団団へへのの介介入入がが全全体体のの指指標標をを改改善善ささせせるる可可能能性性  

 では、政策によってこうした不平等を解決することは可能なのであろうか。実際に政策がこ
うした vulnerable な人々に影響を及ぼしうることも示唆されている。 
 Wang & Hu (2024) の分析によると、政策の密度と高齢者の主観的健康評価の関連は 75 歳以
上の高齢者、男性、身体的または精神的障害を持つ人、および農村地域と一、二次都市に住む
人で大きいことも示されている。このことは、重点的な政策の実施が実際に特定の対象に影響
を及ぼしうることが考えられる。 
 University of Chieti-Pescara の D'Andreamatteo ら (2024) はイタリアのパネルデータを用
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いて、移民に対する政策と医療費や平均余命の関連をみる分析を行った。分析にはマクロ経済
学で用いられる Panel Vector Autoregression モデルを活用されている。その結果、全人口にお
ける合法移民の割合が多いほど総医療費の減少がみられたことを報告している。イタリアでは
移民に対して保健医療関係の施策（移民到着時の健康診断や介入、妊婦へのサポート、労働災
害の予防や結核等感染症予防）を充実させており、その影響がみられたのではないかと報告し
ている。 
 

（（２２））指指標標をを測測定定すするるここととでで評評価価すするるたためめにに必必要要ななこことと  
 ここまで述べてきたような不平等の影響を評価し、政策的介入の効果を判断するためには、
統計学的な分析手法については議論の余地があるものの (Wilkes and Karimi, 2024) 第一に、
個人のデータに対して様々な属性、周辺情報を加えることで、属性別の評価を可能にするとい
う方法がある。 

社会経済的地位と精神健康の関連をシステマティックレビューした Dougall ら (2024) は、
個人の外側の Socioecological framework として、interpersonal (対人間), community (個人が所
属するコミュニティー), societal (社会) の三つを想定して分析を行っている。これらの要因の
うち、community, societal な部分については、調査対象者がどのような集団に属しているか、
どのような社会に属しているかの情報が必要である。たとえば、調査対象の個人が社会とどの
ような関わり方をしているのかを知るためには、居住地区の情報が有益であり、加えて介護サ
ービスの利用状況や自治体の各種事業への参加状況を知ることができればより精緻な分析を行
うことが可能となる。また、町内会や自治会への参加状況、民生委員等、地域への目配り・気
配りを行っている主体からの情報が有用なツールとなることも考えられる。 

 

 
SSoocciiooeeccoollooggiiccaall  ffrraammeewwoorrkk  aapppplliieedd  ttoo  tthhee  pprreesseenntt  wwoorrkk  （（ffrroomm  DDoouuggaallll  eett  aall..,,  22002244  ffiigguurree  11））  
 
 更に公平性の観点から評価する指標を設定するためには、一時点ではなく経時的なデータが必
要である。経時的なデータがあれば、difference-in-differences や interrupted time series analysis
などを用いて制度改正の影響を定量化することができる。実際に中国国立中央財経大学の Liu et 
al. (2024) は2010年から継続的に行われている中国家庭追踪調査（the China Family Panel Studies）
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のデータを利用して、中国のブロードバンド政策が住民の健康に与えた影響を評価している。評
価項目は self-rated health と mental health (K-6 による評価) であり、分析あたっては multi-time 
difference-in-differences 法を用いている。その結果、ブロードバンド政策によって住民の健康が
改善した可能性を指摘している。加えて、relative deprivation index (Kakwani, 1984) を用いて公
平性を評価したところ、公平性が向上した可能性も指摘している。 
 また、スウェーデン・Umeå 大学の Gustafsson P et al. (2024) はスウェーデンの医療制度を評
価するにあたり、避けられた入院を評価項目として interrupted time series analysis を用いて分析
した。その結果、年齢に基づく不平等は軽減したが、社会経済的地位による不平等はむしろ拡大
したことを指摘している。 

カナダ・Alberta 公衆衛生大学の Loverock ら (2024) は、2007 年から 2017 年にかけての
Canadian Community Health Survey および the Canadian Vital Statistics Database を活用して、”
death of despair” の解析を行った。その結果、収入の不平等が、ストレスや social cohesion、メン
タルヘルスへのアクセスを介して death of despair、および薬物過剰使用による死、自死と関わっ
ていることを示した。 
 
 このように属性に関する情報を得ることについて、現在行われている「介護予防・日常生活圏
域ニーズ調査」に追加で調査項目を入れる、という方法がある。今回のインタビューでも複数の
自治体からそうした調査を行った、あるいは実施は可能であると語られた。特にこうした調査は
定期的に継続して行われており、経時的なデータを得るという観点から見ても有効ではないかと
考えられた。一方で、実施にまつわる困難さも指摘された。 
 
（（３３））公公平平性性にに配配慮慮ししたた指指標標をを設設定定すするるここととのの困困難難ささ  
①①  社社会会経経済済的的地地位位  ssoocciioo--eeccoonnoommiicc  ssttaattuuss  にに着着目目ししたた指指標標設設定定のの困困難難ささ  

 今回のインタビューの事前調査（資料参照）としてその難易度を尋ねたところ、多くの自治
体が「困難である」、「やや困難である」と回答した。加えて、そうした指標を設定することの
意義に対する疑義も呈された。その主たる理由は、家計の改善が与える影響が大きく、介護保
険制度関係の政策が影響を与える余地は小さいのではないか、というものであった。 

 
低所得者については、経済力と生活における不安感、負担感がある程度比例してしまうところが
あります。お金がないという理由で、負担を感じるほうこうへ引っ張られやすいと思うんです。
親の介護に対して不安を感じていても、お金をかければ誰かがやってくれますよね。お金をかけ
られない人は、自分でやらないといけなくなり、負担や不安が強くなると思います。経済的な要
素が強く出過ぎて、福祉の頑張り幅がないというか、（福祉政策で頑張って改善するのは）ちょっ
と難しいと思っているのです。 

 
その一方で、介護保険の保険料の情報や課税世帯/非課税世帯という情報と突合することがで

きれば社会経済的状況別に指標を計算し、評価することは可能であるとも語られた。 
 

介護保険の保険料の段階別がありますので、その段階ごとの要介護認定率、などは出そうと思っ
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たら出せます。 
 

課税層を非課税層で割ってみるということや保険料段階の 4 以下 5 以上で分けて計算したりする
ことはできます。 

 
②②  文文化化的的多多様様性性にに配配慮慮ししたた目目標標をを設設定定すするるここととのの困困難難ささ  

 文化的多様性に配慮した形で目標を設定することについても事前調査で尋ねたところ、ほと
んどの自治体が「困難である」あるいは「やや困難である」と回答した。その理由としては、文
化的多様性をどのように捉えるかを定義すること、そしてそれを実際に調査で尋ねることが難
しいと語られた。 

 
③③  ジジェェンンダダーーのの多多様様性性にに配配慮慮ししたた目目標標をを設設定定すするるここととのの困困難難ささ  

 ジェンダーの多様性に配慮した目標を設定することの困難さについても事前調査で尋ねたと
ころ、ほとんどの自治体が「困難である」あるいは「やや困難である」と回答した。その理由と
しては、文化的多様性と同様に、定義することの困難さ、実際に調査で尋ねることの困難さが
挙げられた。 
 一方で、こうした視点で「⾧期的なアウトカム指標」を考えることの重要性については、一定程度
賛同する意見も得られた。 

 
（そういう視点も）あるだろうと思います。パートナーシップ制度の申請を行った方が申請でき
るような申請用紙もすでにありますし。性別欄をなくすことにも取り組んでいます。・・・中略・・・
高齢者の性に関する議論がタブー視されている面もあり、同性介護が前提になっていないので、
ハラスメントの問題が日常的に起きています。・・・中略・・・ただ、住民の間でどれほどこうし
た考え方が受け入れられているのかがわかりません。もっと踏み込んだ調査をやらないと見えて
こないと思います。 

 
 また、性的多様性に対する市民の感覚は変わってきており、将来的にはよりそうした側面に配
慮した指標設定が求められるのではないかという意見も語られた。 
 
④④  指指標標のの設設定定がが自自治治体体へへのの過過大大なな期期待待ににつつななががるるここととへへのの懸懸念念  

 加えて、社会経済的地位や障害、文化的多様性、ジェンダーの多様性を考慮した目標を設定
することについては、目標を設定したことが自治体への期待につながってしまう面もあり、軽々
には設定できないという意見も語られた。 

 
聞いて「どうするの」と言われるのが一番困るんです。「そういうことを把握して、いったい何を
してくれるの？」という話です。・・・中略・・・調査項目に入っていると、「じゃあ、それに答え
たら何をしてくれるの？」と市民さんは期待されると思うんです。そこの施策がないとなかなか
調査項目には入れられないと思います。 
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⑤⑤  調調査査対対象象数数をを増増ややすすここととのの困困難難ささ  
前述したように、「⾧期的なアウトカム指標」の公平性を高めるためには、属性別の評価が可

能なようにすることが解決策の一つと考えられる。しかし、そのためには、調査対象数を増や
さなければいけないのではないか、と考えられるが、それは現実的に難しいとも語られた。 

 
母数を増やさないといけません。現在の調査数では無理だと思います。小学校区ごとに調査して
いるので、校区ごとに男女がいて、13 の所得段階の人が 1 人ずつ必ずいる、というようにすると
なると 3,000 人じゃ済まないと思います。 
 
母数をある程度確保できるかというところは大きいかなと思います。外国にルーツを持つ方の数
を（調査対象として十分に）確保しようとしてもなかなか確保できないと思います。性的多様性
についても同様です。 

 
 この点については（実行可能性のところで後述するが）属性をどう尋ねるのか、という課題
もある。また、属性別の評価指標を設けることが適切なのかという論点もある。アメリカ合衆
国・ハーバード大学の Jones ら (2024) は New England Journal of Medicine に掲載された論文
を中心に、医療・健康に関する研究における人種の不公平性の取り扱いについて論じた。その
中で表面的な人種による区分は遺伝や環境の影響を適切に反映していない可能性やそうした区
分が不当な区別につながる可能性を指摘している。指標の設定にあたっては慎重な検討が必要
である。 

そこで、属性別の評価にこだわるのではなく、自治体の介護保険事業制度が公平性の観点か
ら見てどうなのか、たとえば社会経済的地位や障害の有無にかかわらず利用できるような形に
なっているのか、文化的多様性やジェンダーの多様性に配慮した施策となっているかを評価す
るような視点が有益かもしれない。 
 また、（比較的低コストで行える）質的調査を行いながら、常に公平性への視座を持っておく
ことも重要である。たとえば、スイス・ベルン大学の Zimmermann (2024) は新型コロナウイ
ルス感染症禍における情報に対する考え方を調べるため、2020 年 4 月、2020 年 10 月、2021
年 10 月の 3 時点でインタビュー調査を行い、その結果をまとめた。このような”longitudinal 
qualitative research” は公平性を確保しながら計画を検討・検証する術として有益であろう。 

 
 
５－３－４ 実行可能性 feasibility 

 ここでいう「実行可能性 feasibility」とは、設定する「⾧期的なアウトカム指標」が達成可能
か、どうかを問うものではない。その目標を設定して、実際に評価活動を行うことができるの
か、という視点である。「⾧期的なアウトカム指標」をおくことになった経緯として、「国から
置くようにといわれた」という面があることは否定できない。しかし、実際には全ての自治体
が指標を設定しているわけではなく、設定していない自治体もある。設定している自治体の中
でも内容には差異がある。その多様性には様々な要因がかかわっていると思われる。スミス
（2009）は、「目標を具体化することは、こうした目標を操作可能化する第一歩となります。す
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なわち、目標を測定可能な形で記述するのです。」（p64）と述べている。 
 なお、指標の実行可能性について述べる前に強調しておきたいのは、現時点でも各自治体は
介護保険制度に関係する調査が多数行われているということである。まず、介護予防・日常生
活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査の実施が推奨され、多くの自治体で行われており、さら
に在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介護人材実態調査も求められている。 

 
（（１１））既既存存のの調調査査にになないい項項目目をを「「⾧⾧期期的的ななアアウウトトカカムム指指標標」」ととすするるここととのの困困難難ささ  

 このような状況下では既存の調査にある項目を「⾧期的なアウトカム指標」として設定する
という力学が働きやすい。既存の調査にない項目を「⾧期的なアウトカム指標」として設定し、
その評価のための調査を行うことは容易ではないと語られた。 

 
住民の方がどう感じておられるか、たとえば高齢になっても安心して暮らせているかどうか、な
どをアウトカム指標として設定できればよいのかなとは思ったのですが、今実施している調査に、
そうした指標を設定できるデータがなかったので、今回は設定しにくいかなと思いました。 

 
（最終アウトカムや中間アウトカムを測定するために自治体独自で調査をすることは可能でしょ
うか、という問いに対して）現実的な話として無理だと思います。担当者も替わっていきますし、
連続性を保って⾧期的なスパンでの見通しを立てた上でアウトカム指標を測定するんだという意
味を理解して、調査項目の中に入れていくということはとても難しいです。・・・中略・・・予算
的なことも考えると、人口規模にもよるかもしれませんけれども、うちでは無理です。 

 
 それは公平性の観点で指標を検討する場合も同様であり、障害、文化的多様性、ジェンダー
の多様性に配慮した形で集団を細分化した指標を設定することも、（現状の調査に則るのであれ
ば）難しいと指摘された。 

 
ニーズ調査をベースに考えました。低所得、や外国にルーツが、というところまで考えて抽出し
て調査をしているわけではありません。・・・中略・・・ニーズ調査をベースに考えたら難しいの
かなと思いました。 

 
外国にルーツを持つ方かどうか、については調査項目として基本的属性の中に入れていません。
障害については、自己申告で今どこが悪いか、という質問はありますが、障害者手帳を有してい
るかどうかといった情報は尋ねていません。性的多様性についても、男・女・その他はあったと
しても SOGI をそれぞれ聞いているわけではありません。性自認・性指向についても聞いてはい
ないので、ちょっとこれも難しいかなというところですね。 

 
無作為抽出で調査をしていて、男性か女性かはわかるのですが、性的な多様性のことや外国の方
かどうか、というのがわからない状態なので目標を設定するのは（現状では）難しいかなと思い
ます。 

 
 加えて、要介護者に調査対象を広げて指標を設定することについても容易ではないと語られ
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た。 
 

どんな状態でもご本人さんなりの思いがあるとは思います。ただ、はっきりと意見を言ってくれ
るのは要支援までかなと考えています。 

 
 また、既存の調査については、集計・評価のコストを減らすため、集計ツールなどが配布され
ている。それは有益である一方で、新たに項目を設定することに二の足を踏むことにつながって
いる面があるとも指摘された。 
 

在宅介護実態調査については国が集計用の Excel のマクロを用意してくれています。なので、独
自項目を入れてしまうと集計できなくなってしまうんですね。もし入れると途端に手間がものす
ごい量になってしまいます。ですので、そこはもう割り切って国の標準のままにして、認定更新
をかける人に調査票を送って更新の申請書をもらう時に一緒に出してもらうという形で（独自の
調査を）やっています。 

 
 そうした困難さがある一方で、独自の項目を設定して調査を行う（たとえば、介護予防・日
常生活圏域ニーズ調査に「⾧期的なアウトカム指標」となりうる項目を加えて、それを継続的
に評価していく）ことも不可能ではないと指摘された。 

 
もともと（行うことになっている）調査の中にこういったことを聞ける項目が設定できれば、継
続的に調査をして、どう伸びているかを見て取れるのかなとは思います。 

 
ニーズ調査については、国のほうで指定されているものがあります。それとは別に市が単独で既
に設問を入れているところもあるんです。・・・中略・・・実際にあるので、（今後新たに項目を設
定することは）可能なのかなというふうには考えられます。 

 
 ジェンダーの多様性に配慮する形で調査を行うことについても同様の視点から不可能ではな
いと語られた。 

 
ニーズ調査の実際の回答用紙を確認していたところ、性別の欄が「男性」、「女性」になっていま
した。そこに少し多様性に配慮した「その他」といった選択肢を加えたら、できなくはないのか
なと思った程度です。 

 
（（２２））実実行行可可能能性性にに影影響響をを与与ええるる要要因因：：職職員員のの配配置置転転換換  

 ここからは実行可能性に影響を与える要因として語られた内容を紹介する。まず、自治体職
員の配置転換が挙げられた。 

 
次の計画を立てる時におそらく私はいないと思うんです。その都度担当は替わりますので、その
あたりが結構難しいです。・・・中略・・・継続した県の研修会やアウトカム指標の設定の仕方と
いったところをこの計画を立てる前、もっと早い段階でいろいろと教えていただけるといいのか
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なと感じました。 
 

正直に言いますと、（担当になったあと）自分たちの仕事も覚えないといけません。介護保険な
どいろいろな分野があります。どういう目的で自分たちの仕事をやっているのか、と、・・・中
略・・・自分たちの仕事を覚えながらこの計画を作っていくという、非常に難しいところがあり
ます。 

 
普通は 2 年から 3 年で担当が替わってしまいます。次々と人が替わる中で、そんな「⾧期的なア
ウトカム指標」なんて考えないと言われればそれまでです。行政としてどうなのか、とは正直思
いました。 

 
大体、私たちの（異動の）サイクルが 3 年とかで。・・・中略・・・（次の計画の時には）もしかし
たら他の課にいるかもしれません。 

 
 こうした配置転換は不可避なものでもあり、そのような中でよりより計画を策定していくた
めには、研修が重要な役割を果たすのではないかとも考えられた。実際にそうした研修の受講
経験に言及した協力者もいた。 

 
全く計画は作ったことなくて、素人でした。・・・中略・・・第 8 期の基本指針の説明会でアウト
カム指標を立てて、みたいな話をされたとは記憶しています。その後は、手当たり次第に計画関
係の研修を受けまくっていた記憶はあります。 

 
 また、このような配置転換が「⾧期的なアウトカム指標」の設定に対して悪影響だけを及ぼ
すわけではなく、良い影響をもたらすこともある。たとえばある協力者からは、他課にいた経
験が役に立つ可能性、特に文化的多様性やジェンダーの多様性と言った観点から指標を検討す
る際に有益となる可能性が示唆された。また、別の協力者は任期が短いがゆえに介護保険事業
計画そのものはもちろん「⾧期的なアウトカム指標」の設定過程に関する情報を共有しようと
いう機運が生まれると語った。 

 
（（３３））実実行行可可能能性性にに影影響響をを与与ええるる要要因因：：計計画画策策定定とと調調査査実実施施のの時時期期ののズズレレ  

 計画策定と調査実施の時期も指標の実行可能性に影響を与えると考えられた。計画の策定、
特に今回の調査で言えば「⾧期的なアウトカム指標」を考える前に介護予防・日常生活圏域ニ
ーズ調査が実施されてしまう場合、既に調査項目として設定されているものの中から指標を選
ぶことになり、「こうした指標が必要だから」という視点で介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
の項目を追加・改変することは不可能となる。 

 
正直、今回は調査のほうが（計画の検討よりも）早かったです。加えて僕も担当が初めてだった
というのもあるのですけれども、とりあえず国から来ている調査をしなければならないというほ
うが先に来ました。 
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 仮に既存の調査（たとえば介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）を活用するとしても、計画
策定の流れにあわせて調査を実施できるようにそれぞれの時期を考えておかなければならない
と語られた。 

 
担当がどうしても 2～3 年で替わってしまいます。計画を立てるまでに、例えば人数調査もありま
すし、まずこれをいつまでに分析して、何が課題であるか、どういったことを市民は求めている
のか、というのをいついつまでに洗い出す。そして、それを基にして、何が課題であるかを洗い
出して、今の施策と照らし合わせて何が足りていないのかなどそういったことを計画的に、いつ
までに何をするかというのが正直に言うとないんです。 
そういう手順書みたいなものを作っていったほうがいいのかなと。大まかな流れが書いてあるも
のはあるんですけれども、内部でどこをどう調整していくのかとか、他部署や他課間での調整も
必要です。いつまでにどういったことをして、どういったことを決めるのかというのがない状態
ですので、そういった内部手順書みたいなものは必要なのかなと思います。 

 
（（４４））実実行行可可能能性性をを高高めめるるたためめのの工工夫夫：：外外部部ととのの協協働働  

 より実行可能な形で指標を設定するためには、外部との協働も有益な方法の一つである。た
とえば大学や研究機関と連携して、「⾧期的なアウトカム指標」を検討し、そのためのデータを
収集し、分析し、評価につなげていくというようなやり方が考えられる。ただし、そのために
は自治体側が一定のコスト（人的・時間的・金銭的）を負担する必要がある。また、大学や研究
機関との関係性にも左右される面がある。自治体の中にそうした機関を有しているところとそ
うでないところとでは自ずと連携の困難さに差異が生じると考えられる。そのため、今回の調
査でも実際に連携を行っている自治体とそうでない自治体が存在した。そうした協働を行って
いない自治体からは、今後の選択肢の一つとしてありうるものだと語られた。 

 
共同実施ということで市の名前を借りて一緒に調査をするという形であればできると思います。 

 
 
５－３－５ アカウンタビリティー accountability 

 ここでいうアカウンタビリティーとは、実証し報告可能なように計画を作成し、指標を設定
することである。それを考える上で重要なのは、1) 「⾧期的なアウトカム指標」を測定する方
法を計画に記載すること（Requejo et al., 2013）。そして、2) その指標が選ばれた過程を明確に
記録しておくことである。ここまで述べてきた妥当性、信頼性、公平性、実行可能性を検証す
るためには、どのような測定方法で評価をするのかという情報が不可欠である。また、政策評
価において妥当性、信頼性、公平性、実行可能性という観点からみて完全無欠な指標が存在す
ることはなく、指標自体の不断の改善が必要であることを考えると、指標の選定過程を説明可
能な形にしておくことは重要である。なお、ここでいう「説明可能な形で」とは、ただ記録を
残すだけではなく、それを利用可能な形にしておくことを意味する。加えて、その過程を公表
し（Munar et al., 2019）、住民および関係者からの理解を得る手続きに活用することも可能とな
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る。 
 今回の研究ではこのアカウンタビリティーに関連して、地域住民にとってのわかりやすさ、
検討過程を説明可能な形で残すことの重要性について協力者が語った内容を紹介する。 

 
（（１１））地地域域住住民民ににととっっててののわわかかりりややすすささ  

 「⾧期的なアウトカム指標」を設定するにあたって、地域住民にとってのわかりやすい指標
とすることの大切さも指摘された。そのためには、指標を羅列するのではなく、絞り込むこと、
そしてロジックモデル等を使ってわかりやすく提示することの重要性にも言及された。 

 
（属性別に指標を設定して）どんどん属性別で出してくださいということもありますが、市民さ
んに伝える計画なので、ある程度絞り込みたいという考えはあります。 

 
第 8 期まで設定されていた目標を、ロジックモデルを使ったことによって絞ることができました。
結果的より市民の人にとっては分かりやすくなったのかなと感じています。・・・中略・・・（審議
会の）委員さんからも、目標が減ったことが悪いのではなく、より市民さんに分かりやすくなっ
たのは良いのではないかという意見をいただきました。 

 
（（２２））検検討討過過程程をを説説明明可可能能なな形形でで残残すすここととのの重重要要性性  

 「⾧期的なアウトカム指標」の検討過程を説明可能な形で残すことについては、行っている
自治体とそうでない自治体があった。行っている自治体の方は検討過程の協議録に加えて、設
定した理由も加えてまとめた資料が存在すると語った。 

 
協議録も残りますし、指標としても、どういう意味合いで（作ったのか）、そして令和 5 年度の実
績から令和 8 年度の目標に向けて、なぜこのように下げているのか上げているのかという理由を
書いてまとめてあります。 

 
 一方で、残していない自治体からはその重要性、必要性に対する理解が語られると共に、そ
の困難さも指摘された。 

 
今回指標作りを多少やってみたのですが、きちんと記録を残しておかないと。また 3 年後にどう
するのか考えることになりますので、何かうまく記録しておかないといけません。例えば認定状
況を見るのでもその何月分を取り出してみているのか、などがきちんと後に伝わるようにしてお
かないと（手順が）ずれてしまうな、とか、その辺は必要だなと思っています。 

 
中で議論して、その場で議論したことを反映させているので、話し合ったことの記録はあんまり
残っていません。審議会については、もちろんその議事録等を取ってホームページに公開はして
いますので、どういった委員さんからどういった意見があったのかはウェブサイト上でも確認し
ていただけますが。・・・中略・・・（検討過程も記録に残すことについて）確かにそうだなとは思
いますが、現実的な問題として、それをどう引き継いでいくかというのは難しい話です。 
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 こうした accountability のバリアーは先行研究でも指摘されている。オックスフォード大学
の DeVito ら (2024) は臨床試験マネージャーに対するインタビュー調査を行い、イギリスに
おける臨床試験の透明性 transparency および accountability を高めるための方策やバリアーに
ついて論じている。これによると transparency および accountability を高める障壁として限ら
れた資源と組織としての経験、そして組織の中での awareness が挙げられている。 
 一方で、ただ記録を説明可能な形で残すだけではなく、それをいかに職員が活用するか、そ
してその活用がよりよい指標の設定に、ひいてはよりよい計画の策定につながっていくと述べ
られた。 

 
結構忙しくてちゃんと見る時間もたいしてありませんでした。前任の方にも教えてもらいながら
でしたが、正直にいうと何を言っているのかあんまりよく分かっていない状態でした。ただ、や
っていく中で、話も聞きながらだんだん分かってきたという感じです。書類として何かがあった
というよりは、人の話を聞きながらやっていく中で分かっていった感じでした。 

 
 この職員が指標に関する記録、介護保険事業計画に関する記録を活用する、という点では、
手順書にこだわるだけではない姿勢も重要であると語られた。 

 
手順書を作ってもあんまりそれにこだわってほしくないなというのはあるのです。さっき言った
ように、時代が変われば性的マイノリティーの方の話を聞かないといけなくなるでしょう。その
時のメンバーで、迷いながらふさわしいものを作ってくれたほうが、マニュアルどおりに作って
もらうよりもいいと思っています。（手順書のようなものを作るのは）不可能ではないですけれど
も、あまり作らなくていいかなとも思っています。 

 
 また、指標を設定した理由を計画の中で明確に示しておくようにすることで、指標の妥当性
を高めることができるとも考えられた。特に介護保険事業計画のように複数の課、大勢の職員
が関わりながら作成していくことが常態となる計画では、課や職員による指標に対する考え方
の差異が生じる。そのような中で、なぜその指標を設定したのかを明確にしておくことは、各
担当者が指標は妥当なものかどうかを考えることに繋がると指摘された。 

 
（指標を設定した理由の部分に）何か曖昧なことを書いていたら、「ではなぜそんな指標を設定し
たのか、設定する理由がないのではないか」といえますよね。ですので各課にお願いして（指標
を設定した理由を書いてもらいました）。この目標はこの理由で評価するから、良かった悪かった
（といえるんだと）。 

５－４．まとめ 
7 市の介護保険事業計画の担当者に、第 9 期介護保険事業計画における⾧期的アウトカム指

標の設定過程について、困難さや悩んだ過程などを詳細に語っていただいた。指標設定には、
自治体独自で特異的な事情や考え方が関わっていた。よって、市や発言者が特定されることを
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防ぐため、市を匿名にし、7 市それぞれの人口など基本情報も記載を控えたが、言い換えれば、
本研究の結果は、自治体の実情を率直に反映した貴重な内容ともいえる。 

⾧期的アウトカム指標の評価枠組みについて、信頼性について今回はあまり語られなかった
が、妥当性、公平性、実行可能性、アカウンタビリティーのどの枠組みにおいても検討されて
いた。それぞれの担保について、難しいとする協力者もあれば、工夫次第で実行可能と語る協
力者もあった。より良いアウトカム指標の設定に向けて、評価や指標について基本的事項の研
修の場の重要性に加え、複数の自治体がアウトカム指標設定について情報交換し、互いに学び
合う場も有効ではないかと考えらえた。 

今回は比較的大規模な市から協力いただいたが、小規模自治体では、調査実施やデータ収集
など実行可能性の点で事情が大きく異なる可能性があり、今後検討を加えていく必要がある。 
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６．まとめ 
 

本事業では、計画における PDCA サイクルの推進に資することを目的に、これまで記載した
事業を行ってきた。 

このなかでは、介護保険事業（支援）計画における PDCA サイクルの推進に向けた以下の課
題が見えてきている。 
・計画において何を目指しているのか（目標）が必ずしも具体的になっていないこと。 
・目標と現状の差や、その乖離が生じている要因が十分に検討されていないこと。 
・目標を意識して、取組が検討されていないこと。 
・計画において、アウトプットに関する指標が中心であり、アウトカムに関する指標が位置付

けられていないものが多いこと。また、アウトカムに関する指標が位置付けられている場合
でも、取組との関連が明確ではないこと。 

・何をどのように評価するかが明確になっていないことから、評価に必要なデータがそろえら
れず、またデータの見方も明確になっていないこと。 

・計画の評価が、次の取組への改善につながっていないこと。 
 

上記の課題への対応にあたって、事業がその目標をどう実現していくのかについて論理的に
示していくツールであるロジックモデル等を活用していくことが重要であることが改めて明ら
かになった。 

また、大規模な自治体だけではなく、中小規模の自治体においてロジックモデルを活用して
いるところもあり、広く活用できることが示された一方で、ロジックモデルは単独で作成する
ことが難しく、国や都道府県等からの支援が必要であることも示された。 
 

これらを踏まえて、来年度以降において、次期計画である第 10 期計画に向けて、多くの保険
者でロジックモデル等を活用できるように、 
・ロジックモデル等を作成するための手順例等を示すガイド 
・全国の第９期計画をもとにしたロジックモデルやその指標の例示 
等について取り組んでいきたい。 
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③ 地域で目指す姿を実現するための計画策定に向けた研修 概要 
 ※⾧野県で９月 1 日に開催した研修 
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地域で目指す姿を実現するための計画策定に向けた研修 概要 
 

◆概要 

目的 
第 9期介護保険事業計画の策定において、地域の実情に応じて、地域で目指す姿を実現するた
めの効果的な取組を検討いただくことを目的に、計画策定におけるデータ活用、ロジックモデ
ル活用に向けた研修を行う 

主催 
長野県 健康福祉部 介護支援課 
一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会  医療経済研究機構 

日時 2023年 9月 1日（金） 13：00～16：30 

場所 

オンライン開催（Zoom利用） 
https://us06web.zoom.us/j/83568345742?pwd=U25VQnd6N0FNRDVacDRFeEIwZkJvdz09 
ミーティング ID: 835 6834 5742 
パスコード: 288194 

 
◆プログラム  
時刻 所要時間  内容 担当など 

13：00～ 5 はじめに 趣旨説明  

13：05～ 45 講義 
介護保険事業計画策定に向けた地域の現状把握と自
地域の進む方向性の考え方 

医療経済研究機構 
服部 真治 

13：50～ 20 演習① 
地域で目指す姿を実現するための計画策定に向けて 
―介護予防を例にロジックモデルを作成するー 
・ロジックモデル作成の練習 

医療経済研究機構 
柳 史生 

14:10～ 10 休憩   

14:20～ 100 演習② 

地域で目指す姿を実現するための計画策定に向けて 
―介護予防を例にロジックモデルを作成するー 
・長野県ロジックモデル（見える化分析シート）の確
認、データのご紹介 

・介護予防を例にしてロジックモデルを活用した重点
施策検討 

医療経済研究機構 
柳 史生 

16：00～ 30 
発表 

質疑応答 

演習の内容を全体で共有し、理解を深めます。 
１．全体発表 
２．講評 
３．質疑応答 

 

16:30  閉会 連絡事項  
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④ 介護保険事業等についての地域マネジメントの推進に関する研修会

研修運営マニュアル（第２版） 
 

 ※本報告書では、本マニュアルのうち様式・資料は研修②に関するもののみを掲載
している。 
本マニュアル全体については、医療経済研究機構「介護保険「保険者シート」」Web
サイト（https://hokenja-sheet.jp/utilize/）に掲載している。 
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令和６年３月 
医療経済研究機構 

＜はじめに＞ ※分析ツールの利用方法は、併せて保険者シートWebサイト（https://hokenja-sheet.jp/utilize/）をご覧ください。

１．分析ツールの使い方

介護保険 分析ツール（第2.0版）

＜２つの分析ツール＞
○ 本分析ツールでは、以下の２つのツールを用意しています。

 ・ツールⅠ：事務局で把握できるデータ（アウトカム指標が中心）のみで構成
 ・ツールⅡ：自治体で記入する項目も掲載

○ これは、
・各市町村等において、その介護保険事業の実施状況を踏まえて、地域の現状・課題の分析や事業評価等を行ってい くた

めには、ツールⅡにてその実施する事業やその状況等を記入いただくことが必要ですが※、
・事務局で把握できるデータのみ掲載したツールⅠでも、自治体に地域の現状・課題等を考えていただくきっかけになる

のではないかと考え、用意したものです。
※ツールⅡでは、事務局で把握できるデータに加えて、国の文書等を参考に比較的よくあると思われる事業や指標の例を

記載しています（橙色塗りつぶし部分）。

＜分析ツールの構成＞
○ 分析ツールは、①全体、②最終・中間アウトカム、③～⑫の事業ごとの併せて12シートで構成しています。
○ この使い方について、

・介護保険事業全体の状況を見ていただくためには、「①全体」をご覧ください。
その際、全体の構造を理解するために、指標を非表示とすることが可能です。
（行番号の左側の上に表示される１⃣を押すと指標を非表示にできます。戻すときには２⃣を押します。）

・事業や施策の目的となる、最終アウトカムや中間アウトカムに着目したい場合には 「②最終・中間アウトカム」をご
覧ください。

・各事業の担当者等が各事業の実施状況やアウトカムの状況を確認したい場合には、③～⑫をご覧ください。

＜分析ツールの操作方法と見方＞
●分析ツールⅠ・Ⅱ共通
１）「①全体」のシートで、「都道府県」「市区町村/保険者」を選択します。 ※他の自治体も選択可
２）全国や都道府県の平均、前期の数値と比較可能です。

 各種文書やマニュアル等をもとに整理できる項目は、
・ 全国と比較し、高い場合は青、低い場合は赤で塗りつぶし。
・ 前期と比較し、高い場合は青字、低い場合は赤字で記載。
※基礎データ、B02（社会参加者の割合を除く）、B03の保険料月額基準額、C13は、高い場合に赤、低い場合に青。
※青は「よい」、赤は「改善が必要」ではなく、これをもとに関係者間で地域の現状・課題を話していくことが重要。

３）ロジックモデルの特性を活かして、関連する左右の項目や、上位の項目に影響する他の項目を見ていくと、地域分析を深
めていくことができます。

●シートⅡのみ（自治体独自項目を記入できるシート）
４）シートⅡは、各自治体で修正・追加が可能です。記載の例も参考に、自らの自治体で実施している事業やその実施状況を

記入します。
※自治体記入シートには、当該数値を引用することができる調査等を掲載しています。
※保険者シートにデータを登録していない自治体の方も、ツールⅡで直接入力できます。

 セルに色を付けて関係者で議論もできます。
５）自治体独自項目を記入する場合は、自治体記入シートを選択します。

※本シートにない項目は、「分析シート」にそのまま記入します。行の追加・削除等も可能です。
６）自治体記入シートの都道府県、市区町村・保険者を選択します。

※「①全体」シートで選択した市区町村・保険者以外を選択している場合には、他のシートに反映されません。
７）「備考」に記載されている調査等を参考に、数値を記入します。（記入している数値は例）
８）分析シートの各項目に反映されます。

○ 本ツールは、介護保険事業の効果的な実施に向けて、各自治体が地域の現状・課題の分析や事業の評価等を行うための
ツールとして作成したものです。
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ツールとして作成したものです。

２．留意点

＜参考：分析ツールの作成＞
○ 本ツールを作成するにあたっては、
・各自治体で実施している介護保険事業がどのように成果（目指す姿）を達成するのかを論理的・体系的に整理した上で
（市町村における介護保険事業に関わる基本ロジックモデル）、

・地域支援事業実施要綱等を参考にして各項目の趣旨を踏まえた指標（※）を置き、全国や都道府県の平均や、前期計画時
の指標と比較することができるようにしています。

（※）保険者シートの項目だけではなく、地域包括ケア「見える化」システムに掲載されている項目等も盛り込んだ。

○ 各項目（特にA1「高齢者のＱＯＬ」）について、分析ツールに掲載した項目のほか、他分野（医療・保健等）の取組や、
経済状況などによっても影響されることに留意ください。

○ 本分析ツールでは、保険者シートにおいて各市町村等から登録いただいたデータ（データの一般公開の許可を得ていな
い場合には表示されません。）及び各種調査等により公開されているデータを掲載しています。

○ 各指標の出典や時点は、「介護保険 分析ツール 指標リスト」を参照ください。

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査をもとにする指標※は、「自立＋要支援」の数値を基本としつつ、「自立」のみ登
録されている市町村等は「自立」の数値を掲載しています。
※主観的幸福感、主観的健康観、リスク者の割合、社会参加者の割合

○ 本ツールの著作権は、「一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構」に帰属する。本ツール
を利用した資料、記事、論文等には、「介護保険 分析ツール（第●版）」と出典表記ください。
本ツールは、地域の介護福祉の向上や政策展開に向けた行政、研究、教育等での利用を期待するものです。営利目的の

販促物等への引用掲載を除き、どなたでもご利用できます。
本ツールの基とするデータの収集および提供には万全を期していますが、その完全性、正確性を保証するものではなく、

利用者が本ツールを利用して行う一切の行為及び利用者が被った損害及び損失に対して、いかなる責任も負いません。利
用者は、自らの責任において本データを利用するものとします。
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３．更新

第1.01版：2023年4月25日
「C11. 住民が社会参加する多様な場がある」に、以下を追加
地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合（％）
地域づくりへの企画・運営としての参加意向のある高齢者の割合（％）

第1.02版：2023年4月27日
「A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる」の
・主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支援）（％）
・主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支援）（％）
について、修正。

第1.03版：2023年5月24日
「B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止が
できる」の
・認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者（人数）（75歳以上人口千人あたり）
のデータについて、修正。

第1.04版：2023年5月29日
「B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止が
できる」の「社会参加者の割合」について、2018年と比較して高くなる場合には青字、低くなる場合には赤字にするなどの
修正。

第1.05版：2023年9月22日
「E12. 生活支援体制整備事業」の生活支援コーディネーター数（第１層）数等について修正。

第2.0版：2024年3月31日
以下の項目等の見直しに加えて、データの更新を行った。
データの時点は「介護保険 分析ツール（第２版） 指標リスト」参照。
＜分析ツールⅠ、Ⅱ共通＞
・全体のシートのほか、最終・中間アウトカム、事業ごとのシートを用意した
・経年の比較について、「2018年」→「前期」に変更した
・「基礎データ」の「75歳以上人口について2025年推計との比較」を削除した
・「B02」の「調整済み認定率」の項目について、「調整済み軽度認定率」→「調整済み認定率（要介護１・２）」「調整

済み認定率（要支援）」に分けるとともに、地域間比較と経年比較の欄を分けた
・「C06」の「介護保険施設」→「施設サービス」としたほか、サービスの定員数や事業所数の項目について「要支援・要

介護者1人あたり」→「85歳（75歳）以上人口千人（1万人）あたり」に変更した
・「C06」「C09」のサービスの利用者のうち、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「居住系サービス」「認知症対応

型共同生活介護」「介護保険施設」「（看護）小規模多機能型居宅介護」について、「75歳以上人口千人あたり」→「85
歳以上人口千人あたり」に変更した。
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介護者1人あたり」→「85歳（75歳）以上人口千人（1万人）あたり」に変更した
・「C06」「C09」のサービスの利用者のうち、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「居住系サービス」「認知症対応

型共同生活介護」「介護保険施設」「（看護）小規模多機能型居宅介護」について、「75歳以上人口千人あたり」→「85
歳以上人口千人あたり」に変更した。

選択整合性（0:両方選択無し,1:都道府県のみ, 2:両方選択,3:選択不整合）0 全国

都道府県 都道府県行番号 4

市区町村／保険者 市区町村行番号 4

前期 直近
（R4時点）

前期 直近
（R4時点）

前期 前期 前期 直近
（R4時点）

13.6 81.5

30.9 8.6 87.6

43.2 79.6 80.1

11.7 10.0 84.0 84.4

11.3 38.8

2.7 7.9

7.7 73.5

28.6 8.1

5.8

12.6

2,346 2,225 2,609

6,646 6,274 7,318 ＜基礎データ＞

180.5 27.9 28.6

86.3 14.3 15.4

12.4 4.6 5.2

31.5 11.7

5.2 12.1

121.8 115.2

18,904 18,026 20,683

9,912 9,528 10,756

2,346 2,225 2,609

6,646 6,274 7,318

180.5

86.3

53.9

30.9

4.7

85.8

17.9

21.2

79.4

175.3

6.4

33.9

2.06

8.74

35.4

88.3 102.6

0.3

0.0

0.6

17.0 16.3 19.0

8,891 8,417 21.1 15.9 3.6 5.8 5.5 6.5

4.0 4.4 6.4 6.1 7.1

0.0 0.5 4.9 4.7 5.3

0.1 0.2 0.7

0.0 0.1

25.6 30.1 81.0

4.3 5.4 79.1

0.0 1.1

0.6 0.9

0.3 0.6

1.4 2.3

0.1 0.1

842 823 12.71 2.6

4.25 4.95 3.6

18,904 18,026 20,683 5,869

9,912 9,528 10,756

2,346 2,225 2,609 19,706

6,646 6,274 7,318

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合
は左の数値をご覧ください。

全国

B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切なサービス・支援を受けることがで
き、可能な限り、居宅での暮らしを継続できる

介護保険 分析ツールワークシート【①全体】

全国
― ―

（インプット）

D. 事業・取組み

（アクティビティ・アウトプット）

C. 地域のサービス・支援の目標

（初期アウトカム）
― ― ―

B. 介護保険事業の方向性

（中間アウトカム）

A. 目指す姿

（最終アウトカム）

全国
― ― ― 直近

（R4時点）

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる

平均寿命（歳） 男性

平均寿命（歳） 女性

平均自立期間（年）（全国） 男性

主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

平均自立期間（年）（全国） 女性

主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

＜参考１＞在宅療養支援診療所数（箇所数）
（75歳以上人口1万人あたり）

要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者
の割合（％）
要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の
割合（％）
要介護３以上の者のうちサービスを利用してい
ない者の割合（％）
要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の
割合（％）

17.4

11.0

45.1

10.1

37.6

7.1

73.1

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

自宅死の割合（％）

老人ホーム施設死の割合（％）

要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の
割合（％）

C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供されている

E05. 家族介護者支援 D05. 家族介護者支援

要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の
割合（％）
要介護１・２の者のうちサービスを利用してい
ない者の割合（％）

看取りを実施する一般診療所数（箇所数）（75
歳以上人口1万人あたり）

往診を実施する一般診療所数（箇所数）（75歳
以上人口1万人あたり）
訪問診療を実施する一般診療所数（箇所数）
（75歳以上人口1万人あたり）

＜参考２＞(24時間対応)訪問看護ステーション看護職
員数(常勤換算)(人)(75歳以上人口1万人あたり)

要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者
の割合（％）

C02. 住まいが、ニーズに合わせて適切に提供されている

施設等への入所等の検討状況（検討していない）
（％）

施設サービス定員数（85歳以上人千人あたり）
（人）
居住系サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）
<参考1>サービス付き高齢者向け住宅(特定施設入居者
生活介護等を除く)戸数(75歳以上人口千人あたり)

＜参考２＞有料老人ホーム 定員数（人）（75
歳以上人口千人あたり）
＜参考３＞軽費老人ホーム 定員数（人）（75
歳以上人口千人あたり）

地域包括支援センター運営（後掲）

C05. 介護に取り組む家族の負担が軽減されている

現在の生活を継続していく上で不安に感じる介護
（特にない）（％）
今後も働きながら介護を続けていく（問題なく続
けていける、何とか続けていける）（％）

地域包括支援センター運営（後掲）

E04. 災害・感染症対策に関わる体制整備 D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

被保険者のうちサービス事業対象者数（％）

リスク者の割合（抑うつ）（自立・要支援）
（％）

調整済み要介護認定率（％）※

調整済み認定率（要介護３以上）（％）※

（看護）小規模多機能型居宅介護（事業所数）
（85歳以上人口１万人あたり）

D07. 介護人材の確保 調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額
（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在
宅サービス）（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※

居住系サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）
定期巡回・随時対応型訪問介護看護（事業所数）
（85歳以上人口１万人あたり）

施設サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

リスク者の割合（転倒）（自立・要支援）
（％）
リスク者の割合（閉じこもり）（自立・要支
援）（％）
リスク者の割合（口腔）（自立・要支援）
（％）
リスク者の割合（栄養）（自立・要支援）
（％）
リスク者の割合（認知症）（自立・要支援）
（％）

＜参考４＞定期巡回・随時対応型訪問介護看護
利用者数（85歳以上人口千人あたり）
＜参考５＞（地域密着型）通所介護 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）
＜参考６＞短期入所生活介護 利用者数（75歳
以上人口千人あたり）
＜参考７＞（看護）小規模多機能型居宅介護 利
用者数（85歳以上人口千人あたり）

調整済み認定率（要介護１・２）（％）※

訪問型サービスB 提供団体数（75歳以上人口1
万人あたり）

通所型サービス（事業費）（千円）（75歳以上
人口千人あたり）

E08. 業務の効率化と質の向上

D11. 地域ケア会議

地域ケア個別会議（困難事例）年間検討延べ件数
（75歳以上人口千人あたり）

E09. 地域包括支援センター運営

地域包括支援センター運営事業費（決算額）（千
円）（第１号被保険者千人あたり）
地域包括支援センター設置数（65歳以上人口1万
人あたり）
地域包括支援センター職員数（65歳以上人口1万
人あたり）

D09. 総合相談支援

D08. 業務の効率化と質の向上

地域ケア個別会議（自立支援型ケアマネ）年間検
討延べ件数（75歳以上人口千人あたり）
地域ケア個別会議（地域課題（テーマ別）の検
討） 年間会議開催件数

認知症サポーター数（人）（人口1000人あた
り）

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

E13. 介護予防・生活支援サービス事業

訪問型サービス（事業費）（千円）（75歳以上
人口千人あたり）

E12. 生活支援体制整備事業

生活支援体制整備事業費（決算額）（千円）（第
１号被保険者千人あたり）
生活支援コーディネーター数（第１層）（専任）
（人）
生活支援コーディネーター数（第１層）（兼務）
（人）

D13. 生活支援体制整備事業

訪問型サービスA 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）

E17. PDCAサイクル D18. PDCAサイクル

通いの場箇所数（65歳以上人口千人あたり）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※

C14. PDCAサイクルによって介護保険事業の立案と運用が行われている

その他生活支援サービス（事業費）（千円）
（75歳以上人口千人あたり）
介護予防ケアマネジメント（事業費）（千円）
（75歳以上人口千人あたり）

訪問型サービスD 提供団体数（75歳以上人口1
万人あたり）
通所型 従前相当 利用実人数（75歳以上人口
千人あたり）

訪問型サービスC 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在
宅サービス）（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額
（円）※

C12. 介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、住民がそれらに取り組んでいる

通いの場週１回以上の参加率（％）

通所型サービスA 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）
通所型サービスB 提供団体数（75歳以上人口1
万人あたり）
通所型サービスC 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）
その他生活支援サービス（見守り） 利用実人数
（75歳以上人口千人あたり）
その他生活支援サービス（配食） 利用実人数
（75歳以上人口千人あたり）

D16. 保健事業と介護予防の一体的実施E15. 保健事業と介護予防の一体的実施

E14. 一般介護予防事業

B03. 介護保険事業の持続可能性が確保されている

保険料月額基準額（円）

通いの場箇所数（65歳以上人口千人あたり）

C11. 住民が社会参加する多様な場がある

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※

社会参加者の割合（趣味関係）（自立・要支
援）（％）

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽
減もしくは悪化の防止ができる

＜参考２＞訪問介護 利用者数（75歳以上人口
千人あたり）
＜参考３＞訪問看護 利用者数（75歳以上人口
千人あたり）

リスク者の割合（運動機能）（自立・要支援）
（％）

社会参加者の割合（スポーツ関係）（自立・要
支援）（％）

調整済み認定率（要支援）（％）※

0.7

C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から提供されている

介護予防・生活支援サービス 訪問型サービスB
利用実人数（75歳以上人口千人あたり）
介護予防・生活支援サービス 訪問型サービスD
利用実人数（75歳以上人口千人あたり）
介護予防・生活支援サービス 通所型サービスB
利用実人数（75歳以上人口千人あたり）

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

＜参考８＞居住系サービス 利用者数（85歳以
上人口千人あたり）
＜参考９＞施設サービス 利用者数（85歳以上
人口千人あたり）

要支援者等の在宅サービス利用者数（人数）
（75歳以上人口千人あたり）

＜参考１＞訪問介護（事業所数）（75歳以上人
口１万人あたり）

E06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等 D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合
（％） （自立・要支援）
地域づくりへの企画・運営としての参加意向のある高
齢者の割合（％） （自立・要支援）

0.7

0.1

高齢化率（％）

後期高齢化率（％）

85歳以上高齢化率（％）

高齢者夫婦のみ世帯割合（％）

高齢者独居世帯割合（％）

＜参考＞2040年の75歳以上人口の推計
（直近を100とする）

C04. 災害・感染症発生時に備えられている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

施設等への入所等の検討状況（検討していない）
（％）

＜参考10＞訪問リハビリテーション 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）
＜参考11＞通所リハビリテーション 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネットワークが構築されている

C07. 相談支援体制が整っている

認知症対応型共同生活介護 利用者数（85歳以
上人口千人あたり）
認知症カフェ数（箇所数）（75歳以上人口1万人
あたり）

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

訪問看護（介護保険） 利用者数（75歳以上人
口千人あたり）

看取り数（算定回数）（人口10万人あたり）

訪問診療を受けた患者数（算定回数）（人口10
万人あたり）

―

一般介護予防事業費（決算額）（千円）（第１号
被保険者千人あたり）

D15. 一般介護予防事業

D17. 介護給付費適正化事業E16. 介護給付費適正化事業

その他生活支援サービス（その他） 利用実人数
（75歳以上人口千人あたり）

介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポ
イント付与(参加実人数)(65歳以上人口千人あたり)

地域リハビリテーション活動支援事業 専門職派
遣件数（65歳以上人口千人あたり）

C13. 自立を阻害せず、効果的・効率的に介護給付が行われている

E07. 介護人材の確保

78.4

14.2

20.0

74.1

156.1

7.1

29.4

介護予防・生活支援サービス事業費（決算額）
（千円）（第１号被保険者千人あたり）

D14. 介護予防・生活支援サービス事業

訪問型 従前相当 利用実人数（75歳以上人口
千人あたり）

▼地域を選択してください

E03. 権利擁護・虐待防止

E. 投入資源 全国
―

D02. 住まいの確保E02. 住まいの確保

在宅医療・介護連携相談支援事業の運営主体

D01. 在宅医療介護連携推進事業

在宅医療・介護連携推進協議会開催数（回）

E01. 在宅医療介護連携推進事業

在宅医療・介護連携推進事業費（決算額）（千
円）（第１号被保険者千人あたり）

D03. 権利擁護・虐待防止

E10. 地域ケア会議

地域ケア会議推進事業費（決算額）（千円）（第
１号被保険者千人あたり）

D12. 認知症総合支援事業

認知症初期集中支援チーム対応件数（件）（75
歳以上人口千人あたり）

E11. 認知症総合支援事業

認知症総合支援事業費（決算額）（千円）（第１
号被保険者千人あたり）

生活支援コーディネーター数（第２層）（専任）
（人）（65歳以上人口1万人あたり）

32.6

認知症地域支援推進員数（人）（75歳以上人口1
万人あたり）

生活支援コーディネーター数（第２層）（兼務）
（人）（65歳以上人口1万人あたり）

165.8

82.0

12.7

34.3

5.0

8.2

5.1

13.5

36.7

全国
直近

（R4時点）

36.2

10.4

11.0

2.9

8.0

165.8

82.0

1.9

10.1

18.1

53.9

36.2

5.6

6,014

25,461

1.9

4.1

2.3

4.1

74.7

73.0

保険料収納必要額（月額）（円）

介護給付費準備基金一人当たり残高（千円）

社会参加者の割合（ボランティア）（自立・要
支援）（％）
社会参加者の割合（収入のある仕事）（自立・
要支援）（％）
社会参加者の割合（学習・教養サークル）（自
立・要支援）（％）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者
（人数）（75歳以上人口千人あたり）
要支援者等のサービス利用者数（人数）（75
歳以上人口千人あたり）
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前期 前期
直近

（R4時点）

13.6 81.5

8.6 87.6

43.2 79.6 80.1

10.0 84.0 84.4

38.8

7.9

73.5

8.1

5.8

12.6

17.0 16.3 19.0

5.8 5.5 6.5

6.4 6.1 7.1

4.9 4.7 5.3

0.7

81.0

79.1

5,869

19,706

ワークシート

【②最終・中間アウトカム】

介護保険 分析ツール

B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切なサービス・支援を受けることがで
き、可能な限り、居宅での暮らしを継続できる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる

自宅死の割合（％）

―
（中間アウトカム） 直近

（R4時点） （最終アウトカム）

全国
― ―

A. 目指す姿 全国
―

B. 介護保険事業の方向性

17.4 平均寿命（歳） 男性

老人ホーム施設死の割合（％） 11.0 平均寿命（歳） 女性

主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

要介護３以上の者のうちサービスを利用していな
い者の割合（％）

7.1
主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の割
合（％）

45.1 平均自立期間（年）（全国） 男性

要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者の
割合（％）

10.1 平均自立期間（年）（全国） 女性

要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の割
合（％）

73.1

要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者の
割合（％）

8.2

要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の割
合（％）

37.6

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減
もしくは悪化の防止ができる
リスク者の割合（運動機能）（自立・要支援）
（％）

要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の割
合（％）

5.1

要介護１・２の者のうちサービスを利用していな
い者の割合（％）

13.5

リスク者の割合（口腔）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（栄養）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（転倒）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（閉じこもり）（自立・要支援）
（％）

調整済み要介護認定率（％）※

調整済み認定率（要介護３以上）（％）※

リスク者の割合（認知症）（自立・要支援）
（％）
リスク者の割合（抑うつ）（自立・要支援）
（％）

被保険者のうちサービス事業対象者数（％） 0.7

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者（人
数）（75歳以上人口千人あたり）

調整済み認定率（要介護１・２）（％）※

調整済み認定率（要支援）（％）※

社会参加者の割合（趣味関係）（自立・要支援）
（％）

要支援者等のサービス利用者数（人数）（75歳以
上人口千人あたり）

74.7

要支援者等の在宅サービス利用者数（人数）（75
歳以上人口千人あたり）

73.0

社会参加者の割合（スポーツ関係）（自立・要支
援）（％）

介護給付費準備基金一人当たり残高（千円） 25,461

保険料月額基準額（円） 6,014

保険料収納必要額（月額）（円）

B03. 介護保険事業の持続可能性が確保されている

社会参加者の割合（学習・教養サークル）（自
立・要支援）（％）
※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は左の
数値をご覧ください。

社会参加者の割合（ボランティア）（自立・要支
援）（％）
社会参加者の割合（収入のある仕事）（自立・要
支援）（％）
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）
（

人
）

82
.0

定
期

巡
回

・
随

時
対

応
型

訪
問

介
護

看
護

（
事

業
所

数
）

（
85

歳
以

上
人

口
１

万
人

あ
た

り
）

1.
9

（
看

護
）

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
（

事
業

所
数

）
（

85
歳

以
上

人
口

１
万

人
あ

た
り

）
10

.1

E0
8.

 業
務

の
効

率
化

と
質

の
向

上
D0

8.
 業

務
の

効
率

化
と

質
の

向
上

調
整

済
み

第
１

号
被

保
険

者
１

人
あ

た
り

給
付

月
額

（
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

）
（

円
）

※
調

整
済

み
第

１
号

被
保

険
者

１
人

あ
た

り
給

付
月

額
（

施
設

サ
ー

ビ
ス

）
（

円
）

※
施

設
サ

ー
ビ

ス
定

員
数

（
85

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
（

人
）

16
5.

8

＜
参

考
４

＞
定

期
巡

回
・

随
時

対
応

型
訪

問
介

護
看

護
利

用
者

数
（

85
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

5.
6

＜
参

考
５

＞
（

地
域

密
着

型
）

通
所

介
護

 
利

用
者

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

78
.4

＜
参

考
６

＞
短

期
入

所
生

活
介

護
 

利
用

者
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
14

.2

＜
参

考
１

＞
訪

問
介

護
（

事
業

所
数

）
（

75
歳

以
上

人
口

１
万

人
あ

た
り

）
18

.1

＜
参

考
２

＞
訪

問
介

護
 

利
用

者
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
53

.9

＜
参

考
３

＞
訪

問
看

護
 

利
用

者
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
36

.2

＜
参

考
10

＞
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

 
利

用
者

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

7.
1

＜
参

考
11

＞
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

 
利

用
者

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

29
.4

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

＜
参

考
７

＞
（

看
護

）
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

 
利

用
者

数
（

85
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

20
.0

＜
参

考
８

＞
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

 
利

用
者

数
（

85
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

74
.1

＜
参

考
９

＞
施

設
サ

ー
ビ

ス
 

利
用

者
数

（
85

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
15

6.
1
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選
択

整
合

性
（

0:
両

方
選

択
無

し
,1

:都
道

府
県

の
み

, 2
:両

方
選

択
,3

:選
択

不
整

合
）

0
全

国

都
道

府
県

行
番

号
4

市
区

町
村

行
番

号
4

前
期

直
近

（
R4

時
点

）
前

期
直

近
（

R4
時

点
）

前
期

前
期

前
期

直
近

（
R4

時
点

）

81
.5

2.
06

87
.6

8.
74

79
.6

80
.1

84
.0

84
.4

17
.0

16
.3

19
.0

5.
8

5.
5

6.
5

6.
4

6.
1

7.
1

4.
9

4.
7

5.
3

0.
7

81
.0

79
.1

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

社
会

参
加

者
の

割
合

（
収

入
の

あ
る

仕
事

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
学

習
・

教
養

サ
ー

ク
ル

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
趣

味
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

要
支

援
者

等
の

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
73

.0

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ス

ポ
ー

ツ
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

0.
7

認
知

症
高

齢
者

の
日

常
生

活
自

立
度

Ⅱ
ａ

以
上

の
者

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
要

支
援

者
等

の
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

数
（

人
数

）
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

74
.7

調
整

済
み

認
定

率
（

要
支

援
）

（
％

）
※

被
保

険
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
事

業
対

象
者

数
（

％
）

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
３

以
上

）
（

％
）

※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
１

・
２

）
（

％
）

※

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

認
知

症
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
抑

う
つ

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

調
整

済
み

要
介

護
認

定
率

（
％

）
※

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

口
腔

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

栄
養

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

転
倒

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

閉
じ

こ
も

り
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

B0
2.

 高
齢

者
が

、
社

会
と

の
関

わ
り

を
持

ち
、

要
介

護
状

態
等

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

も
し

く
は

悪
化

の
防

止
が

で
き

る
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
運

動
機

能
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

地
域

ケ
ア

会
議

推
進

事
業

費
（

決
算

額
）

（
千

円
）

（
第

１
号

被
保

険
者

千
人

あ
た

り
）

地
域

ケ
ア

個
別

会
議

（
困

難
事

例
）

年
間

検
討

延
べ

件
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
地

域
ケ

ア
個

別
会

議
（

自
立

支
援

型
ケ

ア
マ

ネ
）

年
間

検
討

延
べ

件
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
地

域
ケ

ア
個

別
会

議
（

地
域

課
題

（
テ

ー
マ

別
）

の
検

討
）

 
年

間
会

議
開

催
件

数

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業

費
（

決
算

額
）

（
千

円
）

（
第

１
号

被
保

険
者

千
人

あ
た

り
）

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

設
置

数
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

職
員

数
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

D1
0.

 包
括

的
継

続
的

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

支
援

C0
8.

 多
様

な
職

種
や

機
関

と
の

連
携

協
働

に
よ

る
地

域
包

括
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

構
築

さ
れ

て
い

る

E1
0.

 地
域

ケ
ア

会
議

D1
1.

 地
域

ケ
ア

会
議

E0
9.

 地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

D0
9.

 総
合

相
談

支
援

C0
7.

 相
談

支
援

体
制

が
整

っ
て

い
る

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

女
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

―
（

イ
ン

プ
ッ

ト
）

（
ア

ク
テ

ィ
ビ

テ
ィ

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）

（
初

期
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
中

間
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
最

終
ア

ウ
ト

カ
ム

）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国
―

―

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

【
⑧

包
括

等
】

介
護

保
険

 
分

析
ツ

ー
ル

E.
 投

入
資

源
全

国
―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―
C.

 地
域

の
サ

ー
ビ

ス
・

支
援

の
目

標
全

国
―

―
B.

 介
護

保
険

事
業

の
方

向
性
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選
択

整
合

性
（

0:
両

方
選

択
無

し
,1

:都
道

府
県

の
み

, 2
:両

方
選

択
,3

:選
択

不
整

合
）

0
全

国

都
道

府
県

行
番

号
4

市
区

町
村

行
番

号
4

前
期

直
近

（
R4

時
点

）
前

期
直

近
（

R4
時

点
）

前
期

前
期

前
期

直
近

（
R4

時
点

）

35
.4

13
.6

81
.5

88
.3

10
2.

6
8.

6
87

.6

43
.2

79
.6

80
.1

10
.0

84
.0

84
.4

38
.8 7.
9

73
.5 8.
1

5.
8

12
.6

17
.0

16
.3

19
.0

5.
8

5.
5

6.
5

6.
4

6.
1

7.
1

4.
9

4.
7

5.
3

0.
7

81
.0

79
.1

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

【
⑨

認
知

症
】

介
護

保
険

 
分

析
ツ

ー
ル

E.
 投

入
資

源
全

国
―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―
C.

 地
域

の
サ

ー
ビ

ス
・

支
援

の
目

標
全

国
―

―
B.

 介
護

保
険

事
業

の
方

向
性

―
（

イ
ン

プ
ッ

ト
）

（
ア

ク
テ

ィ
ビ

テ
ィ

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）

（
初

期
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
中

間
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
最

終
ア

ウ
ト

カ
ム

）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国
―

―

E1
1.

 認
知

症
総

合
支

援
事

業
D1

2.
 認

知
症

総
合

支
援

事
業

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

C0
9.

 認
知

症
の

予
防

と
共

生
に

向
け

た
支

援
が

行
わ

れ
て

い
る

認
知

症
総

合
支

援
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）
認

知
症

初
期

集
中

支
援

チ
ー

ム
対

応
件

数
（

件
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
認

知
症

対
応

型
共

同
生

活
介

護
 

利
用

者
数

（
85

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
32

.6

認
知

症
地

域
支

援
推

進
員

数
（

人
）

（
75

歳
以

上
人

口
1

万
人

あ
た

り
）

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

数
（

人
）

（
人

口
10

00
人

あ
た

り
）

認
知

症
カ

フ
ェ

数
（

箇
所

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
1万

人
あ

た
り

）

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

女
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

転
倒

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

閉
じ

こ
も

り
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

B0
2.

 高
齢

者
が

、
社

会
と

の
関

わ
り

を
持

ち
、

要
介

護
状

態
等

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

も
し

く
は

悪
化

の
防

止
が

で
き

る
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
運

動
機

能
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

B0
1.

 要
介

護
状

態
に

な
っ

て
も

、
そ

の
心

身
の

状
況

等
に

応
じ

た
適

切
な

サ
ー

ビ
ス

・
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

、
可

能
な

限
り

、
居

宅
で

の
暮

ら
し

を
継

続
で

き
る

自
宅

死
の

割
合

（
％

）
17

.4

老
人

ホ
ー

ム
施

設
死

の
割

合
（

％
）

11
.0

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

45
.1

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
の

割
合

（
％

）

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
て

い
な

い
者

の
割

合
（

％
）

13
.5

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

調
整

済
み

要
介

護
認

定
率

（
％

）
※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
３

以
上

）
（

％
）

※

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

認
知

症
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
抑

う
つ

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

口
腔

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

栄
養

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

要
支

援
者

等
の

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
74

.7

要
支

援
者

等
の

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
73

.0

被
保

険
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
事

業
対

象
者

数
（

％
）

0.
7

認
知

症
高

齢
者

の
日

常
生

活
自

立
度

Ⅱ
ａ

以
上

の
者

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
１

・
２

）
（

％
）

※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
支

援
）

（
％

）
※

社
会

参
加

者
の

割
合

（
学

習
・

教
養

サ
ー

ク
ル

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
収

入
の

あ
る

仕
事

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ス

ポ
ー

ツ
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

趣
味

関
係

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

73
.1

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
の

割
合

（
％

）
8.

2

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
施

設
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

5.
1

10
.1

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
施

設
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

37
.6

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
て

い
な

い
者

の
割

合
（

％
）

7.
1
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選
択

整
合

性
（

0:
両

方
選

択
無

し
,1

:都
道

府
県

の
み

, 2
:両

方
選

択
,3

:選
択

不
整

合
）

0
全

国

都
道

府
県

行
番

号
4

市
区

町
村

行
番

号
4

前
期

直
近

（
R4

時
点

）
前

期
直

近
（

R4
時

点
）

前
期

前
期

前
期

直
近

（
R4

時
点

）

0.
3

81
.5

0.
0

87
.6

0.
6

79
.6

80
.1

84
.0

84
.4

8,
89

1
8,

41
7

21
.1

15
.9

3.
6

17
.0

16
.3

19
.0

4.
0

4.
4

5.
8

5.
5

6.
5

0.
0

0.
5

6.
4

6.
1

7.
1

0.
1

0.
2

4.
9

4.
7

5.
3

0.
0

0.
1

0.
7

25
.6

30
.1

4.
3

5.
4

2.
6

81
.0

0.
0

1.
1

3.
6

79
.1

0.
6

0.
9

0.
3

0.
6

1.
4

2.
3

0.
1

0.
1

―
―

B.
 介

護
保

険
事

業
の

方
向

性

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

【
⑩

生
活

支
援

等
】

介
護

保
険

 
分

析
ツ

ー
ル

E.
 投

入
資

源
全

国
―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

女
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

―
（

イ
ン

プ
ッ

ト
）

（
ア

ク
テ

ィ
ビ

テ
ィ

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）

（
初

期
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
中

間
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
最

終
ア

ウ
ト

カ
ム

）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国
―

―
C.

 地
域

の
サ

ー
ビ

ス
・

支
援

の
目

標
全

国

E1
2.

 生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

D1
3.

 生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

C1
0.

 多
様

な
生

活
支

援
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
支

援
が

多
様

な
主

体
か

ら
提

供
さ

れ
て

い
る

B0
2.

 高
齢

者
が

、
社

会
と

の
関

わ
り

を
持

ち
、

要
介

護
状

態
等

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

も
し

く
は

悪
化

の
防

止
が

で
き

る
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）
介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

 
訪

問
型

サ
ー

ビ
ス

B
利

用
実

人
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
0.

7
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
運

動
機

能
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
生

活
支

援
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
数

（
第

１
層

）
（

専
任

）
（

人
）

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
 

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
D

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

0.
1

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

転
倒

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
１

層
）

（
兼

務
）

（
人

）
介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

 
通

所
型

サ
ー

ビ
ス

B
利

用
実

人
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
1.

9
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
閉

じ
こ

も
り

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

認
知

症
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

E1
3.

 介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
D1

4.
 介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

C1
1.

 住
民

が
社

会
参

加
す

る
多

様
な

場
が

あ
る

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

抑
う

つ
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
２

層
）

（
専

任
）

（
人

）
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

口
腔

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
２

層
）

（
兼

務
）

（
人

）
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

栄
養

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）
訪

問
型

 
従

前
相

当
 

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

通
い

の
場

箇
所

数
（

65
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

4.
1

調
整

済
み

要
介

護
認

定
率

（
％

）
※

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
（

事
業

費
）

（
千

円
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
訪

問
型

サ
ー

ビ
ス

A 
利

用
実

人
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
地

域
づ

く
り

へ
の

参
加

意
向

の
あ

る
高

齢
者

の
割

合
（

％
）

 
（

自
立

・
要

支
援

）
調

整
済

み
認

定
率

（
要

介
護

３
以

上
）

（
％

）
※

介
護

予
防

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

（
事

業
費

）
（

千
円

）
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
D 

提
供

団
体

数
（

75
歳

以
上

人
口

1
万

人
あ

た
り

）
被

保
険

者
の

う
ち

サ
ー

ビ
ス

事
業

対
象

者
数

（
％

）
0.

7

通
所

型
 

従
前

相
当

 
利

用
実

人
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
認

知
症

高
齢

者
の

日
常

生
活

自
立

度
Ⅱ

ａ
以

上
の

者
（

人
数

）
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
（

事
業

費
）

（
千

円
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
訪

問
型

サ
ー

ビ
ス

B 
提

供
団

体
数

（
75

歳
以

上
人

口
1

万
人

あ
た

り
）

地
域

づ
く

り
へ

の
企

画
・

運
営

と
し

て
の

参
加

意
向

の
あ

る
高

齢
者

の
割

合
（

％
）

 
（

自
立

・
要

支
援

）
調

整
済

み
認

定
率

（
要

介
護

１
・

２
）

（
％

）
※

そ
の

他
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
（

事
業

費
）

（
千

円
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
訪

問
型

サ
ー

ビ
ス

C 
利

用
実

人
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
調

整
済

み
認

定
率

（
要

支
援

）
（

％
）

※

C1
2.

 介
護

予
防

・
健

康
づ

く
り

に
向

け
た

サ
ー

ビ
ス

・
支

援
が

あ
り

、
住

民
が

そ
れ

ら
に

取
り

組
ん

で
い

る

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
C 

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ス

ポ
ー

ツ
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
そ

の
他

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

（
見

守
り

）
 

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
趣

味
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
A 

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

要
支

援
者

等
の

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
74

.7

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
B 

提
供

団
体

数
（

75
歳

以
上

人
口

1
万

人
あ

た
り

）
要

支
援

者
等

の
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

数
（

人
数

）
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

73
.0

通
い

の
場

週
１

回
以

上
の

参
加

率
（

％
）

2.
3

通
い

の
場

箇
所

数
（

65
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

4.
1

社
会

参
加

者
の

割
合

（
学

習
・

教
養

サ
ー

ク
ル

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

そ
の

他
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
（

配
食

）
 

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
そ

の
他

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

（
そ

の
他

）
 

利
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令和６年３月 
医療経済研究機構 

＜はじめに＞ ※分析ツールの利用方法は、併せて保険者シートWebサイト（https://hokenja-sheet.jp/utilize/）をご覧ください。

１．分析ツールの使い方

介護保険 分析ツール（第2.0版）

＜２つの分析ツール＞
○ 本分析ツールでは、以下の２つのツールを用意しています。

 ・ツールⅠ：事務局で把握できるデータ（アウトカム指標が中心）のみで構成
 ・ツールⅡ：自治体で記入する項目も掲載

○ これは、
・各市町村等において、その介護保険事業の実施状況を踏まえて、地域の現状・課題の分析や事業評価等を行ってい くため

には、ツールⅡにてその実施する事業やその状況等を記入いただくことが必要ですが※、
・事務局で把握できるデータのみ掲載したツールⅠでも、自治体に地域の現状・課題等を考えていただくきっかけになるの

ではないかと考え、用意したものです。
※ツールⅡでは、事務局で把握できるデータに加えて、国の文書等を参考に比較的よくあると思われる事業や指標の例を記

載しています（橙色塗りつぶし部分）。

＜分析ツールの構成＞
○ 分析ツールは、①全体、②最終・中間アウトカム、③～⑫の事業ごとの併せて12シートで構成しています。
○ この使い方について、

・介護保険事業全体の状況を見ていただくためには、「①全体」をご覧ください。
その際、全体の構造を理解するために、指標を非表示とすることが可能です。
（行番号の左側の上に表示される１⃣を押すと指標を非表示にできます。戻すときには２⃣を押します。）

・事業や施策の目的となる、最終アウトカムや中間アウトカムに着目したい場合には 「②最終・中間アウトカム」をご覧
ください。

・各事業の担当者等が各事業の実施状況やアウトカムの状況を確認したい場合には、③～⑫をご覧ください。

＜分析ツールの操作方法と見方＞
●分析ツールⅠ・Ⅱ共通
１）「①全体」のシートで、「都道府県」「市区町村/保険者」を選択します。 ※他の自治体も選択可
２）全国や都道府県の平均、前期の数値と比較可能です。

 各種文書やマニュアル等をもとに整理できる項目は、
・ 全国と比較し、高い場合は青、低い場合は赤で塗りつぶし。
・ 前期と比較し、高い場合は青字、低い場合は赤字で記載。
※基礎データ、B02（社会参加者の割合を除く）、B03の保険料月額基準額、C13は、高い場合に赤、低い場合に青。
※青は「よい」、赤は「改善が必要」ではなく、これをもとに関係者間で地域の現状・課題を話していくことが重要。

３）ロジックモデルの特性を活かして、関連する左右の項目や、上位の項目に影響する他の項目を見ていくと、地域分析を深め
ていくことができます。

●シートⅡのみ（自治体独自項目を記入できるシート）
４）シートⅡは、各自治体で修正・追加が可能です。記載の例も参考に、自らの自治体で実施している事業やその実施状況を記

入します。
※自治体記入シートには、当該数値を引用することができる調査等を掲載しています。
※保険者シートにデータを登録していない自治体の方も、ツールⅡで直接入力できます。

 セルに色を付けて関係者で議論もできます。
５）自治体独自項目を記入する場合は、自治体記入シートを選択します。

※本シートにない項目は、「分析シート」にそのまま記入します。行の追加・削除等も可能です。
６）自治体記入シートの都道府県、市区町村・保険者を選択します。

※「①全体」シートで選択した市区町村・保険者以外を選択している場合には、他のシートに反映されません。
７）「備考」に記載されている調査等を参考に、数値を記入します。（記入している数値は例）
８）分析シートの各項目に反映されます。

○ 本ツールは、介護保険事業の効果的な実施に向けて、各自治体が地域の現状・課題の分析や事業の評価等を行うための
ツールとして作成したものです。
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２．留意点

＜参考：分析ツールの作成＞
○ 本ツールを作成するにあたっては、
・各自治体で実施している介護保険事業がどのように成果（目指す姿）を達成するのかを論理的・体系的に整理した上で（市
町村における介護保険事業に関わる基本ロジックモデル）、

・地域支援事業実施要綱等を参考にして各項目の趣旨を踏まえた指標（※）を置き、全国や都道府県の平均や、前期計画時の
指標と比較することができるようにしています。

（※）保険者シートの項目だけではなく、地域包括ケア「見える化」システムに掲載されている項目等も盛り込んだ。

○ 各項目（特にA1「高齢者のＱＯＬ」）について、分析ツールに掲載した項目のほか、他分野（医療・保健等）の取組や、
経済状況などによっても影響されることに留意ください。

○ 本分析ツールでは、保険者シートにおいて各市町村等から登録いただいたデータ（データの一般公開の許可を得ていない
場合には表示されません。）及び各種調査等により公開されているデータを掲載しています。

○ 各指標の出典や時点は、「介護保険 分析ツール 指標リスト」を参照ください。

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査をもとにする指標※は、「自立＋要支援」の数値を基本としつつ、「自立」のみ登録
されている市町村等は「自立」の数値を掲載しています。
※主観的幸福感、主観的健康観、リスク者の割合、社会参加者の割合

○ 本ツールの著作権は、「一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構」に帰属する。本ツールを
利用した資料、記事、論文等には、「介護保険 分析ツール（第●版）」と出典表記ください。
本ツールは、地域の介護福祉の向上や政策展開に向けた行政、研究、教育等での利用を期待するものです。営利目的の販

促物等への引用掲載を除き、どなたでもご利用できます。
本ツールの基とするデータの収集および提供には万全を期していますが、その完全性、正確性を保証するものではなく、

利用者が本ツールを利用して行う一切の行為及び利用者が被った損害及び損失に対して、いかなる責任も負いません。利用
者は、自らの責任において本データを利用するものとします。
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２．留意点

＜参考：分析ツールの作成＞
○ 本ツールを作成するにあたっては、
・各自治体で実施している介護保険事業がどのように成果（目指す姿）を達成するのかを論理的・体系的に整理した上で（市
町村における介護保険事業に関わる基本ロジックモデル）、

・地域支援事業実施要綱等を参考にして各項目の趣旨を踏まえた指標（※）を置き、全国や都道府県の平均や、前期計画時の
指標と比較することができるようにしています。

（※）保険者シートの項目だけではなく、地域包括ケア「見える化」システムに掲載されている項目等も盛り込んだ。

○ 各項目（特にA1「高齢者のＱＯＬ」）について、分析ツールに掲載した項目のほか、他分野（医療・保健等）の取組や、
経済状況などによっても影響されることに留意ください。

○ 本分析ツールでは、保険者シートにおいて各市町村等から登録いただいたデータ（データの一般公開の許可を得ていない
場合には表示されません。）及び各種調査等により公開されているデータを掲載しています。

○ 各指標の出典や時点は、「介護保険 分析ツール 指標リスト」を参照ください。

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査をもとにする指標※は、「自立＋要支援」の数値を基本としつつ、「自立」のみ登録
されている市町村等は「自立」の数値を掲載しています。
※主観的幸福感、主観的健康観、リスク者の割合、社会参加者の割合

○ 本ツールの著作権は、「一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構」に帰属する。本ツールを
利用した資料、記事、論文等には、「介護保険 分析ツール（第●版）」と出典表記ください。
本ツールは、地域の介護福祉の向上や政策展開に向けた行政、研究、教育等での利用を期待するものです。営利目的の販

促物等への引用掲載を除き、どなたでもご利用できます。
本ツールの基とするデータの収集および提供には万全を期していますが、その完全性、正確性を保証するものではなく、

利用者が本ツールを利用して行う一切の行為及び利用者が被った損害及び損失に対して、いかなる責任も負いません。利用
者は、自らの責任において本データを利用するものとします。

３．更新

第1.01版：2023年4月27日
「A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる」の、
・主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支援）（％）
・主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支援）（％）
について、修正。

第1.02版：2023年5月24日
「B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる」の
・認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者（人数）（75歳以上人口千人あたり）
のデータについて、修正。

第1.03版：2023年5月29日
「B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる」の「社会参加者の割合」について、2018年と比較して高くなる場合には青字、低くなる場合には赤字にするなどの修正。

第1.04版：2023年9月22日
「E12. 生活支援体制整備事業」の生活支援コーディネーター数（第１層）数等について修正。

第2.0版：2024年3月31日
以下の項目等の見直しに加えて、データの更新を行った。
データの時点は「介護保険 分析ツール（第２版） 指標リスト」参照。
＜分析ツールⅠ、Ⅱ共通＞
・全体のシートのほか、最終・中間アウトカム、事業ごとのシートを用意した
・経年の比較について、「2018年」→「前期」に変更した
・「基礎データ」の「75歳以上人口について2025年推計との比較」を削除した
・「B02」の「調整済み認定率」の項目について、「調整済み軽度認定率」→「調整済み認定率（要介護１・２）」「調整済

み認定率（要支援）」に分けるとともに、地域間比較と経年比較の欄を分けた
・「C06」の「介護保険施設」→「施設サービス」としたほか、サービスの定員数や事業所数の項目について「要支援・要介

護者1人あたり」→「85歳（75歳）以上人口千人（1万人）あたり」に変更した
・「C06」「C09」のサービスの利用者のうち、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「居住系サービス」「認知症対応型

共同生活介護」「介護保険施設」「（看護）小規模多機能型居宅介護」について、「75歳以上人口千人あたり」→「85歳以
上人口千人あたり」に変更した。

＜分析ツールⅡ＞
・「B02」に、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より算定できる、「IADLが低い者の割合」を追加した。
・「C06」に、在宅生活改善調査より算定できる「現在のサービス利用では、生活の維持が難しい人」の割合を追加した。
・「C10」に、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より算定できる、「あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人」がいる割合、

「あなたが心配事や愚痴を聞いてあげる人」がいる割合、「あなたが病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれ
る人」がいる割合、「反対に、看病や世話をしてあげる人」がいる割合を追加した。
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「①全体」シートで選択した自治体を選択してください ※独自に保有している情報を記入してください（分析シートに反映されます）
都道府県 整合性チェック 1

市区町村／保険者

指標 前期   直近（R4時点） 備考

主観的幸福感の高い高齢者割合（％）（要支援・要介護）

主観的健康観の高い高齢者割合（％）（要支援・要介護）

「過去１年間に、居所を変更した人」の割合（％）

在宅生活改善調査、居所変更実態調査
＜参考＞
第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に
関する説明会資料５（10枚目）
https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/0009
71144.pdf

リスク者の割合（IADL）（自立・要支援）（％）

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問４（４）～
（８）※について、１・２を選択した項目が３つ以
下の場合についてリスクありと判定。
※必須項目＋オプション項目の設問番号
＜参考＞地域包括ケア「見える化」システム

一定期間における要介護認定者の平均要介護度の変化率（要
介護１・２）

一定期間における要介護認定者の平均要介護度の変化率（要
介護３～５）

新規認定を受けた者の平均年齢（歳） 地域包括ケア「見える化」システム

退院退所加算の算定回数 人口10万人対

入院時情報連携加算の算定回数 人口10万人対

退院支援（退院調整）を受けた患者数（算定回数）人口10万
人対

家族等による高齢者の虐待件数

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援
等に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査
＜参考＞
全国の調査結果（令和４年度）
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989
_00025.html

成年後見制度等についての認知度（％）

成年後見制度の利用件数 ※市町村で把握している場合

「意思決定支援のガイドライン」に基づく支援

災害に関する計画を策定している介護事業所の割合（％）

感染症に関する計画を策定している介護事業所の割合（％）

介護を理由に仕事を辞めた方がいる割合（％） 在宅介護実態調査

「現在のサービス利用では、生活の維持が難しい人」の数・
割合（％）

在宅生活改善調査
＜参考＞
第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に
関する説明会参考資料４（P26）
https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/0009
71212.pdf

事業所における介護職員の採用者数・離職者数

介護人材実態調査
＜参考＞
第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に
関する説明会参考資料４（P60）
https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/0009
71212.pdf

地域包括支援センターの認知度（％）

地域包括支援センターの利用者満足度

多職種連携により適切な支援が行われていると回答するケア
マネジャーの割合

地域ケア会議で出された地域課題を施策・事業として検討し
た件数

認知症相談窓口の認知度（％） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問８（２）

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる
B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる
B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている

C07. 相談支援体制が整っている

C07. 相談支援体制が整っている

C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供され
ている

C04. 災害・感染症発生時に備えられている

C05. 介護に取り組む家族の負担が軽減されている

C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供され
ている

見出し番号

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

C04. 災害・感染症発生時に備えられている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立し
た暮らしを営むことができる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立し
た暮らしを営むことができる

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切
なサービス・支援を受けることができ、可能な限り、居宅での
暮らしを継続できる

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる

地域包括ケア「見える化」システム

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支
援交付金の集計結果
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「①全体」シートで選択した自治体を選択してください ※独自に保有している情報を記入してください（分析シートに反映されます）
都道府県 整合性チェック 1

市区町村／保険者

指標 前期   直近（R4時点） 備考

主観的幸福感の高い高齢者割合（％）（要支援・要介護）

主観的健康観の高い高齢者割合（％）（要支援・要介護）

「過去１年間に、居所を変更した人」の割合（％）

在宅生活改善調査、居所変更実態調査
＜参考＞
第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に
関する説明会資料５（10枚目）
https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/0009
71144.pdf

リスク者の割合（IADL）（自立・要支援）（％）

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問４（４）～
（８）※について、１・２を選択した項目が３つ以
下の場合についてリスクありと判定。
※必須項目＋オプション項目の設問番号
＜参考＞地域包括ケア「見える化」システム

一定期間における要介護認定者の平均要介護度の変化率（要
介護１・２）

一定期間における要介護認定者の平均要介護度の変化率（要
介護３～５）

新規認定を受けた者の平均年齢（歳） 地域包括ケア「見える化」システム

退院退所加算の算定回数 人口10万人対

入院時情報連携加算の算定回数 人口10万人対

退院支援（退院調整）を受けた患者数（算定回数）人口10万
人対

家族等による高齢者の虐待件数

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援
等に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査
＜参考＞
全国の調査結果（令和４年度）
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989
_00025.html

成年後見制度等についての認知度（％）

成年後見制度の利用件数 ※市町村で把握している場合

「意思決定支援のガイドライン」に基づく支援

災害に関する計画を策定している介護事業所の割合（％）

感染症に関する計画を策定している介護事業所の割合（％）

介護を理由に仕事を辞めた方がいる割合（％） 在宅介護実態調査

「現在のサービス利用では、生活の維持が難しい人」の数・
割合（％）

在宅生活改善調査
＜参考＞
第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に
関する説明会参考資料４（P26）
https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/0009
71212.pdf

事業所における介護職員の採用者数・離職者数

介護人材実態調査
＜参考＞
第９期介護保険事業計画作成に向けた各種調査等に
関する説明会参考資料４（P60）
https://www.mhlw.go.jp/content/12301000/0009
71212.pdf

地域包括支援センターの認知度（％）

地域包括支援センターの利用者満足度

多職種連携により適切な支援が行われていると回答するケア
マネジャーの割合

地域ケア会議で出された地域課題を施策・事業として検討し
た件数

認知症相談窓口の認知度（％） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問８（２）

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる
B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる
B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている

C07. 相談支援体制が整っている

C07. 相談支援体制が整っている

C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供され
ている

C04. 災害・感染症発生時に備えられている

C05. 介護に取り組む家族の負担が軽減されている

C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供され
ている

見出し番号

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

C04. 災害・感染症発生時に備えられている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立し
た暮らしを営むことができる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立し
た暮らしを営むことができる

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切
なサービス・支援を受けることができ、可能な限り、居宅での
暮らしを継続できる

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となる
ことの予防または要介護状態等の軽減もしくは悪化の防止がで
きる

地域包括ケア「見える化」システム

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支
援交付金の集計結果

認知症日常生活自立度ⅡA以上となったときの平均年齢（歳）

認知症日常生活自立度ⅡA以上のうち、在宅での生活を継続し
ている者の割合（％）

利用している「介護保険サービス以外」の支援・サービスの
状況

在宅介護実態調査

「あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人」がいる割合
（％）（自立・要支援）

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問６（１）

「あなたが心配事や愚痴を聞いてあげる人」がいる割合
（％）（自立・要支援）

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問６（２）

「あなたが病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をして
くれる人」がいる割合(％)(自立・要支援)

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問６（３）

「看病や世話をしてあげる人」がいる割合（％）（自立・要
支援）

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査問６（４）

各参加者における心身の状態の改善

利用している「介護保険サービス以外」の支援・サービスに
ついて、「サロンなどの定期的な通いの場」を回答した者の
割合（要支援・要介護）

在宅介護実態調査

評価結果を計画や事業の内容に反映した事業の数

在宅医療・介護連携相談支援事業の相談・支援件数

多職種協働等の研修の開催回数・参加者数

地域住民等への講演会等の開催回数・参加者数

情報共有ツールの登録者数・利用者数

現計画期間中に整備した事業所（居住系・施設）数・定員数

相談・入居支援の件数

家族介護者支援事業（後掲）

老人福祉施設等への措置数

高齢者虐待防止法に基づく対応件数

中核機関等による相談件数・支援件数（後見人・権利擁護支
援チームへの支援を含む）

住民や関係者への権利擁護についての周知・普及（研修等）

成年後見制度の首⾧申立件数

市民後見人の養成人数

チーム（権利擁護支援チーム）により支援を行っている件数

成年後見制度利用支援事業 利用者数

日常生活自立支援事業 利用者数

「意思決定支援のガイドライン」の周知・普及

地域包括支援センター等での相談・支援件数

介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

福祉避難所の箇所数

避難行動要支援者名簿と個別計画の作成数

介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

D01. 在宅医療介護連携推進事業

D01. 在宅医療介護連携推進事業

D01. 在宅医療介護連携推進事業

C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている

C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている

C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている

C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている

D02. 住まいの確保

D02. 住まいの確保

D03. 権利擁護・虐待防止

D01. 在宅医療介護連携推進事業

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

C12. 介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、
住民がそれらに取り組んでいる

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援
等に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査
＜参考＞
全国の調査結果（令和４年度）
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989
_00025.html

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D03. 権利擁護・虐待防止

D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている

C12. 介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、
住民がそれらに取り組んでいる

C14. PDCAサイクルによって介護保険事業の立案と運用が行
われている
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物資の備蓄・調達・輸送体制の整備

介護教室の開催回数・参加者数

介護者交流会の開催回数・参加者数

地域包括支援センター等での相談・支援件数

現計画期間中に整備した事業所（サービス別）数・定員数

現計画期間中に指定した事業所（サービス別）数・定員数

事業所への指導の実施状況（直近１年間で指導した事業所の
割合等）

事業参加事業所数、参加者数

対象事業所数

地域包括支援センターへの相談件数

上記相談について支援につなげた件数

地域包括支援センターの周知

職員への研修等の開催回数・参加者数

ネットワーク構築のための研修・会議等の開催回数・参加者
数

ケアマネジャーからの相談・支援の件数

認知症の人本人や家族からの相談・支援件数

病院・介護事業所等の職員向け研修・支援件数

ステップアップ講座の開催回数・参加者数

チームオレンジの支援

「意思決定支援ガイドライン」の研修回数・参加者数

生活支援の担い手研修 開催回数・参加者

多様な生活支援サービス等の情報提供

就労的活動でマッチングした者数

介護予防教室の開催回数・参加者数

住民主体の通いの場等への支援回数

通いの場等への支援回数

その他事業の実績

各事業の実施状況（ケアプラン点検、給付費通知等）

D18. PDCAサイクル 介護保険事業計画への目標・アウトカムに関する指標の有無 プルダウンから○, ×を選択してください

D18. PDCAサイクル 実績評価の実施の有無 プルダウンから○, ×を選択してください

D18. PDCAサイクル 計画の検討・評価を行う会議の開催回数

在宅医療・介護連携相談支援事業の従事者数

事業費（事業所整備（居住系・施設）に係る補助金）（決算
額）

E01. 在宅医療介護連携推進事業

D05. 家族介護者支援

D05. 家族介護者支援

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

D12. 認知症総合支援事業

D16. 保健事業と介護予防の一体的実施

D12. 認知症総合支援事業

D12. 認知症総合支援事業

D12. 認知症総合支援事業

D12. 認知症総合支援事業

D13. 生活支援体制整備事業

D13. 生活支援体制整備事業

D13. 生活支援体制整備事業

E02. 住まいの確保

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

D09. 総合相談支援

D05. 家族介護者支援

D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

D17. 介護給付費適正化事業

D15. 一般介護予防事業

D15. 一般介護予防事業

D16. 保健事業と介護予防の一体的実施

D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

D07. 介護人材の確保

D08. 業務の効率化と質の向上

D09. 総合相談支援

D09. 総合相談支援

D09. 総合相談支援
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物資の備蓄・調達・輸送体制の整備

介護教室の開催回数・参加者数

介護者交流会の開催回数・参加者数

地域包括支援センター等での相談・支援件数

現計画期間中に整備した事業所（サービス別）数・定員数

現計画期間中に指定した事業所（サービス別）数・定員数

事業所への指導の実施状況（直近１年間で指導した事業所の
割合等）

事業参加事業所数、参加者数

対象事業所数

地域包括支援センターへの相談件数

上記相談について支援につなげた件数

地域包括支援センターの周知

職員への研修等の開催回数・参加者数

ネットワーク構築のための研修・会議等の開催回数・参加者
数

ケアマネジャーからの相談・支援の件数

認知症の人本人や家族からの相談・支援件数

病院・介護事業所等の職員向け研修・支援件数

ステップアップ講座の開催回数・参加者数

チームオレンジの支援

「意思決定支援ガイドライン」の研修回数・参加者数

生活支援の担い手研修 開催回数・参加者

多様な生活支援サービス等の情報提供

就労的活動でマッチングした者数

介護予防教室の開催回数・参加者数

住民主体の通いの場等への支援回数

通いの場等への支援回数

その他事業の実績

各事業の実施状況（ケアプラン点検、給付費通知等）

D18. PDCAサイクル 介護保険事業計画への目標・アウトカムに関する指標の有無 プルダウンから○, ×を選択してください

D18. PDCAサイクル 実績評価の実施の有無 プルダウンから○, ×を選択してください

D18. PDCAサイクル 計画の検討・評価を行う会議の開催回数

在宅医療・介護連携相談支援事業の従事者数

事業費（事業所整備（居住系・施設）に係る補助金）（決算
額）

E01. 在宅医療介護連携推進事業

D05. 家族介護者支援

D05. 家族介護者支援

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

D12. 認知症総合支援事業

D16. 保健事業と介護予防の一体的実施

D12. 認知症総合支援事業

D12. 認知症総合支援事業

D12. 認知症総合支援事業

D12. 認知症総合支援事業

D13. 生活支援体制整備事業

D13. 生活支援体制整備事業

D13. 生活支援体制整備事業

E02. 住まいの確保

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

D09. 総合相談支援

D05. 家族介護者支援

D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

D17. 介護給付費適正化事業

D15. 一般介護予防事業

D15. 一般介護予防事業

D16. 保健事業と介護予防の一体的実施

D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

D07. 介護人材の確保

D08. 業務の効率化と質の向上

D09. 総合相談支援

D09. 総合相談支援

D09. 総合相談支援

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（決算額）

家族介護者支援事業費（後掲）

成年後見制度等の活用促進に関する事業（決算額）

中核機関の設置等

成年後見制度利用支援事業（決算額）

日常生活自立支援事業（決算額）

災害対策に関する事業費（決算額）

感染症対策に関する事業費（決算額）

家族介護支援事業（決算額）

事業費（事業所整備に係る補助金）（決算額）

事業費（決算額）

事業費（事業所への補助金等）（決算額）

認知症初期集中支援チーム数・チーム員数

チームオレンジコーディネーター数

就労的活動コーディネーター数

保健事業と介護予防の一体的実施事業費（決算額）

医療専門職の配置

介護給付費適正化事業費（決算額）

会議開催に係る費用

E11. 認知症総合支援事業

E11. 認知症総合支援事業

E06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等

E08. 業務の効率化と質の向上

E03. 権利擁護・虐待防止

E03. 権利擁護・虐待防止

E03. 権利擁護・虐待防止

E03. 権利擁護・虐待防止

E05. 家族介護者支援

E07. 介護人材の確保

E04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

E04. 災害・感染症対策に関わる体制整備

E02. 住まいの確保

E16. 介護給付費適正化事業

E17. PDCAサイクル

E12. 生活支援体制整備事業

E03. 権利擁護・虐待防止

E15. 保健事業と介護予防の一体的実施

E15. 保健事業と介護予防の一体的実施
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選択整合性（0:両方選択無し,1:都道府県のみ, 2:両方選択,3:選択不整合）0 全国

都道府県 都道府県行番号 4

市区町村／保険者 市区町村行番号 4

前期 直近
（R4時点）

前期 直近
（R4時点）

前期 前期 前期 直近
（R4時点）

13.6 81.5

30.9 8.6 87.6

43.2 79.6 80.1

11.7 10.0 84.0 84.4

11.3 38.8

2.7 7.9

73.5

8.1

5.8

7.7 12.6

28.6

＜基礎データ＞

2,346 2,225 2,609 27.9 28.6

6,646 6,274 7,318 14.3 15.4

180.5 4.6 5.2

86.3 11.7

12.4 12.1

31.5 121.8 115.2

5.2

18,904 18,026 20,683

9,912 9,528 10,756

2,346 2,225 2,609

6,646 6,274 7,318

180.5

86.3

53.9

30.9

4.7

85.8

17.9

21.2

79.4

175.3

6.4

33.9

2.06

8.74

35.4

88.3 102.6

▼地域を選択してください

ワークシート【①全体】 介護保険 分析ツール

E. 投入資源 全国
― ―

D. 事業・取組み 全国
― ―

（インプット） （アクティビティ・アウトプット） （初期アウトカム） 直近（R4時点） （中間アウトカム） 直近（R4時点） （最終アウトカム）

全国
― ―

A. 目指す姿 全国
――

C. 地域のサービス・支援の目標 全国
― ―

B. 介護保険事業の方向性

17.4 平均寿命（歳） 男性

在宅医療・介護連携相談支援事業の運営主体
訪問看護（介護保険） 利用者数（75歳以上人
口千人あたり）

36.2 老人ホーム施設死の割合（％） 11.0 平均寿命（歳） 女性

E01. 在宅医療介護連携推進事業 D01. 在宅医療介護連携推進事業 C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切なサービス・支援を受けることがで
き、可能な限り、居宅での暮らしを継続できる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる

在宅医療・介護連携推進事業費（決算額）（千
円）（第１号被保険者千人あたり）

在宅医療・介護連携推進協議会開催数（回）
訪問診療を受けた患者数（算定回数）（人口10
万人あたり）

自宅死の割合（％）

看取り数（算定回数）（人口10万人あたり）
要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の
割合（％）

45.1 平均自立期間（年）（全国） 男性

往診を実施する一般診療所数（箇所数）（75歳
以上人口1万人あたり）

10.4 要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者
の割合（％）

10.1 平均自立期間（年）（全国） 女性

訪問診療を実施する一般診療所数（箇所数）
（75歳以上人口1万人あたり）

11.0 要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の
割合（％）

37.6
主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

看取りを実施する一般診療所数（箇所数）（75
歳以上人口1万人あたり）

2.9 要介護３以上の者のうちサービスを利用してい
ない者の割合（％）

7.1
主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

E02. 住まいの確保 D02. 住まいの確保 C02. 住まいが、ニーズに合わせて適切に提供されている

＜参考１＞在宅療養支援診療所数（箇所数）
（75歳以上人口1万人あたり）

8.0

要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の
割合（％）

73.1

＜参考２＞(24時間対応)訪問看護ステーション看護職員
数(常勤換算)(人)(75歳以上人口1万人あたり)

36.7

要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者
の割合（％）

8.2

退院退所加算の算定回数（人口10万人あたり）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※

高齢化率（％）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※

後期高齢化率（％）

施設サービス定員数（85歳以上人千人あたり）
（人）

165.8 85歳以上高齢化率（％）

要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の
割合（％）

5.1

要介護１・２の者のうちサービスを利用してい
ない者の割合（％）

13.5

＜参考３＞軽費老人ホーム 定員数（人）（75
歳以上人口千人あたり）

5.0

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

居住系サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

82.0 高齢者夫婦のみ世帯割合（％）

<参考1>サービス付き高齢者向け住宅(特定施設入居者
生活介護等を除く)戸数(75歳以上人口千人あたり)

12.7 高齢者独居世帯割合（％）

D05. 家族介護者支援 C05. 介護に取り組む家族の負担が軽減されている

地域包括支援センター運営（後掲）
現在の生活を継続していく上で不安に感じる介護
（特にない）（％）

介護教室の開催回数・参加者数

E03. 権利擁護・虐待防止 D03. 権利擁護・虐待防止 C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

E04. 災害・感染症対策に関わる体制整備 D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備 C04. 災害・感染症発生時に備えられている

成年後見制度利用支援事業（決算額）

日常生活自立支援事業（決算額）

家族介護者支援事業（後掲）

老人福祉施設等への措置数

高齢者虐待防止法に基づく対応件数

中核機関等による相談件数・支援件数（後見人・
権利擁護支援チームへの支援を含む）

E07. 介護人材の確保 D07. 介護人材の確保

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額
（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在
宅サービス）（円）※

事業所への指導の実施状況（直近１年間で指導し
た事業所の割合等）

今後も働きながら介護を続けていく（問題なく続
けていける、何とか続けていける）（％）

施設等への入所等の検討状況（検討していない）
（％）

E06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等 D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等 C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供されている

家族介護支援事業（決算額）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※
施設サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

165.8

施設等への入所等の検討状況（検討していない）
（％）

＜参考１＞訪問介護（事業所数）（75歳以上人
口１万人あたり）

18.1

＜参考２＞訪問介護 利用者数（75歳以上人口
千人あたり）

53.9

＜参考３＞訪問看護 利用者数（75歳以上人口
千人あたり）

36.2

居住系サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

82.0

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（事業所数）
（85歳以上人口１万人あたり）

1.9

（看護）小規模多機能型居宅介護（事業所数）
（85歳以上人口１万人あたり）

10.1

＜参考７＞（看護）小規模多機能型居宅介護 利
用者数（85歳以上人口千人あたり）

20.0

＜参考８＞居住系サービス 利用者数（85歳以
上人口千人あたり）

74.1

＜参考９＞施設サービス 利用者数（85歳以上
人口千人あたり）

156.1

＜参考４＞定期巡回・随時対応型訪問介護看護
利用者数（85歳以上人口千人あたり）

5.6

＜参考５＞（地域密着型）通所介護 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

78.4

＜参考６＞短期入所生活介護 利用者数（75歳
以上人口千人あたり）

14.2

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネットワークが構築されている

地域包括支援センター職員数（65歳以上人口1万
人あたり）

E10. 地域ケア会議 D11. 地域ケア会議

多職種連携により適切な支援が行われていると回
答するケアマネジャーの割合（％）

＜参考10＞訪問リハビリテーション 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

7.1

＜参考11＞通所リハビリテーション 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

29.4

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

E09. 地域包括支援センター運営 D09. 総合相談支援 C07. 相談支援体制が整っている

「現在のサービス利用では、生活の維持が難しい
人」の数・割合（％）

事業所における介護職員の採用者数・離職者数

地域ケア会議推進事業費（決算額）（千円）（第
１号被保険者千人あたり）

地域ケア個別会議（困難事例）年間検討延べ件数
（75歳以上人口千人あたり）
地域ケア個別会議（自立支援型ケアマネ）年間検
討延べ件数（75歳以上人口千人あたり）
地域ケア個別会議（地域課題（テーマ別）の検
討） 年間会議開催件数

E11. 認知症総合支援事業 D12. 認知症総合支援事業

地域包括支援センター運営事業費（決算額）（千
円）（第１号被保険者千人あたり）
地域包括支援センター設置数（65歳以上人口1万
人あたり）

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

在宅医療・介護連携相談支援事業の従事者数

在宅医療・介護連携相談支援事業の相談・支援件
数

多職種協働等の研修の開催回数・参加者数

地域住民等への講演会等の開催回数・参加者数

情報共有ツールの登録者数・利用者数

主観的幸福感の高い高齢者割合（要支援・要
介護）（％）
主観的健康観の高い高齢者割合（要支援・要
介護）（％）

地域包括支援センター運営（後掲）

家族介護者支援事業費（後掲）

成年後見制度等の活用促進に関する事業（決算
額）

中核機関の設置等

入院時情報連携加算の算定回数（人口10万人あ
たり）
退院支援（退院調整）を受けた患者数（算定回
数）（人口10万人あたり）

「過去１年間に、居所を変更した人」の割合
（％）

事業費（事業所整備（居住系・施設）に係る補助
金）（決算額）
高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（決算
額）

現計画期間中に整備した事業所（居住系・施設）
数・定員数

相談・入居支援の件数

＜参考２＞有料老人ホーム 定員数（人）（75
歳以上人口千人あたり）

34.3
＜参考＞2040年の75歳以上人口の推計
（直近を100とする）

住民や関係者への権利擁護についての周知・普及
（研修等）

地域包括支援センター等での相談・支援件数

家族等による高齢者の虐待件数

成年後見制度等についての認知度（％）

成年後見制度の利用件数 ※市町村で把握してい
る場合

「意思決定支援のガイドライン」に基づく支援

成年後見制度の首⾧申立件数

市民後見人の養成人数

チーム（権利擁護支援チーム）により支援を行っ
ている件数

成年後見制度利用支援事業 利用者数

日常生活自立支援事業 利用者数

「意思決定支援のガイドライン」の周知・普及

介護者交流会の開催回数・参加者数

地域包括支援センター等での相談・支援件数

事業費（事業所整備に係る補助金）（決算額） 現計画期間中に整備した事業所（サービス別）
数・定員数
現計画期間中に指定した事業所（サービス別）
数・定員数

災害に関する計画を策定している介護事業所の割
合（％）
感染症に関する計画を策定している介護事業所の
割合（％）

介護を理由に仕事を辞めた方がいる割合（％）

災害対策に関する事業費（決算額）

感染症対策に関する事業費（決算額）

介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

福祉避難所の箇所数

避難行動要支援者名簿と個別計画の作成数

介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

物資の備蓄・調達・輸送体制の整備

E05. 家族介護者支援

事業費（事業所への補助金等）（決算額） 対象事業所数

事業費（決算額） 事業参加事業所数、参加者数

E08. 業務の効率化と質の向上 D08. 業務の効率化と質の向上

認知症初期集中支援チーム数・チーム員数

チームオレンジコーディネーター数

認知症相談窓口の認知度（％）

認知症日常生活自立度ⅡA以上となったときの平
均年齢（歳）

地域包括支援センターへの相談件数

上記相談について支援につなげた件数

地域包括支援センターの周知

職員への研修等の開催回数・参加者数

地域包括支援センターの認知度（％）

地域包括支援センターの利用者満足度

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

認知症総合支援事業費（決算額）（千円）（第１
号被保険者千人あたり）

認知症初期集中支援チーム対応件数（件）（75
歳以上人口千人あたり）

認知症対応型共同生活介護 利用者数（85歳以
上人口千人あたり）

32.6

認知症地域支援推進員数（人）（75歳以上人口1
万人あたり）

認知症サポーター数（人）（人口1000人あた
り）

認知症カフェ数（箇所数）（75歳以上人口1万人
あたり）

認知症の人本人や家族からの相談・支援件数

病院・介護事業所等の職員向け研修・支援件数

ステップアップ講座の開催回数・参加者数

チームオレンジの支援

「意思決定支援ガイドライン」の研修回数・参加
者数
＜参考＞認知症サポート医数（人）（75歳以上
人口1万人あたり）

地域ケア会議で出された地域課題を施策・事業と
して検討した件数

ネットワーク構築のための研修・会議等の開催回
数・参加者数

ケアマネジャーからの相談・支援の件数

認知症日常生活自立度ⅡA以上のうち、在宅での
生活を継続している者の割合（％）

226



選択整合性（0:両方選択無し,1:都道府県のみ, 2:両方選択,3:選択不整合）0 全国

都道府県 都道府県行番号 4

市区町村／保険者 市区町村行番号 4

前期 直近
（R4時点）

前期 直近
（R4時点）

前期 前期 前期 直近
（R4時点）

13.6 81.5

30.9 8.6 87.6

43.2 79.6 80.1

11.7 10.0 84.0 84.4

11.3 38.8

2.7 7.9

73.5

8.1

5.8

7.7 12.6

28.6

＜基礎データ＞

2,346 2,225 2,609 27.9 28.6

6,646 6,274 7,318 14.3 15.4

180.5 4.6 5.2

86.3 11.7

12.4 12.1

31.5 121.8 115.2

5.2

18,904 18,026 20,683

9,912 9,528 10,756

2,346 2,225 2,609

6,646 6,274 7,318

180.5

86.3

53.9

30.9

4.7

85.8

17.9

21.2

79.4

175.3

6.4

33.9

2.06

8.74

35.4

88.3 102.6

▼地域を選択してください

ワークシート【①全体】 介護保険 分析ツール

E. 投入資源 全国
― ―

D. 事業・取組み 全国
― ―

（インプット） （アクティビティ・アウトプット） （初期アウトカム） 直近（R4時点） （中間アウトカム） 直近（R4時点） （最終アウトカム）

全国
― ―

A. 目指す姿 全国
――

C. 地域のサービス・支援の目標 全国
― ―

B. 介護保険事業の方向性

17.4 平均寿命（歳） 男性

在宅医療・介護連携相談支援事業の運営主体
訪問看護（介護保険） 利用者数（75歳以上人
口千人あたり）

36.2 老人ホーム施設死の割合（％） 11.0 平均寿命（歳） 女性

E01. 在宅医療介護連携推進事業 D01. 在宅医療介護連携推進事業 C01. 在宅医療と介護が一体的に提供されている B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切なサービス・支援を受けることがで
き、可能な限り、居宅での暮らしを継続できる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むことができる

在宅医療・介護連携推進事業費（決算額）（千
円）（第１号被保険者千人あたり）

在宅医療・介護連携推進協議会開催数（回）
訪問診療を受けた患者数（算定回数）（人口10
万人あたり）

自宅死の割合（％）

看取り数（算定回数）（人口10万人あたり）
要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の
割合（％）

45.1 平均自立期間（年）（全国） 男性

往診を実施する一般診療所数（箇所数）（75歳
以上人口1万人あたり）

10.4 要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者
の割合（％）

10.1 平均自立期間（年）（全国） 女性

訪問診療を実施する一般診療所数（箇所数）
（75歳以上人口1万人あたり）

11.0 要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の
割合（％）

37.6
主観的幸福感の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

看取りを実施する一般診療所数（箇所数）（75
歳以上人口1万人あたり）

2.9 要介護３以上の者のうちサービスを利用してい
ない者の割合（％）

7.1
主観的健康観の高い高齢者割合（自立・要支
援）（％）

E02. 住まいの確保 D02. 住まいの確保 C02. 住まいが、ニーズに合わせて適切に提供されている

＜参考１＞在宅療養支援診療所数（箇所数）
（75歳以上人口1万人あたり）

8.0

要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の
割合（％）

73.1

＜参考２＞(24時間対応)訪問看護ステーション看護職員
数(常勤換算)(人)(75歳以上人口1万人あたり)

36.7

要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者
の割合（％）

8.2

退院退所加算の算定回数（人口10万人あたり）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※

高齢化率（％）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※

後期高齢化率（％）

施設サービス定員数（85歳以上人千人あたり）
（人）

165.8 85歳以上高齢化率（％）

要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の
割合（％）

5.1

要介護１・２の者のうちサービスを利用してい
ない者の割合（％）

13.5

＜参考３＞軽費老人ホーム 定員数（人）（75
歳以上人口千人あたり）

5.0

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

居住系サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

82.0 高齢者夫婦のみ世帯割合（％）

<参考1>サービス付き高齢者向け住宅(特定施設入居者
生活介護等を除く)戸数(75歳以上人口千人あたり)

12.7 高齢者独居世帯割合（％）

D05. 家族介護者支援 C05. 介護に取り組む家族の負担が軽減されている

地域包括支援センター運営（後掲）
現在の生活を継続していく上で不安に感じる介護
（特にない）（％）

介護教室の開催回数・参加者数

E03. 権利擁護・虐待防止 D03. 権利擁護・虐待防止 C03. 高齢者の権利利益が擁護されている

E04. 災害・感染症対策に関わる体制整備 D04. 災害・感染症対策に関わる体制整備 C04. 災害・感染症発生時に備えられている

成年後見制度利用支援事業（決算額）

日常生活自立支援事業（決算額）

家族介護者支援事業（後掲）

老人福祉施設等への措置数

高齢者虐待防止法に基づく対応件数

中核機関等による相談件数・支援件数（後見人・
権利擁護支援チームへの支援を含む）

E07. 介護人材の確保 D07. 介護人材の確保

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額
（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在
宅サービス）（円）※

事業所への指導の実施状況（直近１年間で指導し
た事業所の割合等）

今後も働きながら介護を続けていく（問題なく続
けていける、何とか続けていける）（％）

施設等への入所等の検討状況（検討していない）
（％）

E06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等 D06. 地域密着型サービス事業所の整備・指定等 C06. 地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供されている

家族介護支援事業（決算額）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※
調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※
施設サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

165.8

施設等への入所等の検討状況（検討していない）
（％）

＜参考１＞訪問介護（事業所数）（75歳以上人
口１万人あたり）

18.1

＜参考２＞訪問介護 利用者数（75歳以上人口
千人あたり）

53.9

＜参考３＞訪問看護 利用者数（75歳以上人口
千人あたり）

36.2

居住系サービス定員数（85歳以上人口千人あた
り）（人）

82.0

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（事業所数）
（85歳以上人口１万人あたり）

1.9

（看護）小規模多機能型居宅介護（事業所数）
（85歳以上人口１万人あたり）

10.1

＜参考７＞（看護）小規模多機能型居宅介護 利
用者数（85歳以上人口千人あたり）

20.0

＜参考８＞居住系サービス 利用者数（85歳以
上人口千人あたり）

74.1

＜参考９＞施設サービス 利用者数（85歳以上
人口千人あたり）

156.1

＜参考４＞定期巡回・随時対応型訪問介護看護
利用者数（85歳以上人口千人あたり）

5.6

＜参考５＞（地域密着型）通所介護 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

78.4

＜参考６＞短期入所生活介護 利用者数（75歳
以上人口千人あたり）

14.2

C08. 多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネットワークが構築されている

地域包括支援センター職員数（65歳以上人口1万
人あたり）

E10. 地域ケア会議 D11. 地域ケア会議

多職種連携により適切な支援が行われていると回
答するケアマネジャーの割合（％）

＜参考10＞訪問リハビリテーション 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

7.1

＜参考11＞通所リハビリテーション 利用者数
（75歳以上人口千人あたり）

29.4

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

E09. 地域包括支援センター運営 D09. 総合相談支援 C07. 相談支援体制が整っている

「現在のサービス利用では、生活の維持が難しい
人」の数・割合（％）

事業所における介護職員の採用者数・離職者数

地域ケア会議推進事業費（決算額）（千円）（第
１号被保険者千人あたり）

地域ケア個別会議（困難事例）年間検討延べ件数
（75歳以上人口千人あたり）
地域ケア個別会議（自立支援型ケアマネ）年間検
討延べ件数（75歳以上人口千人あたり）
地域ケア個別会議（地域課題（テーマ別）の検
討） 年間会議開催件数

E11. 認知症総合支援事業 D12. 認知症総合支援事業

地域包括支援センター運営事業費（決算額）（千
円）（第１号被保険者千人あたり）
地域包括支援センター設置数（65歳以上人口1万
人あたり）

D10. 包括的継続的ケアマネジメント支援

在宅医療・介護連携相談支援事業の従事者数

在宅医療・介護連携相談支援事業の相談・支援件
数

多職種協働等の研修の開催回数・参加者数

地域住民等への講演会等の開催回数・参加者数

情報共有ツールの登録者数・利用者数

主観的幸福感の高い高齢者割合（要支援・要
介護）（％）
主観的健康観の高い高齢者割合（要支援・要
介護）（％）

地域包括支援センター運営（後掲）

家族介護者支援事業費（後掲）

成年後見制度等の活用促進に関する事業（決算
額）

中核機関の設置等

入院時情報連携加算の算定回数（人口10万人あ
たり）
退院支援（退院調整）を受けた患者数（算定回
数）（人口10万人あたり）

「過去１年間に、居所を変更した人」の割合
（％）

事業費（事業所整備（居住系・施設）に係る補助
金）（決算額）
高齢者の安心な住まいの確保に資する事業（決算
額）

現計画期間中に整備した事業所（居住系・施設）
数・定員数

相談・入居支援の件数

＜参考２＞有料老人ホーム 定員数（人）（75
歳以上人口千人あたり）

34.3
＜参考＞2040年の75歳以上人口の推計
（直近を100とする）

住民や関係者への権利擁護についての周知・普及
（研修等）

地域包括支援センター等での相談・支援件数

家族等による高齢者の虐待件数

成年後見制度等についての認知度（％）

成年後見制度の利用件数 ※市町村で把握してい
る場合

「意思決定支援のガイドライン」に基づく支援

成年後見制度の首⾧申立件数

市民後見人の養成人数

チーム（権利擁護支援チーム）により支援を行っ
ている件数

成年後見制度利用支援事業 利用者数

日常生活自立支援事業 利用者数

「意思決定支援のガイドライン」の周知・普及

介護者交流会の開催回数・参加者数

地域包括支援センター等での相談・支援件数

事業費（事業所整備に係る補助金）（決算額） 現計画期間中に整備した事業所（サービス別）
数・定員数
現計画期間中に指定した事業所（サービス別）
数・定員数

災害に関する計画を策定している介護事業所の割
合（％）
感染症に関する計画を策定している介護事業所の
割合（％）

介護を理由に仕事を辞めた方がいる割合（％）

災害対策に関する事業費（決算額）

感染症対策に関する事業費（決算額）

介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

福祉避難所の箇所数

避難行動要支援者名簿と個別計画の作成数

介護事業所等への周知啓発（集団指導、研修等）

物資の備蓄・調達・輸送体制の整備

E05. 家族介護者支援

事業費（事業所への補助金等）（決算額） 対象事業所数

事業費（決算額） 事業参加事業所数、参加者数

E08. 業務の効率化と質の向上 D08. 業務の効率化と質の向上

認知症初期集中支援チーム数・チーム員数

チームオレンジコーディネーター数

認知症相談窓口の認知度（％）

認知症日常生活自立度ⅡA以上となったときの平
均年齢（歳）

地域包括支援センターへの相談件数

上記相談について支援につなげた件数

地域包括支援センターの周知

職員への研修等の開催回数・参加者数

地域包括支援センターの認知度（％）

地域包括支援センターの利用者満足度

C09. 認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

認知症総合支援事業費（決算額）（千円）（第１
号被保険者千人あたり）

認知症初期集中支援チーム対応件数（件）（75
歳以上人口千人あたり）

認知症対応型共同生活介護 利用者数（85歳以
上人口千人あたり）

32.6

認知症地域支援推進員数（人）（75歳以上人口1
万人あたり）

認知症サポーター数（人）（人口1000人あた
り）

認知症カフェ数（箇所数）（75歳以上人口1万人
あたり）

認知症の人本人や家族からの相談・支援件数

病院・介護事業所等の職員向け研修・支援件数

ステップアップ講座の開催回数・参加者数

チームオレンジの支援

「意思決定支援ガイドライン」の研修回数・参加
者数
＜参考＞認知症サポート医数（人）（75歳以上
人口1万人あたり）

地域ケア会議で出された地域課題を施策・事業と
して検討した件数

ネットワーク構築のための研修・会議等の開催回
数・参加者数

ケアマネジャーからの相談・支援の件数

認知症日常生活自立度ⅡA以上のうち、在宅での
生活を継続している者の割合（％）

0.3

0.0

0.6

17.0 16.3 19.0

5.8 5.5 6.5

8,891 8,417 21.1 15.9 3.6 6.4 6.1 7.1

4.0 4.4 4.9 4.7 5.3

0.0 0.5 0.7

0.1 0.2

0.0 0.1

25.6 30.1

4.3 5.4

0.0 1.1 81.0

0.6 0.9 79.1

0.3 0.6

1.4 2.3

0.1 0.1

842 823 12.71 2.6

4.25 4.95 3.6

18,904 18,026 20,683 5,869

9,912 9,528 10,756

2,346 2,225 2,609 19,706

6,646 6,274 7,318

リスク者の割合（転倒）（自立・要支援）
（％）

生活支援コーディネーター数（第１層）（兼務）
（人）

介護予防・生活支援サービス 通所型サービスB
利用実人数（75歳以上人口千人あたり）

1.9 リスク者の割合（閉じこもり）（自立・要支
援）（％）

E12. 生活支援体制整備事業 D13. 生活支援体制整備事業 C10. 多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から提供されている
B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽
減もしくは悪化の防止ができる

生活支援体制整備事業費（決算額）（千円）（第
１号被保険者千人あたり）

介護予防・生活支援サービス 訪問型サービスB
利用実人数（75歳以上人口千人あたり）

0.7 リスク者の割合（運動機能）（自立・要支援）
（％）

生活支援の担い手研修 開催回数・参加者

多様な生活支援サービス等の情報提供

就労的活動でマッチングした者数

リスク者の割合（認知症）（自立・要支援）
（％）

E13. 介護予防・生活支援サービス事業 D14. 介護予防・生活支援サービス事業 C11. 住民が社会参加する多様な場がある

リスク者の割合（抑うつ）（自立・要支援）
（％）

生活支援コーディネーター数（第２層）（専任）
（人）（65歳以上人口1万人あたり）

リスク者の割合（口腔）（自立・要支援）
（％）

生活支援コーディネーター数（第２層）（兼務）
（人）（65歳以上人口1万人あたり）

リスク者の割合（栄養）（自立・要支援）
（％）

就労的活動コーディネーター数

利用している「介護保険サービス以外」の支援・
サービスの状況

「あなたが病気で数日間寝込んだときに、看病や世話
をしてくれる人」がいる割合(％)(自立・要支援)

「看病や世話をしてあげる人」がいる割合（％）
（自立・要支援）

調整済み認定率（要介護１・２）（％）※

その他生活支援サービス（事業費）（千円）
（75歳以上人口千人あたり）

訪問型サービスC 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）

調整済み認定率（要支援）（％）※

介護予防・生活支援サービス事業費（決算額）
（千円）（第１号被保険者千人あたり）

訪問型 従前相当 利用実人数（75歳以上人口
千人あたり）

通いの場箇所数（65歳以上人口千人あたり） 4.1

調整済み要介護認定率（％）※

訪問型サービス（事業費）（千円）（75歳以上
人口千人あたり）

訪問型サービスA 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）

地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合
（％） （自立・要支援）

調整済み認定率（要介護３以上）（％）※

要支援者等のサービス利用者数（人数）（75
歳以上人口千人あたり）

74.7通所型サービスB 提供団体数（75歳以上人口1
万人あたり）

要支援者等の在宅サービス利用者数（人数）
（75歳以上人口千人あたり）

73.0

介護予防ケアマネジメント（事業費）（千円）
（75歳以上人口千人あたり）

訪問型サービスD 提供団体数（75歳以上人口1
万人あたり）

被保険者のうちサービス事業対象者数（％） 0.7

通所型 従前相当 利用実人数（75歳以上人口
千人あたり）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者
（人数）（75歳以上人口千人あたり）

通所型サービス（事業費）（千円）（75歳以上
人口千人あたり）

訪問型サービスB 提供団体数（75歳以上人口1
万人あたり）

地域づくりへの企画・運営としての参加意向のある高
齢者の割合（％） （自立・要支援）

通所型サービスA 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）

社会参加者の割合（ボランティア）（自立・要
支援）（％）

その他生活支援サービス（その他） 利用実人数
（75歳以上人口千人あたり）

社会参加者の割合（収入のある仕事）（自立・
要支援）（％）

通所型サービスC 利用実人数（75歳以上人口千
人あたり）

社会参加者の割合（スポーツ関係）（自立・要
支援）（％）

その他生活支援サービス（見守り） 利用実人数
（75歳以上人口千人あたり）

社会参加者の割合（趣味関係）（自立・要支
援）（％）

その他生活支援サービス（配食） 利用実人数
（75歳以上人口千人あたり）

D16. 保健事業と介護予防の一体的実施

E16. 介護給付費適正化事業 D17. 介護給付費適正化事業 C13. 自立を阻害せず、効果的・効率的に介護給付が行われている B03. 介護保険事業の持続可能性が確保されている

保健事業と介護予防の一体的実施事業費（決算
額）

医療専門職の配置

通いの場等への支援回数

その他事業の実績

「あなたの心配事や愚痴を聞いてくれる人」がい
る割合（％）（自立・要支援）
「あなたが心配事や愚痴を聞いてあげる人」がい
る割合（％）（自立・要支援）

生活支援コーディネーター数（第１層）（専任）
（人）

介護予防・生活支援サービス 訪問型サービスD
利用実人数（75歳以上人口千人あたり）

0.1

一般介護予防事業費（決算額）（千円）（第１号
被保険者千人あたり）

介護予防に資する取組への参加やボランティア等へのポ
イント付与(参加実人数)(65歳以上人口千人あたり)

通いの場週１回以上の参加率（％） 2.3

地域リハビリテーション活動支援事業 専門職派
遣件数（65歳以上人口千人あたり）

通いの場箇所数（65歳以上人口千人あたり） 4.1

E14. 一般介護予防事業 D15. 一般介護予防事業 C12. 介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、住民がそれらに取り組んでいる ※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合
は左の数値をご覧ください。

会議開催に係る費用
介護保険事業計画への目標・アウトカムに関する
指標の有無

実績評価の実施の有無

計画の検討・評価を行う会議の開催回数

介護給付費適正化事業費（決算額）
各事業の実施状況（ケアプラン点検、給付費通知
等）

E17. PDCAサイクル D18. PDCAサイクル

介護予防教室の開催回数・参加者数

住民主体の通いの場等への支援回数

各参加者における心身の状態の改善

利用している「介護保険サービス以外」の支援等に、「定期
的な通いの場」を回答した割合(要支援・要介護)

E15. 保健事業と介護予防の一体的実施

評価結果を計画や事業の内容に反映した事業の数

リスク者の割合（IADL）（％）（自立・要支
援）（％）

一定期間における要介護認定者の平均要介護度
の変化率（要介護１・２）
一定期間における要介護認定者の平均要介護度
の変化率（要介護３～５）

新規認定を受けた者の平均年齢（歳）

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（居
住系サービス）（円）※

介護給付費準備基金一人当たり残高（千円） 25,461

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（施
設サービス）（円）※
※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は
左の数値をご覧ください。

C14. PDCAサイクルによって介護保険事業の立案と運用が行われている

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額
（円）※

保険料月額基準額（円） 6,014

調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額（在
宅サービス）（円）※

保険料収納必要額（月額）（円）

社会参加者の割合（学習・教養サークル）（自
立・要支援）（％）
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前期 前期 直近
（R4時点）

13.6 81.5

8.6 87.6

43.2 79.6 80.1

10.0 84.0 84.4

38.8

7.9

73.5

8.1

5.8

12.6

17.0 16.3 19.0

5.8 5.5 6.5

6.4 6.1 7.1

4.9 4.7 5.3

0.7

81.0

79.1

5,869

19,706

介護保険 分析ツール

B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切なサービス・支援を受けることができ、可
能な限り、居宅での暮らしを継続できる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むこと
ができる

自宅死の割合（％）

―
（中間アウトカム） 直近（R4時点） （最終アウトカム）

全国
― ―

A. 目指す姿 全国
―

B. 介護保険事業の方向性

17.4 平均寿命（歳） 男性

老人ホーム施設死の割合（％） 11.0 平均寿命（歳） 女性

平均自立期間（年）（全国） 男
性

要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者の
割合（％）

10.1
平均自立期間（年）（全国） 女
性

要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の割
合（％）

45.1

主観的幸福感の高い高齢者割合
（自立・要支援）（％）

要介護３以上の者のうちサービスを利用していな
い者の割合（％）

7.1
主観的健康観の高い高齢者割合
（自立・要支援）（％）

要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の割
合（％）

37.6

主観的幸福感の高い高齢者割合
（要支援・要介護）（％）

要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者の
割合（％）

8.2
主観的健康観の高い高齢者割合
（要支援・要介護）（％）

要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の割
合（％）

73.1

「過去１年間に、居所を変更した人」の割合
（％）

要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の割
合（％）

5.1

要介護１・２の者のうちサービスを利用していな
い者の割合（％）

13.5

リスク者の割合（転倒）（自立・要支援）（％）

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もし
くは悪化の防止ができる
リスク者の割合（運動機能）（自立・要支援）
（％）

リスク者の割合（栄養）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（口腔）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（閉じこもり）（自立・要支援）
（％）

リスク者の割合（抑うつ）（自立・要支援）
（％）
リスク者の割合（IADL）（自立・要支援）
（％）

リスク者の割合（認知症）（自立・要支援）
（％）

調整済み認定率（要支援）（％）※

被保険者のうちサービス事業対象者数（％）

調整済み要介護認定率（％）※

調整済み認定率（要介護３以上）（％）※

調整済み認定率（要介護１・２）（％）※

新規認定を受けた者の平均年齢（歳）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者（人
数）（75歳以上人口千人あたり）

0.7

一定期間における要介護認定者の平均要介護度の
変化率（要介護１・２）
一定期間における要介護認定者の平均要介護度の
変化率（要介護３～５）

社会参加者の割合（スポーツ関係）（自立・要支
援）（％）
社会参加者の割合（趣味関係）（自立・要支援）
（％）

要支援者等のサービス利用者数（人数）（75歳以
上人口千人あたり）

74.7

要支援者等の在宅サービス利用者数（人数）（75
歳以上人口千人あたり）

73.0

ワークシート

【②最終・中間アウトカム】

保険料収納必要額（月額）（円）

介護給付費準備基金一人当たり残高（千円） 25,461

B03. 介護保険事業の持続可能性が確保されている

保険料月額基準額（円） 6,014

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は左の数
値をご覧ください。

社会参加者の割合（ボランティア）（自立・要支
援）（％）
社会参加者の割合（収入のある仕事）（自立・要
支援）（％）
社会参加者の割合（学習・教養サークル）（自
立・要支援）（％）
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前期 前期 直近
（R4時点）
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6.4 6.1 7.1
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0.7

81.0

79.1

5,869

19,706

介護保険 分析ツール

B01. 要介護状態になっても、その心身の状況等に応じた適切なサービス・支援を受けることができ、可
能な限り、居宅での暮らしを継続できる

A01. 高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ、自立した暮らしを営むこと
ができる

自宅死の割合（％）

―
（中間アウトカム） 直近（R4時点） （最終アウトカム）

全国
― ―

A. 目指す姿 全国
―

B. 介護保険事業の方向性

17.4 平均寿命（歳） 男性

老人ホーム施設死の割合（％） 11.0 平均寿命（歳） 女性

平均自立期間（年）（全国） 男
性

要介護３以上の者のうち居住系サービス利用者の
割合（％）

10.1
平均自立期間（年）（全国） 女
性

要介護３以上の者のうち在宅サービス利用者の割
合（％）

45.1

主観的幸福感の高い高齢者割合
（自立・要支援）（％）

要介護３以上の者のうちサービスを利用していな
い者の割合（％）

7.1
主観的健康観の高い高齢者割合
（自立・要支援）（％）

要介護３以上の者のうち施設サービス利用者の割
合（％）

37.6

主観的幸福感の高い高齢者割合
（要支援・要介護）（％）

要介護１・２の者のうち居住系サービス利用者の
割合（％）

8.2
主観的健康観の高い高齢者割合
（要支援・要介護）（％）

要介護１・２の者のうち在宅サービス利用者の割
合（％）

73.1

「過去１年間に、居所を変更した人」の割合
（％）

要介護１・２の者のうち施設サービス利用者の割
合（％）

5.1

要介護１・２の者のうちサービスを利用していな
い者の割合（％）

13.5

リスク者の割合（転倒）（自立・要支援）（％）

B02. 高齢者が、社会との関わりを持ち、要介護状態等となることの予防または要介護状態等の軽減もし
くは悪化の防止ができる
リスク者の割合（運動機能）（自立・要支援）
（％）

リスク者の割合（栄養）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（口腔）（自立・要支援）（％）

リスク者の割合（閉じこもり）（自立・要支援）
（％）

リスク者の割合（抑うつ）（自立・要支援）
（％）
リスク者の割合（IADL）（自立・要支援）
（％）

リスク者の割合（認知症）（自立・要支援）
（％）

調整済み認定率（要支援）（％）※

被保険者のうちサービス事業対象者数（％）

調整済み要介護認定率（％）※

調整済み認定率（要介護３以上）（％）※

調整済み認定率（要介護１・２）（％）※

新規認定を受けた者の平均年齢（歳）

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱａ以上の者（人
数）（75歳以上人口千人あたり）

0.7

一定期間における要介護認定者の平均要介護度の
変化率（要介護１・２）
一定期間における要介護認定者の平均要介護度の
変化率（要介護３～５）

社会参加者の割合（スポーツ関係）（自立・要支
援）（％）
社会参加者の割合（趣味関係）（自立・要支援）
（％）

要支援者等のサービス利用者数（人数）（75歳以
上人口千人あたり）

74.7

要支援者等の在宅サービス利用者数（人数）（75
歳以上人口千人あたり）

73.0

ワークシート

【②最終・中間アウトカム】

保険料収納必要額（月額）（円）

介護給付費準備基金一人当たり残高（千円） 25,461

B03. 介護保険事業の持続可能性が確保されている

保険料月額基準額（円） 6,014

※直近（R4時点）の数値について、全国や都道府県と比較する場合は右の数値を、前期と比較する場合は左の数
値をご覧ください。

社会参加者の割合（ボランティア）（自立・要支
援）（％）
社会参加者の割合（収入のある仕事）（自立・要
支援）（％）
社会参加者の割合（学習・教養サークル）（自
立・要支援）（％）
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（
85

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
5.

6

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

＜
参

考
10

＞
訪

問
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

 
利

用
者

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

7.
1

＜
参

考
11

＞
通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

 
利

用
者

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

29
.4

「
現

在
の

サ
ー

ビ
ス

利
用

で
は

、
生

活
の

維
持

が
難

し
い

人
」

の
数

・
割

合
（

％
）

事
業

所
に

お
け

る
介

護
職

員
の

採
用

者
数

・
離

職
者

数

＜
参

考
７

＞
（

看
護

）
小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

 
利

用
者

数
（

85
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

20
.0

＜
参

考
８

＞
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

 
利

用
者

数
（

85
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

74
.1

＜
参

考
９

＞
施

設
サ

ー
ビ

ス
 

利
用

者
数

（
85

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
15

6.
1
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選
択

整
合

性
（

0:
両

方
選

択
無

し
,1

:都
道

府
県

の
み

, 2
:両

方
選

択
,3

:選
択

不
整

合
）

0
全

国

都
道

府
県

行
番

号
4

市
区

町
村

行
番

号
4

前
期

直
近

（
R4

時
点

）
前

期
直

近
（

R4
時

点
）

前
期

前
期

前
期

直
近

（
R4

時
点

）

81
.5

2.
06

87
.6

8.
74

79
.6

80
.1

84
.0

84
.4

17
.0

16
.3

19
.0

5.
8

5.
5

6.
5

6.
4

6.
1

7.
1

4.
9

4.
7

5.
3

0.
7

81
.0

79
.1

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

【
⑧

包
括

等
】

介
護

保
険

 
分

析
ツ

ー
ル

E.
 投

入
資

源
全

国
―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―
―

C.
 地

域
の

サ
ー

ビ
ス

・
支

援
の

目
標

全
国

―
―

B.
 介

護
保

険
事

業
の

方
向

性
直

近
（

R4
時

点
）

（
初

期
ア

ウ
ト

カ
ム

）
（

ア
ク

テ
ィ

ビ
テ

ィ
・

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

）
―

（
中

間
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
最

終
ア

ウ
ト

カ
ム

）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国
―

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

女
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

設
置

数
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

上
記

相
談

に
つ

い
て

支
援

に
つ

な
げ

た
件

数
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

利
用

者
満

足
度

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

職
員

数
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
周

知

E0
9.

 地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

D0
9.

 総
合

相
談

支
援

C0
7.

 相
談

支
援

体
制

が
整

っ
て

い
る

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業

費
（

決
算

額
）

（
千

円
）

（
第

１
号

被
保

険
者

千
人

あ
た

り
）

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

へ
の

相
談

件
数

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
認

知
度

（
％

）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

閉
じ

こ
も

り
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

転
倒

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

B0
2.

 高
齢

者
が

、
社

会
と

の
関

わ
り

を
持

ち
、

要
介

護
状

態
等

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

も
し

く
は

悪
化

の
防

止
が

で
き

る
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
運

動
機

能
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

地
域

ケ
ア

個
別

会
議

（
自

立
支

援
型

ケ
ア

マ
ネ

）
年

間
検

討
延

べ
件

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

地
域

ケ
ア

個
別

会
議

（
地

域
課

題
（

テ
ー

マ
別

）
の

検
討

）
 

年
間

会
議

開
催

件
数

ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ

ー
か

ら
の

相
談

・
支

援
の

件
数

地
域

ケ
ア

会
議

で
出

さ
れ

た
地

域
課

題
を

施
策

・
事

業
と

し
て

検
討

し
た

件
数

職
員

へ
の

研
修

等
の

開
催

回
数

・
参

加
者

数

D1
0.

 包
括

的
継

続
的

ケ
ア

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

支
援

C0
8.

 多
様

な
職

種
や

機
関

と
の

連
携

協
働

に
よ

る
地

域
包

括
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
が

構
築

さ
れ

て
い

る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

の
た

め
の

研
修

・
会

議
等

の
開

催
回

数
・

参
加

者
数

多
職

種
連

携
に

よ
り

適
切

な
支

援
が

行
わ

れ
て

い
る

と
回

答
す

る
ケ

ア
マ

ネ
ジ

ャ
ー

の
割

合
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

認
知

症
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

地
域

ケ
ア

個
別

会
議

（
困

難
事

例
）

年
間

検
討

延
べ

件
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
地

域
ケ

ア
会

議
推

進
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）

D1
1.

 地
域

ケ
ア

会
議

E1
0.

 地
域

ケ
ア

会
議

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

栄
養

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

口
腔

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

調
整

済
み

認
定

率
（

要
支

援
）

（
％

）
※

被
保

険
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
事

業
対

象
者

数
（

％
）

調
整

済
み

要
介

護
認

定
率

（
％

）
※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
３

以
上

）
（

％
）

※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
１

・
２

）
（

％
）

※

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

抑
う

つ
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
IA

DL
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

（
イ

ン
プ

ッ
ト

）

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

収
入

の
あ

る
仕

事
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

学
習

・
教

養
サ

ー
ク

ル
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ス

ポ
ー

ツ
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

趣
味

関
係

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

要
支

援
者

等
の

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
74

.7

要
支

援
者

等
の

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
73

.0

新
規

認
定

を
受

け
た

者
の

平
均

年
齢

（
歳

）

認
知

症
高

齢
者

の
日

常
生

活
自

立
度

Ⅱ
ａ

以
上

の
者

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）

0.
7

一
定

期
間

に
お

け
る

要
介

護
認

定
者

の
平

均
要

介
護

度
の

変
化

率
（

要
介

護
１

・
２

）
一

定
期

間
に

お
け

る
要

介
護

認
定

者
の

平
均

要
介

護
度

の
変

化
率

（
要

介
護

３
～

５
）
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選
択

整
合

性
（

0:
両

方
選

択
無

し
,1

:都
道

府
県

の
み

, 2
:両

方
選

択
,3

:選
択

不
整

合
）

0
全

国

都
道

府
県

行
番

号
4

市
区

町
村

行
番

号
4

前
期

直
近

（
R4

時
点

）
前

期
直

近
（

R4
時

点
）

前
期

前
期

前
期

直
近

（
R4

時
点

）

35
.4

13
.6

81
.5

88
.3

10
2.

6
8.

6
87

.6

43
.2

79
.6

80
.1

10
.0

84
.0

84
.4

38
.8 7.
9

73
.5 8.
1

5.
8

12
.6

17
.0

16
.3

19
.0

5.
8

5.
5

6.
5

6.
4

6.
1

7.
1

4.
9

4.
7

5.
3

0.
7

81
.0

79
.1

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

【
⑨

認
知

症
】

介
護

保
険

 
分

析
ツ

ー
ル

E.
 投

入
資

源
全

国
―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

自
宅

死
の

割
合

（
％

）

―
（

イ
ン

プ
ッ

ト
）

（
ア

ク
テ

ィ
ビ

テ
ィ

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）

（
初

期
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
中

間
ア

ウ
ト

カ
ム

）
直

近
（

R4
時

点
）

（
最

終
ア

ウ
ト

カ
ム

）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国
―

―
C.

 地
域

の
サ

ー
ビ

ス
・

支
援

の
目

標
全

国
―

―
B.

 介
護

保
険

事
業

の
方

向
性

E1
1.

 認
知

症
総

合
支

援
事

業
D1

2.
 認

知
症

総
合

支
援

事
業

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
の

割
合

（
％

）
10

.1
平

均
自

立
期

間
（

年
）

（
全

国
）

 
女

性

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

45
.1

17
.4

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

老
人

ホ
ー

ム
施

設
死

の
割

合
（

％
）

11
.0

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
の

割
合

（
％

）
8.

2
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

要
支

援
・

要
介

護
）

（
％

）

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
在

宅
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

73
.1

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
要

介
護

３
以

上
の

者
の

う
ち

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

て
い

な
い

者
の

割
合

（
％

）
7.

1
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

要
介

護
３

以
上

の
者

の
う

ち
施

設
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

37
.6

C0
9.

 認
知

症
の

予
防

と
共

生
に

向
け

た
支

援
が

行
わ

れ
て

い
る

認
知

症
総

合
支

援
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）
認

知
症

初
期

集
中

支
援

チ
ー

ム
対

応
件

数
（

件
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
認

知
症

対
応

型
共

同
生

活
介

護
 

利
用

者
数

（
85

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
32

.6

「
過

去
１

年
間

に
、

居
所

を
変

更
し

た
人

」
の

割
合

（
％

）

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
施

設
サ

ー
ビ

ス
利

用
者

の
割

合
（

％
）

5.
1

要
介

護
１

・
２

の
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
て

い
な

い
者

の
割

合
（

％
）

13
.5

B0
1.

 要
介

護
状

態
に

な
っ

て
も

、
そ

の
心

身
の

状
況

等
に

応
じ

た
適

切
な

サ
ー

ビ
ス

・
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

、
可

能
な

限
り

、
居

宅
で

の
暮

ら
し

を
継

続
で

き
る

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
数

病
院

・
介

護
事

業
所

等
の

職
員

向
け

研
修

・
支

援
件

数
認

知
症

日
常

生
活

自
立

度
Ⅱ

A以
上

と
な

っ
た

と
き

の
平

均
年

齢
（

歳
）

ス
テ

ッ
プ

ア
ッ

プ
講

座
の

開
催

回
数

・
参

加
者

数
認

知
症

日
常

生
活

自
立

度
Ⅱ

A以
上

の
う

ち
、

在
宅

で
の

生
活

を
継

続
し

て
い

る
者

の
割

合
（

％
）

認
知

症
地

域
支

援
推

進
員

数
（

人
）

（
75

歳
以

上
人

口
1

万
人

あ
た

り
）

認
知

症
サ

ポ
ー

タ
ー

数
（

人
）

（
人

口
10

00
人

あ
た

り
）

認
知

症
カ

フ
ェ

数
（

箇
所

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
1万

人
あ

た
り

）

認
知

症
初

期
集

中
支

援
チ

ー
ム

数
・

チ
ー

ム
員

数
認

知
症

の
人

本
人

や
家

族
か

ら
の

相
談

・
支

援
件

数
認

知
症

相
談

窓
口

の
認

知
度

（
％

）

B0
2.

 高
齢

者
が

、
社

会
と

の
関

わ
り

を
持

ち
、

要
介

護
状

態
等

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

も
し

く
は

悪
化

の
防

止
が

で
き

る
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
運

動
機

能
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

チ
ー

ム
オ

レ
ン

ジ
の

支
援

「
意

思
決

定
支

援
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

の
研

修
回

数
・

参
加

者
数

＜
参

考
＞

認
知

症
サ

ポ
ー

ト
医

数
（

人
）

（
75

歳
以

上
人

口
1万

人
あ

た
り

）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

認
知

症
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

栄
養

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

口
腔

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

閉
じ

こ
も

り
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

転
倒

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

調
整

済
み

認
定

率
（

要
支

援
）

（
％

）
※

被
保

険
者

の
う

ち
サ

ー
ビ

ス
事

業
対

象
者

数
（

％
）

調
整

済
み

要
介

護
認

定
率

（
％

）
※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
３

以
上

）
（

％
）

※

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
１

・
２

）
（

％
）

※

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

抑
う

つ
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
IA

DL
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

要
支

援
者

等
の

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
74

.7

要
支

援
者

等
の

在
宅

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
数

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
73

.0

新
規

認
定

を
受

け
た

者
の

平
均

年
齢

（
歳

）

認
知

症
高

齢
者

の
日

常
生

活
自

立
度

Ⅱ
ａ

以
上

の
者

（
人

数
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）

0.
7

一
定

期
間

に
お

け
る

要
介

護
認

定
者

の
平

均
要

介
護

度
の

変
化

率
（

要
介

護
１

・
２

）
一

定
期

間
に

お
け

る
要

介
護

認
定

者
の

平
均

要
介

護
度

の
変

化
率

（
要

介
護

３
～

５
）

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

収
入

の
あ

る
仕

事
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

学
習

・
教

養
サ

ー
ク

ル
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

社
会

参
加

者
の

割
合

（
ス

ポ
ー

ツ
関

係
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
社

会
参

加
者

の
割

合
（

趣
味

関
係

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

235



選
択

整
合

性
（

0:
両

方
選

択
無

し
,1

:都
道

府
県

の
み

, 2
:両

方
選

択
,3

:選
択

不
整

合
）

0
全

国

都
道

府
県

行
番

号
4

市
区

町
村

行
番

号
4

前
期

直
近

（
R4

時
点

）
前

期
直

近
（

R4
時

点
）

前
期

前
期

前
期

直
近

（
R4

時
点

）

0.
3

81
.5

0.
0

87
.6

0.
6

79
.6

80
.1

84
.0

84
.4

17
.0

16
.3

19
.0

5.
8

5.
5

6.
5

8,
89

1
8,

41
7

21
.1

15
.9

3.
6

6.
4

6.
1

7.
1

4.
0

4.
4

4.
9

4.
7

5.
3

0.
0

0.
5

0.
7

0.
1

0.
2

0.
0

0.
1

25
.6

30
.1

4.
3

5.
4

0.
0

1.
1

81
.0

0.
6

0.
9

79
.1

0.
3

0.
6

2.
6

1.
4

2.
3

3.
6

0.
1

0.
1

ワ
ー

ク
シ

ー
ト

【
⑩

生
活

支
援

】
介

護
保

険
 

分
析

ツ
ー

ル

E.
 投

入
資

源
全

国
―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―
―

（
イ

ン
プ

ッ
ト

）
（

ア
ク

テ
ィ

ビ
テ

ィ
・

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

）
（

初
期

ア
ウ

ト
カ

ム
）

直
近

（
R4

時
点

）
（

中
間

ア
ウ

ト
カ

ム
）

直
近

（
R4

時
点

）
（

最
終

ア
ウ

ト
カ

ム
）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国
―

―
C.

 地
域

の
サ

ー
ビ

ス
・

支
援

の
目

標
全

国
―

―
B.

 介
護

保
険

事
業

の
方

向
性

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

女
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

「
あ

な
た

が
病

気
で

数
日

間
寝

込
ん

だ
と

き
に

、
看

病
や

世
話

を
し

て
く

れ
る

人
」

が
い

る
割

合
(％

)(
自

立
・

要
支

援
)

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

抑
う

つ
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
「

看
病

や
世

話
を

し
て

あ
げ

る
人

」
が

い
る

割
合

（
％

）
（

自
立

・
要

支
援

）
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
IA

DL
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

E1
2.

 生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

D1
3.

 生
活

支
援

体
制

整
備

事
業

C1
0.

 多
様

な
生

活
支

援
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
支

援
が

多
様

な
主

体
か

ら
提

供
さ

れ
て

い
る

B0
2.

 高
齢

者
が

、
社

会
と

の
関

わ
り

を
持

ち
、

要
介

護
状

態
等

と
な

る
こ

と
の

予
防

ま
た

は
要

介
護

状
態

等
の

軽
減

も
し

く
は

悪
化

の
防

止
が

で
き

る
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）
生

活
支

援
の

担
い

手
研

修
 

開
催

回
数

・
参

加
者

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
 

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
B

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

0.
7

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

運
動

機
能

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
１

層
）

（
兼

務
）

（
人

）
就

労
的

活
動

で
マ

ッ
チ

ン
グ

し
た

者
数

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
 

通
所

型
サ

ー
ビ

ス
B

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

1.
9

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

閉
じ

こ
も

り
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
１

層
）

（
専

任
）

（
人

）
多

様
な

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

等
の

情
報

提
供

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
 

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
D

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

0.
1

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

転
倒

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
２

層
）

（
兼

務
）

（
人

）
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

「
あ

な
た

の
心

配
事

や
愚

痴
を

聞
い

て
く

れ
る

人
」

が
い

る
割

合
（

％
）

（
自

立
・

要
支

援
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

栄
養

）
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

数
（

第
２

層
）

（
専

任
）

（
人

）
（

65
歳

以
上

人
口

1万
人

あ
た

り
）

利
用

し
て

い
る

「
介

護
保

険
サ

ー
ビ

ス
以

外
」

の
支

援
・

サ
ー

ビ
ス

の
状

況
リ

ス
ク

者
の

割
合

（
口

腔
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

就
労

的
活

動
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
数

「
あ

な
た

が
心

配
事

や
愚

痴
を

聞
い

て
あ

げ
る

人
」

が
い

る
割

合
（

％
）

（
自

立
・

要
支

援
）

リ
ス

ク
者

の
割

合
（

認
知

症
）

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）

調
整

済
み

要
介

護
認

定
率

（
％

）
※

E1
3.

 介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
D1

4.
 介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

C1
1.

 住
民

が
社

会
参

加
す

る
多

様
な

場
が

あ
る

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
３

以
上

）
（

％
）

※

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
費

（
決

算
額

）
（

千
円

）
（

第
１

号
被

保
険

者
千

人
あ

た
り

）
訪

問
型

 
従

前
相

当
 

利
用

実
人

数
（

75
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

通
い

の
場

箇
所

数
（

65
歳

以
上

人
口

千
人

あ
た

り
）

4.
1

調
整

済
み

認
定

率
（

要
介

護
１

・
２

）
（

％
）

※

訪
問

型
サ

ー
ビ

ス
（

事
業

費
）

（
千

円
）

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
訪

問
型

サ
ー

ビ
ス

A 
利

用
実

人
数

（
75

歳
以

上
人

口
千

人
あ

た
り

）
地

域
づ

く
り

へ
の

参
加

意
向

の
あ

る
高

齢
者

の
割

合
（

％
）

 
（

自
立

・
要

支
援

）
調

整
済

み
認

定
率

（
要
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サ
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齢
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サ
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介
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Ⅱ
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（
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右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。
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（
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介
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介
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が
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介
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口
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―

―
D.

 事
業

・
取

組
み

全
国

―
―

―
C.

 地
域

の
サ

ー
ビ

ス
・

支
援

の
目

標
全

国
―

―
B.

 介
護

保
険

事
業

の
方

向
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

男
性

平
均

寿
命

（
歳

）
 

女
性

A0
1.

 高
齢

者
が

尊
厳

を
保

持
し

、
そ

の
有

す
る

能
力

に
応

じ
、

自
立

し
た

暮
ら

し
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

―
直

近
（

R4
時

点
）

（
最

終
ア

ウ
ト

カ
ム

）

全
国

―
―

A.
 目

指
す

姿
全

国

（
イ

ン
プ

ッ
ト

）
（

ア
ク

テ
ィ

ビ
テ

ィ
・

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

）
（

初
期

ア
ウ

ト
カ

ム
）

直
近

（
R4

時
点

）
（

中
間

ア
ウ

ト
カ

ム
）

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

主
観

的
健

康
観

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
要

支
援

・
要

介
護

）
（

％
）

主
観

的
幸

福
感

の
高

い
高

齢
者

割
合

（
自

立
・

要
支

援
）

（
％

）
主

観
的

健
康

観
の

高
い

高
齢

者
割

合
（

自
立

・
要

支
援

）
（

％
）

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

男
性

平
均

自
立

期
間

（
年

）
（

全
国

）
 

女
性

E1
6.

 介
護

給
付

費
適

正
化

事
業

D1
7.

 介
護

給
付

費
適

正
化

事
業

C1
3.

 自
立

を
阻

害
せ

ず
、

効
果

的
・

効
率

的
に

介
護

給
付

が
行

わ
れ

て
い

る
B0

3.
 介

護
保

険
事

業
の

持
続

可
能

性
が

確
保

さ
れ

て
い

る

介
護

給
付

費
適

正
化

事
業

費
（

決
算

額
）

各
事

業
の

実
施

状
況

（
ケ

ア
プ

ラ
ン

点
検

、
給

付
費

通
知

等
）

調
整

済
み

第
１

号
被

保
険

者
１

人
あ

た
り

給
付

月
額

（
円

）
※

保
険

料
月

額
基

準
額

（
円

）
6,

01
4

調
整

済
み

第
１

号
被

保
険

者
１

人
あ

た
り

給
付

月
額

（
居

住
系

サ
ー

ビ
ス

）
（

円
）

※
介

護
給

付
費

準
備

基
金

一
人

当
た

り
残

高
（

千
円

）
25

,4
61

調
整

済
み

第
１

号
被

保
険

者
１

人
あ

た
り

給
付

月
額

（
在

宅
サ

ー
ビ

ス
）

（
円

）
※

保
険

料
収

納
必

要
額

（
月

額
）

（
円

）

実
績

評
価

の
実

施
の

有
無

計
画

の
検

討
・

評
価

を
行

う
会

議
の

開
催

回
数

調
整

済
み

第
１

号
被

保
険

者
１

人
あ

た
り

給
付

月
額

（
施

設
サ

ー
ビ

ス
）

（
円

）
※

※
直

近
（

R4
時

点
）

の
数

値
に

つ
い

て
、

全
国

や
都

道
府

県
と

比
較

す
る

場
合

は
右

の
数

値
を

、
前

期
と

比
較

す
る

場
合

は
左

の
数

値
を

ご
覧

く
だ

さ
い

。

E1
7.

 P
DC

Aサ
イ

ク
ル

D1
8.

 P
DC

Aサ
イ

ク
ル

C1
4.

 P
DC

Aサ
イ

ク
ル

に
よ

っ
て

介
護

保
険

事
業

の
立

案
と

運
用

が
行

わ
れ

て
い

る

会
議

開
催

に
係

る
費

用
介

護
保

険
事

業
計

画
へ

の
目

標
・

指
標

の
有

無
評

価
結

果
を

計
画

や
事

業
の

内
容

に
反

映
し

た
事

業
の

数
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1 
 介 介

護護
保保

険険
事事

業業
計計

画画
にに

おお
けけ

るる
「「

⾧⾧
期期

的的
アア

ウウ
トト

カカ
ムム

指指
標標

」」
のの

設設
定定

にに
関関

すす
るる

イイ
ンン

タタ
ビビ

ュュ
ーー

調調
査査

・・
事事

前前
調調

査査
  

 1.
 介

護
保

険
事

業
計

画
の

策
定

過
程

に
つ

い
て

 
1-

1.
 貴

自
治

体
で

介
護

保
険

事
業

計
画

を
ど

の
よ

う
に

策
定

し
て

い
る

か
に

つ
い

て
伺

い
ま

す
。

次
の

う
ち

あ
て

は
ま

る
選

択
肢

を
一

つ
選

ん
で

く
だ

さ
い

。
 

a.
 

自
治

体
内

で
ほ

ぼ
全

て
の

内
容

を
検

討
し

、
策

定
し

て
い

る
。

 
b.

 
一

部
を

計
画

策
定

に
⾧

け
た

事
業

主
体

に
委

託
し

、
そ

の
内

容
を

元
に

策
定

し
て

い
る

。
 

c. 
ほ

ぼ
全

て
の

部
分

を
計

画
策

定
に

⾧
け

た
事

業
主

体
に

委
託

し
、

そ
の

内
容

を
元

に
策

定
し

て
い

る
。 

d.
 

そ
の

他
 

 1-
2.

 貴
自

治
体

の
介

護
保

険
事

業
計

画
策

定
に

関
わ

る
職

員
は

、
そ

の
計

画
策

定
に

関
す

る
研

修
に

参
加

し
た

経
験

が
あ

り
ま

す
か

。
 

a.
 

全
員

／
ほ

ぼ
全

員
が

参
加

し
た

こ
と

が
あ

る
 

b.
 

一
部

職
員

が
参

加
し

た
こ

と
が

あ
る

 
c. 

ほ
と

ん
ど

参
加

経
験

が
な

い
 

d.
 

ま
っ

た
く

参
加

経
験

が
な

い
 

 1-
2-

s1
. （

前
問

で
「

全
員

／
ほ

ぼ
全

員
が

参
加

し
た

こ
と

が
あ

る
」

も
し

く
 は

「
一

部
職

員
が

参
加

し
た

こ
と

が
あ

る
」

と
回

答
し

た
方

の
み

）
 

そ
の

研
修

の
中

で
計

画
の

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
に

関
す

る
内

容
（

例
：

指
標

の
設

定
の

仕
方

 、
ロ

ジ
ッ

ク
モ

デ
ル

等
）

は
あ

り
ま

し
た

か
。

 
a.

 
あ

っ
た

 
b.

 
な

か
っ

た
 

c. 
覚

え
て

い
な

い
 

 2.
 ⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

の
設

定
状

況
 

 「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
の

定
義

 
介

護
保

険
お

よ
び

関
連

事
業

の
実

施
に

よ
り

も
た

ら
さ

れ
る

⾧
期

的
な

帰
結

の
う

ち
、

数
値

目
標

と
し

て
設

定
さ

れ
て

い
る

も
の

 
特

定
の

事
業

の
効

果
を

測
定

す
る

た
め

の
指

標
（

例
 高

齢
者

体
操

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
け

る
握

力
、

満
足

度
な

ど
）

は
除

外
 

2 
 

 
  2-

1.
 貴

自
治

体
の

第
9

期
介

護
保

険
事

業
計

画
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

設
定

し
て

い
ま

す
か

？
 

a.
 

設
定

し
た

／
設

定
予

定
で

あ
る

（
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

を
受

け
付

け
て

い
る

段
階

も
含

む
）

 
b.

 
検

討
し

た
が

、
第

9
期

計
画

で
は

設
定

し
て

い
な

い
 

c. 
設

定
し

て
い

な
い

（
検

討
も

行
わ

な
か

っ
た

）
 

 2-
1-

s1
. 

（
上

記
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

「
設

定
し

た
／

設
定

予
定

で
あ

る
」

を
選

ん
だ

方
に

伺
い

ま
す

。）
 そ

れ
は

ど
の

よ
う

な
内

容
で

し
ょ

う
か

。
第

9
期

介
護

保
険

事
業

計
画

に
記

載
し

て
い

る
内

容
を

ご
教

示
く

だ
さ

い
。

 
 2-

1-
s2

. 
（

上
記

で
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

を
「

設
定

し
た

／
設

定
予

定
で

あ
る

」
を

選
ん

だ
方

に
伺

い
ま

す
。）

 「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
に

お
け

る
数

値
目

標
は

ど
の

よ
う

に
設

定
さ

れ
ま

し
た

か
。

当
て

は
ま

る
も

の
全

て
を

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

 
a.

 
現

状
の

値
を

も
と

に
担

当
者

が
予

測
し

て
設

定
し

た
。

 
b.

 
他

自
治

体
の

設
定

し
た

数
値

目
標

を
参

考
に

設
定

し
た

。
 

c. 
専

門
家

に
検

討
を

依
頼

し
、

そ
の

意
見

を
参

考
に

設
定

し
た

。
 

d.
 

5
年

後
の

予
測

値
を

算
出

し
、

そ
れ

を
参

考
に

改
善

傾
向

と
な

る
よ

う
設

定
し

た
。

 
e.

 
具

体
的

な
根

拠
は

な
い

。
 

f. 
設

定
し

た
過

程
が

わ
か

ら
な

い
。
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1 
 介介

護護
保保

険険
事事

業業
計計

画画
にに

おお
けけ

るる
「「

⾧⾧
期期

的的
アア

ウウ
トト

カカ
ムム

指指
標標

」」
のの

設設
定定

にに
関関

すす
るる

イイ
ンン

タタ
ビビ

ュュ
ーー

調調
査査

・・
事事

前前
調調

査査
  

 1.
 介

護
保

険
事

業
計

画
の

策
定

過
程

に
つ

い
て

 
1-

1.
 貴

自
治

体
で

介
護

保
険

事
業

計
画

を
ど

の
よ

う
に

策
定

し
て

い
る

か
に

つ
い

て
伺

い
ま

す
。

次
の

う
ち

あ
て

は
ま

る
選

択
肢

を
一

つ
選

ん
で

く
だ

さ
い

。
 

a.
 

自
治

体
内

で
ほ

ぼ
全

て
の

内
容

を
検

討
し

、
策

定
し

て
い

る
。

 
b.

 
一

部
を

計
画

策
定

に
⾧

け
た

事
業

主
体

に
委

託
し

、
そ

の
内

容
を

元
に

策
定

し
て

い
る

。
 

c. 
ほ

ぼ
全

て
の

部
分

を
計

画
策

定
に

⾧
け

た
事

業
主

体
に

委
託

し
、

そ
の

内
容

を
元

に
策

定
し

て
い

る
。 

d.
 

そ
の

他
 

 1-
2.

 貴
自

治
体

の
介

護
保

険
事

業
計

画
策

定
に

関
わ

る
職

員
は

、
そ

の
計

画
策

定
に

関
す

る
研

修
に

参
加

し
た

経
験

が
あ

り
ま

す
か

。
 

a.
 

全
員

／
ほ

ぼ
全

員
が

参
加

し
た

こ
と

が
あ

る
 

b.
 

一
部

職
員

が
参

加
し

た
こ

と
が

あ
る

 
c. 

ほ
と

ん
ど

参
加

経
験

が
な

い
 

d.
 

ま
っ

た
く

参
加

経
験

が
な

い
 

 1-
2-

s1
. （

前
問

で
「

全
員

／
ほ

ぼ
全

員
が

参
加

し
た

こ
と

が
あ

る
」

も
し

く
 は

「
一

部
職

員
が

参
加

し
た

こ
と

が
あ

る
」

と
回

答
し

た
方

の
み

）
 

そ
の

研
修

の
中

で
計

画
の

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
に

関
す

る
内

容
（

例
：

指
標

の
設

定
の

仕
方

 、
ロ

ジ
ッ

ク
モ

デ
ル

等
）

は
あ

り
ま

し
た

か
。

 
a.

 
あ

っ
た

 
b.

 
な

か
っ

た
 

c. 
覚

え
て

い
な

い
 

 2.
 ⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

の
設

定
状

況
 

 「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
の

定
義

 
介

護
保

険
お

よ
び

関
連

事
業

の
実

施
に

よ
り

も
た

ら
さ

れ
る

⾧
期

的
な

帰
結

の
う

ち
、

数
値

目
標

と
し

て
設

定
さ

れ
て

い
る

も
の

 
特

定
の

事
業

の
効

果
を

測
定

す
る

た
め

の
指

標
（

例
 高

齢
者

体
操

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

お
け

る
握

力
、

満
足

度
な

ど
）

は
除

外
 

2 
 

 
  2-

1.
 貴

自
治

体
の

第
9

期
介

護
保

険
事

業
計

画
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

設
定

し
て

い
ま

す
か

？
 

a.
 

設
定

し
た

／
設

定
予

定
で

あ
る

（
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

を
受

け
付

け
て

い
る

段
階

も
含

む
）

 
b.

 
検

討
し

た
が

、
第

9
期

計
画

で
は

設
定

し
て

い
な

い
 

c. 
設

定
し

て
い

な
い

（
検

討
も

行
わ

な
か

っ
た

）
 

 2-
1-

s1
. 

（
上

記
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

「
設

定
し

た
／

設
定

予
定

で
あ

る
」

を
選

ん
だ

方
に

伺
い

ま
す

。）
 そ

れ
は

ど
の

よ
う

な
内

容
で

し
ょ

う
か

。
第

9
期

介
護

保
険

事
業

計
画

に
記

載
し

て
い

る
内

容
を

ご
教

示
く

だ
さ

い
。

 
 2-

1-
s2

. 
（

上
記

で
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

を
「

設
定

し
た

／
設

定
予

定
で

あ
る

」
を

選
ん

だ
方

に
伺

い
ま

す
。）

 「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
に

お
け

る
数

値
目

標
は

ど
の

よ
う

に
設

定
さ

れ
ま

し
た

か
。

当
て

は
ま

る
も

の
全

て
を

選
ん

で
く

だ
さ

い
。

 
a.

 
現

状
の

値
を

も
と

に
担

当
者

が
予

測
し

て
設

定
し

た
。

 
b.

 
他

自
治

体
の

設
定

し
た

数
値

目
標

を
参

考
に

設
定

し
た

。
 

c. 
専

門
家

に
検

討
を

依
頼

し
、

そ
の

意
見

を
参

考
に

設
定

し
た

。
 

d.
 

5
年

後
の

予
測

値
を

算
出

し
、

そ
れ

を
参

考
に

改
善

傾
向

と
な

る
よ

う
設

定
し

た
。

 
e.

 
具

体
的

な
根

拠
は

な
い

。
 

f. 
設

定
し

た
過

程
が

わ
か

ら
な

い
。

 

3 
  2-

1-
s3

. （
上

記
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

「
設

定
し

た
／

設
定

 予
定

で
あ

る
」

を
選

ん
だ

方
に

伺
い

ま
す

。）
 「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

を
設

定
す

る
に

あ
た

っ
て

活
用

し
た

も
の

は
あ

り
ま

す
か

。
（

複
数

選
択

可
）

 
a.

 
住

民
を

対
象

と
し

た
質

問
紙

調
査

（
介

護
予

防
・

日
常

生
活

圏
域

ニ
ー

ズ
調

査
、

在
宅

介
護

実
態

調
査

な
ど

）
の

結
果

を
活

用
し

た
 

b.
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
を

対
象

と
し

た
質

問
紙

調
査

（
在

宅
生

活
改

善
調

査
、

介
護

人
材

実
態

調
査

な
ど

）
の

結
果

を
活

用
し

た
 

c. 
地

域
の

住
民

や
事

業
者

と
の

協
議

体
（

地
域

ケ
ア

会
議

な
ど

）
に

よ
り

把
握

し
た

地
域

の
情

報
を

活
用

し
た

 
d.

 
地

域
住

民
を

対
象

と
し

た
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
意

見
交

換
を

行
っ

た
 

e.
 

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
意

見
交

換
を

行
っ

た
 

f. 
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
へ

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
意

見
交

換
を

行
っ

た
 

g.
 

地
域

分
析

の
た

め
の

ツ
ー

ル
（

地
域

包
括

ケ
ア

「
見

え
る

化
」

シ
ス

テ
ム

、
介

護
保

険
「

保
険

者
シ

ー
ト

」
な

ど
））

を
活

用
し

た
 

h.
 

保
険

者
機

能
強

化
推

進
交

付
金

等
の

評
価

結
果

を
活

用
し

た
 

i. 
計

画
作

成
委

員
会

等
の

会
議

に
お

い
て

、
議

論
・

検
討

を
行

っ
た

 
j. 

上
記

の
よ

う
な

実
態

把
握

・
地

域
分

析
は

行
っ

て
い

な
い

 
k.

 
そ

の
他

 
 2-

2.
 第

8
期

介
護

保
険

事
業

計
画

で
の

指
標

設
定

状
況

に
つ

い
て

伺
い

ま
す

。
貴

自
治

体
の

第
8

期
介

護
保

険
事

業
計

画
で

、「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

設
定

し
て

い
ま

し
た

か
。

 
a.

 
第

8
期

計
画

で
も

設
定

し
て

い
た

 
b.

 
第

9
期

計
画

か
ら

新
た

に
設

定
し

た
／

設
定

す
る

予
定

 
c. 

第
8

期
で

は
設

定
し

て
い

た
が

、
第

9
期

か
ら

と
り

や
め

た
 

 2-
2-

s1
. 「

第
8

期
計

画
で

も
設

定
し

て
い

た
」

も
し

く
は

「
第

8
期

で
は

設
定

し
て

い
た

が
、

第
9

期
か

ら
と

り
や

め
た

」
と

回
答

し
た

方
に

伺
い

ま
す

。
第

8
期

で
設

定
し

て
い

た
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

以
下

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
も

し
く

は
該

当
す

る
内

容
が

記
載

さ
れ

て
い

る
ペ

ー
ジ

を
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
 

 2-
2-

s2
. 

「
第

8
期

で
は

設
定

し
て

い
た

が
、

第
9

期
か

ら
と

り
や

め
た

」
と

回
答

し
た

方
に

伺
い

ま
す

。
第

9
期

か
ら

取
り

や
め

た
理

由
や

経
緯

に
つ

い
て

、
で

き
る

だ
け

詳
し

く
ご

教
示

く
だ

さ
い

。
 

 3.
 ⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

設
定

の
困

難
さ

 
3-

1.
 住

民
が

自
身

の
健

康
や

人
生

を
主

観
的

に
評

価
し

た
結

果
に

関
す

る
目

標
を

設
定

す
る

。
 

4 
 例

 
地

域
住

民
の

主
観

的
幸

福
感

（
平

均
値

）
の

向
上

（
現

状
値

A 
目

標
値

B）
な

お
、

主
観

的
幸

福
感

は
C

と
い

う
調

査
に

よ
り

測
定

す
る

。
 

 
容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 困困 難難 でで ああ るる  

困困 難難 でで ああ るる  
本本 市市 (( 地地 域域 連連 合合 )) にに はは

当当 てて はは まま らら なな いい  

上
記

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

男
性

と
女

性
に

分
け

た
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

低
所

得
層

に
絞

っ
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

外
国

に
ル

ー
ツ

を
も

つ
方

々
の

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

何
ら

か
の

障
害

を
有

し
て

い
る

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

性
的

多
様

性
に

配
慮

し
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

 3-
2.

 現
に

介
護

を
し

て
い

る
人

が
介

護
に

つ
い

て
ど

の
よ

う
に

感
じ

て
い

る
か

を
評

価
す

る
指

標
を

設
定

す
る

。 
例

 
介

護
者

の
介

護
負

担
感

の
軽

減
（

現
状

値
A 

目
標

値
B）

 
介

護
負

担
感

に
は

C
と

い
う

尺
度

を
使

用
し

、
D

と
い

う
調

査
に

よ
り

把
握

す
る

。
 

 
容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 困困 難難 でで ああ るる  

困困 難難 でで ああ るる  

本本 市市 (( 地地 域域 連連 合合 )) にに はは

当当 てて はは まま らら なな いい  

上
記

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

男
性

と
女

性
に

分
け

た
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

低
所

得
層

に
絞

っ
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

外
国

に
ル

ー
ツ

を
も

つ
方

々
の

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

何
ら

か
の

障
害

を
有

し
て

い
る

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

性
的

多
様

性
に

配
慮

し
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 
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5 
 3-

3.
 住

民
が

今
後

の
家

族
の

介
護

に
つ

い
て

ど
の

よ
う

に
考

え
て

い
る

か
を

評
価

す
る

た
め

の
指

標
を

設
定

す
る

。
 

例
 

住
民

が
親

の
介

護
に

つ
い

て
感

じ
て

い
る

不
安

の
軽

減
（

現
状

値
A 

目
標

値
B）

 
親

の
介

護
に

つ
い

て
感

じ
て

い
る

不
安

に
つ

い
て

は
、

C
と

い
う

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
。

 
  

容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 困困 難難 でで ああ るる  

困困 難難 でで ああ るる  

本本 市市 (( 地地 域域 連連 合合 )) にに はは

当当 てて はは まま らら なな いい  

上
記

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

男
性

と
女

性
に

分
け

た
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

低
所

得
層

に
絞

っ
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

外
国

に
ル

ー
ツ

を
も

つ
方

々
の

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

何
ら

か
の

障
害

を
有

し
て

い
る

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

性
的

多
様

性
に

配
慮

し
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

 3-
4.

 住
民

が
地

域
に

つ
い

て
主

観
的

に
評

価
し

た
結

果
に

関
す

る
指

標
を

設
定

す
る

。
 

例
 

暮
ら

し
や

す
い

と
感

じ
て

い
る

住
民

の
割

合
の

増
加

（
現

状
値

A 
目

標
値

B）
 

C
と

い
う

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
。

 
住

民
が

市
町

村
行

政
に

対
し

て
抱

い
て

い
る

信
頼

感
の

向
上

（
現

状
値

D
 目

標
値

E）
 

F
と

い
う

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
。

 
 

容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 困困 難難 でで ああ るる  

困困 難難 でで ああ るる  

本本 市市 (( 地地 域域 連連 合合 )) にに はは

当当 てて はは まま らら なな いい  

上
記

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

男
性

と
女

性
に

分
け

た
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

低
所

得
層

に
絞

っ
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

6 
 外

国
に

ル
ー

ツ
を

も
つ

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

何
ら

か
の

障
害

を
有

し
て

い
る

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

性
的

多
様

性
に

配
慮

し
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

 4.
 「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

設
定

に
向

け
た

工
夫

・
改

善
策

 
4-

1.
 現

在
、

次
の

よ
う

な
工

夫
を

実
施

し
ま

し
た

か
。

 
a.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

設
定

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、

お
答

え
く

だ
さ

い
。

 
b.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

測
定

し
、

計
算

す
る

た
め

の
基

盤
と

な
る

調
査

シ
ス

テ
ム

を
構

築
す

る
。

 
c. 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

測
定

し
、

活
用

す
る

た
め

の
手

順
書

を
作

る
。

 
d.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」の

設
定

過
程

に
つ

い
て

近
隣

の
市

町
村

と
ノ

ウ
ハ

ウ
を

共
有

す
る

。 
e.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

住
民

の
視

点
を

活
用

す
る

た
め

に
、

議
論

を
す

る
場

を
設

け
る

。
 

f. 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

住
民

の
視

点
を

活
用

す
る

た
め

に
、

住
民

に
対

す
る

ヒ
ア

リ
ン

グ
や

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

を
行

う
。

 
g.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

学
識

経
験

者
と

検
討

す
る

機
会

を
設

け
る

。
 

h.
 

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
等

に
よ

り
、

事
業

の
実

施
か

ら
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

の
実

現
に

至
る

論
理

的
な

関
係

を
確

認
す

る
。

 
i. 

そ
の

他
 

 4-
2.

 今
後

、
貴

自
治

体
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

設
定

す
る

た
め

に
ど

の
よ

う
な

対
応

策
を

採
る

こ
と

が
可

能
で

し
ょ

う
か

。（
複

数
選

択
可

）
 

a.
 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
に

つ
い

て
測

定
し

、
計

算
す

る
た

め
の

基
盤

と
な

る
調

査
シ

ス
テ

ム
を

構
築

す
る

。
 

b.
 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

測
定

し
、

活
用

す
る

た
め

の
手

順
書

を
作

る
。

 
c. 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
の

設
定

過
程

に
つ

い
て

近
隣

の
市

町
村

と
ノ

ウ
ハ

ウ
を

共
有

す
る

。 
d.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

住
民

の
視

点
を

活
用

す
る

た
め

に
、

議
論

を
す

る
場

を
設

け
る

。
 

e.
 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
に

つ
い

て
住

民
の

視
点

を
活

用
す

る
た

め
に

、
住

民
に

対
す

る
ヒ

ア
リ

ン
グ

や
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
を

行
う

。
 

f. 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

学
識

経
験

者
と

検
討

す
る

機
会

を
設

け
る

。
 

g.
 

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
等

に
よ

り
、

事
業

の
実

施
か

ら
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

の
実

現
に

至
る

論
理

的
な

関
係

を
確

認
す

る
。

 
h.

 
そ

の
他
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5 
 3-

3.
 住

民
が

今
後

の
家

族
の

介
護

に
つ

い
て

ど
の

よ
う

に
考

え
て

い
る

か
を

評
価

す
る

た
め

の
指

標
を

設
定

す
る

。
 

例
 

住
民

が
親

の
介

護
に

つ
い

て
感

じ
て

い
る

不
安

の
軽

減
（

現
状

値
A 

目
標

値
B）

 
親

の
介

護
に

つ
い

て
感

じ
て

い
る

不
安

に
つ

い
て

は
、

C
と

い
う

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
。

 
  

容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 困困 難難 でで ああ るる  

困困 難難 でで ああ るる  

本本 市市 (( 地地 域域 連連 合合 )) にに はは

当当 てて はは まま らら なな いい  

上
記

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

男
性

と
女

性
に

分
け

た
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

低
所

得
層

に
絞

っ
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

外
国

に
ル

ー
ツ

を
も

つ
方

々
の

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

何
ら

か
の

障
害

を
有

し
て

い
る

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

性
的

多
様

性
に

配
慮

し
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

 3-
4.

 住
民

が
地

域
に

つ
い

て
主

観
的

に
評

価
し

た
結

果
に

関
す

る
指

標
を

設
定

す
る

。
 

例
 

暮
ら

し
や

す
い

と
感

じ
て

い
る

住
民

の
割

合
の

増
加

（
現

状
値

A 
目

標
値

B）
 

C
と

い
う

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
。

 
住

民
が

市
町

村
行

政
に

対
し

て
抱

い
て

い
る

信
頼

感
の

向
上

（
現

状
値

D
 目

標
値

E）
 

F
と

い
う

調
査

に
よ

り
把

握
す

る
。

 
 

容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 容容 易易 でで ああ るる  

やや やや 困困 難難 でで ああ るる  

困困 難難 でで ああ るる  

本本 市市 (( 地地 域域 連連 合合 )) にに はは

当当 てて はは まま らら なな いい  

上
記

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

男
性

と
女

性
に

分
け

た
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

低
所

得
層

に
絞

っ
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

6 
 外

国
に

ル
ー

ツ
を

も
つ

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

何
ら

か
の

障
害

を
有

し
て

い
る

方
々

の
数

値
目

標
を

設
定

す
る

 
1 

2 
3 

4 
5 

性
的

多
様

性
に

配
慮

し
た

数
値

目
標

を
設

定
す

る
 

1 
2 

3 
4 

5 

 4.
 「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

設
定

に
向

け
た

工
夫

・
改

善
策

 
4-

1.
 現

在
、

次
の

よ
う

な
工

夫
を

実
施

し
ま

し
た

か
。

 
a.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

設
定

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、

お
答

え
く

だ
さ

い
。

 
b.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

測
定

し
、

計
算

す
る

た
め

の
基

盤
と

な
る

調
査

シ
ス

テ
ム

を
構

築
す

る
。

 
c. 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

測
定

し
、

活
用

す
る

た
め

の
手

順
書

を
作

る
。

 
d.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」の

設
定

過
程

に
つ

い
て

近
隣

の
市

町
村

と
ノ

ウ
ハ

ウ
を

共
有

す
る

。 
e.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

住
民

の
視

点
を

活
用

す
る

た
め

に
、

議
論

を
す

る
場

を
設

け
る

。
 

f. 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

住
民

の
視

点
を

活
用

す
る

た
め

に
、

住
民

に
対

す
る

ヒ
ア

リ
ン

グ
や

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

調
査

を
行

う
。

 
g.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

学
識

経
験

者
と

検
討

す
る

機
会

を
設

け
る

。
 

h.
 

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
等

に
よ

り
、

事
業

の
実

施
か

ら
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

の
実

現
に

至
る

論
理

的
な

関
係

を
確

認
す

る
。

 
i. 

そ
の

他
 

 4-
2.

 今
後

、
貴

自
治

体
で

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

設
定

す
る

た
め

に
ど

の
よ

う
な

対
応

策
を

採
る

こ
と

が
可

能
で

し
ょ

う
か

。（
複

数
選

択
可

）
 

a.
 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
に

つ
い

て
測

定
し

、
計

算
す

る
た

め
の

基
盤

と
な

る
調

査
シ

ス
テ

ム
を

構
築

す
る

。
 

b.
 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
を

測
定

し
、

活
用

す
る

た
め

の
手

順
書

を
作

る
。

 
c. 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
の

設
定

過
程

に
つ

い
て

近
隣

の
市

町
村

と
ノ

ウ
ハ

ウ
を

共
有

す
る

。 
d.

 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

住
民

の
視

点
を

活
用

す
る

た
め

に
、

議
論

を
す

る
場

を
設

け
る

。
 

e.
 

「
⾧

期
的

な
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

」
に

つ
い

て
住

民
の

視
点

を
活

用
す

る
た

め
に

、
住

民
に

対
す

る
ヒ

ア
リ

ン
グ

や
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
調

査
を

行
う

。
 

f. 
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

に
つ

い
て

学
識

経
験

者
と

検
討

す
る

機
会

を
設

け
る

。
 

g.
 

ロ
ジ

ッ
ク

モ
デ

ル
等

に
よ

り
、

事
業

の
実

施
か

ら
「

⾧
期

的
な

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
」

の
実

現
に

至
る

論
理

的
な

関
係

を
確

認
す

る
。

 
h.

 
そ

の
他
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